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１．はじめに 

 

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」（以下「本研究計画」

という。）は，科学技術・学術審議会において平成 31年に建議され，平成 31年度（令和元

年度）から５か年計画として実施されている。本研究計画は，平成 26年度から５年間実施

された「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」の方針を踏襲して，地震・火

山現象の根本的理解，発生予測，災害誘因*予測，災害情報の活用に関する研究を実施する。

加えて，防災対策の推進について，国民や社会の共通理解の醸成を効果的に図るための手法

開発に関する研究を新たに開始した。本研究計画では，災害の軽減に貢献することを意識し

た研究を推進するという視点をより明確にし，関連研究分野との一層の連携強化を通じて，

観測研究の成果を最大限に活用して災害軽減に役立てるための方策の研究等を進めている。 

本研究計画は以下の５つの大項目で構成される。 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー*向上のための研究 

５．研究を推進するための体制の整備 

上記大項目のうち，１は地震・火山災害の根本原因である地震・火山現象そのものの理

解を深めるため，低頻度大規模現象を含む多様な地震・火山現象の特性を把握し，それらが

発生する仕組みの解明を目指した研究を行うものであり，次の中項目からなる。 

（１）地震・火山現象に関する史料*，考古データ*，地質データ等の収集と解析 

（２）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明 

（３）地震発生過程*の解明とモデル化* 

（４）火山現象の解明とモデル化 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

２は，１で得られた科学的理解に基づき地震・火山噴火の予測手法や活動の推移予測手

法の開発を目指した研究を行うものであり，次の中項目からなる。 

（１）地震発生の新たな長期予測 

（２）地殻活動*モニタリングに基づく地震発生予測 

（３）先行現象*に基づく地震発生の確率予測 

（４）中長期的な火山活動の評価 

（５）火山活動推移モデル*の構築による火山噴火予測 
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３は，地震・火山噴火が引き起こす地震動や津波，火山噴出物*，斜面崩壊などの災害誘

因を事前及び発生後即時的に高精度に予測する手法の開発を進めるとともに，災害誘因予

測を災害情報につなげる研究を行うものであり，次の中項目からなる。 

（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

（２）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測*手法の高度化 

（３）地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究 

４は，過去の地震・火山噴火によって引き起こされた災害誘因が災害素因*へ与える作用

に焦点を当てながら，その災害発生の仕組みや要因を解明するとともに，災害の軽減に結び

つく効果的な知識要素を特定し，防災リテラシー向上に資する実践的な開発・研究を行うも

のであり，次の中項目からなる。 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 

５は，計画全体を組織的に推進する体制の整備や，基礎的な観測体制の強化を図るもの

であり，本研究計画全体の研究基盤の開発・整備が含まれ，次の中項目に分けられている。 

（１）推進体制の整備 

（２）分野横断で取り組む総合研究を推進する体制 

（３）研究基盤の開発・整備 

（４）関連研究分野との連携の強化 

（５）国際共同研究・国際協力  

（６）社会との共通理解の醸成と災害教育 

（７）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

本研究計画においては，成果の社会実装を将来的に目指すとともに，地震学・火山学的

な見地のみならず災害科学的な観点も重視する。そのため，大項目２の「地震・火山噴火の

予測のための研究」においては，研究成果の出口が意識されている。このような観点から，

「地震発生の新たな長期予測」，「地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測」，「火山

活動推移モデルの構築による火山噴火予測」の３つが重点的に取り組む研究として位置づ

けられている。その背景には，蓄積されつつある地震・地殻変動*等の観測データや基礎的

な研究成果を，過去の大地震の発生履歴の知見に依存してきた地震発生の長期評価*に活用

するための手法や，プレート境界*でのすべりの時空間変化の推定等を通して中短期での大

地震の発生確率の計算に活用するための手法の開発が期待されていること，噴火事象系統

樹*における分岐確率や論理の根拠となり得る観測・分析データが本研究計画等を通じて

徐々に蓄積されてきたことなどがある。 
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さらに，地震・火山災害が災害誘因と災害素因の相互作用により発生することを考慮し，

本研究計画では，地震学・火山学の研究者と災害や防災に関連する理学，工学，人文・社会

科学などの分野の研究者の協力を深化させ，災害科学としての取組を図る。これを具体化す

るため，大項目５の「研究を推進するための体制の整備」の中に「分野横断で取り組む総合

研究を推進する体制」を中項目として位置付け，南海トラフ沿いの巨大地震，首都直下地震

*，千島海溝沿いの巨大地震，桜島大規模火山噴火，高リスク小規模火山噴火，という５つ

の課題設定を行い，それぞれに対応する総合研究グループを組織した。本研究計画から，大

きな災害につながる低頻度大規模地震として千島海溝沿いの巨大地震を総合研究の対象と

することになった。また，高リスク小規模火山噴火は，火口や噴気地が観光スポットになっ

ている場合などにおける，規模は小さくとも災害リスクの高い火山現象に着目する，本研究

計画で新設された課題であり，これに対応する総合研究グループでは，予測困難性と社会的

要因に着目して，まず研究の方向性から検討を始め，文理融合研究課題のシーズを育てるこ

とを目標としている。 

令和４年度の本研究計画は，国立大学法人等，国立研究開発法人，独立行政法人，政府

機関，公設試験研究機関 1が策定した約 170 の実施計画（個別課題），公募による 10 の実

施計画（個別課題），及び拠点間連携共同研究*2としての 17の実施計画（個別課題）からな

っている。また，この個別課題の成果は，年次報告【機関別】（文部科学省及び地震・火山

噴火予知研究協議会*3のホームページに掲載）に取りまとめられている。これらの個別課題

による研究成果をもとに，本研究計画の項目別に令和４年度の成果を取りまとめたものが

本報告書である。 

本報告書の作成にあたっては，難解な学術用語をなるべく避け，平易な文章で学術的成

果を記述することを心がけた。説明が冗長となることを避けるためにやむを得ず専門用語

等を使用する場合には，本報告書付録の「用語解説」4のページで当該用語を解説している

ので，必要に応じて参照されたい。 

 

 

 
1 国立大学法人等（北海道大学，弘前大学，東北大学，秋田大学，新潟大学，東京大学，東京工業大学，

千葉大学，富山大学，名古屋大学，京都大学，神戸大学，鳥取大学，高知大学，九州大学，鹿児島大学，

兵庫県立大学，立命館大学），国立研究開発法人（情報通信研究機構，防災科学技術研究所，海洋研究開

発機構，産業技術総合研究所），独立行政法人（国立文化財機構），政府機関（国土地理院，気象庁，海

上保安庁），公設試験研究機関（北海道立総合研究機構，山梨県富士山科学研究所） 
2 「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点*」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合

防災学の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防災研究所が連携して進める共同研究。南海トラフ沿

いの巨大地震を対象とし，重点的に推進すべき防災・減災に資する研究を募集する「重点推進研究」と，

地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究に関連する研究課題を公募する「一般課題型研究」からな

る。 
3 東京大学地震研究所には，本研究計画で立案された研究を推進する目的で地震・火山噴火予知研究協議

会が設置されている。 
4 用語解説に掲載している用語に，下線（破線）と*を付記している。 
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また，本報告書では，研究課題を［xxxx01］のように課題番号で示している。それぞれ

の研究実施機関・研究課題名・研究代表者については「災害の軽減に貢献するための地震火

山観測研究計画（令和４年度）研究課題一覧」のページを参照されたい。 

参考資料には［地震・火山噴火予知研究協議会が取りまとめた計画推進部会及び総合研

究グループ等別の成果］を添付した 5。これは本研究計画の項目別あるいは研究テーマ別に

学術報告として成果を取りまとめたものであり，より詳細な成果が報告されているので参

考にされたい。 

 

 

 

 
5 研究分野毎に効率的かつ調和的に研究を推進するために，地震・火山噴火予知研究協議会には８の計画

推進部会と５の総合研究グループが設置された。 



5 

 

 

成果の概要概念図 

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）令和４年度成果のまと

め。災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究の全体像を描き，その主要な成果

を吹き出しで記述した。詳しくは吹き出しに記載されたページと図を参照。 
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２．能登半島北東部の継続的地震活動と 2023 年５月の M6.5の地震 

 

石川県能登半島の北東端部（図 1a）では，2020 年末頃から地震活動度が急激に増加して

おり，2022 年６月 19 日にもマグニチュード(M)5.4 の地震が発生したことから，地震活動

の推移に注目が集まっていた。2022 年度には科学研究費助成事業（特別研究促進費）によ

る総合調査および地震・火山噴火予知研究協議会からの各課題への追加予算により，その発

生原因を調べる研究が進められていた。その中で 2023 年５月５日に，この領域で M6.5 の

地震が発生し，石川県珠洲市では震度*６強を観測，各地で被害も生じた。この地震の震源*

は，それまでの地震活動域の北端部付近に位置している。地震波形を用いたすべり分布の推

定によると，その主破壊域は震源よりも更に北側，これまでの地震活動域から連続する面構

造の浅部延長に位置する（図 1b，d）。 

これまでの研究から，一連の地震活動が発生する原因を知るための手がかりとして，２

点の特筆すべき観測結果が挙げられる。１点目は，この地震活動中にみられた微小地震の発

生位置の移動である (Amezawa et al., 2023; Yoshida et al., 2023)。高精度震源再決定

の結果から，2023年に発生した M6.5 の地震発生より前の期間では，地震活動の群発的な特

徴が強く表され，複数の地震発生集中域に分かれて地震が発生していることが明らかとな

った。またこの地震活動では，地震の発生場所が深部から浅部に移動していく傾向が見られ

た（図 1c，d)。この微小地震の移動が，地殻*内で複雑に入り組む複数の面構造を用いて，

ゆっくりと生じていたことを示している (Yoshida et al., 2023)。このようなゆっくりと

した微小地震の震源の移動は，自然の群発地震*活動や注水実験からもしばしば報告されて

おり，流体の移動や非地震性すべり*の伝播に起因すると考えられている。今回報告された

面構造を用いた地震発生域の深部から浅部への移動は，特に 2011年東北地方太平洋沖地震

（東北沖地震）後に東北日本内陸部のいくつかの領域で誘発された地震活動とよく似てい

る。これらの地震活動の発生は，様々な状況証拠から，深部から浅部へ向かう流体の移動が

影響した可能性が示唆される。この地域の地殻深部に流体が存在していたことは，地震活動

域深部における地震波低速度域やＳ波反射面の存在からも示唆されている (図１,Yoshida 

et al., 2023; Nakajima, 2022)。 

特筆すべき観測結果の２点目は，群発地震活動中に観測された顕著な地殻変動である 

(Nishimura et al., 2023)。この水平変位の向きが群発的な地震活動域を中心とした放射

状になっていること，単純な断層運動だけでは説明できないことから，今回の群発地震活動

と密接に関わっていることが強く示唆されていた。そのような大きな変位が地殻内の群発

地震活動時に広域的に観測されることは珍しいものの，過去には 1965年に始まった松代の

群発地震時にも同様の報告があった。その際には，地下水の湧出や既存の温泉水の増加も観

測され，“水噴火説”と呼ばれる，火山のマグマ*が果たす役割を地下水が代わりに演じるこ

とで，一連の変動が生じたとする考えが提案されており (中村，1971)，今回の地震活動の

発生もこのような地殻内の流体の上昇が関与していた可能性がある。なお，近年世界的に流
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体が断層に貫入*した際に生じる非地震性すべりの影響に注目が集まっており，今回の地表

変位の成因には，そのような非地震性すべりの影響も含まれていたかもしれない。 

2023年５月５日に発生した M6.5 の地震は，2022年６月 19日に発生した M 5.4の地震の

余震の震源が分布する面構造の最浅部付近で開始し，更にその浅部側で大すべりを生じた

（図 1b，d)。このことは，2023年５月５日の M6.5の地震が，地殻深部から既存の断層帯を

通ってきた流体の上昇と，それに誘発された非地震性すべりに伴う地殻の変形により引き

起こされたことを想起させる。この地震の主破壊域の北東側では，1993年に M6.6 の地震が

発生している。しかしながら，その震源域*は陸上の観測点から離れているため，震源の深

さの推定精度が悪く，現在の地震活動との３次元的な位置関係は明確ではない。2023 年５

月５日の M6.5の地震後の地震活動の多くは，同じ面構造の浅部延長（北部側）で発生して

いるように見える。この地震時の断層破壊により，更に浅部の領域へ流体が供給されるよう

になった可能性が考えられる。 
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図１．能登半島の地震活動。能登半島の北東端部の地震活動について，震源分布を調べると，

2023 年 M6.5 の地震前に浅部への移動がみられた。一連の地震活動の発生には地殻内流体*

の上昇が関与していた可能性が示唆される。(a) 解析領域。(b) 震央*分布と 2023年 M6.5

地震の地震時すべり分布（緑のコンター。単位は m）。丸の大きさは断層のサイズに相当す

る。M6.5地震の震源を含む面構造内 (dの破線から１ km以内)で発生した地震の発生順を

カラースケールで表している。 (c) 地震の発生時と震源の深さとの関係。M6.5 地震の震源

を含む面構造内で発生した地震のみを示す。(d) 震源の断面図。測線の位置と範囲は，それ

ぞれ (b) の実線と点線により示される。紫の線で M6.5地震の主破壊域 (すべり量≥0.12 m

の範囲)を表す（Yoshida et al., 2023をもとに作成）。 
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３．令和４年度の成果の概要 

 

３－１．地震・火山現象の解明のための研究 

 

地震・火山現象の包括的な理解と解明を進めることで，発生予測や災害誘因予測の高度

化を実現することを目指し，史料・考古・地質データ等に基づく低頻度大規模現象に関する

研究や，観測・数値シミュレーション*・実験等に基づく地震・火山現象の解明とモデル化，

現象が発生する場の地下構造や応力*等に関する研究を継続した。 

 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

長期間における地震・火山現象とそれに伴う災害を正確に把握するために，史料・考古

データ，地質データ等の収集・集積と分析を行うことで，データベース化を進めた。 

 

ア．史料の収集とデータベース化 

東北地方で発生した地震について，各地の史料等の調査から，1454年に東北地方の太平

洋沖で発生した享徳地震は関東でも大地震と認識される地震であったこと，1611年の会津

慶長地震で形成された山崎新湖の形状，安政江戸地震の江戸より東方の被害地域の境界な

どが明らかになった［NGT_01］。また，1616年の仙台地震における津波の記述は，慶長奥州地震

津波（1611年）に関する記述が伝わったものであり，現段階では仙台地震によって大きな被

害をもたらした津波は発生しなかったと考えるのが妥当であると考えられる［IRID01］。阿蘇山

において，熊本県の阿蘇高森で書かれた瀬井家日記から，1830年８月12日に新火口とスコリ

ア丘が形成されたことや，1854年の安政南海トラフ地震の４〜９カ月前に阿蘇山の火山活

動が活発化していたことを確認した［HMEV02］。 

情報工学研究者と連携して人工知能（AI）による史料中の地名表現の自動抽出を試行し

た［UTH_01］。安政東海・南海地震，安政江戸地震，濃尾地震等についての歴史史料翻刻，およ

び目録作成を行った［NGY_01］。Web-GIS*を活用して南海トラフ巨大地震史料の現在地点を地図

上に表示するとともに各史料の情報が表示されるようにした。これをもとに宝永地震，安政

東海地震，昭和東南海地震についての比較検討を行い，宝永地震と安政東海地震は異なる震

源域で発生したことが示された（図２）［NGY_01］。歴史地震*のカタログや震度分布を活用し

たツールの開発，デジタルアーカイブを活用するためのWebアプリの改良，歴史地震IDに基

づくポータルサイトの試作を行った［ERI_01］。 

研究会の開催，書籍の刊行，勉強会の開催を通じて，歴史地震に関する研究コミュニテ

ィの構築・教育・市民への普及を図った［NGT_01，IRID01，ERI_01］。 
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図２．史料の整理による南海トラフ巨大歴史地震像の解明。史料からみえる宝永地震，安政

東海地震の違いを示す。史料データは e コミマップ*上で整理しており，史料の存在地点を

地図上のマーカー（右図の沿岸地域にある赤色や桃色などのバルーン）で示し，これらのマ

ーカーをクリックすると史料の情報が表示される。この比較により，例えば宝永地震（左）

と安政東海地震（右）による津波到来までの時間は同じ地域でも異なっており，２つの地震

が異なる震源域で発生したことが，史料からも明示された。 

 

イ．考古データの収集・集成と分析 

「歴史災害痕跡データベース（Historical Disaster Evidence Database: HDE-GISdb）」

の試作版を作成し，調査地点ごとの災害痕跡情報を収集することで，過去の災害発生時期を

捉えることができるようになった［NAB_01］。縄文集落の分析から本州東部で発生した地震活動

について考古年代の特定等の基礎的な検討を行った結果，縄文時代前期（約6,000年〜5,000

年前）後葉の時期に房総半島先端部の隆起を伴う相模トラフの地震，および津波をともなう

三陸の大地震が発生したと推測される［NGT_01］。瀬井家日記に記載された有感地震の情報を収

集・調査し，1854年（安政元年）12月24日の安政南海地震と，12月26日の豊予海峡地震の際

の阿蘇南郷谷の被害状況が明らかになった。また同年3月に，阿蘇山中央火口付近で突然熱

水が噴出し，死者が出ていたことが確認された［UTH_01］。 

 

ウ．地質データ等の収集・集成と分析 
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千島海溝・日本海溝周辺域では，17世紀に発生した巨大津波をはじめとした過去のイベ

ントに関する地質調査を行うとともに，17世紀巨大津波の波源に関する予察的な計算を行

った［AIST08］。その結果，北海道胆振地方東部の厚真町で発見された津波堆積物*は，1611年の

慶長奥州地震津波の痕跡である可能性が高く，内閣府が想定する17世紀型巨大地震の津波

は小さくなることを示唆した［HKD_01］。 

南海トラフ周辺域では，和歌山県串本町の橋杭岩の巨礫の運搬条件についての数値解析

から，過去に1707年宝永地震の津波よりも大きな津波が発生していたことを明らかにした。

また，宮崎県日南市での津波堆積物の分布と数値計算から，1662年日向灘地震の断層モデル

を構築した。南西諸島海溝沿いでは，石垣島における掘削調査から1771年明和津波由来の可

能性があるイベント堆積物を発見した［UTS_01］。 

内陸活断層*について，愛媛県の石鎚山脈北縁西部区間では，トレンチ調査*によって西暦

1596年文禄（慶長）の大地震群，その中の伊予地震に対応する可能性がある撓曲*変形が認

められた［AIST02］。糸魚川―静岡構造線断層帯では，北部木崎湖地区周辺での浅層反射法地震

探査*により，横ずれ断層*が比較的地下浅部で逆断層*に収斂する可能性が示唆された［NGY_03］。 

富士山では，御殿場山体崩壊*後の噴出物の斑晶*，メルト包有物*，石基*ガラス組成の分

析から，山体崩壊直後は山体の荷重が減少するためにマグマの噴出経路が容易に確立し，噴

火しやすい状態であったと推定された ［ERI_02］。草津白根山では，完新世*テフラ*の岩石磁気

分析から熱水変質*鉱物を同定し，噴火様式*を推定できる可能性が見出された［TYM_01］。また，

草津白根火砕丘*群北側の２地点では，テフラ調査，テフラのＸ線回折分析，土壌の放射性

炭素年代*測定が行われ，各地点におけるテフラの年代値が得られた［TYM_01］。このほか，日

光白根及び三岳火山では地質図が出版され，秋田焼山火山では地質図及び原稿がまとめら

れた。また，大規模火砕流*分布図シリーズとして「支笏カルデラ支笏火砕流堆積物分布図」

がweb公開された［AIST03］。 

 

（２）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明 

近代的な機器観測によるデータと史料・考古・地質データ等を統合し，近代的な観測開

始以前の低頻度大規模現象をはじめとした地震・津波・火山噴火の発生履歴の解明を進める

ため以下の研究を実施した。 

 

海底地殻変動観測*の継続により，根室沖のプレート境界の浅部まで固着していることが

示唆された（図３右）［ERI_05］。東北沖の日本海溝では，浅部プレート境界断層の間隙水圧*

が異常に高いことを発見した［AORI01］。メキシコ・ゲレロ州沖合では，地形や重力異常のパタ

ーンが周囲と異なる領域において，微小地震とテクトニック微動*のいずれも発生していな

いことがわかった［DPRI01］。 

霧島山 13世紀御鉢噴火の堆積物の層序*区分と，粒子物性（密度，粒径，粒子形状，連結

空隙率），および岩石組織*の定量解析から，マグマ上昇過程・噴火強度の詳細な時間変化が
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明らかにされた［ERI_03］。姶良カルデラ噴火*およびその先行噴火の噴出物の分析から，珪長質

マグマ*の大部分は U-Th 放射平衡に到達しており，マグマ生成から約 40 万年以上の時間が

経過していることが示された。他方，溶岩*流として噴出した珪長質な先行噴火のマグマは

U-Th 放射非平衡*であることから先行噴火のよりも新しいマグマであることがわかった。

［HKD_02］。 

 

 
図３．海溝・トラフ軸近傍のプレート境界固着*状態の推定。継続的な海底地殻変動の観測

により明らかとなったプレート境界の固着状況。（左図）アムールプレートに対する各観測

点の年間移動量を，方向とともに赤矢印で示す。南海トラフより外側（南東側）では，これ

まで知られているプレート相対運動と同じであるが，内側（北西側）ではその約６割程度の

移動が観測された。（右図）千島海溝根室沖に設置された観測点のオホーツクプレートに対

する年間移動量を赤矢印で示す。海溝より内側（北西側）でプレート収束速度と同程度の年

間約 7 cmの移動が観測された。これらの結果は，いずれの領域でもプレート境界浅部では

プレートが固着しており，この固着域の周りではひずみ*が蓄積していることを示す（右下

図参照）。 

 

（３）地震発生過程の解明とモデル化 

多様な断層すべりや地震活動に関する研究を通して地震発生過程の解明を進めた。また，

地球科学的観測や調査，室内・数値実験などを通して，地震断層すべりの物理・化学モデル

の構築を行った。 
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ア．地震発生機構の解明 

水圧計と地殻変動のデータから 2011 年東北沖地震の断層モデルの推定を行った結果，宮

城県沖では海溝軸付近の応力降下*は小さく，この地震を引き起こしたひずみエネルギーは，

深部のプレート間の力学的固着により蓄積されていたことが示唆された［NIED02］。南西諸島北

部域では，上盤*内で M3イベントを含む微小地震の震源の移動が見られ，活動域の終端付近

から微動*イベントが開始していることが明らかになった［KGSM01］。 

GNSS*データおよび発震機構解*による広域応力場のデータを反映した地震サイクル*シミ

ュレーションを行う物理モデル化手法を構築し，中央構造線活断層帯を対象に適用したと

ころ，トレンチ調査による推定値と概ね一致する平均変位速度*と地震発生間隔が得られた

［UTS_05］。アスペリティ*での破壊を伴いながらゆっくりすべり*が伝播した場合について，断

層の摩擦パラメータ*とすべりの伝播速度の関係を与える理論式を導入した［JAMS01］。深部で

の地殻変形を実験的に理解するため，その環境を模した温度 800 ℃，封圧 0.8 GPaにおけ

る試料の内部摩擦を求め，差応力*を精密に決定する手法を確立した。またこの実験により，

下部地殻の力学特性と石英粒子の発達過程に関係があることを明らかにした ［ERI_06］。 

 

イ．地震断層すべりのモデル化 

日本列島内陸域の Mw3〜7 の地震のモーメント*レート関数を系統的に推定・解析するこ

とにより，中小地震の破壊の複雑性の多様性を明らかにした［THK_07］。セメント強さ試験標準

砂として売られている石英砂（SiO2が約 98%）を使って乾燥，室内，湿潤，加水の４条件で，

速度ステップの摩擦すべり実験を行い，乾燥環境でも速度弱化*特性を示すことがわかった

［THK_02］。粗さの異なる二つの断層面を設定したメートルスケールの超大型摩擦実験*から，

断層の表面形状と断層強度や震源核*形成過程，破壊伝播速度の関係を明らかにした。これ

は自然の断層でのこれらのパラメータの推定結果を解釈する上で重要な成果である［NIED03］。 

 

（４）火山現象の解明とモデル化 

多様な火山現象を理解するために，活火山*周辺や火口近傍において多項目高密度の地球

物理・地球化学的観測を実施し，火山下で進行する現象を時空間的に定量化した。さらに，

火山噴出物の分析，マグマの流動・破砕・脱ガス*・結晶化などの物理・化学的な実験及び

マグマ上昇過程などの数理モデルによる理論解析を進めた。深部マグマ溜まり*から火山体

浅部へのマグマの上昇，浅部での火山活動から噴火の発生を一連の過程と捉えて噴火規模

や様式を定量的に理解し，火山活動や噴火機構のモデル化を進めた。 

 

ア．火山現象の定量化と解明 

2007 年から 2017 年に得られた浅間山の多項目データの再検討により，Ｎ型地震*の出現

時期に火口下の帯磁*傾向が停止することが明らかになった。Ｎ型地震多発時には熱水もし

くはガスが火口浅部に供給され，そのため火口下の帯磁域の冷却が停滞することが示唆さ
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れた［ERI_07］。三宅島におけるドローンによる繰り返し空中磁気観測から，カルデラ縁辺部直

下の磁化が非常に低い一方，沈降するカルデラ内の磁化は平均的な値を示し，2000 年噴火

時のカルデラ形成による破砕はカルデラ縁辺部付近に局在していることが示唆された

［ERI_07］。2012年から 2020年に発生した桜島の爆発的噴火*に伴う地震を対象に，過去の人工

地震探査による速度構造と山体地形を考慮した震源再決定が行われ，震源の深さは従来の

推定よりもはるかに浅い火口底数百メートル下という極浅部であることが示された［THK_03］。

2019 年８月から 2020 年６月の阿蘇中岳噴火に伴う火山灰*の岩石磁気測定が行われ，飽和

残留磁化*と飽和磁化*の比が高い期間が火口底において火映が確認された期間に対応して

おり，火道*のマグマヘッドの物理条件の変化を反映していると推定された［KOBO23］。 

 

イ． マグマ溜まりと火道内過程のモデル化 

浅間火山天明軽石の分析から，斜長石斑晶とマイクロライト*の組成範囲がほぼ一致し，

バイモーダルな分布を示す組成の頻度分布も酷似していることが明らかにされた。マイク

ロライトは，マグマ溜まりで混合前のマグマから晶出したものと，マグマ混合後に均質化し

たメルトから晶出したものとの半数ずつで構成され，火道上昇中の減圧結晶作用*で晶出し

たマイクロライトは極わずかであることが示された［THK_04］。ニカラグアの Masaya 火山で実

施した火山ガス*組成観測データの解析からは，火山ガスの大気中での酸化作用についての

知見がまとめられた［AIST06］。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

地震や火山噴火が発生する場のモデル化を進めるため，プレート境界域，海洋プレート*

内部，内陸域及び火山地域において，地震波速度構造や比抵抗*構造，応力やひずみ場等を

明らかにするための研究を実施した。また，地震活動と火山活動の相互作用についての研究

を進めた。 

 

ア．プレート境界地震*と海洋プレート内部の地震 

1662年日向灘地震について，宮崎県沿岸部における新たな津波堆積物の調査結果と，地

震活動の高精度決定により構築した断層モデルを用いた，津波浸水シミュレーションによ

り，これまで最大でM7.9と考えられていたものがM8級の巨大地震であった可能性を初めて

示した［DPRI01，AIST04］（図４）。潮岬沖〜四国沖で得られた反射法探査の断面から，1946年南海

地震のすべり域やプレート間の固着が強い地域と，スロー地震が観測される地域の境界に，

トラフ軸に沿った上盤プレート*内の低速度帯（構造異常）があることを見出した［JAMS02］。紀

伊半島沖のDONET*で蓄積された地震波初動の読み取りデータから，短期的スロースリップ*

イベント（SSE）の発生期間に地震活動が活発になることを明らかにした［JAMS01］。温泉溶存

ガス濃度の継続的な観測から深部低周波地震*を検出するシステムを製作し，紀伊半島の本

宮，川湯，大紀で観測を実施したが，深部低周波地震に伴う変化は検出されなかった［UTS_04］。
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ニュージーランドヒクランギ沈み込み帯*北部のテクトニック微動の多くは，SSEが発生した

直後からバースト的に発生し，SSE発生期間の前後ではその発生域が拡大していたことがわ

かった。また，この海域で発生するテクトニック微動のエネルギーは，南海トラフ浅部，東

北沖，十勝沖と比較して１桁以上小さいことがわかった［ERI_08］。 

３次元地震波速度構造解析から，2003，2021，2022年に福島沖〜宮城沖で発生した M7級

のスラブ*内地震*の余震分布に沿ってＰ波の低速度域が局在していることが明らかになっ

た［THK_06］。また，太平洋スラブの上面付近にスラブ内の含水断層を反映した低速度・高ポア

ソン比の異常体が見られ対応する含水断層の破壊で 2021 年と 2022 年福島沖地震(M7.1, 

M7.4)のようなスラブ内地震が起こると思われる［THK_05］。 

2011 年東北沖地震後 10 年間の余効変動*から，マントル*ウェッジ*や火山前線の下の低

粘性*領域など，個々の領域がもたらすレオロジー*不均質性の寄与を明らかにした。［THK_07］。 

 

 

図４．1662 年日向灘地震の規模推定。浅部スロー地震*発生域やプレート境界位置などの最

新の知見をもとに新たな断層モデルを構築し，1662 年日向灘地震が M8級の巨大地震であっ

た可能性を科学的に初めて示した。左図の①～③は本研究で構築した断層モデルで，従来の

推定より浅部（断層③）でもすべりがあった可能性を示した。赤星は 1923 年以降の M7級プ

レート境界地震の震央，灰色領域は主なプレート境界地震の震源域，赤丸は浅部低周波微動

*の震央，紫破線はプレート境界位置の等深線をそれぞれ示す。右上図は津波浸水シミュレ

ーションから断層モデルを評価した結果。①〜③の３断層を用いて計算された津波高は，本
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研究で新たに津波堆積物が発見された地点（日南）の浸水を説明する。右下図は深さ方向の

断面図で示す断層の位置とすべり量。太い灰色線はプレート境界，細い茶色線は海底地形を

示す。本成果は地震調査研究推進本部*が 2022 年 3月に発表した「日向灘及び南西諸島海溝

周辺の地震活動長期評価（第二版）」に反映されている (Ioki et al., 2022に加筆修正）。 

 

イ．内陸地震* 

有馬高槻断層帯の北方の下部地殻*内に存在する地震波反射体は，厚さ 5 km 以下の薄い

地震波低速度の層と解釈され，深部低周波地震の震源域から有馬高槻断層帯へ向かって南

上がりに分布していることがわかった［DPRI03］。長野県西部地域の地震メカニズムの逆解析*

により，2017 年 6 月に発生した M5.6 の地震の震源断層*付近において，長野県西部地震に

よる応力変化と背景応力場，および地震発生域より深部の逆断層における非地震性すべり

による応力変化で説明できる最大主応力軸の回転が検知された ［DPRI03］。 

３次元地震波速度構造解析の結果から，2007 年能登半島地震，2007年中越沖地震，2019

年山形県沖の地震はＰ波の高速度域と低速度域の境界で発生したことが明らかになった

［NIED02］。 

GNSS 観測データの解析から，九州の内陸地震が下部地殻の非弾性*変形の影響を強く受

けていることが示された。また，警固断層の北西端付近 (2005年福岡県西方沖地震の地震

断層の南東端)と南東端付近に低比抵抗体の存在が推定された。低比抵抗体が破壊に対する

バリアとして働き，警固断層の走向と約 10°ずれた方向に 2005年福岡県西方沖地震の破壊

が進展したことが示唆された。内陸地震発生域が２つの低比抵抗体に挟まれた場所にある

という結果は，2016 年熊本地震や北海道東部での解析結果と類似している［KYU_01］。 

2020 年末ごろから能登半島北東部で発生している群発地震の震源分布を高精度に決定

し，地震が面構造上を深部から浅部へ移動していたこと，震源域付近において高間隙圧流体

を示唆する高 Vp/Vs*領域が存在することが確認された［THK_02］。箱根火山で相似地震*から非

地震性すべりの履歴を推定し，傾斜計*記録との比較を行ったところ，非地震性すべりの加

速と同じ時期に有意な傾斜変動が観測されており，群発地震に伴う非地震性すべりの発生

が示唆された［THK_02］。 

 

ウ．火山噴火を支配するマグマ供給系*・熱水系*の構造の解明 

鬼界カルデラを対象に調査・探査航海が行われ，広帯域海底地震計，海底電位差磁力計

*，海底磁力計等の長期海底観測機器の回収・設置が実施された。また，火山噴出物の化学

分析とその時間変化から，鬼界アカホヤ噴火以降のマグマ供給系とその変遷についてのモ

デルが提案された［KOBE0，JAMS03］。草津白根山では湯釜火口北側噴気のヘリウム/アルゴン比

（3He/40Ar*比）が地下でのマグマ発泡度変化を反映していることが提案され，さらに発泡度

変化が浅部熱水だまりの膨張・収縮と同期していることから，マグマ発泡がその上部の浅部

熱水系*に影響を及ぼすことが示された（図５）［TIT_03］。阿蘇山周辺と雲仙岳周辺のヘリウ
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ム同位体比*調査と両者の比較から，阿蘇山は雲仙岳よりもマントル起源のマグマの寄与が

少ない一方で，浅部ではより発達した熱水系を持っていることが示唆された［AORI02］。 

 

図５．水蒸気噴火*の準備過程*を捉えるための火山熱水系構造モデル。草津白根山の湯釜火

口北側の噴気について，3He/40Ar* 比（40Ar*はマグマ由来の 40Arを意味する）に基づきマグ

マ発泡度の変化が火山活動活発化と関係していること，さらにマグマの発泡で説明できる

ことを示した。発泡度変化のタイミングは浅部熱水だまりの膨張・収縮とよく一致してお

り，同火山の活動の活発化を駆動するマグマ～浅部活動の物質学的な繋がりが確認できた。

草津白根山のような熱水が卓越している火山の活動活発化にマグマ（おそらく熱水系より

深部）の寄与を示唆した意義もある。希ガスなので複雑な反応を考える必要がなく，今後，

火山活動モニタリングの指標の一つとして活用が期待できる。 

 

エ．地震発生と火山活動の相互作用の理解 

阿蘇カルデラを含む九州中部，および姶良カルデラを含む九州南部のそれぞれの領域に

分布する地下水について，溶存元素組成データを統計解析し，カルデラ内外における浅部の

流体循環，火山性成分の循環，および沈み込んだプレート由来と考えられる深部流体を見分

け，それらの分布と地質学的構造との間の関連性を捉えることに成功した［DPRI04］。2016年熊

本地震による粘弾性*変形を補正した上で余効すべり*とマグマだまりの体積変化の同時推

定を試み，地震後に顕著に見られた阿蘇カルデラ内の沈降が，阿蘇カルデラ内の正断層*的

なすべりで説明できること，また阿蘇山のマグマだまりの体積には地震前後で顕著な変化

は見られなかったことがわかった［GSI_01］。 
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2011 年東北沖地震以降活発化したいわきの地震活動域と他の地域の地下構造を比較す

るため，この地域から新潟まで延びる測線を設けて電磁気学的構造を調べた結果，火山フロ

ント*の背弧側で，マントルから地殻にかけての顕著な低比抵抗域の存在が見られた［ERI_09］。 

 

オ．構造共通モデル*の構築 

全国の地殻内応力に関するデータセットを産業技術総合研究所の地殻応力場データベー

スで公開した ［AIST07］。 
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３－２ 地震・火山噴火の予測のための研究 

 

地震・火山噴火現象の観測・実験・理論研究に基づき，地震発生や火山噴火の予測手法

の構築に関する研究を実施した。長期的な地震・火山噴火発生履歴に加えて，地殻変動や地

震活動等の観測データを活用することで，地震発生の新たな長期予測手法の構築及び中長

期的な火山活動評価手法の開発を行った。また，地殻活動のモニタリングや物理的解釈・数

理モデル化，様々な自然現象の変調と地震発生の相関調査を通して，地殻活動モニタリング

に基づく地震発生予測及び先行現象に基づく地震発生確率予測に関する研究を行った。さ

らに，想定される火山現象を網羅してその時間的連関を整理した噴火事象系統樹の高度化

を進めるとともに，火山活動推移モデルの構築に向けた研究を進めた。 

 

（１）地震発生の新たな長期予測 

 

ア．海溝型巨大地震*の長期予測 

日本海溝および千島海溝根室沖や，南海トラフ沿い，南西諸島海溝沿いにおける海底地

殻変動観測を実施し，新たに取得したデータと既存データを再解析することで，プレート境

界浅部における固着・すべり状態の定量的評価を進めた（図３）［ERI_05，JCG_03，IRID02，NGY_02］。 

大地震発生シナリオの構築手法で重要となるプレート境界でのせん断応力蓄積速度を直

接的に推定する手法を開発し，南海トラフ沿いの海陸測地データに適用した。推定された応

力蓄積速度およびプレート境界における地震性・非地震性すべりの摩擦特性*を想定するこ

とで，M8クラスの前震*・M8 地震の余効すべり・本震発生，という一連の地震シナリオを作

成した［NIED03，JMA_01］。 

 

イ． 内陸地震の長期予測 

測地データから推定されるひずみ速度*分布に基づいて，北海道を対象に M6以上の 30年

地震発生確率の計算を行った。1919〜2020 年に発生した M5 以上の震源分布と比較すると，

統計的に有意とは言えないまでも，計算された地震発生確率の高いところで地震が発生し

ている傾向が認められた。しかし，予測された地震発生数は実際の地震数より過大（2.2 倍）

であった。この要因として，最近 100年間の地震発生率が長期的なものより低いことや，北

海道では非弾性変形が卓越していることが考えられる。また，西南日本を対象に，M6 以上

の 30年地震発生確率を求める際の地震発生層の厚さと平均剛性率の２つのパラメータにつ

いて，領域内で一様の場合と不均質な場合の違いを調査した。その結果，パラメータを変え

ても大規模な構造線・変動帯（糸魚川-静岡構造線，新潟-神戸ひずみ集中帯*，四国の中央

構造線等）沿いや九州中部において，比較的高い地震発生確率が得られた［DPRI05］。 
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（２）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

 

ア．プレート境界すべりの時空間変化の把握に基づく予測 

地殻変動データから南海トラフ域の SSEの時空間変化を調べ，日向灘北部・豊後水道や四

国中部等において 2019年初め頃から開始した長期的 SSEの時空間変化を推定することに成

功した（図６）。2020 年半ば頃から本格的に始まった日向灘南部の長期的 SSEは，2021年半

ば頃に終了している。さらに，四国中部の長期的 SSEが短期的 SSEと連動していることや，

2019 年種子島地震（M6.4）の余効すべり後に短期的 SSE が起きていることなど，スロース

リップに関する新たな知見が得られた［GSI_02］。 

2011年東北沖地震の大すべり域周辺における繰り返し地震*の解析から，福島県沖～宮城

県沖で 2021 年から 2022 年にかけて発生した M6～7 クラスの地震発生に伴う非地震性すべ

りが検出された［THK_09］。また，豊後水道で発生している深部微動の潮汐*相関について調べた

ところ，長期的 SSEの隣接領域では潮汐への感度が高いことが示された［JMA_01］。さらに，紀

伊半島南東沖における浅部超低周波地震*によるモーメント解放量の空間分布を調べたとこ

ろ，沈み込んだ古銭州海嶺の西端でモーメント解放量が大きいなどの特徴が明らかになっ

た［ERI_12］。 

南海トラフのプレート形状を模擬した地震発生サイクル*シミュレーションにおいて，摩

擦特性や有効法線応力の分布を調整することで，巨大地震に加えて，固着域深部で繰り返す

長期的・短期的スロースリップイベントの発生間隔や規模を概ね再現できた［JMA_01］。 
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図６．長期的 SSE の時間発展。（左図）2018 年から 2022 年の間に南海トラフ沿いの非定常

地殻変動*から推定したプレート境界での累積のすべり量分布（カラースケール）。青い矢印

は各地点のすべりの方向と大きさを，赤枠は右図のグラフそれぞれの範囲を示す。（右図）

左図の赤い領域ごとの累積モーメントの時間変化。右側の縦軸は，地震モーメント*で示し

た値である。四国中部の縦線は短期的 SSE の発生時期を示す。四国中部，豊後水道で 2019

年始めに長期的 SSEが発生したことがわかる。また，日向灘南部では長期的 SSEが 2020年

半ばから 2021 年半ばにかけて発生したこと，種子島沖では 2019 年種子島沖地震（M6.4）

[黒点線]の余効すべり後に短期的 SSEが発生したことがわかった。なお四国中部では，2019

年以降，長期的 SSE の発生期間中に短期的 SSE が発生し，両者が共存していると考えられ

る。 

 

イ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験 

2011 年東北沖地震の本震前約 13年間と最近５年間（2016年３月 11 日～2021 年３月 10

日）の地震発生率の時空間変化を明らかにした。最近の地震活動は，大すべり域で本震前よ

りも顕著に低下しており，それを取り囲む青森東方沖〜房総半島沖で高い状態が続いてい

る。大すべり域における余震活動は約 2～3年程度で終息し，その後は東北沖地震前よりも

静穏化*している。周辺部における地震活動の活発化は，今後少なくとも 20～30年は継続す

るとみられる。この時空間変化は，摩擦状態の非線形特性を考慮した応力伝播モデルで上手
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く説明でき，大すべり域での地震活動静穏化は百年以上継続する可能性が高い。またこの傾

向は，スケールダウンすると M8 や M7 地震後の地震活動推移にも当てはまり，地震の空白

域や地震活動の時空間変化を評価するうえで重要である。同様の視点で 2016 年熊本地震前

後の地震活動変化を調べた結果，断層面上の余震活動は約７年で元に戻るのに対し，断層面

外の余震活動は 20年以上にもおよぶことがわかった［DPRI05］。 

繰り返し地震の周期性に加え，2011年東北沖地震後の応力蓄積率の時空間変化を考慮し

たモデルを作成し，2020 年四半期毎の繰り返し地震の予測実験を行ったところ，ポアソン

過程*に比べて優れた予測性能が示された［THK_09］。 

2021年３月に宮城県沖で発生した Mw7.0のプレート境界型の地震が，Mw5～6の準繰り返

し地震の震源域から開始したこと，さらに Mw5～6の準繰り返し地震の震源域内部には更に

小さい繰り返し地震が複数発生していたことが明らかとなり，震源域の階層性*に関する知

見が得られ，地震発生予測に向けて震源域の構造に関する理解が深まった ［THK_09］。 

 

（３）先行現象に基づく地震発生の確率予測 

過去の地震活動からの時空間距離と活断層からの空間距離をもとに大地震発生確率を評

価する手法を中国の四川－雲南地方の地震活動に適用し，M6以上の地震 14個の予測性能を

調べたところ，ランダム予測よりは優れた予測結果を示した［ERI_13］。 

任意の地震群内にあるイベントのマグニチュード差や時空間的距離に着目する前震識別

モデルを，様々な機械学習*手法で作成し，アンサンブル学習*を導入して複数の特徴量を学

ぶことで，従来の前震識別手法に比べて精度を少し向上させることができた。また，前震活

動のメカニズムに関する研究や地殻流体や電磁気的な先行現象に注目した研究も実施した

［ERI_13］。 

 

（４）中長期的な火山活動の評価 

 

ア．火山噴火の長期活動の評価 

富士山星山期（約10万～1万7,000年前）の岩屑なだれ*堆積物に含まれる火山礫*の斑晶

鉱物組合せや斑晶量，石基組織の分析から，複数の溶岩流を含む山体が崩壊したことや，

星山期におけるマグマが多様であったことを示した。また，富士山北麓～東麓のテフラ層

の分析から，約4,000年前以降の比較的規模の大きなテフラの層序を確立した。さらに，

富士山に関する学術文献収集の分類・リスト化，地質情報を地理情報システム（GIS）へ

の組み込み，噴出物データベース作成を進めた［MFRI01］。伊豆大島の山頂からの大規模噴火

（準プリニー式噴火*）では時間とともに斜長石斑晶に富むようになり，より爆発的な活動

に遷移するというパターンがある。これを大規模噴火に遷移するかどうかの判断基準を事

象系統樹*に組み入れ，改訂版伊豆大島噴火シナリオ*を提案した［ERI_03］。また，桜島の大規

模軽石噴火の噴出物の層序・分布・噴出物の解析から長期的な噴火活動の推移とそのメカ
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ニズムを明らかにした［AIST10］。 

 

イ．モニタリングによる火山活動の評価 

火山活動を観測データから評価するための火山活発化指数（VUI）*について，吾妻山では

各種データにおける量や活発化を示す基準を記載するワークシートの作成を終えた。阿蘇

山ではワークシートの作成を継続し，草津白根山では作成方針を策定した［HKD_04, KUS_02］。霧

島山の硫黄山における2018年の小規模水蒸気噴火と，2021年の熱水による噴騰現象に伴っ

て観測された地電位変化の発生モデルを提示した［HDK_04］。阿蘇山において実施した相対重力

測定のデータに対してスケールファクター補正を施すことにより，高精度の重力変化量を

求め，火口周辺域での陸水あるいは熱水の影響と思われる年周変化を捉えた［KUS_02］。多成分

火山ガス連続観測装置のセンサー感度変化を室内実験により調べ，リアルタイムで補正す

る手法を開発した［JMA_05］。国内外の歴史記録にある大規模噴火の噴火推移を収録した「噴火

推移データベース」ならびに，日本で発生した火山噴火の噴出物の大部分を網羅した「火山

灰データベース」を公開した［AIST10］。 

 

（５）火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測 

桜島火山の総合的な観測研究を進め，最近１年間は，地殻変動の傾向や起震応力場に時

間変化が見られずマグマ供給率はほぼ一定である一方，桜島直下の圧力源は減圧傾向にあ

ることから，脱ガスが継続していると推察した。この間，2023年２月８日の約５年ぶりに

発生した昭和火口での噴火では，噴火に前駆してハーモニック微動と昭和火口の白色噴煙

が観測されたことから，微動や噴気現象に着目することで活動火口の分岐を理解・予測で

きる可能性が示された［DPRI07］。国内火山を対象とした火山観測データ解析や噴出物分析及

び理論的研究をもとに，火山活動推移のモデル構築や火山活動・噴火現象の分岐判断指標

に関する研究成果について発表と意見交換を行い，共通点および相違点についての議論を

進めた［THK_11］。蔵王山の約800年前以降の噴火活動について水蒸気噴火，水蒸気噴火から

小規模マグマ噴火*，そして準プリニー式噴火後小規模マグマ噴火となる３ケースについて

堆積物の解析から相違点および類似点を抽出し，噴火事象分岐*の要因を検討した［KOB028］。 
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３－３ 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

 

（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

 

ア．強震動*の事前評価手法 

強震動の事前評価手法を高度化するため，震源のモデル化手法の高度化やそれに資する

知見を得るための実地震の震源過程*の分析，震源から地表までの地下構造のモデル化，震

源や地下構造との関連における強震動の生成メカニズムの分析，地震波伝播シミュレーシ

ョン手法の高度化を引き続き行った。 

既往の震源断層モデル*の特徴を調べるため，国内の地震で強震波形記録が使用されてい

る震源インバージョン*結果から，地殻内地震，プレート境界地震，全ての地震について，

断層上のすべり角のばらつきの特徴を推定した［DPRI09］。 

地震波形解析と地震波伝播シミュレーションから，琉球海溝沿いで発生するスラブ内地

震について，沈み込む太平洋プレート上面でのＳ波反射波が，中部日本で帯状の強い揺れを

起こすことを確認した。これまで３次元地震波速度構造解析においては，この深さでの太平

洋スラブの高速度異常が認められず，スラブの断裂または薄化の可能性が議論されてきた

が，太平洋スラブからの明瞭な S 反射波が存在することから，スラブは完全には消失（断

裂）していないと考えられる［ERI_14］。 

野外調査による詳細な地表地震断層*をモデル化して強震動計算に反映させることで強

震動ハザード評価の高度化に資するため，断層近傍の地震動について検討を行った。屏風

山・恵那山断層を対象として，詳細な地形データにもとづく活断層トレースデータの作成

と，それにもとづく活断層周辺の詳細な地盤構造モデルを断層モデルに反映させ，強震動計

算に組み込むためのツール整備を行った。またその強震動予測の試算を実施した［NGY_05］。 

大阪堆積盆地３次元地盤構造モデルの高度化の一環として，新たなデータを用いた地質

構造モデルの改良と，堆積層のＱ値*モデルの再検討を行った。浅層ボーリングデータの追

加により，小さい空間スケールの変化をモデル化することに成功した。堆積層のＱ値モデル

の再検討では，大阪平野の平均的な振幅比を用いて合成波形のエンベロープ*を補正し，観

測との比較により最適なＱ値を得た［DPRI08］。 

能登半島北部で2022年６月19日に発生したM5.4の地震では，震度６弱を記録したK-NET*

正院（ISK002）の水平動の卓越周波数*が約１ Hzであった。当該サイトにおいて微動アレイ

*探査を実施し，浅部地盤構造を推定すると，工学的基盤面相当以浅の浅部地盤構造モデル

によりこのサイトが約１ Hzの卓越周波数を持つことが明らかになった［DPRI09］。 

震源過程および強震動予測について，プレート間巨大地震の強震動生成域に対する距離

減衰の特徴をまとめた。震源像を推定するために，断層面におけるＰ波の反射・透過係数の

違いから，摩擦強度を推定するための理論研究を拡張し，SH 波が任意の角度でプレート境

界に入射して反射する時に観測される反射波の振幅変化から，摩擦強度の推定をした。ま
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た，地殻の粘弾性応答解析の効率を高める手法を開発し，高詳細な実地殻構造モデルを用い

た有限要素法*による地殻変動の解析に適用して，その効果を確認した［CTOC01］。各種模型振

動実験で用いられることの多い豊浦標準砂を対象に液状化*試験を実施したところ，初期せ

ん断が液状化発生回数に影響を及ぼす傾向が示された。また水平２方向の入力地震動を与

えた振動台実験の結果，１方向入力よりも２方向入力とした場合の方が，液状化の度合いが

大きくなることが確認された。地盤・構造物（杭）系の模型振動実験と数値シミュレーショ

ンの比較から推定された地盤モデルと地盤-杭間相互作用モデルによる解析により，地盤の

流動が杭に及ぼす力を分析した［CTOC20］。 

既往の文献調査に加え古文書の調査などに基づき，1894年（明治27年）庄内地震の被害

について調査した。1894年庄内地震の被害と地震動およびそれに大きな影響を与える基盤

構造との関係を調査するためには，庄内平野東縁部のみならず，盆地全体の基盤構造を詳細

に調査する必要があることがわかった。また，1830年文政京都地震の震央は京都盆地北西端

付近と推定されているが，建物・人的被害は京都盆地東縁部に沿って南北に被害が集中して

いた。その原因を検討するため，盆地構造を調査した結果，盆地端部から数百ｍ西に離れた

地域の盆地境界に沿って被害地域が続いていることがわかった。これに基づき実施した地

盤増幅特性*のシミュレーションでもそれを再現することができ，1830年文政京都地震の被

害集中は，盆地端部におけるエッジ効果*によるものと推察された［CTOC35］。 

表層地質が地震動に及ぼす影響を調べるため，熊本平野を対象に複数の研究者グループ

に分かれて，微動及び表面波*探査の観測データの分析とＳ波速度モデルの推定をそれぞれ

で行ったところ，各グループが推定した位相速度の推定結果は類似するが，Ｓ波速度構造モ

デルは大きく異なることがわかった。この事例は，速度構造モデル推定時の合理的な仮定の

設定に関するコンセンサスの必要性を強く示している［CTOC37］。 

2003年十勝沖地震によるKiK-net*厚真の強震記録*を，開発した実大一層縮約試験体*に入

力した振動実験を行ったところ，大きな被害が発生することがわかった。実験から得られた

変形角とベースシア係数*（層せん断力係数）の関係から，最大変形角は1/10近くに達し，

内外装材が剥落後，両筋交が座屈して全壊に至ったことがわかった［CTOC40］。 

 

イ．津波の事前評価手法 

2018年アナク・クラカタウ島火山噴火（インドネシア）では，地すべり*により津波が発

生しジャワ島西岸からスマトラ島東岸に津波が押し寄せ被害をおよぼした。このような火

山島の地すべりによる津波の即時予測手法の開発を行った。具体的には，地すべりが終了し

た時点で地形条件の変化に対応した波高の推定方法（ブシネスクモデル*）に切り替えて津

波計算を実施する枠組みを構築した。さらに，周辺の諸島の仮想観測点で津波波形が得られ

るものとして，ジャワ島西岸やスマトラ島東岸での津波を予測する手法を開発した。仮想観

測点での波形と３地域での津波（波高・速度分布）をデータベース化すると共に，仮想観測
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点が無い方向への地すべりによる津波が予測可能かどうかを検証した結果，高い精度で予

測できることが明らかになった［HKD_05］ 

津波増幅率について，高速で簡便に沿岸域の津波水位を求めるため，メキシコ太平洋側

で発生する海溝型地震を対象に地形の効果による津波の増幅率を推定した。この津波増幅

率は，波源の特性に依存しない周辺地域との相対的な津波ハザードの大きさを表す指標と

して有用であることが示された。また，南海・東南海地震想定域で多数の地震津波シナリオ

*にもとづいた津波計算を行い，駿河湾内部およびその周辺沿岸域の地形による津波の周波

数応答特性を求め，津波伝播過程での各シナリオの地震規模に対応した卓越周期を抽出し

た。抽出した応答関数は単純化した地形条件での理論的な共振周期と一致し，本手法の妥当

性が示された［CTOC22］。 

 

ウ．大地震による災害リスク評価*手法 

広帯域地震動プラットフォームの構築に関する国際共同研究を行った。米国南カリフォ

ルニア大学に本部を置く南カリフォルニア地震センターにおける，断層面と地下構造モデ

ル*を入力情報として，複数の強震動予測手法に基づく検証を行う広帯域地震動プラットフ

ォームに対して，日本で開発された強震動予測手法を実装し，国際展開を図った［ERI_16］ 。 

北海道庁の地震防災対策における減災目標策定に関するワーキンググループと連携し，

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震における津波及び地震動による北海道の地域特性を反

映したハザード評価および物的ならびに経済リスクの地震被害想定を行った。津波避難の

リスク評価結果を避難行動に反映させるために，市町村と共同で防災教育を実践し，自動車

避難での課題，住民と避難に関する課題・認識を把握・共有した［HRO_02］。 

構造物被害予測の高度化のために，フラジリティ曲線*の高度化と，地震被害発生時に即

座に建物・インフラ施設の被災度を判定する技術の概要調査を実施するとともに，これまで

に蓄積された膨大な地震被害写真を機械学習させる被害判定システムの構築を試みた。リ

スク評価の高度化のためには，対象となるエクスポージャ情報*の精密化が必要不可欠であ

り，地上設置型3Dスキャナにて取得した高密度点群による高精度な建物3D形状推定や赤外

線カメラを用いた壁内の筋交い位置推定の可能性を検討した。様々な地震動想定を表示可

能とする防災リスク情報のためのシステムの構築を継続しており，今年度は地表における

内閣府の南海トラフ巨大地震モデルの想定地震動を用いて評価を行った。改良したシステ

ムを用いて自治体職員に対して行ったヒアリングにもとづき，災害シナリオに多様性があ

ることへの理解を深めてもらうための方策を検討した。また，地盤物性の空間的不均質性を

考慮した有効応力解析により，液状化に伴う直接基礎建物の沈下・傾斜評価においては地盤

物性の空間的不均質性の影響が無視できず，振動後の過剰間隙水圧の消散過程が地点によ

り異なるため，建物の不同沈下や傾斜といった被害が誘発されることがわかった［CTOC01］。 

フラジリティ曲線の作成方法に関して，地震被害ではなく非線形地震応答解析を援用し

た方法の可能性を検討した。また，目視調査に代わる新たな被害把握の方法として，①衛星
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画像を用いた広域の被害把握，②ドローンなどの飛行体を用いた地域の被害把握，および③

センサーを用いた構造物の被害把握の３つの新技術に着目し，その概要と実現可能性につ

いて調査を行った。災害対応策として採用するためにはその精度評価が重要となるため，特

に精度に関する情報の整理を行った［CTOC21］。 

確率論的地震リスク評価について，地震火災を含めた手法に拡張し，京都市上京区の木

造密集市街地を対象に様々な不確実性を考慮した地震動と火災のマルチハザードリスク評

価を実施した。地震動と火災の複合効果を考慮した損失超過確率曲線*は，超過確率が高い

領域では地震動だけを考慮した時の曲線に，超過確率が低い領域では地震火災だけを考慮

した時の曲線に支配され，超過確率が中位の領域では両方の曲線に大きく依存する(図７)。

すなわち，地震動だけを考慮した従来のシングルハザードのリスク評価では，損失の超過確

率が過小評価され，特に，頻繁には起こらないものの地震後の火災が地域に壊滅的なインパ

クトを及ぼし得る点が見落とされていることがわかり，マルチハザードリスク評価が重要

であることを示した。一方，地震と洪水による複合災害の事例として，1830年８月19日（文

政十三年七月二日）に発生した京都盆地北西部付近を震源とする地震による被害を調査し

た。京都盆地南部の巨椋池周辺の堤防に亀裂や堤体の沈下が発生し，これらの地域は地震発

生の半月後に豪雨に見舞われ，堤防が決壊して宇治川が流れを変え巨椋池に流れ込む状況

となったことがわかった［CTOC32］。 

1923年関東地震の木造建物被害率に基づく震源破壊プロセスの解明をするために，計算

対象となる強震動評価地点を決定し，その計算地点中で大被害地域内にある各地点におい

て微動観測を行い微動の水平上下スペクトル比（MHVR）を計算した。当該地点でのサイト増

幅特性を求めたところ，この地点では卓越振動数が１Hz付近にあり，その増幅度も大きいこ

とから，大被害の発生に当該サイト特有のサイト増幅特性が寄与していたものと考えられ

る［CTOC39］。 
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図７. 地震動と火災のマルチハザードリスク評価。（左）経験的出火予測式による予測地震

動強さに対応した出火確率と消防効果を含む建物棟間火災延焼メカニズムを考慮した物理

に基づくモデルによる火災延焼シミュレーション結果。灰色，赤，黒の立体物は，それぞれ

燃えていない建物，燃えている建物，焼けた建物を表す。（右）青線は地震動だけ，赤色は

地震火災だけ，緑線は地震動と地震火災を考慮したときの建物損失額の50年超過確率*。総

資産は，対象地域全体での建物構造別の延床面積から算定される建物価値の合計（Nishino, 

2023に加筆修正）。 

 

エ．地震動や火山活動による斜面崩壊の事前評価手法 

四国山地中央部の地震と関係する深層崩壊地およびその周辺環境の検討調査を継続し，

重力斜面変形によって，斜面の伸長，亀裂の開口が発生し，深層崩壊の準備段階が形成され

るという共通の性質を持つ崩壊地が，(1)泥質片岩または珪質片岩であること，(2) 褶曲作

用に伴う軸面劈開*が発達している場所であること，(3) 河川の攻撃斜面または谷の遷急点

付近で特徴付けられることを明らかにした。また，深層崩壊地の１つである高知県大豊町の

トウジ山斜面において，前年度観測された斜面における地震動の増幅の成因を明らかにす

るため，崩壊物の厚みと弾性波速度を推定した結果，崩壊物が徐動性の地すべり*を呈する

地点における地震動の増幅特性は崩壊物内における地震波の多重反射で説明できることを

明らかにした［DPRI10］。 
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斜面内部の地震動の不均質性の有無を観測から明らかにするため，ブロック化が進行し

た北海道釧路町の地すべりにおいて稠密地震観測を実施し，斜面内部の変形が示唆される

結果が得られた。同結果は，斜面内部での地震波の伝播特性を抽出することで，斜面安定計

算の高度化を実現できることを示唆する［DPRI10］。 

宮城県栗原市の荒砥沢等で地すべりモニタリングを継続し，荒砥沢でのモニタリング結

果を栗原市が運営する栗駒山麓ジオパークビジターセンターでリアルタイム公開を開始し

た［IRID03］。 

高速道路，新幹線などの社会インフラが集中する地域で，土砂災害予測基本図と既往の

CS 立体図*，また現在の技術で作成され公開されている土砂災害ハザードマップ*との比較分

析を行い，現状のハザードマップでは被害予測には不十分であり CS立体図も個別の現象予

測には情報不足であることを明らかにした［CTOC01］。 

土砂災害の端緒となる土砂移動を起こす箇所を，土砂災害予測基本図をもとに特定する

手法をいくつかの災害事例に適用した結果，豪雨と地震と外力が異なっても，現象の端緒と

なる箇所には共通する地形的特徴があることが判明した［CTOC31］。 

変位が継続している徳島県三好市西井川の地すべり地において，末端，地すべり土塊*内

部，その隣接する谷部，谷部の地下水位の高い部位で，長周期速度計により地震に対する応

答の比較観測を実施し，地すべり土塊の特徴的な地形を有する地点の地震波への応答を比

較し，各部位の地震に対する危険度の評価を行った［CTOC26］。 

富山県立山カルデラの大鳶池や大鳶小池は，1858年飛越地震時の鳶崩れ（山体崩壊）発

生時に形成されたものではなく，これより8,000年以上前に開始した山体重力変形によって

形成され，その後長い準備期間を経たのちに鳶崩れにいたったことが明らかとなった。ま

た，跡津川断層の活動のたびに大鳶山の山体重力変形が間欠的に進行したのち，ついに1858

年の飛越地震時に大規模崩壊にいたった可能性があることを示した［CTOC33］。 

 

オ．火山噴火による災害誘因の事前評価手法 

火砕流の発生予測に関して，地盤変動*，火山性地震*，空気振動，火山ガス，映像等の観

測データを収集し，火砕流発生に関わる物理パラメータを明らかにした。具体的には，噴火

直前に見られる地盤変動の膨張継続時間，前駆地震の発生頻度と振幅の増加から火砕流の

発生危険度のリアルタイム予測の検討を行い，火砕流の発生危険度判定ロジックを構築し

た［DPRI11］。 

 

（２）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

 

ア．地震動の即時予測手法 

震源域近傍での強震観測波形から，遠地の平野での長周期地震動*の波形を予測する深層

学習モデルを構築した。2011 年東北沖地震とそれ以降に発生した多数の地震の地震波形を
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予測したところ，１）応答スペクトル，２）弾性エネルギー積算量，３）地震動継続時間，

４）波形エンベロープ相関係数の４つの評価指標において，いずれも四分位範囲が 0.5〜2

倍に収まることを確認した。また，地震波伝播シミュレーションオープンコード Open SWPC

の機能拡張を進め，最新コード（Ver 5.3.0）を 2023 年２月に GitHub において公開した

［ERI_14］。 

鳥取県内の計測震度観測点からリアルタイム震度と最大加速度値を受信し，PLUM法*に震

度の距離減衰と全予測点を２次震源とする改良を加え，Ｐ波振幅による震度予測を加えて

県内のリアルタイム震度をWebベースで県庁と共有した［TTR_01］。 

地震波動の伝播方向や伝播速度を地震動の実況把握に活用するため，Wave gradiometry

法*の利用を検討した。予備解析の結果，観測点が多数存在する関東地方では長周期地震動

の伝播方向や伝播速度が即時的に推定できる可能性があることが明らかになった。深層学

習によって，単独観測点の地震波形から地震波動の伝播方向の観測情報を得る手法の開発

を行った。開発した手法によって，連続して地震が発生するケースでもＰ波検測をせずに波

形の形状から直接伝播方向を推定可能であることがわかった。データ同化*手法を適用する

ことにより，観測値が得られなかった領域でもある程度地震動分布が復元できる見通しを

得た［JMA_06］。 

建物の図面が現存していない，1970年代以前に竣工されたＬ字型平面を有する低層RC造

*病院建物を対象に，構造物の振動特性を踏まえた解析により建物各部の詳細な応答を予測

した。また，地盤モデルを考慮した数値解析モデルの構築方法を検討した。病院建物を観測

対象とし，構築した解析モデルを用いて，拠点となる建物の強震記録から対象地域の地表面

地震動の評価方法を検討した［CTOC23］。 

西南日本で発生した再活動型大規模地すべり地において，６台の地震計により連続地震

動観測，ほぼ全体をカバーするような稠密微動観測，高精度表面波探査及び電気探査などを

行った結果，大規模地すべりにおける地震動特性を推測する場合には，斜面の地質特性と地

形特性による影響の両者を個別に考える必要があることを明らかにした。また，貞享安芸・

伊予地震（1686），安政東海・南海地震（1854），安政安芸・伊予地震（1857）と関係して

いるとされる大規模崩壊が発生した地域（徳島県大歩危南方地域）を調査し，その地形・地

質条件をまとめた。その結果，調査した崩壊地では断層，節理，劈開などの不連続面構造が

存在する場合に，そこが分離面またはすべり面となることが示された［CTOC36］。 

 

イ．津波の即時予測手法 

新たなデータ同化手法に基づく新たな波動場現況推定手法の定式化ならびに数値実験に

よる精度検証を実施した。現在時刻を含む一定時間幅の間の観測と予測の残差を最小にす

るという目的関数を持ち，有限の時間区間内で仮定する波動方程式（浅水波方程式）にもっ

とも適合するような波動場を推定する新しい手法を開発した ［HRS_02］。 

リアルタイムGNSS*による震源断層即時推定における不確実性の定量評価をマルコフ連
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鎖モンテカルロ（MCMC）法*で行うための技術開発，および同技術の国土地理院リアルタイ

ム地殻変動監視システム（REGARD）*への技術移転を継続して進めた。観測網が十分に断層

面をカバーしている場合，断層すべりの制約として用いた自己相関関数について相関距離

を正しくかつその誤差の幅とともに推定できることを初めて実証した。また，MCMC法を用い

た１枚矩形断層推定では，2022年福島県沖の地震に対し，断層モデルを自動推定することに

成功した。同アルゴリズム*は今後REGARD内の１枚矩形断層推定のメインアルゴリズムとし

て実装・運用されることが予定されている［THK_12］。 

2016年福島県沖の地震津波について，長時間津波伝播計算を行い，近地の沿岸での津波

減衰過程の再現度を調べた。その結果，観測値と計算値の差は波源推定誤差の影響を上回

り，沿岸域パラメータ等の伝播過程の表現方法に改善の余地があることを示した。また同地

震において，津波波形に着目し，津波伝播計算におけるエネルギー散逸について調べた。ま

た，2022年のフンガ・トンガ―フンガ・ハアパイ火山の噴火に伴う水位変動について，各地

で観測された海面変位には，気圧変化由来の海面変位と固体地球現象由来の津波が混在し

ていると考えられるため，日本の沖合水圧計観測網の観測データを用いて噴火後の火山島

の地盤変動等による固体地球現象に起因した津波の規模を概算したところ，日本へ到来し

た津波全体にそれが占める割合は大きくないことを示した［JMA_06］。 

 

ウ．火山噴出物による災害誘因の即時予測手法 

火山泥流*を対象として，水路実験によって粘着力の強さが泥流の流動特性に与える影響

を検討するとともに，粘着性を考慮した泥流の数値シミュレーションモデルを構築し，泥流

中の固体材料の粘着性が泥流の流動特性に与える影響について検討を行った。その結果，粘

着力の増加によって渓床が浸食されにくくなり，土石流*・泥流はあまり発達せず，非粘着

性材料の場合と比較して斜面勾配が急な場所で土石流・泥流が停止することがわかった

［DPRI12］。 

二重偏波気象レーダー*等による噴煙の観測結果から，噴煙に含まれる火山灰等の分布を

定量的に推定する手法の開発を行った。また，二重偏波化された一般気象レーダー（福岡）

のデータを用いて，2021 年阿蘇山噴火の解析を行った。その結果，10 月 14 日・20 日の噴

火は共に水分の寄与が大きかったが，20日の噴火の方が噴煙内部の火砕物*の量が多いこと

がわかった。2021年福徳岡ノ場噴火と 2022年トンガ海底火山噴火について，気象衛星ひま

わりの画像解析を行い，傘型噴煙*の形状を明らかにした。大気との相互作用や各種保存則

など火山噴煙の力学を考慮した 1 次元噴煙モデルの開発を進め，現実の噴煙でみられる特

徴を再現していることを確認した［JMA_07］。 

 

（３）地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究 

地震波形・GNSS・傾斜計等のデータを即時解析して震源や地盤変動源を表示するシステ

ムの構築のために，参照サーバ側の立ち上げ作業をより簡便にする目的で，サーバへの表示
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データ保存に関するソフトウェアの整備を進めた。また，ソフトウェアの開発・配布環境の

構築試験のために，Gitサーバの運用テストを開始した。表示コンテンツのひとつとして，

球状＋ダイク*の圧力源をMCMCでリアルタイム推定するプログラムの開発を継続した［HKD_06］。 

地震災害に関する住民調査を前提に，地震災害・火山災害の発生確率，被害想定，関連

する災害情報（火災情報や降灰情報）などの住民の受け止め方に関する詳細な解析を行っ

た。内閣府（2013）が公表した被害想定をもとに，４日間にわたって放送されたドラマ「パ

ラレル東京」の前後で行った，アンケート調査結果を解析した。解析の結果，まず「パラレ

ル東京」を視聴したことの効果として，考えられるいくつかのリスク事象について，番組視

聴前よりも自分が被害に巻き込まれると思う確率が上がった。さらに３か月が経過しても，

４つの事象は「恐ろしさ」因子が高く，被害想定の情報は，元々リスクイメージとして感情

的に恐ろしいと考えられていた事象を刺激したということがわかった［III_01］。 

M8 クラス以上（半割れ*）および M7 クラス（一部割れ）の地震発生後に後発するM8以

上の地震の発生確率計算に関して，南海トラフにおける地震発生履歴を考慮し，一日以内，

一週間以内，三年以内の後発地震発生確率を評価した（図８）。また半割れ地震発生後の後

発地震に対する津波リスクマップの作成手法の開発も進め，成果の想定利用者との意見交

換会も実施しながら，後発地震の発生確率評価や津波リスクマップの表現方法を検討した

［IRID04］。 

地表面における地震動速度を用いて地震動シミュレーション結果のばらつきについての

評価を行っている。内閣府が公表している地震動推定結果は，地表面では震度で示され，速

度については工学的基盤の強震波形のみが公開されている。そのため，内閣府のシミュレー

ション結果を，地表面での最大速度に変換する作業を昨年度から実施している。第一段階と

して観測上の最大値である約 240 cm/s を地表最大速度（PGV）の上限値として，内閣府に

よる地震動シミュレーション結果を変換した。さらに検討を進め，既往の表層地盤*モデル

を用いて南海トラフ巨大地震に対して地震応答解析を実施し，最大地表速度分布を得た

［CTOC30］。 

大量軽石火山灰降下の被害の恐れがある鹿児島市街地の八幡校区の住民を対象に２回の

ワークショップを実施した。１回目では同校区の広域避難先に指定されている南さつま市

の現地視察を行い，参加者は都市部の住民を受け入れるだけの収容能力が不足しているこ

とを認識するに至った。また，２回目には参加者に事前に避難するか，自宅にとどまるかの

意思決定をしてもらい，その判断のもとで懸念される事項について考える機会とした。昨年

度のワークショップ終了時点では「事前避難」の選択が多数派だったが，６月の現地視察後

は「自宅にとどまる」との選択が多数派となった。こうした思索の機会を通じて，住民，研

究者が状況改善の糸口を見いだす可能性があることを示した［CTOC34］。 

火山災害誘因（ハザード）について住民の認知度を調べるための標準的な調査項目とし

て，１．火山現象の特性の理解，２．対象とする火山が噴火した場合に発生する各噴火現象

の理解，３．溶岩流，火砕流，融雪型火山泥流・土石流の移動速度の理解，４．避難等に係
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る用語の認知，５．各噴火現象と居住地域への影響の認識，６．避難先や移動方法，を設定

した。常時観測火山の近くに立地する９道県15市町村を対象として，作成した調査票の質問

項目をもとにオンライン調査を実施し，各地域住民の火山災害に関する意識を明らかにす

るとともに，設計した調査票の有効性について検討した。設計した調査票は火山に関する標

準的な質問紙として機能すること，本調査票を用いることにより地域間の火山に関する住

民意識の比較が可能であることが確認された［CTOC38］。 

 

 

図８. 南海トラフにおける後発地震の発生確率評価。M8クラス以上（半割れ）およびM7クラ

ス（一部割れ）の地震発生後に後発する地震の発生確率を，南海トラフにおける地震発生履

歴を考慮し，評価を行った。例えば，M8クラス以上の地震発生から１週間以内に，M8以上の

後発地震が発生する確率は約２%〜77%，平時の約100〜3,600倍と算出される（Fukushima et 

al., 2023に加筆）。 
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３－４ 地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

 

地震・火山噴火災害の発生機構を理解するためには，災害事象を，それが生じる場所や

地域の歴史的・地理的・社会的特性と関連づけ，記録の信頼性も踏まえて分析することが重

要である。近世初期の蝦夷地（北海道）に関係する史料は限られるが，1640 年北海道駒ヶ

岳噴火の関係史料を書誌学的に整理し，火山学の知見と照らし合わせながら内容を精査し

た。その結果，ブラストや火砕流など，噴火中に起きた高温の流れ現象を示す史料が確認さ

れ，降灰で暗くなった時間や降灰の範囲など，従来の理解とは異なる噴火当時の状況や認識

が判明した［UTH_02］。津波災害はとりわけ地形環境とその変化に大きく影響を受ける。岩手県

宮古市を対象として，幕末・明治の絵図史料や旧版地形図により当時の地形を復元し，山奈

宗真『岩手県沿岸大海嘯*部落見取絵図（丙）』により 1896 年明治三陸地震津波の浸水範囲

や家屋や道路の配置情報を可視化した。その結果，2011 年東北沖地震の津波浸水範囲は，

1896 年のそれに含まれない市街地を多く含み，それらは戦後から高度経済成長期に拡大し

た市街地部分に当たることが明らかになった［IRID05］。 

2007年新潟県中越沖地震における柏崎市の生活再建に関する相談データ（主として仮設

住宅入居者）の共起ネットワーク*分析から，被災者自身の抱える生活再建上の課題を抽出

した結果，被災者の再建を推進する上で住宅再建の方法や方針についての情報を提示する

必要性が明らかになった。また，住家被害認定調査や罹災証明発行業務において「行政職員

が学ぶべき知識」の体系化と行政職員向けの効果的な教育プログラムの構築を進めてきた。

2022年３月の福島県沖地震では，被災地の新地町に，本プログラムを受講した応援体制「チ

ームにいがた」が派遣され，３週間弱で約 5,500棟の調査が効率的に遂行できた。図９は１

年前の災害時の新地町職員による調査と本事例の調査件数の日次推移の比較である。調査

の開始も早く，日別調査件数も多く，現場において効率的に調査ができたことが確認された 

［TYM_03］。南海トラフ地震で被害が想定される尼崎市内の中小企業の災害対策の実情を把握す

るために，質問紙調査（無作為に抽出，回答者数 754）を行った。その結果，被災によって

事業活動中断に至る事由としては，建物（事業拠点）損傷やライフラインの寸断，従業員の

被災や通勤困難と考えている企業が多い。また，災害誘因予測の精緻化に伴い，企業の立地

を分散してリスクを低下させる施策の可能性が示唆されるにもかかわらず，主として資金

面の課題により多くの企業が現在の立地場所での事業継続しか考慮していない状況が明ら

かになった［HGY_02］。南海トラフ地震により甚大な津波被害が予測され，新想定によって津波

浸水想定*地域からの人口転出が顕著になった高知市において，小地域統計データを分析し，

災害リスクを逃れるための人口・事業所の移転が階層的格差と関連し，災害に脆弱な零細事

業所，高齢層，借家層の偏在が進んだことを明らかにした。防災リテラシーにとって重要で

ある科学知が脱文脈化*し，予期しないネガティブな社会的影響をもたらすことがあり，防
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災リテラシーを生活構造や災害文化，土地利用といったローカルの文脈と関連づけてとら

える必要性を指摘した［NGY_06］。 

地震・津波・火山噴火に関する地域の災害特性や過去の災害履歴等の把握に資するデー

タベースの整理を進めることは，地域の特性や災害リスクの認知，防災リテラシーの向上に

つながる。地震ハザード評価について，数百～数万年といった長期間の再現期間に対応す

る，地震による揺れの大きさを評価した長期間平均ハザードのモデル構築を進めるととも

に，2022年起点の確率論的地震動予測地図を地震ハザードステーション（J-SHIS）*より NIED

作成版として公開した。また，確率論的地震動予測地図と同様に，今後の一定期間内に強い

揺れに見舞われる可能性を，工学的基盤における地震動の応答スペクトルの観点から示し

た地震動ハザード評価（試作版）が地震本部より公表された。千島海溝・日本海溝・相模ト

ラフ・南海トラフ沿いで発生する地震を対象に，４海域を統合した確率論的津波ハザードを

試算した［NIED04］。気象庁の発表する防災情報の改善や高度化に係る知見・成果を共有し，長

周期地震動に関する観測情報のオンライン配信や推計震度分布図を 250 m メッシュに高解

像度化するなどの情報内容の改善を行った［JMA_16］。地震・津波及び火山に関する知識や防災

行動について一般の人々への理解を深めるために，地方自治体や教育機関，報道機関等と連

携して地域の状況に合わせた方法を構築した。［JMA_17］。 
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図９．生活再建支援のための住家被害認定調査の効率化。住家被害認定調査や罹災証明発行

業務において「行政職員が学ぶべき知識」の体系化と行政職員向けの効果的な教育プログラ

ムの構築を進めてきた。2022 年３月の福島県沖地震では，被災地の新地町に対し，本研修

を受講した応援体制「チームにいがた」が派遣された。共通理解の下で効率的な調査が実施

され，３週間弱で約 5,500 棟の調査が完了した。図は１年前の災害時の新地町職員による調

査と本事例の調査件数の日次推移の比較である。調査の開始も早く，日別調査件数も多く，

現場において効率的に調査ができたことが確認された。 

 

（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 

 

将来発生が懸念される地震・火山災害に着目し，応急期を想定したシナリオに基づいて，

個人および集団レベルにおけるリスク認知や避難行動の量的分析を行う研究が蓄積された。

例えば，GIS なども利用しながら，災害の社会素因*である脆弱性*を個人レベルで評価・可

視化する手法を開発するとともに，様々な地域や集団を対象に社会の防災リテラシーの実

態把握を蓄積した。また，オープンサイエンスやリスクコミュニケーション*など新しい手

法を取り入れ，行政機関や一般市民などと連携しながらリスク認知能力を涵養したり知識

レベルを向上させたりする取り組みを展開し，具体的に研修プログラムの体系化と教材コ

ンテンツの作成をほぼ完成させた。これらの取り組みの中では，人文社会科学の研究者が地

震学や火山学の研究者と連携して研究を進め，行政機関や地域の学習施設などとの協働に
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本格的に乗り出した。 

北海道太平洋沿岸部の津波浸水想定区域の更新に伴う集団避難時の課題を抽出するため

に，苫小牧市を事例に，準天頂衛星に対応した津波避難支援ナビゲーションシステムを用い

て，集団の疑似的津波避難に関する移動軌跡データを収集して，避難距離・歩行速度・避難

時間に着目した分析を行った。その結果，歩道の狭さや歩道脇の植物の繁茂，公園敷地入口

の杭や路上駐車といった障害物，公園敷地内の地面状況（砂）など，ミクロな地物が集団に

よる円滑な歩行を妨げており，豪雪や凍結といった冬季の路面状況によっては，比較的短距

離であっても，津波到達までに全員の避難が完了しないことが示唆された［HKD_07］。 

災害予測情報等を災害対応に効果的に活用できるか否かを考えるためには，意思決定に

かかるメカニズムを理解することが重要である。こうした観点から，災害情報が被害の発生

抑止に資する過程についての認知仮説に基づいて，大学生を対象に，津波避難意思決定課題

にかかる機能的 MRIを用いた脳活動計測実験を行った。その結果，定量シナリオでは，より

高い脳活動が右大脳半球優位において見られ，定性シナリオでは，より高い脳活動が両大脳

半球において認められた。この実験結果は，定量シナリオと定性シナリオは避難の意思決定

や防災教育に対して考慮するメリットがあることがわかった［IRID06］。 

2014年に深刻な御嶽山噴火被害を経験した長野県木曽地域のように，日本の多くの火山

地域では，登山客や観光客を対象とした防災・減災策が課題となっており，併設されるジオ

パーク・博物館・ビジターセンターの学習施設としての役割が期待されている。昨年度に引

き続き各火山地域における学習施設を調査し，比較表を完成させた。その結果，火山防災教

育に関する考え方の共通点として，防災をあまり前面に出さずに火山の恵みを伝えること

を通じて，火山特有の景観を形作った噴火災害について考える契機をつくっていること，子

供に対する啓発教育を通じて，周囲の大人の火山防災意識の向上も期待されていることが

わかった［NGY_07］。 

日本の火山地域の中でも，桜島や阿蘇には大学の観測研究施設が所在し，地域の火山防

災に対する基幹的な役割が期待されている。京都大学防災研究所桜島火山観測所では，鹿児

島市と連携して桜島住民を対象とする火山防災勉強会を開催してきた。2020 年６月４日未

明の噴火による火山岩塊（噴石*）の居住地近傍への着弾に関連して，噴石飛散による噴火

警戒レベル*引き上げの認知度に関する質問紙調査（回答 340 名）を行った結果，噴石飛散

で噴火警戒レベルが引き上げられることの認知度は高いが，基準となる飛散距離の認知度

が低いことが明らかになった［DPRI13］。また，人文社会系の研究者や京都大学防災研究所阿武

山観測所と連携して，桜島火山のジオガイドも巻き込んだアクション・リサーチ*を実施し，

歴史的に貴重でかつ稼働中の観測装置に着目して防災リテラシー向上のための説明資料の

作成を進めた［DPRI13, DPRI14, HYG_01］。 

一方，全国的な火山観光地に位置する京都大学大学院理学研究科附属地球熱学研究施設

火山研究センターでは，阿蘇ジオパークや阿蘇火山博物館といった地域の様々な学習施設

と連携して，火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための実践的な研究を進め，2016
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年熊本地震によって被災した研究センター本館の復旧作業の一部を，ジオパークガイドと

協力して行うことによって，地震観測の歴史や災害復旧過程などについての知識を地域社

会と共有した。また，総合研究グループ「高リスク小規模噴火」とも連携して，昨年度実施

した「阿蘇への観光客に対する火山防災に関する意識調査」の結果を分析した結果，火口周

辺での火山ガスの危険性に関する音声ガイド・掲示板の存在や噴火の痕跡が，観光客が退避

壕に入るという安全確認行動を促進することが明らかになった［KUS_03］。 

京都大学防災研究所阿武山観測所は，科学者と一般市民との連携手法としてオープンサ

イエンス手法（市民参画型科学，市民参画型データ収集・管理）を取り入れながら先端的な

取り組みを行ってきた。とりわけ本年度は，地震・津波避難訓練支援ツール「逃げトレ View*」

のパイロット版を完成させるとともに，過去の地震・津波災害の記録と推定される記述が含

まれる歴史資料（古文書等）を主として市民参加で解読する「みんなで翻刻*」について，

数年にわたって安定的に運用できるようにシステム更新を行い，登録者数が当初目標（１万

人）に迫る 8350 人に到達した［DPRI14］。 

地震・火山噴火災害に対する社会の共通理解の醸成のための研修プログラムの作成にお

いて，対象・目標を明確化した上で内容を精選し，方法の吟味，評価・検証とフィードバッ

クを行った。これまでの評価検証において，それぞれの知識項目について説明できる人と説

明できない人の割合に研修前後で統計的に有意な差が見られ，この研修によって参加者の

理解が促されたことがわかっている。本年度は，要素化した「地震・火山研究者が理解して

ほしいこと」を，自治体職員のニーズをもとに再構成し，地震の基礎知識習得にかかる研修

プログラムを１編，火山の基礎知識取得にかかる研修プログラムを８編，シナリオ作成，収

録を実施した。また，関東地震（関東大震災）100周年に向けて，特に津波を伴った地震災

害としての側面に着目し，南海トラフ地震との比較の中で，より理解を深め，また観測研究

への関心の喚起をねらいとしたコンテンツを作成した［NGT_02］。 
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３－５．研究を推進するための体制の整備 

 

本研究計画で得られる研究成果を災害の軽減に効果的に役立てられるように，参加機関

間で緊密な情報共有を図った。また，基盤的な観測網*の維持・整備を行うとともに，観測

データや研究成果をデータベース化し，これらを共有することにより効率的に研究を進め

た。同時に，観測技術の開発及び高度化に取り組んだ。さらに，学際的に研究を進めるため

関連分野との連携を強化するとともに，地震・火山噴火現象や災害に関する知見を広げるた

めに国際的な共同研究を推進した。  

 

（１）推進体制の整備 

本研究計画は地震学・火山学の成果を災害軽減に活用する観点から，地震学と火山学を

中核とし，災害や防災に関連する理学，工学，人文・社会科学などの分野を含む，総合的な

学際研究として本研究計画を推進している。また，地震本部や行政機関等と連携し，基礎研

究の成果を発展させ，社会実装につながることを目指している。測地学分科会*は，計画の

進捗状況を把握し行政や社会のニーズを踏まえた計画の推進につとめた。地震・火山噴火予

知研究協議会は，大学，行政機関，国立研究開発法人等の委員から構成され，密接に情報交

換をしながら計画を推進している。協議会には企画部*が設置され，専任教員が研究の進捗

状況の把握や研究者間の連絡調整に従事している。企画部内の戦略室では，計画全体の方向

性について検討し，研究成果の取りまとめを行っている。協議会には研究内容で分類した８

つの計画推進部会を設置し，すべての研究課題はいずれかの計画推進部会に所属し，情報交

換を行いながら研究を進めている。年度末には協議会主催で成果報告シンポジウムを開催

し，計画全体の進捗状況を確認するとともに，情報交換を行った。今年度は，昨年度に引き

続き，新型コロナ感染症の観測研究計画への影響を調査し，計画の変更等の適切な対応を行

った。また，地震本部との技術的・制度的な連携強化の一貫として，地震本部が「当面 10

年間に取り組むべき地震調査研究*」の一つとしている「内陸で発生する地震の長期予測手

法の高度化」に関連して，「地殻内地震発生確率評価手法検討ワーキンググループ」を結成

しており，検討会を継続実施した。 

地震予知連絡会*は，モニタリング手法の高度化に資する役割を担うため，年４回定期的

に会議を開催し，地震活動・地殻変動などに関するモニタリング結果の情報交換を行い，関

係各機関の情報の共有を行っている。 

火山噴火予知連絡会*は，定例会を２度開催し，全国の火山活動の状況についての検討を

行った。また，火山噴火予知連絡会のあり方について検討を行い，令和４年８月24日に「あ

り方検討作業部会最終報告」にて将来的に目指すべき体制を提言，令和４年12月27日にその

提言を踏まえた「あり方報告の具体化作業部会報告」にて，令和５年度から始める体制を提

言としてとりまとめた［JMA_08］。 
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・ 拠点間連携共同研究 

 

災害や防災に関連する研究者と協働して計画を推進するためには「地震・火山科学の共

同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所および地震・火山噴火予知研究協議会と，

「自然災害に関する総合防災学*の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防災研究所お

よび自然災害研究協議会とが連携して計画を進めることが有効である。このため，前研究計

画から両研究所が牽引役として各分野での連携を図り，共同研究を進めている。両拠点の研

究者が中核となってテーマを決め，それを実現するための研究について全国の研究者から

の提案課題を募集して全国規模の共同研究を進める「重点推進研究」と，ボトムアップ研究

を公募する「一般課題型研究」を実施している。 

重点推進研究では「巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパラダイム構築の推進

［CTOC01］」を総括研究として実施し，「不確実性を考慮した浅部地盤の非線形応答評価手法の

検討［CTOC20］」，「即時建物被害予測技術の高度化［CTOC21］」，「地震および豪雨による斜面災

害発生個所の事前予測方法の統合［CTOC31］」，「巨大地震によるマルチハザードリスク評価手

法に関する検討［CTOC32］」を特定型として進めた。一般課題型研究では，地震・火山噴火の災

害誘因の事前評価手法の高度化の研究，即時予測手法の高度化の研究，および災害誘因予測

を災害情報につなげる研究を実施した。 

 

（２）分野横断で取り組む総合的研究を推進する体制  

以下の５項目については，それらが発生した場合の社会への影響の重大さに鑑み，研究

分野横断による総合的な研究として実施している。 

 

・ 南海トラフ沿いの巨大地震  

地震・測地観測網で得られたプレート間固着*やスロー地震の知見に基づき，南海トラフ

沿いの巨大地震の広帯域震源モデルを構築する。その上で地震波および津波の伝播モデル

に基づき，西南日本地域の強震動および津波浸水モデルを提示することを目的とする。今年

度は，日向灘で過去最大級とされている 1662 年日向灘地震について，浅部スロー地震の海

底地震観測の成果や人工地震波を用いたプレート境界の位置情報，2011 年東北沖地震で得

られた浅部スロー地震と巨大地震大すべりの関係など最新の地球物理学研究の知見を基に，

新たな断層モデルを構築した（図４）。並行して実施した宮崎県沿岸部における津波堆積物

の調査結果と断層モデルを用いた津波による浸水シミュレーションにより，この断層モデ

ルの妥当性を評価し，1662 年日向灘地震が M8級巨大地震であった可能性を科学的に初めて

示した［DPRI01］。 

 

・ 首都直下地震  

首都直下地震は，一旦発生すれば首都機能や我が国の経済活動全体に深刻なダメージを
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与える可能性が高い。想定される多様な震源について，発生メカニズムや発生可能性を評価

できるようになることを目標とする。現代の地震観測で得られる知見を用いて，歴史地震の

震度を検証および定量化する狙いで，東京都文京区根津周辺の11点で稠密観測を実施中で

あり，暫定的な解析結果では観測点ごとの卓越周波数や振幅の違いが確認された［ERI_15］。ま

た，地震被害想定が住民に周知された場合の住民の被害に関する認知面に及ぼす影響と，住

民の首都直下地震の被害に関する認知体系を明らかにするために，アンケート調査・分析を

実施し，被害想定の情報が，元々リスクイメージとして感情的に恐ろしいと考えられていた

事象を刺激したことがわかった［III_01］。そのほか，首都直下地震に関連する課題の研究者に

よる意見交換会をオンラインで行った。 

 

・ 千島海溝沿いの巨大地震  

千島海溝沿いでは，津波堆積物の調査により，2011年東北沖地震と類似した巨大地震が

繰り返し発生していることが明らかにされている。政府の地震本部はM8.8程度以上の超巨

大地震の発生が切迫している可能性が高いと評価しており，津波や地震動による大きな被

害が予想される。  

千島海溝南部に設置した３か所の海底地殻変動基準局において船舶及びウエーブグライ

ダー*を用いた４回目の測定を実施し，プレート境界浅部においても太平洋プレートと陸側

プレートの相対運動速度に調和的な変位量が得られ，プレート境界浅部までの固着率*が高

い可能性が示唆された。応力条件を拘束したプレート境界のすべり欠損*推定を複数の期間

を区切って行い，2003年十勝沖地震前後のプレート間固着の時空間変化が推定された。北海

道から東北北部の長期広域的な地殻変動場を調査し，M7.5程度以上の大地震の余効変動が

長期間継続し，プレート間固着率の推定等で留意する必要性が示唆された［ERI_05］。十勝沿

岸・当縁川周辺の珪藻群集の解析を詳細に実施し，17世紀初頭の超巨大地震時の隆起はそれ

ほど大きくなく，その後1.5 m程度隆起したことが明らかになった。胆振地方東部厚真町や

苫小牧勇払の津波堆積物の空間分布を調査し，17世紀初頭の津波浸水深さが最大でも標高

５ m程度までしか分布していないこと，津波堆積物は17世紀初頭以前となると2,500年前ま

で存在しないことが明らかにされた［HKD_09］。千島海溝からカムチャツカ海溝にかけての広域

的な1977年以降の地震活動を調査し，色丹島沖～択捉島沖にかけての津波地震*が発生して

いる領域にのみ統計的に有意な静穏化が見られることが明らかになった［HKD_09］。強震動によ

る地盤液状化痕跡を考古資料から抽出する作業を継続し，5,500年前～4,000年前の間に発

生したイベントによる痕跡が広域かつ規模が大きいことが明らかになった。一方，石狩低地

帯でも広域的にみられる噴砂*イベントが同定されたが，近隣の活断層系の地震による可能

性が高い［HKD_09］。千島海溝・日本海溝地震津波に関して，北海道庁の地域減災計画策定，自

治体の津波避難緊急事業計画策定において専門的な助言を行った。津波避難計画策定に関

する勉強会を北海道日高振興局等の関係機関と連携して実施した。ライフライン対策につ

いて産業保安監督部と連携し専門的な助言を行った［HKD_09］。 
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・ 桜島大規模火山噴火  

活発な噴火活動を60年以上続け，今後，大規模噴火の発生が予想される桜島を対象に，

各研究項目間で緊密な連携と成果の共有を図り，住民避難を視野に入れた総合的研究を推

進している。本総合研究グループには異なる部会に属する27の研究課題が参画しており，令

和４年度も12月にハイブリッド研究集会を開催し，参画する各課題の成果から大規模噴火

研究に資する知見を取りまとめた。本研究集会では，次世代火山研究・人材育成総合プロジ

ェクト*課題や京都大学防災研究所火山防災連携研究ユニットからも研究発表を行い，総合

研究グループにおける議論を活性化させた。 

令和４年度研究集会の議論の要点は以下の４点に集約される。 

① 現在の観測データは脱ガスした重いマグマが蓄積していることを示すことから，次の

大規模噴火はプリニー式噴火で始まる歴史時代の大規模噴火とは異なり，溶岩流出か

ら開始することを想定しなければならない。噴火シナリオの多様化が望まれる。 

② 2022年７月24日噴火時の対応を通じて，情報発表までの意思決定の遅さと発表された

情報に警戒を要する範囲の情報が含まれない，という２つの問題点が露呈した。 

③ 火山性微動*と地盤変動データからリアルタイムで降灰を予測することにより，火山灰

ハザードを評価できるようになるなど，モニタリングデータに基づくハザード予測の

高度化が図られたが，警戒を要する範囲の設定は依然として重大な問題である。 

④ 桜島の大規模噴火では市町村の境界をまたぐ広域避難が想定されるが，広域避難の認

知度は低い。認知度を上げる長期的な視野の取り組みが必要であり，リスクコミュニケ

ーションが重要である。 

観測・研究の立場から，ハザード予測を行うことで噴火発生前に警戒を要する範囲を設

定することが最大の課題である。この課題は噴火の発生の時期，場所，規模，様式の予測性

能の向上が本質的に関わるものであり，今一度，火山噴火予知研究の原点に立ち戻る必要が

ある。 

 

・ 高リスク小規模火山噴火 

噴気地帯や山頂火口近傍には，多くの観光客や登山客が訪れるため，小規模な噴火でも

人的・物的被害が生ずる場合がある。また，小規模な噴火は発生頻度が相対的に高いことか

ら，観光客や登山客等の災害リスクの低減という観点から重要な研究対象である。 

災害情報の発信に関する研究に関しては，吾妻山について VUI の試作を進めており，気

象庁や国土地理院のデータを活用したワークシートを試作した［THK_08,HKD_04，KUS_02］。数値指標

で示す VUI が専門外の人々にどう見えるか，活動シナリオの想定や火山活動評価はそれほ

ど自明ではないのではないか，など予測可能性とリスク評価に関するいくつかの問題が指

摘された［HKD_04, KUS_02］。御嶽山火山マイスター*の火山防災・火山リテラシー向上の取り組み

の位置づけを明確化するために，阿蘇火山博物館，富士山科学研究所，箱根ジオミュージア
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ムの火山防災に関する取り組みに対する調査・比較を進めた［NGY_07］。御嶽山噴火の事例から，

市町村の災害対応のボトルネックとなる事項の抽出と対応策の検討を行い，マンパワーが

限られる小規模自治体の対応に関する問題点や噴火の影響が複数自治体にまたがる場合の

連携などの課題を指摘した ［HYG_01］。 

小規模噴火の発生する場の把握に関しては，草津白根山において土壌ガスに基づく側噴

火*リスクの評価を進めており，ガスフラックスの強弱と希ガスの同位体分析を組み合わせ

ることにより側噴火の危険度が高い場所を同定できる可能性が示された［TIT_03］。 

観測による火山の活動把握に関しては，吾妻山において地震・地殻変動の連続観測を継

続的に実施しているが，大学から現地関係者へ提供される観測情報が過多とならないよう

工夫する必要があることが，防災関係者とのやりとりを通じてわかった［THK_08］。空中電界変

動*を活用する手法の開発も継続している。霧島火山観測所での観測を新たに開始したが，

2022年 11月の硫黄山での泥噴火では顕著なシグナルは検出されなかった［THK_03］。弥陀ヶ原

火山において，活動状態を把握するための多項目地球物理観測を継続している［TYM_02］。  

噴火の予測に関する研究に関し，極小規模噴火を含めた見逃がしのない「真の噴火履歴」

解明を目指した取り組みとして火口内や火口近傍の湖沼堆積物を新たな情報源とする調査

を開始し，弥陀ヶ原での予備調査では微小噴火と思われる火山灰層を検出した［TYM_01］。 

 

（３）研究基盤の開発・整備 

 

ア．観測基盤の整備 

防災科学技術研究所は，陸海統合地震津波火山観測網*（MOWLAS)及び首都圏地震観測網*

（MeSO-net）を安定して運用し，地震・低周波地震・超低周波地震・スロースリップイベン

トについてイベント検出，震源位置，震源発震機構解，断層モデルの推定，余震活動の予測

等を行った［NIED05］。 

国土地理院は，全国に展開されたGNSS連続観測システム（GEONET*）を維持するとともに

国際GNSS事業（IGS）へ参画し，観測データの提供を行った。加えて，最新のGPS衛星および

ITRF*に対応したGEONETの新しい解析ストラテジの運用を着実に継続した。また，GEONETに

よる日本列島全域の地殻変動・火山活動のモニタリングを行い，結果を速やかにホームペー

ジなどで公表するとともに，地震調査委員会*，火山噴火予知連絡会等に報告した［GSI_04］。

また，ALOS-2の合成開口レーダー（SAR）*データを使用して北方四島を含む国土全域を対象

に定常的にSAR干渉解析を行ったほか，ALOS-2の蓄積された観測データを用いた干渉SAR*時

系列解析を国内の火山を対象として行い，国土地理院のHPで解析結果を公開するとともに，

火山噴火予知連絡会に提出し火山活動評価に活用された［GSI_07］。このほか，リアルタイムで

地殻変動を観測し，巨大地震後数分での断層推定を目指す，電子基準点*を用いたREGARDを

継続的に運用しており，断層パラメータの不確実性の評価も取り入れるなど，従来法からの

置き換えに向け，試験運用中である（図10）［GSI_08］。 
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気象庁は地震観測網や地殻変動観測網などの観測基盤の維持を継続し，関係機関の地震

観測データを一元的処理した結果を公開し，南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会*や

地震調査委員会において報告を行った［JMA_09］。また，全国の50火山について全国４か所の火

山監視・警報センターにおいて連続的な監視観測を継続するとともに，50火山と他の活火山

のうちのいくつかの火山について，地震観測・GNSS繰り返し観測，熱観測等の調査的な機動

観測を計画的に実施し，噴火警報*・火山の状況に関する解説情報*・火山活動解説資料等の

防災目的の情報や資料として公表した［JMA_12］。 

海上保安庁は，航空機による南方諸島及び南西諸島における海域火山の定期巡回監視観

測を実施するとともに，西之島，噴火浅根，海徳海山及び福徳岡ノ場において監視体制を強

化した。また，測量船により硫黄島の海域火山基礎情報調査を実施した［JCG_04］。 

大学は，観測データ流通網JDXnet*の安定的な運用を継続し，TDXへの移転対応を実施し

た。また，大規模並列計算機を利用したリアルタイム地震データ解析の開発を継続した

［ERI_19］。高知大学は，３成分広帯域地震計*と常時微動*アレイの運用を継続し，常時微動ア

レイによって常時推定している位相速度の時間変化からは時間雨量 ５ mm 程度の降雨に

対応した変動を抽出することができた［KOC_01］。 
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図10. 高速な断層推定（REGARD）による断層推定結果の例。2021年３月20日に発生した宮城

沖地震のときの地殻変動から断層パラメータを推定したもの。左は断層パラメータの事後

確率分布，右は推定された矩形断層モデルの位置とその不確実性の広がりを示す。左の青線

は中央値で，右上にその数値を示す。東北大学で開発された推定パラメータの不確実性を評

価できるプログラムを国土地理院に技術移転した。従来法からの置き換えに向け，試験運用

中である。 

 

イ．観測・解析技術の開発 

東京大学地震研究所は，三陸沖光ケーブル式海底地震津波観測システムの予備の光ファ

イバーケーブルにDAS計測*を適用することにより，空間的に高密度の海底地震観測を実施し

た ［ERI_22］。東北大学は，無線システムと接続を行う携帯系の通信の検討のため，情報通信

研究機構のIoTゲートウェイと学術情報ネットワーク（SINET*）の広域データ収集基盤のプ

ロジェクトに引き続き参加し，能登半島の群発地震の臨時観測にて携帯テレメータ*装置を

運用し，データ流通を行なった［THK_13］。情報通信研究機構は，Pi-SAR X3*の初期機能・性能

確認試験を実施して，来年度からの各種実証観測を行える体制を整えたほか，富士山等の試

験観測で15 cm分解能での地表面画像取得に成功した［NICT01］。 

 

ウ．地震・火山現象のデータ流通 

北海道大学は，地殻変動連続観測データおよびGNSSデータサーバを運用し，地殻変動等
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多項目データの全国流通・一元化・蓄積・公開を行うデータサーバの安定的かつセキュアな

運用のためサーバの更新作業を行った ［HKD_08］。東京大学地震研究所は，次世代の対話検測

処理系システムについて試作を引き続き進め，昨年度試作したソフトウェアを試用すると

ともに，震源決定プログラムや地図表示機能を実装した。また，伝送系システムの仕様につ

いて検討を継続した［ERI_24］。 

 

エ．地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開 

気象庁は，地震カタログ*の作成及び震源過程解析を実施し，関係機関へのデータ提供，

一般への公開を実施した。2020年９月より一元化処理*にS-net*，DONET2のデータの活用を

開始している［JMA_14］。産業技術総合研究所は，大規模噴火の特徴・推移，中長期的前駆活動

を取りまとめた大規模噴火データベースを公開した。また，目撃事例のある噴火の中長期

的・短期的前駆活動，噴火推移情報を取りまとめた噴火推移データベース，日本国内外の噴

火で噴出した火山灰粒子の顕微鏡画像などの情報を収録した火山灰データベースを公開し

た。加えて，アジア太平洋地域地震火山ハザード情報システムの構築を継続した ［AIST11］。

国土地理院は，六日町断層帯，高田平野東縁断層帯，阿寺断層帯及び長良川上流断層帯，佐

賀平野北縁断層帯，糸魚川－静岡構造線断層帯など８面の1:25,000 活断層図を公開した。

また，長町－利府線断層帯，会津盆地西縁・東縁断層帯，長野盆地西縁断層帯，伊那谷断層

帯，屏風山・恵那山断層帯及び猿投山断層帯，弥栄断層，糸魚川－静岡構造線断層帯につい

て整備を実施した［GSI_09］。また「諏訪之瀬島」の火山土地条件図・数値データ及び「御嶽山」

「神津島」「有珠山」「倶多楽」の火山基本図・数値データを公開した。「蔵王山」の火山

土地条件を調査し，「北海道駒ヶ岳」「白山」「鶴見岳・伽藍岳」「九重山」「諏訪之瀬島」

の火山基本図を整備した［GSI_10］。地震・火山噴火予知研究協議会では，令和３年度における

観測や開発したソフトウェア等のメタ情報を整理して研究成果共有システムにて公開した

（図11）［ERI_25］。 
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図 11．研究計画で行った観測や開発したソフトウェア等のメタ情報の公開。本年度から作

成・公開を始めた調査・観測等一覧（地図表示，左上）および開発したソフトウェア等一覧

（右下）。各課題の成果をとりまとめ作成したもの。各課題の報告書へのリンクも貼られて

おり，そこから成果の詳細も確認できる。地震・火山噴火予知研究協議会の研究成果共有シ

ステムの中で公開している。 

 

（４）関連研究分野との連携強化 

理学，工学，人文・社会科学などの関連研究分野間で連携し，地震・火山研究の成果を

災害軽減に役立てる。低頻度大規模地震・火山噴火現象の具体的な規模，発生頻度，発生機

構等を明らかにするために，近代観測以前の地震・火山現象の解明を目指し，eコミマップ

の整備を続けるなど，引き続き歴史学・考古学と連携して計画を進めた。また，日向灘での

大規模地震の規模推定では，歴史記録と津波堆積物データを組み合わせることで，これまで

見積もられていたものより大きな地震の存在が示唆された。進展の著しい数理科学，情報科

学，計算機・計算科学等の研究分野の成果も取り入れた。例えば，大規模数値モデルによる

火災延焼見積もりにより，地震動と火災のマルチハザードリスク評価の重要性が示された。 

 

（５）国際共同研究・国際協力 

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け，海外への渡航，海外からの研究者の受け入
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れ等が厳しく制限されている中でも，オンラインを活用するなど，制限下でも可能な観測研

究を実施した。 

日本と同様に沈み込み帯に位置するニュージーランドにおいて地震観測を実施し，地震

発生機構の解明のための国際共同研究を進めている。今年度は 2016年ニュージーランド・

カイコウラ地震の震源域の Slip Tendency 解析*や地震波速度構造推定等を行った［THK_01］。

2020 年 11 月にヒクランギ沈み込み帯中部に位置する固着強度遷移域周辺に設置した海底

観測機器について，2021 年５月に観測網直下で発生した短期的 SSE の観測に成功した。微

動活動の時空間分布を把握することを目的として，観測全期間にわたる海底地震計観測記

録のみを用いた解析を実施した［ERI_08］。 

プレート沈み込み帯周辺の国際共同研究においては，メキシコ・ゲレロ州沖合で，2022 年３月

末から４月初めにかけて海底地震計の設置回収作業を実施した。また，海底地震・測地観測網のデ

ータを解析し，観測されたテクトニック微動と微小地震の活動域を残差地形及び重力異常*と比較

した ［DPRI01］。近地地震と遠地地震のＰ波走時データの同時インバージョン*を行い，東北ア

ジア地域の３次元Ｐ波速度構造と異方性*分布を求め，マントル遷移層に停滞する太平洋ス

ラブ上の big mantle wedge (BMW)内の構造不均質とマントルの対流パターンを調べた。そ

の結果，中国大陸東部を南北に走る Tanlu 断層帯を境にして BMW は東西方向に二つのブロ

ックにわけられ，その東部ブロック直下の熱い上昇流によって日本海が開き，東北アジアの

プレート内部火山が生まれたことがわかった［THK_05］。 

インドネシアの火山を対象とした国際共同研究では，火山活動推移モデルを構築に向け

て，VEI*4の規模に達した 2014 年ケルート火山噴火と 2010年メラピ火山噴火に至る地震活

動，地盤変動，火山ガス等に関するインドネシアの火山地質災害軽減センターのデータを再

検討した。噴火の準備過程として，まず地盤変動が観測され，そして地盤変動の進行ととも

に地震活動の活発化が両火山で見られた。また，メラピでは土壌からの二酸化炭素濃度の急

増，ケルートでは火口湖水温の温度上昇が見られた。噴火直前の現象としては，両火山とも

急速な地盤の隆起・膨張，低周波地震発生数の急増から連続発生への移行から，溶岩ドーム

*の破壊を経て，プリニー式噴火の発生という推移をたどった［DPRI06］。 

国際 VLBI*事業（IVS）の観測計画に基づき，石岡 VLBI 観測施設において VLBI 国際共同

観測を 238 回実施した［GSI_07］。石岡局の水平速度は約 20.6 mm/年（方位角 136°方向）で

あった。これは，通常のプレート運動の成分に 2011年東北沖地震の余効変動を含んでいる

ものと考えられる。 

 

（６）社会との共通理解の醸成と災害教育 

社会との共通理解の醸成を図るために，地震・火山噴火現象及び地震・火山災害に関す

るアウトリーチ活動を積極的，かつ組織的に展開した。 

地震・火山噴火予知研究協議会は地震研究所広報アウトリーチ室と共同で，報道関係者

等を対象とする地震・火山噴火予測研究のサイエンスカフェを開催するなど，地震・火山噴
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火現象の予測研究や研究活動の現状を理解してもらうための取組を継続的に行っている。 

大学は，小中高生，住民，行政等の防災担当者，報道関係者等に対して，地震・火山現

象の基礎的な理解を深めてもらうための公開講義，セミナー，ラボツアーなどを行った。 

気象庁は，関係機関と連携し，地域の状況にあった様々な手段を用いて地震・津波及び

火山に関する知識や防災行動についての普及啓発に継続的に取り組んだ。 

 

（７）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

大学や研究機関は，観測研究に携わる研究者のキャリアパスを確保するための若手教員・

研究員のポストの確保に務めている。地震・火山噴火予知研究協議会は，令和４年度に２名

の特任研究員を雇用し，人材育成の一端を担っている。また，火山分野においては，次世代

火山研究・人材育成総合プロジェクトにおいて，本研究計画に参画する大学や研究機関が，

火山研究者を志す全国の大学院生に実習や講義などを行い，若手育成に取り組んだ。 

阿蘇ジオパークガイドと 2016 年熊本地震の震災遺構ガイド（計 44 名）を対象とした勉

強会を実施した［KUS_03］。その際，本計画の課題 NGT_02 にて製作中の教育用ビデオのうち２

本（「地震と災害」「地震の観測」）を参加者に視聴させた。また，前年度に実施された「阿

蘇への観光客に対する火山防災に関する意識調査」の結果を分析し，「火口周辺での火山ガ

スの危険性に関する音声ガイド・掲示板の存在と噴火の痕跡を認識させることにより，観光

客が退避壕に入るという安全確認行動が促進される」という結論を得た。この結果は，阿蘇

火山防災会議協議会*の対策に有効活用されており，また 2016年熊本地震の震災遺構の意義

づけにもつながることから，震災遺構ガイドの勉強会でも有効活用されている［KUS_03］。 
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まとめ 

 

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」の４年目となった令和

４年度は，この２年間オンラインのみでの開催だった「成果報告シンポジウム」が，現地と

オンラインのハイブリッド形式による開催になるなど，徐々に新型コロナウイルス感染症

の影響から解放され，フィールドでの調査・観測の再開も進んだ。観測研究を中心とした本

計画は，コロナ禍の間に得たオンラインツールに関するノウハウなども活用しつつ，今年度

も５つの大項目・３つの重点研究・５つの総合研究で多くの成果を得た。 

今年度は歴史史料の整理や調査が進み，過去の巨大地震の震源像や，地震と火山噴火の

時系列の関係が明らかになったことで，史料から新たな地震・火山噴火の現象解明につなが

る知見が多く得られた。多項目の観測データが着実に蓄積され，それぞれのデータや複数の

視点に基づく理論・実験・数値計算が行われたことで，現象のモニタリングや予測につなが

る成果が得られた。強震動や地震波伝播シミュレーションでは計算手法の高度化が，また災

害誘因予測に関しては，各種データのリアルタイム解析やそれに基づく推定モデルの開発

が進展した。多様な種類のデータベースの公開が行われ，地域の災害特性や過去の災害履歴

の把握に資するものから，歴史災害痕跡，地殻応力場，大規模噴火のデータベースなどが整

備されたことから，今後はこれらを研究へ積極的に活用していくフェーズに来たといえる。 

重点研究の１つである「地震発生の新たな長期予測」については，「地殻内地震発生確率

評価手法検討ワーキンググループ」での検討が進み，地震本部との連携が進んだ。また，「火

山活動推移モデルの構築による火山噴火予測」においては，これまでに蓄積されたデータの

解析，噴出物分析や理論的研究の成果を集約して議論することにより，火山活動推移モデル

の構築と火山活動・噴火減少の分岐判断についての理解が進んだ。 

本計画から始まった防災リテラシーの向上のための研究では，地震災害に関する知識の

体系化が進み，構築された教育プログラムを受講した自治体職員が 2022年 3月の福島県沖

地震の後の住家被害認定調査に従事することにより，調査の効率が向上したことが定量的

に示された。研究成果が自治体職員の防災リテラシーの向上に繋がったことは，本研究計画

の社会的な直接的な貢献となった好例といえよう。 

総合研究グループもそれぞれ分野横断の研究活動が続けられている。「南海トラフ沿いの

巨大地震」では，1662 年日向灘地震の震源域周辺がフォーカスされ，津波堆積物の調査結

果と断層モデルを用いた津波による浸水シミュレーションにより，新しい断層モデルが提

案された。「首都直下地震」では，歴史史料による震度と現在の同地点での地震観測の比較

による震度の検証が継続的に行われ，また首都直下地震に関するアンケート調査からは，恐

ろしさの感情が住民の被害の印象を持続する結果が得られた。「千島海溝沿いの巨大地震」

では，海底地殻変動観測などの科学的な観測研究から，自治体との津波避難計画の検討ま

で，一気通貫型の総合研究として着実に実施されている。「桜島大規模火山噴火」では，関

連する研究プロジェクトなどに重視する研究者も参画し総合研究グループにおける議論が
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活発化することにより，火山噴火ハザード予測における成果の意義と課題が明確になった。

「高リスク小規模火山噴火」では，火山学者と社会科学者との協働による研究がより進展し

た。 

令和４年度は，比較的地震火山災害が少ない１年ではあったが，トピックとして掲げた

2020年頃から継続している能登半島北東部の地震活動は現在も活発である。今年度も継続

して行った地震や測地，地球電磁気など多項目の観測研究により，この地震活動には地下

深部から浅部への流体供給が関与している可能性が示唆された。火山活動も比較的定常的

な活動が続いたが，桜島火山においては，2023年２月に約５年ぶりに昭和火口での噴火が

あり，今後，微動や噴気現象に着目することで活動火口の遷移を予測できる可能性が示さ

れた。４年目の本計画は，コロナ禍を乗り越えて確実に各課題の観測研究が進展し，まと

めの５年目を迎える体制が整ってきたといえる。 
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用 語 解 説 

 

アクション・リサーチ 

現実問題の解決を目指した実践と研究または，目標となる望ましい状態に向けて変革をし

ていくことを目指した実践と研究を行っていくもの。 

 

アスペリティ 

プレート境界や断層面の固着が特に大きい領域のこと。この領域が地震時にすべると，すべ

り量が周りよりも大きくなり，大振幅の地震波を放出する。アスペリティがどのように連動

してすべるかによって地震の大きさが変化する。いろいろな大きさのアスペリティが混在

する場合には，それらの相互作用が地震サイクルに大きく影響すると考えられている。 

 

アルゴリズム 

問題を解いたり，目標を達成したりするための計算手順や処理手順のこと。 

 

アレイ 

地震計などの観測機器を比較的狭い範囲に数多く並べること。地震計のアレイによる観測

では，それぞれの地震計の波形を重ね合わせることによりノイズが除去されて微弱な信号

を検出することや，観測点ごとの地震波の到着時間の差から地震波の到来方向を推定する

ことができる。 

 

アンサンブル学習 

機械学習において，複数のモデルを個々に別々に学習させたものを，多数決や平均をとるな

どして融合させることによって，未だ学習していないデータに対する予測性能を向上させ

るための学習。 

 

一元化処理 

気象庁・防災科学技術研究所・大学などの各機関で管理・運営している地震観測データをリ

アルタイムで収集し，それらを利用して震源の決定などの処理を一元的に行うこと。気象庁

において実施している。 

 

異方性 

物質の物理的性質が方向によってことなることをいう。例えば，Ｐ波の伝わる向きやＳ波の

振動方向によってその伝わる速さが異なる性質（Ｐ波とＳ波についてはそれぞれの項を参

照）。前者は方位異方性，後者はＳ波偏向異方性と呼ばれる。これらの異方性は，地殻内の
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亀裂やマントル内の鉱物結晶が一定の方向に配向することで生じると考えられている。前

者は地殻内の応力場を，後者はマントルのダイナミクスを解明する手掛かりとなる。 

 

インバージョン 

インバージョン解析（逆解析）の略称。結果から原因を推定する数学的解析法のことをいう。

推定したい事象（原因）をモデル変数で表現し，物理モデルを介して事象と観測データ（結

果）と結びつけ，観測データを合理的に説明できるモデル変数を推定する。 

 

ウエーブグライダー 

自律航走型海洋プラットフォーム。波の力を推進力に換えて航行するため，燃料を必要とし

ない。任意の地点に移動できるほか，一定の範囲内にとどまることもできる。多様な観測機

器や発電・蓄電システムを搭載できるが，航海速力が小さいために，速い潮流に逆らって航

行することはできない。 

 

上盤 

地殻内部にかかる力の状態は複雑で，その状況によって様々な型の断層運動が生じる。断層

面が傾いている場合，断層面を挟んで浅い側を「上盤」，深い側を「下盤」と呼ぶ。断層面

を境として両側の岩盤が上下方向に動くときを「縦ずれ断層」と呼び，このうち，上盤側が

ずり下がる場合を「正断層」，のし上がる場合は「逆断層」と呼ぶ。 

 

上盤プレート 

沈み込むプレートよりも上側に位置するプレートのこと。 

 

エクスポージャ情報 

ある時刻に発生した地震動・津波など（ハザード：災害誘因）にさらされるもの（エクスポ

ージャ：曝露）に関する情報。具体例としては，建物の占有面積，建物の高さ，建物の固有

周期などがある。 

 

液状化 

地震による振動により，地盤が液体状になる現象。地上の建造物は沈下や傾斜し，地中の水

道管などが浮き上がったりする。 

 

エッジ効果 

水平に伝播する盆地生成の回折波・表面波と鉛直下方から伝播してくる直達 S 波の干渉に

より盆地の端部において生成される特異な増幅効果のことをいう。 
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エンベロープ 

地震波形から絶対値を求め，時間毎の最大値をトレースするような曲線で，包絡線とも呼ば

れる。 

 

応力 

岩盤などの物体内部に考えた仮想的な面に作用する，単位面積当たりの力。応力の単位は Pa

（パスカル）。面に対して垂直な方向の力を垂直応力または法線応力，面に平行な力をせん

断応力とよぶ。物体内部の応力の分布を応力場という。震源域の応力が岩盤または断層の強

度に達したときに地震が発生すると考えられている。地球科学が取り扱うほとんどの範囲

では，応力は６つの独立な成分を持つ２階の対称テンソルとして記述できる。一般に，応力

テンソルは対角化が可能であり，３つの固有値と固有ベクトルを，それぞれ主応力と主応力

軸と呼ぶ。特に３つの主応力を，圧縮が大きい方から順に最大主応力，中間主応力，最小主

応力と呼ぶ。最大主応力と最小主応力の差を差応力と呼ぶ。 

 

応力降下 

蓄積されたひずみエネルギーが断層すべりによって解放され，断層面にかかる応力が低く

なる現象。 

 

海溝型巨大地震 

プレート の項を参照。 

 

海嘯（かいしょう） 

河口に入る波の前面が高い垂直な壁となり，砕けながら川上に進む現象のこと。かつては津

波も海嘯と呼ばれていた。 

 

（震源域の）階層性 

地震発生場には様々な長さスケールの不均質構造が含まれており，断層のすべりは複雑と

なるが，統計的にはフラクタル的性質を持つ。断層すべりが極小スケールから始まり，次第

に大きなスケールの構造へと広がり，どこかで停止して最終的地震サイズが決まる。このよ

うな地震発生領域の構造を階層的構造といい，地震活動が階層性を示す要因と考えられて

いる。 

 

海底地殻変動観測 

海底の地殻変動を観測すること。以下のような手法がある。 

・GNSS-音響測距結合方式：海上の船舶やブイの位置を GNSSによって精密に決定し，それら

と海底に設置された音響トランスポンダー（基準局）との距離を，音波を用いて測定する
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ことにより，地殻変動による基準局の絶対位置の変化を長期間にわたって観測する手法。

GNSS-Aと略されることもある。 

・海底間音響測距：音波を用いて海底の基準点間の距離を測定することにより，地殻変動に

よる２点間の相対変位を連続的に観測する手法。 

・海底圧力観測：海底の圧力変化を測定することにより，地殻変動による上下方向の相対変

位を連続的に観測する手法。 

・孔内観測：海底下に掘削された孔（ボアホール）の内部に設置した機器により，地殻変動

による地殻のひずみ・傾斜や，間隙水圧の変化を長期間にわたって連続的に観測する手法。 

 

海底電位差磁力計 

低ノイズの海底で地磁気３成分の時間変化を捉える磁力計の機能に加え，耐圧容器の外に

腕を拡げるように展開した電極間の電位差の時間変化を捉える機能を合わせもつ観測機器。 

 

海洋プレート 

プレート の項を参照。 

 

火砕丘 

小規模な噴火を繰り返すことで火口のまわりに火山砕屑物が積もってできた円錐形の地形。 

 

火砕物 

火山噴出物 の項を参照。 

 

火砕流 

高温の火山砕屑物が，高温の火山ガスや取り込んだ空気とともに高速で火山体斜面を流下

する現象。噴火によって火口から噴出した噴煙柱の崩壊や，溶岩ドームの崩落により発生し，

火口から長距離にわたって流下して大きな被害を及ぼす。 

 

傘型噴煙 

爆発的な火山噴火の際に火山ガス，灰粒子，エアロゾルが噴煙を形成する。浮力中立高度に

て噴煙は水平方向に同心円状に広がり，水平方向から鉛直に上がる噴煙と合わせて見ると

傘型に見えることから，傘型噴煙と呼ばれる。 

 

火山ガス 

地下のマグマに溶けている揮発性成分が，マグマの上昇に伴う圧力低下などにより発泡し

て地表に放出されたもの。火山ガスの主成分は水蒸気であり，その他に，二酸化炭素，二酸

化硫黄，硫化水素，塩化水素，フッ化水素，水素などの成分が含まれる。 
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火山活動推移モデル 

火山噴火に先行する現象，噴火発生，噴火の規模や様式の時間変化，さらに終息までを一連

の現象として示したモデルのこと。起こりうる火山活動や噴火現象を網羅的にまとめその

時系列を整理した噴火事象系統樹をさらに発展させたものに位置づけられる。 

 

火山活発化指数（VUI） 

VUI は Volcanic Unrest Index の略。数年から数 10年スケールの中期的な火山活動評価の

ために考案された噴火が発生していない時点での火山活動に関する客観的・定量的な評価

指標で，観測者・科学者と行政・住民とのコミュニケーションツールとしての利活用が念頭

におかれている。微小地震活動や地熱活動などが一時的に高まった時，行政・住民は過去の

事例と比較した場合の深刻性といった観点で捉えることができる。ニュージーランドで開

発され，日本国内の複数の火山で試験的な導入に関する研究が進められている。 

 

火山性地震 

火山体またはその周辺で発生する地震。火山内部の応力場や流体の状態を反映していると

考えられている。 

 

火山性微動 

火山活動に伴って起こる微弱な震動。火口直下などの浅部に存在する火山性流体の状態を

反映していると考えられているほか，噴煙が連続的に放出されている際にも観測される。火

山性地震とは異なり，震動が数分から数時間，ときには数日間にわたって継続することがあ

る。 

 

火山泥流 

噴火に伴う火山噴出物が水分と一体となって流下する現象を火山泥流という。単に泥流と

も呼ぶ。砂防の分野では，岩塊が卓越し水とともに流下する現象を土石流と呼ぶ。火口から

泥状物質が噴出され流れ下るもの，火山噴出物が堆積し多量の降雨により流れ下るもの，積

雪地域で噴火が起こり多量の氷雪が溶けるために生じるものなど，成因は複数考えられる。 

 

火山の状況に関する解説情報 

火山活動に変化が認められるなど，気象庁が火山活動の状況を伝える必要があると判断し

た場合に発表される情報。今後の活動推移によっては噴火警戒レベルを引き上げる可能性

がある場合などに「火山の状況に関する解説情報（臨時）」が発表される。 

 

火山灰 

火山噴出物 の項を参照。 
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火山フロント 

火山は，沈み込んだプレートの深さが 100～150 kmに達したところの直上の地表に，海溝軸

にほぼ平行に分布する。この帯状の火山分布の，海溝に近い側の端を火山フロントという。 

 

火山噴火予知連絡会 

火山噴火予知計画（文部省測地学審議会（現文部科学省科学技術・学術審議会）

の建議）により，関係機関の研究及び業務に関する成果及び情報の交換，火山

現象についての総合的判断を行うことなどを目的として，昭和 49 年に設置さ

れた機関（事務局は気象庁）。年に２回開催する定例会では全国の火山活動について総合的

に検討を行う。火山噴火などの異常時には，臨時に開催し，火山活動について検討を行う。 

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/CCPVE/CCPVE.html 

 

火山噴出物 

火山噴火により噴出した物質の総称。火山噴出物は気体，液体，固体と様々な形態をとり，

それぞれの例として火山ガス，溶岩，火山砕屑物が挙げられる。火山砕屑物のうち直径 64 

mm以上を火山岩塊（噴石），直径 2 mm～64 mmを火山礫，直径 2 mm未満の細かい破片を火

山灰という。「噴石」に火山礫を含む場合もある。 

 

火山防災（会議）協議会 

活動火山対策特別措置法に基づき，火山地域の都道府県及び市町村が設置する協議会。関係

機関及び火山専門家などによって構成され，「噴火シナリオ」や「火山ハザードマップ」，「噴

火警戒レベル」，「避難計画」などの一連の警戒避難体制について協議する。 

 

火山マイスター 

有珠山と御嶽山において，地域防災力の向上を図るとともに，ガイドを担って地域の魅力発

信にも活かしていこうとする目的から，火山地域の自然や特性について正確な知識を有す

る地域防災のリーダーとして認定された人のことをいう。 

 

火山礫 

火砕物 の項を参照。 

 

活火山 

現在活発な噴気活動のある火山だけでなく，歴史記録や噴出物の調査から，概ね過去１万年

以内に噴火したと認められる火山。現在，日本には 111の活火山がある。 

 

 



58 

活断層 

地質時代でいう第四紀後期（数十万年前～現在）に繰り返し地震を発生させ，地表近傍まで

食い違い変位を生じさせてきた断層。今後も同様の地震を発生させると考えられる。 

 

火道 

地下のマグマ溜まりから地表へ至るまでのマグマの上昇経路のこと。 

 

下部地殻 

地殻 の項を参照。 

 

カルデラ噴火 

カルデラは，大規模な噴火の後に生じる，輪郭が円形またはそれに近い大きな陥没地形のこ

と。カルデラを形成する噴火様式をカルデラ噴火という。 

 

間隙水圧 

土の粒子間や岩石中の孔（間隙）に入り込んだ水にかかる圧力。 

 

干渉 SAR 

SAR の項を参照。 

 

完新世 

地質時代の区分のひとつで，最終氷期が終わった約１万年前から現在までを指す。 

 

岩石組織 

岩石の構成鉱物の大きさ，形，かみ合わさりかた，配列のこと。 

 

岩屑なだれ 

地震，水蒸気爆発や火山体の急激な変形などによって火山体の一部が崩壊（山体

崩壊）し，渓流を高速で流れ下る現象のこと。土石流の潤滑剤が水であるのに対

し，岩屑なだれはなだれ（雪崩）と同様に大量のガス（空気や水蒸気）が潤滑剤

になる。 

 

貫入 

地下の流体が岩盤に割れ目をつくりながら入り込み移動する現象のこと。 
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機械学習 

観測や実験などによって取得された大量のデータを解析処理することによって，多くの事

例から，人間の手を必要とせずにコンピュータ自らが学習して認識・判断する技術のことを

いう。 

 

企画部 

地震・火山噴火予知研究協議会の下に設けられた組織。建議に基づく研究全体を円滑に実施

するため，研究計画の企画，立案，調整を行う。 

 

基盤的な観測網 

地震調査研究推進本部の「地震に関する基盤的調査観測計画」（平成９年８月）及び「地震

に関する基盤的調査観測計画の見直しと重点的な調査観測体制の整備について」（平成 13年

８月）に基づく，高感度地震計（防災科学技術研究所の Hi-net，気象庁及び大学など），広

帯域地震計（防災科学技術研究所の F-net及び大学），強震計（防災科学技術研究所の K-NET

と KiK-net）の観測網のことをいう。 

 

逆解析 

インバージョン の項を参照。 

 

逆断層 

上盤 の項を参照。 

 

共起ネットワーク 

アンケート，ニュース，SNS などの文章から抽出した単語を用い，共起関係（共通して出現

する関係）にある単語を線で結んだ図のことをいう。テキストに含まれる単語間の関係性を

可視化できる。 

 

強震記録 

強震動 の項を参照。 

 

強震動 

被害を及ぼすような強い地震動（揺れ）のこと。強震動を振り切れることなく記録するため

の地震計を強震計と呼び，強震計で記録した波形データを強震記録，または，強震動記録と

いう。 
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共同利用・共同研究拠点 

個々の大学の枠を超えて，大型の研究設備や大量の資料・データなどを全国の研究者が利用

したり，研究を行うための施設として認定された拠点。 

 

拠点間連携共同研究 

「地震・火山科学の拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の拠

点」である京都大学防災研究所が連携して研究を進める仕組み。 

 

空中電界変動 

帯電した噴煙が変化することで引き起こされる電界の変化。噴火現象に相関する長周期の

変動に加え，火山雷の発生によると考えられるインパルス状の変動もある。 

 

繰り返し地震 

発生場所（震源域），発震機構解，マグニチュードがほぼ同じで，繰り返し発生している地

震。発生場所と発震機構がほぼ同一であるため観測波形が良く似ることを利用して検出さ

れる。波形の相似性が高いことから，相似地震と呼ばれることもある。また，個々の繰り返

し地震が小地震の場合は，小繰り返し地震ということもある。 

 

群発地震 

同程度の規模の地震が比較的狭い地域で続発する活動のこと。地震が数年にわたり続発す

ることもある。 

 

傾斜計 

地表面の勾配（傾き）の変化を測定する機器のこと。 

 

珪長質マグマ 

長石や石英などの珪長質鉱物に富み，やや低温（900℃程度）で粘性の大きなマグマで，そ

の大部分は地殻物質の融解により生成される。これが冷却・固化した火山岩がデイサイトや

流紋岩である。 

 

減圧結晶作用 

圧力が低下する過程でマグマの結晶化が進むこと。 

 

考古データ 

考古学の調査・研究によって発見された地震や火山噴火などの痕跡，またそのような痕跡に

関する記載。 
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構造共通モデル 

地震や火山噴火を含む多様な地殻活動を定量的に理解することを目的として，これまで蓄

積された日本列島の沈み込み構造に関する知見を統一的に集約し，統合的に構築した共通

モデル。 

 

広帯域地震計 

主として周期約 100 秒から 0.1 秒までの地面の振動を観測できる周波数帯域の広い地震計。

周期数秒より長い地面の揺れに対しては他の地震計に比べて感度が高い。 

 

固着 

プレート境界や断層においてずれ運動がない状態のこと。 

 

固着率 

プレート境界断層に沿ったプレート相対運動の累積変位のうち，定常的な断層すべりで解

消されない累積変位の割合。 

 

災害素因 

災害誘因を受けた際に生じる被害・損失の規模や様態を左右する，地形・地盤などの自然環

境の脆弱性（自然素因）や，人口・建物・施設などの人間社会の脆弱性（社会素因）のこと。 

 

災害誘因 

災害をもたらす原因（加害力，外力）のこと。英語ではハザード（hazard）という。地震や

火山噴火による災害は，災害誘因である地震動，津波，火山灰や溶岩の噴出などの外力が災

害素因に作用することで引き起こされる。 

 

差応力 

応力 の項を参照。 

 

山体崩壊 

山体が地震や火山噴火などによって大きな崩壊を起こす現象。 

 

軸面劈開 

結晶や高温・高圧の下で固結した岩石などが，ある一定の方向に薄く剥ぐように割れやすい

性質を劈開という。劈開が層理（岩石中にみられる成層構造）と平行な場合を層面劈開とい

うのに対して，褶曲構造内の岩石の割れやすい方向が褶曲軸面と平行な場合を軸面劈開と

いう。 
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事象系統樹 

時間と共に進行する一連の事象（イベント）を網羅的に列挙し，それら相互の関係と時間発

展（事象分岐）を樹形図（イベントツリー）として整理したもの。それぞれの分岐には，地

質学的情報，観測データ，理論などに基づいて確率が付与されることもある。地震活動に関

して作成されたものを地震活動事象系統樹，火山活動に関して作成されたものを噴火事象

系統樹という。 

 

事象分岐 

事象系統樹 の項を参照。 

 

地震・火山噴火予知研究協議会 

科学技術・学術審議会（測地学分科会）による建議に基づく地震及び火山噴火の

観測研究に関して，関係機関の連携を緊密にして観測研究計画を協議し，研究の

有効な推進を図ることを目的として東京大学地震研究所に設置されている組織。

予知協，予知協議会，あるいは予知研究協議会と略称されることもある。 

https://www.eri.u-tokyo.ac.jp/YOTIKYO/ 

 

地震カタログ 

地震の発生時刻や震源，規模（マグニチュード）などの情報をまとめたデータベースのこと。 

 

地震サイクル 

地震発生サイクル の項を参照。 

 

地震探査 

爆薬やバイブロサイスなどの人工震源を用いて地震波を発生させ，これをいろいろな地点

で観測して，地震波の伝播速度や減衰などを調べることにより地下の構造を明らかにする

手法。構造探査の手法のひとつ。 

 

地震調査委員会 

地震調査研究推進本部 の項を参照。 

 

地震調査研究推進本部 

地震調査研究推進本部は行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体

制を明らかにし，これを政府として一元的に推進するため，地震防災対策特別

措置法に基づき政府の特別の機関として 1995 年７月に総理府（現在の所管は文

部科学省）に設置された。地震本部と略称されることもある。地震調査委員会は，地震調査
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研究推進本部の下に設置され，関係行政機関(気象庁，国土地理院など)や大学などの調査結

果を収集，整理，分析し，これに基づき地震活動に関して総合的な評価を行う。 

https://www.jishin.go.jp/ 

 

地震発生過程 

広域の応力によって特定の震源断層に応力が集中し地震の発生に至る物理・化学過程。 

 

地震発生サイクル 

地震発生後，断層面の強度が回復するとともに，プレート運動などによる広域応力により再

びひずみエネルギーが蓄積され，次の地震が発生するまでの一連の過程。地震サイクルとも

いう。 

 

地震モーメント 

地震の規模を表す最も基本的な量。震源断層の面積とすべり量及び剛性率（岩盤の変形のし

にくさを表す物性値）の積で計算される。断層運動の規模を表すために用いられることもあ

る。単にモーメントと略されることがある。 

 

地震予知連絡会 

地震予知の実用化を促進する旨の閣議了解（昭和 43年５月）及び測地学審議会

建議（昭和 43 年７月）に基づいて，地震予知に関する調査・観測・研究結果な

どの情報の交換とそれらに基づく学術的な検討を行うため，昭和 44年４月に発

足した組織。国土地理院が事務局を務める。https://cais.gsi.go.jp/YOCHIREN/ 

 

地すべり 

斜面の一部あるいは全部が地下水などの影響と重力によって移動する現象。 

 

地すべり土塊 

地すべりによって，斜面下方へ移動した物質の塊をいう。 

 

沈み込み帯 

プレート の項を参照。 

 

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト 

平成 26 年の御嶽山の噴火などを踏まえ，火山災害の軽減に資する火山研究の推

進（次世代火山研究推進事業）と，広く社会で活躍する火山研究人材の裾野を拡

大するとともに，火山に関する広範な知識と高度な技能を有する火山研究者とな
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る素養のある人材の育成（火山研究人材育成コンソーシアム構築事業）を目的として，文部

科学省が平成 28 年度から実施している 10ヶ年のプロジェクト。https://www.kazan-pj.jp/ 

 

実大一層縮約試験体 

将来発生する地震動の破壊力を測るために開発された試験的な木造建物のこと。従来の木

造建物を再現するために，柱，梁，および一層の構造用合板で構成された簡易的な木造建物

である。震源と地盤構造のどのような組み合わせが既存の木造建物に大きな被害を引き起

こす地震動を生成するかについて検討するために用いられる。 

 

地盤変動 

地殻変動のうち，変化の生じる範囲が狭く，変動源が比較的浅いところにあると思われるも

の。 

 

シミュレーション 

実際の事象を，その事象を支配している法則に基づいてほぼ同様となるように組み立てた

模擬空間で再現試行すること。コンピュータを用いた数値シミュレーションを指すことが

多い。 

 

社会素因 

災害素因 の項を参照。 

 

重力異常 

重力の実測値とその緯度の標準重力の差のこと。たとえば，地下に高密度の岩石があると，

重力値は標準重力値よりも大きくなり，低密度の岩石がある場合は小さくなる。これらに基

づき重力値の測定から地下構造を推定することが可能である。 

 

首都圏地震観測網 

首都圏地域で発生する地震の研究と，その被害軽減を目的に，首都圏 (東京都，

茨城県，神奈川県，千葉県，山梨県，埼玉県) の約 300カ所に設置された坑井式

地震計で構成され，防災科学技術研究所が運用している観測網。通称の MeSO-

net(メソネット)は，Metropolitan Seismic Observation network の略。 

https://www.mesonet.bosai.go.jp/mrportal/top  

 

首都直下地震 

首都圏の直下を震源として発生する地震の総称で，特定の地震を指すものではな

い。内閣府の首都直下地震モデル検討会は，近い将来に発生が予想される M7-8
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クラスの地震として想定した 20 通り以上の地震による震度分布・津波高などの検討結果を

平成 25年に公表した。 

https://www.bousai.go.jp/kaigirep/chuobou/senmon/shutochokkajishinmodel/ 

 

（噴火の）準備過程 

火山噴火は，火口から溶岩や火山ガスが急激に地表に放出される現象である。噴火の前には，

地下深部で発生したマグマが，マントルや地殻内を上昇し，地殻浅部にマグマ溜まりとして

蓄積される。さらに，内部の圧力が高まるなどの理由で，マグマが地表へ移動し溶岩や火山

ガスとして噴出する。このように噴火に至るまでの一連の過程を噴火の準備過程という。 

 

常時微動 

地震計によって常時観測される地面のわずかな揺れのこと。常時微動を測定することによ

り，建物や地盤の揺れやすさの特徴を調べることができる。 

 

徐動性（の）地すべり 

土地の一部が降雨などによる地下水上昇等に起因してその形状を比較的保ったまま断続的

にゆっくりと移動する現象。 

 

史料 

歴史時代の地震や火山噴火などの研究の素材となる，古文書，日記，絵図，建築などの総称。 

 

震源 

地震時の断層破壊が始まった場所を震源といい，一般に，緯度・経度・深さで表す。断層破

壊が始まった場所であることを強調するために，破壊の開始点ということもある。なお，震

源断層や震源域，震源過程を概略的に指して震源と呼ぶこともある。 

 

震源域 

地震時に破壊された領域全体のこと。 

 

震源インバージョン 

地震観測データから，震源の位置や断層面上のすべりを推定する解析手法。 

 

震源核 

断層全体が壊れる（地震発生）前に，断層の一部がゆっくりとすべり始める現象。すべりが

低速なため地震波は放射されず，地震発生の準備過程で形成されると考えられている。震源

核の周辺に生じる応力集中により震源核は徐々に大きくなり，ある限界の大きさ（臨界サイ
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ズ）に達したときに，断層全体の急激な破壊（地震）が生じると考えられている。 

 

震源過程 

地震は震源域において断層面がすべることで生じる。このとき断層面上ですべりが伝播す

る過程のことを震源過程という。断層面上のすべりの速さや向きの時空間変化をあらかじ

め指定する運動学的なものを指す。破壊や摩擦の物理法則と連続体力学を用いて断層のす

べり伝播過程を動力学的に記述する「動的（地震）破壊過程」とは区別されることが多い。 

 

震央 

地震時の断層破壊が始まった場所を震源といい，一般に，緯度・経度・深さで表す。震源を，

直上の地表に投影した点を震央という。 

 

震源断層 

地震時に破壊され，すべりが生じた断層のこと。 

 

震源断層モデル 

断層面上におけるすべり量の分布やすべり方向，破壊の伝播様式を表すモデルのこと。 

 

震度 

地震によって生じる，地表における揺れの強さを表す指標。地震の規模を表すマ

グニチュードとは異なる。日本では，気象庁の震度階級により，揺れの強さは震

度０から震度７までの 10段階に区分される。1996年３月までは，体感及び建物

被害などの状況から震度を推定していたが，現在は，計測震度計により算出される。震度と

揺れの状況の関係は，気象庁の HPを参照。 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/shindo/index.html 

 

水蒸気噴火 

マグマなどの熱によって火山体内部または地表付近の水が気化して体積が膨張することで，

水蒸気が急激に噴出する現象のこと。噴火口付近の岩石が砕け，火山砕屑物（火山岩塊や細

粒火山灰）が飛散する。噴出物には，新鮮なマグマ由来の物質は含まれない。 

 

すべり欠損 

プレート境界面での相対変位を考えた時，プレート相対運動から期待される相対変位から，

実際に生じている相対変位を減じた量をいう。すべり欠損が大きいということはプレート

間が固着していることを意味する。 
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スラブ 

重い海洋プレートは，大陸プレートなどのより軽いプレートの下へ沈み込む。海洋プレート

が沈み込んだ部分をスラブという。 

 

スラブ内地震 

沈み込んだ海洋プレート（スラブ）内部で発生する地震。海溝軸の近くや，プレート境界地

震が起こらないような深い場所で規模の大きな地震が起こる場合がある。 

 

スロー地震 

通常の地震のように断層が急激にすべることなく，ゆっくりとすべることによって，蓄積さ

れたひずみエネルギーを解消させる現象。ゆっくり地震ともいう。プレート境界で発生する

スロー地震には，周波数が高いものから低いものの順に以下の種類がある。 

・低周波微動 

 数分から数日の間，断続的に微弱な低周波振動（数 Hz～10 Hz）を発生させる現象。低周

波地震の重ね合わせと考えられ，プレート境界のゆっくりすべりに伴って発生すると考

えられる微動。火山性微動や常時微動とは発生原因が異なり，区別される。テクトニック

微動とも呼ばれる。海溝付近の安定すべり域の深部側にある固着域に遷移する領域で発

生する浅部低周波微動と，固着域からさらに深部の安定すべり域に遷移する領域で発生

する深部低周波微動がある。 

・超低周波地震 

 短周期（高周波）成分がほとんど含まれず長周期（低周波）成分が卓越する地震波を放射

する地震で，10～100 秒程度の帯域に卓越した周期を持つもの。浅部低周波微動と同様の

場所で発生するものを浅部超低周波地震，深部低周波微動と同様の場所で発生するもの

を深部超低周波地震という。 

・スロースリップイベント（SSE） 

 プレート境界面などの断層で発生する非地震性すべりで，非定常なゆっくりとしたすべ

り。継続時間が数日～10日程度の深部短期的 SSEと半年～数年程度の長期的 SSEがある。

南海トラフの場合，長期的 SSEは固着域の深部側に隣接した遷移領域で，深部短期的 SSE

は深部の安定すべり域により近い遷移領域で発生する。 

 

スロースリップ 

断層面やプレート境界面で発生する非地震性すべりで，非定常なゆっくりとしたすべり。長

いものでは継続時間が数年に及ぶものもある。ゆっくりすべり，スロースリップイベント

（SSE），準静的すべりともいう。 
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静穏化 

地震活動や火山活動が以前の活動よりも相対的に低下している現象。  

 

脆弱性 

災害素因 の項を参照。 

 

正断層 

上盤 の項を参照。 

 

石基 

火山岩を構成する組織の一つ。火山岩中の非常に細かい鉱物粒子からなる緻密な組織を石

基と呼び，比較的大きな粒である鉱物結晶を斑晶と呼ぶ。 

 

先行現象 

地震や火山噴火の発生前に，震源域や火山体の内部や周辺で発生するさまざまな異常現象。

地盤の隆起・沈降，地震活動の変化，電磁気異常，地下水の変化などが報告されている。前

兆現象あるいは先駆現象と呼ばれることもある。 

 

前震 

比較的大きな地震が発生すると，それより小さな地震が直後から近くで続発する。この最初

の大きな地震のことを本震，その後に続発する地震を余震という。また本震の前に，その震

源の近くで本震よりも規模の小さな地震が起ることがあり，これを前震という。 

 

浅部熱水系 

熱水系 の項を参照。 

 

総合防災学 

自然環境から人間活動にいたる全てのプロセスを研究対象として，安心安全な社会基盤を

構築するための政策について工学的な視点に立脚して設計していく学問領域のこと。 

 

相似地震 

地震波形がよく似ている地震群のこと。ほぼ同じ断層面で同じようなすべりが起きた場合

に発生すると考えられる。発生場所（震源域），発震機構解がほぼ同じで繰り返し発生する

ことから，繰り返し地震と呼ばれることもある。 
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層序 

地層の重なっている順序のこと。 

 

増幅特性 

表層地盤の影響で地震の揺れが増幅される特性のこと。サイト特性ともいう。 

 

即時予測 

地震や火山噴火の発生直後に得られるデータを用いて，強い揺れや津波，火砕噴出物の程度

や広がり，到来時刻などの防災に役立つ事項を可能な限り速やかに予測すること。地震動の

即時予測でよく知られているものとしては，気象庁で運用されている「緊急地震速報」があ

る。 

 

測地学分科会 

文部科学大臣の諮問に応じて，科学技術や学術の振興に関する調査審議をし，答

申をする科学技術・学術審議会の下に設置され，測地学及び政府機関が行う測地

事業計画に関する調査審議を行う組織。地震や火山の研究も測地学の一分野と

してとらえられている。 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu6/index.htm 

 

速度弱化 

断層面の摩擦強度が，断層のすべり速度の増大とともに小さくなることをいう。 

 

側噴火 

山頂付近の火口（山頂火口）ではなく，それ以外の中腹や山麓で発生する噴火。 

 

損失超過確率曲線 

年超過確率と損失額との関係を表した曲線のこと。 

 

ダイク 

岩脈ともいい，地層や岩石の割れ目にマグマが板状に貫入し固まったもの。 

 

帯磁 

磁性鉱物を含む岩石が磁化を獲得することをいう。 

 

卓越周波数 

地震動は様々な波数（単位時間当たりの振動回数）の波動の重ね合わせで表せるが，そのう
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ち卓越したエネルギーを持つ周波数のことをいう。 

 

脱ガス 

マグマに溶け込んでいる揮発性（ガス）成分が，マグマの上昇に伴い圧力が低下するなどし

て溶解度が下がり，気泡として析出してマグマから分離することをいう。そのガス成分が周

辺岩体に浸透・拡散するなどして十分に抜ければ爆発性が低下し，ガス成分が残れば爆発性

が高まると考えられている。 

 

脱文脈化 

思い出に相当するエピソード記憶を，知識に相当する特定の場所や時間に関係せず，物事の

意味を表わす一般的な知識・情報についての記憶（意味記憶）に転換する過程のこと。 

 

地殻 

地球の固体部分を構成する大きな成層構造のうち，一番外側の層。地殻の下にはマントルが

存在する。地殻は海洋地殻と大陸地殻に分類され，海洋地殻は約６ kmのほぼ均一な厚さで

あるのに対し，大陸地殻は平均的には 30 km程度の厚さであるが，安定な大陸地塊などでは

60～70 kmの厚さに及ぶ場所がある。地殻の浅い部分を上部地殻，深い部分を下部地殻と呼

ぶ。上部地殻と下部地殻の間に中部地殻が存在する場所もある。 

 

地殻活動 

地殻内で発生する現象全般の総称。 

 

地殻（内）流体 

地殻の内部に含まれる水やマグマなどの流体。地殻内で水は，岩盤の亀裂や岩石の空隙（間

隙），鉱物の粒界（岩石を構成する鉱物間の境界）などに存在していると考えられている。 

 

地殻変動 

地震などの断層運動やマグマの蓄積・放出などの火山活動によって地表に生じた変位やひ

ずみ，傾斜の変化。地盤変動ということもある。 

 

地下構造モデル 

地震波（P波，S波）速度や密度，減衰など構造パラメータの空間分布を記述したモデルの

こと。 

 

地表地震断層 

地震時の断層運動が地表に達して生じた地表面の食い違い。単に，地震断層，あるいは，地
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表断層ということもある。 

 

長期評価 

地震発生可能性の長期評価の略。主要な活断層で繰り返し発生する地震や海溝型地震を対

象に，地震の規模や一定期間内に地震が発生する確率を予測したもの。 

 

長周期地震動 

規模の大きな地震が発生した場合に生じる，ゆっくりとした揺れのこと。高層ビルは固有周

期が長く長周期地震動により影響を受けやすい。 

 

潮汐 

月や太陽などの他の天体の引力により生じる海水面の昇降（海洋潮汐）や地球の変形（固体

潮汐）をいう。 

 

超低周波地震 

ゆっくりすべりや火山活動に伴って生じる地震で，短周期（高周波）成分がほとんど含まれ

ず長周期（低周波）成分が卓越する地震波を放射する地震。プレート境界域で発生する超低

周波地震については，スロー地震 の項を参照。 

 

津波地震 

地震動から推定される地震の規模（マグニチュード）に比べて大きな津波を生じる地震。 

 

津波シナリオ 

津波の波源断層モデルを設定して行った津波計算結果から沖合の水圧変動，予測対象地域

の沿岸水位分布，浸水深分布，到着時間を記録したもの。波源断層モデルを様々に設定して

予め計算した多数のシナリオにより構築された津波シナリオバンクを用いて即時予測が行

われる。 

 

津波浸水想定 

津波があった場合に想定される浸水の区域及び水深。 

 

津波堆積物 

津波によって運ばれた砂や礫などが堆積したもの。これらの調査により，過去の津波の発生

年代や浸水規模を推定することができる。 
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低周波地震 

短周期成分がほとんど含まれず長周期成分が卓越する地震波を放射する地震。ただし，超低

周波地震に比べて卓越する地震波の周波数は高い（概ね１～数 Hz）。活火山近傍の下部地殻

やモホ面付近などで発生する深部低周波地震，火山噴火に前後して火山体のごく浅い場所

で発生する浅部低周波地震がある。 

 

低周波微動 

スロー地震 の項を参照。 

 

テクトニック微動 

スロー地震 の項を参照。 

 

テフラ 

噴火によって噴煙や火砕流として噴出した火山砕屑物（火山弾，軽石，火山灰など）が地表

に堆積した物。噴火堆積物とも呼ばれる。  

 

テレメータ 

地震などの野外観測で得られるデータを，無線通信や電話回線，衛星通信などを介し，大学

や研究機関などの観測拠点へ伝送すること。 

 

電子基準点 

GEONET の項を参照。 

 

同化 

複雑な現象の高精度予測のために，数値シミュレーションの結果として得られる物理量が

観測データをなるべく再現できるように，適切な初期値や境界値，各種パラメータを推定す

ること。  

 

撓曲（とうきょく） 

地層が変位する場合に断層とならず，連続性が保持されて階段状に折れ曲がってできた構

造。 

 

当面 10 年間に取り組むべき地震調査研究 

地震本部が，2019 年に取りまとめた「地震調査研究の推進について －地震

に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策

（第３期）－」において挙げられた，今後 10 年間に取り組むべき調査・研究
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項目。https://www.jishin.go.jp/about/activity/policy_revised/ 

 

土石流 

火山泥流 の項を参照。 

 

トレンチ調査 

地質調査法の一つで，地表から溝状に掘り込み，地層を新たに露出させ，断面を観察する手

法。地震分野では過去の断層運動の年代や周囲の環境の調査，火山分野では過去の噴火史を

調査するために有力な方法である。 

 

内陸地震 

陸のプレートの地殻内で発生する地震。 

 

南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会 

気象庁が「南海トラフ地震に関連する情報」を発表するにあたり，有識者からの助言を得る

ために開催される会。有識者６名の委員に加え，国土地理院，海上保安庁，防災科学技術研

究所，海洋研究開発機構，産業技術総合研究所が参画する。観測データの状況を平常時から

把握するために原則として月１回開催されるほか，観測データに異常が認められた場合に

は南海トラフ地震との関連性を緊急に評価するために臨時的に開催される。 

 

逃げトレ View 

地域住民一人ひとりについて，津波からの避難がどの程度容易か困難かをスマートフォン

のアプリで評価・診断できることを目指して研究・開発が進んでいるツール。 

https://www.jamstec.go.jp/bosai-nankai/j/result_2d.html 

 

二重偏波気象レーダー 

偏波面が地面に平行な水平偏波とそれに直交する垂直偏波の二つの偏波を送受信し，水平

偏波と鉛直偏波のレーダー反射強度やその比などを多数のパラメータの量を動じに観測で

きる気象レーダーのこと。降水量や降灰量とは水平偏波のレーダー反射強度の関係づけら

れており，水平偏波と鉛直偏波の比はレーダーの反射因子となる大気中の粒子の形状を反

映している。気象用途や火山噴煙観測においては，Xバンド（8-12 GHz）およびＣバンド（4-

8 GHz）の周波数帯のレーダーが用いられている。 

 

熱水系 

地熱地帯や火山の地下で形成される，熱水が貯留・循環している領域のこと。 
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熱水変質 

地下数百 m～数 km の高圧下において，温度が 100℃を超える熱水に長時間さらされること

で，化学反応により岩石の組成が変化すること。 

 

粘性 

力を加えるとその速度に応じた速度で流動し，力を除くと静止するような物質の力学的性

質をいう。 

 

粘弾性 

加えられた力に応じて変形し，力を除くともとの形に戻る弾性的性質と，加えられている力

に応じた速さで時間とともに変形が進行する粘性的性質をあわせ持つ性質。粘弾性体に加

えられた応力が，粘性的性質による変形に伴い減少していく現象を応力緩和という。 

 

年超過確率 

ある事象の稀さの度合いを表現するために，ある値を超える確率を 1 年あたりで算出した

もの。毎年，1年以内に発生する確率をいう。例えば，100年に１度の時間雨量 150 mmを超

える規模の降雨の場合，この事象の年超過確率は 1/100である。 

 

爆発的噴火 

急激な体積膨張を伴い，岩石や火山灰，ガスなどを一気に放出する噴火を爆発的噴火と呼ぶ。

噴火が爆発的になるか否か（爆発性）は以下の条件に左右される。一般にマグマの粘性が高

い場合やマグマ中に多量の揮発性物質が含まれる場合に，爆発的な噴火になりやすい。また，

マグマの熱で地下水が急膨張する水蒸気噴火も爆発的噴火である。マグマの粘性が低い場

合やマグマ中の揮発性成分が噴火前に抜けてしまった場合は，爆発を伴わずにマグマが火

口から噴出・流出する非爆発的な噴火になりやすい。 

 

ハザードマップ 

ある災害に対する危険な区域を示した地図。火山のハザードマップでは，噴石，降灰，火砕

流，溶岩流，泥流などの災害を引き起こす現象が波及すると予想される範囲などが図示され

る。 

 

発震機構解 

地震時の断層運動を断層面の向き（走向，傾斜角）と相対すべりの向き（すべり角）によっ

て表現したもののこと。メカニズム解ともいう。地震波の放射パターン（地震波の初動の振

動方向）から求められたものを初動解，波形全体から求められたものを CMT解と呼ぶ。初動

解において，初動が上向きの領域と下向きの領域の境界を節面という。発震機構解のタイプ
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は，正断層型，逆断層型，横ずれ断層型に大別される。震源域の応力場を知る手がかりとな

る観測データである。 

 

斑晶 

石基 の項を参照。 

 

半割れ 

想定される震源域全体が一度にすべるのではなく，震源域が２つの部分に分かれて別々に

明瞭な時間差をもってすべった場合，もしくは，片方の部分がすべり，もう片方の部分はす

べっていない状態をいう。南海トラフ沿いでは，1854 年に南海トラフの西側で発生した安

政南海地震（M8.4）の 30時間後に，その東側で安政東海地震（M8.4）が発生した事例を含

めて４例の半割れが知られている。 

 

ひずみ 

岩盤（プレート）などの変形の程度をあらわす量。単位長さ当たりの変位量で定義される。

ひずみの空間的な分布の状態をひずみ場という。 

 

ひずみ集中帯 

ひずみ速度 の項を参照。 

 

ひずみ速度 

単位時間当たりのひずみの変化量。ひずみ速度の空間的な分布の状態をひずみ速度場とい

う。測地観測や地形から推定される地殻のひずみ速度が大きい領域はひずみ集中帯と呼ば

れる。 

 

非地震性すべり 

断層面やプレート境界面で発生する，地震波を出さない，ゆっくりとしたすべり。 

 

非弾性 

外力によって変形した物質が，外力を除去すると元に戻る性質を弾性といい，元に戻らない

ものを非弾性という。非弾性で媒質が変形することを非弾性変形という。非弾性的性質には，

粘性や塑性などの性質が含まれる。地殻の上部は主に弾性的性質を持つが，深部になると粘

弾性的性質や塑性的性質を持つことが知られている。内陸地震の発生のメカニズムを理解

するためには，粘弾性的性質や塑性的性質を持つ層の影響を理解することが重要であると

考えられている。 
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比抵抗 

単位断面積・単位長さ当たりの電気抵抗値のこと。電気伝導度の逆数。マグマの周辺では高

温や流体の存在によって低い比抵抗値を示すことが多いため，地中の比抵抗の分布（比抵抗

構造）を調べることで火山噴火の発生ポテンシャルや地下のマグマの状態を把握する研究

が進められている。また，地震の破壊領域と地中の比抵抗構造との関連も注目されている。 

 

非定常地殻変動 

プレート境界面での固着によって陸側プレートが引きずりこまれることなどによる定常的

な地殻変動とは異なる地殻変動のこと。 

 

微動 

長時間にわたって継続する，振幅の小さい地震動のこと。地震などが起こらなくても，波浪

や風，人間活動などによって定常的に生じる振動を常時微動または雑微動という。プレート

境界域で発生する微動については，スロー地震 の項を参照。 

 

表層地盤 

地表面近くに堆積した地層のこと。 

 

表面波 

地表面に沿って伝わる地震動。波の進行方向に対して地表が直交方向に水平に振動して伝

播するラブ波と，上下方向に楕円を描くように振動するレイリー波がある。 

 

ブシネスクモデル 

沿岸部に到達した津波には，地形の影響を受けて波高が高くなる，局所的に波高が変化する

といった変形が生じる。これらの非線形性を考慮する非線形分散波理論の近似モデルの一

つ。 

 

フラジリティ曲線 

基盤の最大加速度と建物の損傷規模に関する確率との関係を示す曲線のこと。例えば，建物

の軽微な被害，大破するような被害，倒壊するような被害の境界を表すフラジリティ曲線が

作成されれば，基盤の最大加速度を入力することにより，それぞれの被害発生確率を求める

ことができる。 

 

プリニー式噴火 

噴火様式 の項を参照。 
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プレート 

地球表面は，十分に冷却して固くなっている最上部マントルと地殻を合わせた，厚さ 100 km

程度の複数の固い岩石の層で覆われている。この岩石層がプレートと呼ばれ，その動きをプ

レート運動という。また，隣り合う２つのプレートの境界がプレート境界である。プレート

境界で発生する地震はプレート境界地震，プレートの内部で発生する地震はプレート内地

震と呼ばれる。 

 

プレート境界 

プレート の項を参照。 

 

プレート境界地震 

プレート の項を参照。 

 

噴火警戒レベル 

火山活動の状況に応じて「警戒が必要な範囲（生命に危険を及ぼす範囲）」と防災機関や住

民などの「とるべき防災対応」を５段階に区分した指標。噴火警戒レベルに応じた「警戒が

必要な範囲」と「とるべき防災対応」が地方自治体の地域防災計画に定められた火山におい

て，噴火警報・予報に付して発表される。 

 

噴火警報 

火山噴火に伴い，生命に危険を及ぼす火山現象の発生や危険が及ぶ範囲の拡大が予想され

る場合に，「警戒が必要な範囲（生命に危険を及ぼす範囲）」を明示して気象庁が発表する警

報。噴火警戒レベルが運用されている火山においては，噴火警戒レベルを付して発表する。 

 

噴火事象系統樹 

事象系統樹 の項を参照。 

 

噴火シナリオ 

火山ごとに，噴火で想定される現象の発生推移を時系列的に整理したもの。噴火の規模や現

象発生パターンなどの分岐判断について示した噴火事象系統樹を指しているが，防災対応

を目的としたより実効的なものを指すこともある。 

 

噴火様式 

噴火時にマグマが地表に噴出する際，噴火の様子はマグマの性質や破砕の程度などによっ

て異なり，いくつかのタイプに識別される。その異なる噴火の様子を噴火様式という。主な

噴火様式としては，以下のようなものがある。 
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・プリニー式噴火：マグマの粘性が高い火山に見られる噴火様式で，数十分から１日程度に

わたり，大量の火山ガスと火砕物（火山灰や軽石）からなる噴煙柱を形成する。噴煙柱の

高さは成層圏に達し，広範囲に火砕物を降下させる。細粒の噴出物が成層圏にとどまり，

世界の気候に影響を及ぼすこともある。噴煙柱の広がりが小さいものは，準プリニー式噴

火と呼ばれる。 

・ブルカノ式噴火：マグマの粘性がやや高い火山に見られる噴火様式で，爆発的な噴火を伴

う。火山弾や火山礫を空中高くに噴出し，細粒な火山灰を放出し黒色の噴煙を上げる。 

・ストロンボリ式噴火：マグマの粘性が低い火山に見られる噴火様式で，比較的小規模で間

欠的な爆発を規則的に繰り返す。噴出物のほとんどを，半ば固結した溶岩片が占め，火山

灰はほとんど放出しない。噴火が長期にわたって継続することが多い。 

 

噴砂 

地震時の強い揺れにより，地下水を含んだ砂の層が液状化し，その上の地層を引き裂くよう

に砂が上昇する現象。 

 

噴石 

火山噴出物 の項を参照。 

 

平均変位速度 

活断層の累積変位の履歴から推定される長期的な変位速度。 

 

ベースシア係数 

層せん断力係数（地震時に建物が受ける応答加速度）のこと。建築物全体の振動性状や設計

上の耐震性能などを代表する値としても用いられる。多層建築物の場合は第一層，最下層に

かかるものを指す。 

 

ヘリウム同位体比 

ヘリウム(He)の 2 つの安定同位体 3He，4He の比（3He/4He）のこと。ヘリウムは希ガス元素

の一種で，3He の大部分は地球形成時に内部にとり込まれた始源的な成分に由来するもの，

4He の大部分は地球形成後，岩石中のウランやトリウムの放射壊変時に放出される α 粒子

に由来した成分である。上部マントル起源のヘリウムはマグマ・熱水流体を介して地表付近

に運ばれるため，火山ガス，深層ガス，温泉水・ガス等の 3He/4He比を測ることにより，こ

れらのマントル物質およびマントルを通過した流体の地球表層への到達を検出できる。 

 

ポアソン過程 

事象の発生確率が時間に依存せずに常に一定（先行する事象の発生や，その後の経過時間が，
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後続の事象の発生確率に影響を与えない）であるような過程。 

 

防災リテラシー 

地震・火山噴火災害に対して適切な防災対策や避難行動をとることができるよう，地震・火

山に関する基本的な知識，住む地域の災害リスクの知識，災害情報（警報，注意報）の知識，

防災対策や避難方法に関する知識をもち，それらを活用する能力のこと。 

 

放射非平衡 

放射性元素が崩壊する過程で生じる中間壊変生成核種の存在比が，堆積・浸食・火山活動な

どの地学的な過程により，崩壊定数から想定される平衡状態の存在比からずれることがあ

る。これを放射非平衡といい，平衡状態に戻るまでの存在比の変化は時間の関数となる。岩

石に含まれる放射非平衡状態の元素の存在比を測定することで，ずれが生じてからの時間

を知ることができる。 

 

放射性炭素年代 

大気中に一定の濃度で存在する炭素の放射性同位体 14Cが半減期 5,568年で放射性崩壊する

ことを利用し，試料中に取り込まれた 14Cの濃度の減少の程度から算出される年代。 

 

飽和磁化 

磁界中の強磁性体は，磁界の強さとともに磁化は増加するが，ある磁界以上では一定の値を

取る。この状態を磁気飽和といい，このときの磁化の大きさを飽和磁化という。この状態で

強磁性体を磁界がない状態したときの磁化の大きさを飽和残留磁化という。 

 

飽和残留磁化 

飽和磁化 の項を参照。 

 

マイクロライト 

火道内の水に飽和したメルト（部分溶融体）が噴火の際に減圧する際に，メルト含水量が減

少することで，融点が上昇するため結晶作用が駆動される。この結晶作用によってマイクロ

ライトが形成される。マイクロライトの形成は，マグマのレオロジー的性質や脱ガス効率に

影響するため，噴火ダイナミクスに変化を引き起こす。マイクロライトは数十μm以下のサ

イズの結晶のことを指し，1 μm以下のサイズの結晶をナノライトと呼ぶことがある。 

 

マグマ 

岩石物質の高温溶融体。噴火によってマグマが地表に出たものを溶岩という。マグマが地殻

内で結晶化したり，地殻物質を溶かしこんだりして，多様な組成のマグマができることを，
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マグマの分化という。それにより，二酸化ケイ素含有量の少ない組成のマグマから，より二

酸化ケイ素含有量に富む組成のマグマが生成されていく。マグマの分化によって，一般に粘

性が大きくなる。 

 

マグマ供給系 

地下深部から火口までマグマが供給されるマグマ溜まりや火道を含むシステム全体のこと

を指す。 

 

マグマ溜まり 

火山活動の源であるマグマが蓄積されているところ。その存在位置，形状，内部構造，内容

物の特性などの情報は，噴火現象の理解に欠かせないが，現状では，よく研究されている少

数の火山に限り，それらのごく一部が明らかにされているのみである。 

 

マグマ噴火 

噴出物のほとんどがマグマから直接由来した噴火。ハワイ式噴火，ストロンボリ式噴火，ブ

ルカノ式噴火，プリニー式噴火などが該当する。 

 

摩擦実験 

室内において，岩石中の模擬断層などに力を加えて滑らせる，地震の模擬的な実験のこと。 

 

摩擦特性 

断層に作用する応力や断層のすべり速度，周辺の温度，間隙流体圧などに対する，断層の摩

擦強度の依存性。 

 

摩擦パラメータ 

摩擦構成則で用いられる媒介変数で，これらが摩擦強度の速度依存性などの摩擦の特性を

表す。 

 

マントル 

地殻の下にある深さ約 2,900 kmまでの固体層。その上部（上部マントル）は，かんらん岩

を主成分とする岩石で構成されている。 

 

マントルウェッジ 

海溝から沈み込んだ海のプレート（スラブ）と，上盤の陸の地殻に挟まれたくさび（ウェッ

ジ）形のマントルの領域。 
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みんなで翻刻 

歴史資料の文字を現代の活字に直してデータとして扱いやすくする作業（翻刻）を支援する

ツール。AI による自動くずし字認識を搭載するなど先進的な機能を備えるだけでなく，一

般参加者を広く募集している。https://honkoku.org/ 

 

メルト包有物 

マグマ中で斑晶が晶出する際に，斑晶中に周囲の流体（メルト）が捕獲されたもの。結晶が

できた当時のメルトの組成を記録している貴重な情報源である。 

 

モーメント 

地震モーメント の項を参照。 

 

モデル化 

物理現象の時間変化を数式などで記述したり，諸要素の相互関係や因果関係を模式的に表

現すること。地震や火山の分野においても，様々な現象について，実際の物理現象を再現す

るモデルの構築（モデル化）が試みられている。構築したモデルを用いて未来時刻までシミ

ュレーションを行うことで，将来発生する現象の予測が行われる。 

 

有限要素法 

解析的に解くことが難しい微分方程式の近似解を数値的に得る方法のひとつ。構造力学分

野で発達し，他の分野でも広く使われている手法。 

 

ゆっくりすべり 

スロー地震 の項を参照。 

 

溶岩（流） 

火山噴火時に火口から地表に出たマグマ物質。冷え固まって岩石となった後も「溶岩」と呼

ばれる。溶岩が連続して地表を流れる現象を溶岩流という。 

 

溶岩ドーム 

火口から押し出された粘性の高い溶岩が，山体を流れ下ることなく固まってできたドーム

状の地形。溶岩の塊そのものを指すこともある。 

 

余効すべり 

地震が発生した断層面と同一の面上で，地震の後に起こるゆっくりとしたすべり。 

 



82 

余効変動 

地震の後に，余効すべりや粘弾性緩和などによって，震源域あるいはその周囲で発生する地

殻変動。 

 

横ずれ断層 

上盤 の項を参照。 

 

リアルタイム GNSS 

GNSS の項を参照。 

 

陸海統合地震津波火山観測網 

防災科学技術研究所が運用する，全国の陸域から海域までを網羅する地震・津波・

火山の観測網の総称。略称は MOWLAS（モウラス：Monitoring of Waves on Land 

and Seafloor の略）。https://www.mowlas.bosai.go.jp/mowlas/ 

以下の８つの基盤観測網（うち７つは既設，１つは整備中）から構成される。 

 

陸域の基盤観測網 

・高感度地震観測網（Hi-net）：全国に展開された約 800点の高感度地震計からな

る坑井式微小地震観測網。https://www.hinet.bosai.go.jp/?LANG=ja 

・全国強震観測網（K-NET）：全国に，約 20 km間隔で設置された 1000点以上の地表強震観

測点からなる観測網。 

・基盤強震観測網（KiK-net）：全国に展開された約 700点の強震観測点からなる観

測網。各観測点で，地表と地中の双方に強震計が設置されている。 

https://www.kyoshin.bosai.go.jp/kyoshin/ 

・広帯域地震観測網（F-net）：全国に展開された約 70点の広帯域地震観測点から

なる観測網。https://www.fnet.bosai.go.jp/top.php?LANG=ja  

・基盤的火山観測網（V-net）：全国の 16火山に設置された坑井式地震計・傾斜計

と広帯域地震計，GNSSなどからなる観測網。https://www.vnet.bosai.go.jp/ 

 

海域の基盤観測網 

・日本海溝海底地震津波観測網（S-net）：日本海溝沿いの海底に設置された，地震

計と津波計が一体となった観測装置を海底光ケーブルで接続した観測網。観測

装置は 150カ所，ケーブル総延長は約 5,700 kmである。 

https://www.seafloor.bosai.go.jp/S-net/  

・地震・津波観測監視システム（DONET）：海底に設置された地震計や水圧計などの

観測機器ネットワークによって，地殻変動，地震動，津波などを計測する。南海
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トラフの地震及び津波を常時観測監視するため，熊野灘沖に展開されたシステム（DONET1）

と，紀伊水道沖に展開されたシステム（DONET2）からなる。 

https://www.seafloor.bosai.go.jp/DONET/ 

・南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）：南海トラフ地震の想定震源域のうち，

観測網がまだ整備されていない高知県沖から日向灘にかけて設置が計画されて

いるケーブル式海底地震・津波観測システムのこと。 

https://www.jishin.go.jp/main/seisaku/hokoku20a/k84-3-2.pdf 

 

リスクコミュニケーション 

行政，専門家，地域住民，事業者などが，社会活動の中で発生するリスクや災害リスクなど

について情報を共有するとともに考え，出てきた問題点を相互のコミュニケーションによ

って解決していこうとする行い。 

 

リスク評価 

脅威をもたらす現象とその大きさ（ハザード），発生する可能性のある災害に対する被害の

受けやすさと対応能力の低さ（社会の脆弱性），及び発生確率を組み合わせ，災害によって

社会が被る被害の内容とその大きさを評価すること。 

 

レオロジー 

物質の変形や流動の大きさや速さと，単位面積あたりに働く力（応力）の関係。 

 

歴史地震 

文献史料（古文書，日記など）に記述されている歴史時代の地震，またこれによる被害のこ

と。 

 

CS立体図 

地形図から判読できる 3つの地形量「①標高」「②傾斜」「③凹凸（曲率）」を異なる色調で

彩色し，複数枚を重ねて透過処理することで立体表現した図。 

 

DAS計測 

分散型音響センシング（Distributed Acoustic Sensing）技術を用いた計測。光ファイバー

ケーブルに光パルスを入力すると，ファイバー中の不純物による散乱が生じることを利用

して，散乱点のわずかな移動を精密に検出することで，光ファイバーケーブルに沿う方向の

変形を短い間隔毎に計測できる。光ファイバーケーブルが敷設されたルート上に極めて短

い間隔で多数並ぶ観測点それぞれで，ケーブルが敷設された方向のひずみの変化を測るの

と同等のデータが得られる。 
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DONET 

陸海統合地震津波火山観測網 の項を参照。 

 

eコミマップ 

防災科学技術研究所が「災害リスク情報プラットフォームの研究開発」の一環と

して研究開発している e コミュニティ・プラットホームの一連の製品のうちの

一つ。別名，庁内情報共有・発信基盤システム。地域の防災情報などを登録する

ことで，防災マップの作成し，地域住民の防災対策の検討と実施を支援する。 

https://ecom-plat.jp/index.php?gid=10457 

 

GEONET  

国土地理院が運用する GNSS連続観測システムのこと（GNSS の項を参照）。全国

に展開された約 1,300 ヶ所の電子基準点とつくば市にある GEONET 中央局からな

る。https://www.gsi.go.jp/eiseisokuchi/eiseisokuchi41012.html 

 

GIS 

地理情報システム（Geographic Information System）の略。地理的位置に関する情報を持

ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加工し，視覚的に表示し，時間や空間の面から

分析できる技術である。 

 

GNSS 

全球測位衛星システム（Global Navigation Satellite System）の略称。地球上での位置決

めや時刻同期を目的とした電波を発射する人工衛星群，地上の支援システム，及び電波を受

信して３次元的な地球上の位置や正確な時刻を知る目的で使用する利用者群の総称。米国

が構築した GPS，ロシアの GLONASS や，ヨーロッパ連合（EU）の Galileo ，日本の QZSS（み

ちびき）などのシステムがある。 

 

ITRF 

国際地球基準座標系（International Terrestrial Reference Frame）の略。GNSS，VLBI，

SLR などの宇宙測地観測データに基づき国際協定によって決定・維持されている三次元直交

座標系であり，地球の重心を座標の原点としている。これに準拠して位置を定義すれば，プ

レート運動による２地点間の相対的な位置の時間変化を容易に表すことができる。 

 

JDXnet 

全国地震観測データ流通ネットワーク（Japan Data eXchange network）の略。日本列島に

展開されている地震観測点のデータの全国規模のリアルタイム流通ネットワーク。 
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J-SHIS 

地震調査研究推進本部が取りまとめた「全国地震動予測地図」に関するデータを

一元的に管理し，地震ハザードを地図上に表示する Webサービス。防災科学技術

研究所により運用されている。https://www.j-shis.bosai.go.jp/ 

 

K-NET 

陸海統合地震津波火山観測網 の項を参照。 

 

KiK-net 

陸海統合地震津波火山観測網 の項を参照。 

 

MCMC 

インバージョン解析において，観測値を合理的に説明する物理モデルの変数を求める際に，

変数をランダムに変動させる探索法であるマルコフ連鎖モンテカルロ法(Markov Chain 

Monte Carlo methods)の略。従来の探索法に比べて，初期値の影響を低減し，変数が取りう

る値を広く探索でき，最終的に得られた変数の信頼度を定量的に評価できるという利点が

ある一方，計算に時間がかかるという課題がある。 

 

N型地震 

火山で発生する低周波地震の一つ。単色の振動あるいは調和型の振動が時間とともにゆっ

くりと減衰する波形を有する。 

 

Pi-SAR X3 

情報通信研究機構が開発した，航空機搭載合成開口レーダーの一つ。従来機よりも２倍の高

周波帯域に対応した送受信機とアンテナ，高速・大容量の観測データ記録装置，観測データ

を准リアルタイムで処理する機上処理装置を搭載する。2021年 12月に世界最高の分解能 15 

cmが定常的に得られることが実証された。 

 

PLUM法 

Propagation of Local Undamped Motion 法の略。震源や地震の規模の推定は行わず，震度

を予測しようとする地点の周辺の地震計で観測された揺れの強さから，直接，予測対象地点

の震度を予想する新しい即時予測手法。巨大地震が発生した際でも精度良く震度を予測で

きる。 

 

Q値 

地震波の減衰の強さを表すパラメータ。Quality factorの略。Q値が小さいほど地震波は減
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衰しやすい。 

 

RC造 

鉄筋コンクリートで柱や梁などの主要構造部を構築している造りをいう。耐久性，耐震性，

耐火性に優れる。 

 

REGARD 

国土地理院が運用する電子基準点リアルタイム解析システム（REaltime GEONET Analysis 

for Rapid Deformation monitoring）の略で，リアルタイム測位サブシステム，イベント検

知サブシステム，断層モデル推定サブシステムの３つのサブシステムで構成される。それぞ

れが，リアルタイム測位による変位時系列の計算，巨大地震発生の検出，自動断層モデル推

定による地震規模の計算を行っている。 

 

S-net 

陸海統合地震津波火山観測網 の項を参照。 

 

Slip Tendency 解析 

断層の姿勢と周囲の応力状態から，断層面に作用する力（せん断応力と垂直応力）を計算し，

その二つの応力の比の大きさにより断層の動きやすさを定量的に表現する解析。 

 

SAR 

合成開口レーダー（Synthetic Aperture Radar）の略。レーダーを搭載する人工衛星や航空

機の移動中に得たデータを合成することで移動方向の開口面を大きく拡大し，大型アンテ

ナと同等の高い分解能を実現したレーダーシステム。SAR干渉解析(Interferometric SAR，

InSAR)は，同じ場所を撮影した時期の異なる２回の画像の差をとる（干渉させる）ことによ

り地表面の変動を詳細に捉える手法である。 

 

SINET 

Science Information NETwork 6 の略で日本全国の大学・研究機関などの学術情報基盤と

して，国立情報学研究所が構築，運用している情報通信ネットワーク。 

https://www.sinet.ad.jp 

 

VEI 

Volcanic Explosivity Index の略で，火山噴火の規模を表す指数。爆発的噴火に伴い降下

した火山砕屑物の体積に基づいて推定される。指数の推定の際，溶岩ドームや溶岩流として

噴出したマグマの量は含まれない。VEIは０から８までの９段階に区分される。１は小噴火，
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２～３は中規模噴火，４～５は大規模噴火，６はカルデラ形成をともなう巨大噴火，７以上

は地球規模に影響を及ぼす破局的な噴火に対応する。 

 

VLBI 

超長基線電波干渉法（Very Long Baseline Interferometry）の略。はるか遠くにある天体

から放射される電波を利用して，アンテナ間の正確な距離を測定する手法。数千キロメート

ル離れたアンテナ間の距離を，わずか数ミリメートルの誤差で測ることができる。 

 

Vp/Vs（比） 

P 波速度と S 波速度の比のこと。岩石の種類や流体が含まれるかどうかによって値が変わ

る。 

 

Wave Gradiometry 法 

アレイ観測データを解析する方法の一つ。波動場の空間勾配を用いることにより，波動場の

伝播方向とみかけ速度に加えて振幅の空間変化に関する情報も推定することができる。 
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災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次） 実施機関 
 

 

   

総 務 省 国立研究開発法人情報通信研究機構 

文部科学省 国立大学法人等 

    北海道大学大学院理学研究院 

    弘前大学大学院理工学研究科 

    東北大学大学院理学研究科 

   東北大学災害科学国際研究所 

    
秋田大学大学院国際資源学研究科 

新潟大学災害・復興科学研究所 

  東京大学大学院理学系研究科 

    

東京大学大学院情報学環 

東京大学地震研究所（共同利用・共同研究拠点） 

東京大学大気海洋研究所 

東京大学史料編纂所 

    東京大学地震火山史料連携研究機構 

   東京工業大学理学院火山流体研究センター 

    千葉大学大学院理学研究院 

  富山大学学術研究部都市デザイン学系 

    名古屋大学大学院環境学研究科 

    
京都大学大学院理学研究科 

京都大学防災研究所（共同利用・共同研究拠点） 

    神戸大学海洋底探査センター 

  鳥取大学大学院工学研究科 

    高知大学理工学部 

    九州大学大学院理学研究院 

    鹿児島大学大学院理工学研究科 

    兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科 

    立命館大学総合科学技術研究機構 

  国立研究開発法人防災科学技術研究所 

  国立研究開発法人海洋研究開発機構 

 独立行政法人国立文化財機構奈良文化財研究所 

経済産業省 国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査総合センター 

国土交通省 国土地理院 

  気象庁 

  海上保安庁海洋情報部 

都道府県 
地方独立行政法人北海道立総合研究機構産業技術環境研究本部 

エネルギー・環境・地質研究所 

 山梨県富士山科学研究所 
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災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次） 令和４年度研究課題一覧 

 

実施機関名  課題番号 研究課題名 研究代表者 

北海道大学  HKD_01 津波堆積物情報の高度化と実践的活用に関する研究 西村裕一 

HKD_02 大規模噴火に関わるマグマプロセスの時間スケールの解明 栗谷豪 

HKD_03 
マグマ脱ガス実験と火山噴出物の揮発性成分解析に基づく噴火分岐メ

カニズムの解明 
吉村俊平 

HKD_04 電磁気・熱・ガス観測に基づく火山活動推移モデルの構築 橋本武志 

HKD_05 巨大地震に伴う海底斜面崩壊による津波の事前評価・即時予測に関す

る研究 
谷岡勇市郎 

HKD_06 火山活動即時解析表示システムの開発 橋本武志 

HKD_07 地理空間情報の総合的活用による災害への社会的脆弱性克服に関す

る人間科学的研究 
橋本雄一 

HKD_08 地殻変動等多項目データの全国流通一元化公開解析システムの高度

化 
高橋浩晃 

HKD_09 千島海溝沿いの巨大地震津波災害軽減に向けた総合研究 高橋浩晃 

弘前大学  HRS_01 東北日本弧・千島弧会合部とその周辺における地震発生場の解明 前田拓人 

HRS_02 データ同化に基づく津波現況把握と即時予測の高度化 前田拓人 

東北大学  THK_01 国際共同研究によるニュージーランドにおける地震発生機構の解明 岡田知己 

THK_02 流体の寄与に注目した地震断層すべり物理モデルの高度化 松澤暢 

THK_03 噴火発生時刻の即時把握と噴火ダイナミクスの研究 西村太志 

THK_04 浅部貫入マグマの結晶化速度と噴火挙動の推定手法の開発 中村美千彦 

THK_05 世界各地の大地震発生域との比較研究に基づく地震・火山現象の理解 趙大鵬 

THK_06 スラブ内地震の発生メカニズムに関する研究 東龍介 

THK_07 
地殻応答による断層への応力載荷過程と断層間相互作用の解明と予

測 
岡田知己 

THK_08 集中地震観測による火山体構造・火山現象発生場の解明 山本希 

THK_09 繰り返し地震再来特性の理解に基づく地殻活動モニタリング 内田直希 

THK_10 地殻変動に伴う大気中ラドン濃度変動 長濱裕幸 

THK_11 
多項目観測データに基づく火山活動のモデル化と活動分岐判断指標

の作成 
西村太志 

THK_12 
海陸測地データを活用したプレート境界面すべり即時把握能力の向上

とそれにもとづく津波即時推定手法の高度化 
太田雄策 

THK_13 地震・火山データの無線伝送技術の開発 内田直希 

東北大学災害

科学国際研究

所 

IRID01 
東北地方における地震・津波・火山情報に関する歴史資料の所在調査

とデータ収集 
蝦名裕一 

IRID02 
GPS-A観測による効率的な上下変動検出技術の開発と根室沖観測へ

の適用 
木戸元之 

IRID03 
地表設置型合成開口レーダ(GB-SAR)による地表面変位計測の高精度

化 
佐藤源之 

IRID04 地震の事前情報を起点とするハザード事象系統樹の開発 福島洋 

IRID05 歴史地形の復元・可視化手法の確立と災害発生要因の分析 蝦名裕一 

IRID06 
災害に関わる個人の心理・行動特性とその評価・活用・調整に関わる研

究 
杉浦元亮 

新潟大学  
NGT_01 

日本海沿岸地域を中心とした地震・火山現象の解明のための史料収集

と解析 
片桐昭彦 

NGT_02 
地震・火山噴火災害における被害軽減のために利活用可能な要素・知

識体系の整理・検証 
田村圭子 

東京大学地震

研究所 
ERI_01 歴史地震史料を活用した地震学的解析 加納靖之 

ERI_02 マグマ溜まりの時間発展と噴火様式との関連性 安田敦 
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ERI_03 
大規模噴火に伴う諸現象とそれを駆動するマグマ溜り―火道システム

の解明 
前野深 

ERI_04 
非線形動力学・計算材料科学との学際連携に基づく地震現象の多様性

の統一的理解 
亀伸樹 

ERI_05 
千島海溝・日本海溝における複合海底地震測地観測によるプレート境

界の挙動解明とそのモデル化 
篠原雅尚 

ERI_06 より現実的な断層面ダイナミクス 中谷正生 

ERI_07 多項目観測データの比較研究に基づく噴火過程の理解とモデル構築 大湊隆雄 

ERI_08 
日本・NZ国際協力によるヒクランギ沈み込み帯における多様な地震活

動と，その発生環境との関係の解明 
望月公廣 

ERI_09 
内陸地震発生ポテンシャルの予測を目指した島弧の地殻応答と断層に

おける地殻内流体の影響の解明 
飯高隆 

ERI_10 東日本における長期的重力変化の観測とモデリング 今西祐一 

ERI_11 
地震発生予測のための島弧-海溝システムの観測-モデリング統合研

究 
篠原雅尚 

ERI_12 
スロー地震モニタリングに基づく南海トラフ域の地震発生可能性評価手

法に関する研究 
蔵下英司 

ERI_13 経験的アプローチによる大地震の確率予測のパフォーマンス調査 中谷正生 

ERI_14 
大規模数値シミュレーションに基づく広帯域強震動災害の事前・即時予

測 
古村孝志 

ERI_15 首都圏の地震被害分布と地震像の解明 酒井慎一 

ERI_16 堆積平野・堆積盆地における地震災害発生機構の解明 三宅弘恵 

ERI_17 
堆積物に基づく噴火物理化学パラメータ推定手法の高度化と事象分岐

判断への活用 
前野深 

ERI_18 観測研究データへの永続的識別子付与 加納靖之 

ERI_19 データ流通網の高度化 鶴岡弘 

ERI_20 
光技術を用いた地下深部・火山近傍における地震・地殻変動計測技術

の確立 
新谷昌人 

ERI_21 
高精細ミュオグラフィ画像自動診断による火山活動状況の推移との相

関評価 
田中宏幸 

ERI_22 海底ケーブルを用いる地震・地殻変動・津波リアムタイム観測技術開発 篠原雅尚 

ERI_23 海底での地震・地殻変動観測に向けた機動的観測技術の高度化 塩原肇 

ERI_24 マルチプラットフォーム次世代WINシステムの開発 中川茂樹 

ERI_25 研究成果共有データベースの構築 鶴岡弘 

東京大学理学

系研究科  
UTS_01 

沿岸巨礫を用いた古津波評価法の検討：南海トラフ～琉球海溝の連動

可能性評価に向けて 
後藤和久 

UTS_02 巨大地震に伴う粘弾性余効変動の解明 田中愛幸 

UTS_03 地震発生場のテクトニクスとマルチスケール地震現象の予測可能性 井出哲 

UTS_04 
地殻流体の化学的観測による地震火山活動評価システムの高度化と

応用 
角森史昭 

UTS_05 
物理モデルと地形・地質学およびテクトニックな観測データを統合した

地震発生の長期予測手法の開発と検証 
安藤亮輔 

UTS_06 遠隔地火山、特に離島火山における火山ガスモニタリングの高度化 森俊哉 

東京大学情報

学環 
III_01 

ニーズ・アセスメントに基づく地震・火山災害に関する発生確率、被害想

定、災害情報のコミュニケーション戦略の開発 
関谷直也 

東京大学史料

編纂所 
UTH_01 地震火山関連史料の収集・分析とデータベースの構築・公開 榎原雅治 

UTH_02 近代以前の地震・火山災害に関する多角的研究 杉森玲子 

東京大学大気

海洋研究所 
AORI01 巨大津波を引き起こす震源断層の実態解明と流体変動モニタリング 朴進午 

AORI02 地球物理・化学的探査による海底火山および海底熱水活動の調査 小畑元 

東京大学地震

火山史料連携

研究機構 

HMEV01 地震火山関連史資料に基づく低頻度大規模地震火山災害の調査 大邑潤三 

HMEV02 地震関連史料に基づく近代以前の地震活動の調査 榎原雅治 
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東京工業大学  TIT_01 海域火山活動に伴う熱水活動の実験的研究と観測研究 野上健治 

TIT_02 小型拡散放出二酸化炭素率測定装置の開発 野上健治 

TIT_03 
水蒸気噴火の準備過程を捉えるための火山熱水系構造モデルの精緻

化 
寺田暁彦 

千葉大学 CBA_01 電磁気学的な地震先行現象の総合的研究 服部克巳 

富山大学 
TYM_01 

極小規模噴火を含めた草津白根火山の噴火履歴の解明と噴火ポテン

シャル評価 
石﨑泰男 

TYM_02 
富山県弥陀ヶ原火山における地球物理学的観測による火山活動モニタ

リング 
堀田耕平 

TYM_03 
地震学・火山学の知見に基づくコンパクトシティをデザインする情報科

学からの被災生活シミュレーション 
井ノ口宗成 

名古屋大学  
NGY_01 

古文書解読による南海トラフ巨大歴史地震像の解明 ～歴史地震情報

の可視化システムの構築とその活用～ 
山中佳子 

NGY_02 南西諸島海溝におけるプレート間固着状態の解明 田所敬一 

NGY_03 
変動地形学的手法による内陸地震発生モデルと活断層長期評価手法

の再検討 
鈴木康弘 

NGY_04 南海トラフ域におけるプレート間固着・滑りの時空間変化の把握 田所敬一 

NGY_05 地表地震断層の特性を重視した断層近傍の強震動ハザード評価 鈴木康弘 

NGY_06 
被害の地域的な発現過程とコミュニティの社会・空間構造に着目した地

震・津波災害発生機構に関する文理融合的研究 
室井研二 

NGY_07 御嶽山地域の防災力向上の総合的推進に関する研究 山岡耕春 

NGY_08 小電力・小型・携帯テレメータ地震観測装置の改良開発 山中佳子 

京都大学防災

研究所 
DPRI01 

津波生成過程の理解に向けた浅部スロー地震の活動様式・発生場の

解明とモデル化 
伊藤喜宏 

DPRI02 
南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指したフィリピン海スラブ周辺域

での総合的観測研究 
澁谷拓郎 

DPRI03 内陸地震の発生機構と発生場の解明とモデル化 飯尾能久 

DPRI04 
日本列島の地震—火山噴火の基本場解明：地殻とマントルにおける応

力、流体-マグマ、温度・流動－変形場 
深畑幸俊 

DPRI05 測地観測データに基づく内陸地震長期評価手法の開発 西村卓也 

DPRI06 インドネシアの活動的火山における火山活動推移モデルの構築 井口正人 

DPRI07 
桜島火山における火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測の

ための総合的観測研究 
中道治久 

DPRI08 広帯域強震動予測の高度化に関する研究 関口春子 

DPRI09 断層破壊過程と極大強震動生成に関する研究 岩田知孝 

DPRI10 
火山地域を含む地震地すべり発生場の評価と斜面における強震動及

び不安定化の事前予測手法の展開 
土井一生 

DPRI11 火砕流の発生と流下予測 為栗健 

DPRI12 噴火後の土石流および泥流の発生に関する観測と予測手法の開発 藤田正治 

DPRI13 
桜島火山における地域との連携による火山災害に関する社会の共通

理解醸成のための研究 
中道治久 

DPRI14 災害リテラシーの育成のためのオープンサイエンス手法の検討 矢守克也 

京都大学理学

研究科  
KUS_01 

地殻活動データの同化による沈み込みプレート境界面すべり予測に関

する研究 
宮崎真一 

KUS_02 地震・地殻変動モニタリングによる中期的な火山活動の評価 大倉敬宏 

KUS_03 阿蘇で学ぶ地震・火山災害への備え 大倉敬宏 

奈良文化財研

究所  
NAB_01 

考古・文献資料からみた歴史災害情報の収集とデータベース構築・公

開ならびにその地質考古学的解析 
村田泰輔 

神戸大学 KOBE01 鬼界海底カルデラにおけるマグマ供給系の構造・進化の解明 島伸和 

鳥取大学  
TTR_01 

 

地方自治体の地震被害想定，災害リスク評価を高度化するための基盤

整備 
香川敬生 
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高知大学 
KOC_01 

地震動観測点観測環境の時間変化把握に向けた、解析手法の検討・開

発 
大久保慎人 

KOC_02 地震波形データ流通のための、新ＷＩＮ伝送プロトコルの検討・開発 大久保慎人 

九州大学  KYU_01 地震火山相互作用下の内陸地震空間ポテンシャル評価 相澤広記 

鹿児島大学  
KGSM01 

南西諸島北部域におけるプレート間すべりの特性に関する地震・地殻

変動観測研究 
八木原寛 

兵庫県立大学 
HYG_01 

地震・火山観測データを活用した減災・復興モデルの構築とリスクコミュ

ニケーションに資する事例収集 
阪本真由美 

HYG_02 
地震観測研究の成果を活用した土地利用に係る事例収集に基づく枠組

みの提案 
澤田雅浩 

立命館大学  
RTM_01 

南アフリカ大深度金鉱山からの地震発生場における応力と物質の直接

調査 
小笠原宏 

RTM_02 地震に先行する極微小な前震活動の異常度評価と発生環境の評価 川方裕則 

情報通信研究

機構 
NICT01 

先端リモートセンシングによる地震及び火山の被害状況把握技術の高

度化 
川村誠治 

防災科学技術

研究所 
NIED01 多角的火山活動評価に関する研究 藤田英輔 

NIED02 地震・津波予測技術の戦略的高度化研究 汐見勝彦 

NIED03 巨大地震による潜在的ハザードの把握に関する研究 齊藤竜彦 

NIED04 自然災害ハザード・リスク評価と情報の利活用に関する研究 中村洋光 

NIED05 基盤的観測網の運用 青井真 

海洋研究開発

機構  
JAMS01 地震発生帯モデリング研究 堀高峰 

JAMS02 海底広域変動観測研究 石原靖 

JAMS03 海底火山観測研究 小野重明 

産業技術総合

研究所  
AIST01 活断層データベースの整備 吾妻崇 

AIST02 主要活断層帯から生じる連動型地震の古地震学的研究 近藤久雄 

AIST03 地質調査に基づく火山活動履歴の解明と年代測定手法の高度化 古川竜太 

AIST04 津波浸水履歴情報の整備 澤井祐紀 

AIST05 
地質調査と実験に基づく、断層の力学挙動についての三次元モデルの

構築 
重松紀生 

AIST06 火山性流体観測に基づく噴火発生過程および火山活動推移の解明 松島喜雄 

AIST07 高分解能地殻応力場の解明と造構造場の研究 今西和俊 

AIST08 海溝型巨大地震の履歴とメカニズム解明 澤井祐紀 

AIST09 地下水・地殻変動観測による地震予測精度の向上 松本則夫 

AIST10 
噴出物の物質科学的解析に基づくマグマ供給系-火道システム発達と

噴火推移過程のモデル化 
下司信夫 

AIST11 アジア太平洋地域地震・火山ハザード情報整備 宝田晋治 

国土地理院  GSI_01 内陸の地殻活動の発生・準備過程の解明 宗包浩志 

GSI_02 プレート境界面上の滑りと固着の時空間変化の広域的な把握 宗包浩志 

GSI_03 火山地域のマグマ供給系のモデリング 宗包浩志 

GSI_04 GNSS連続観測（GEONET） 宗包浩志 

GSI_05 地形地殻変動観測 宗包浩志 

GSI_06 物理測地観測 宗包浩志 

GSI_07 宇宙測地技術による地殻変動監視 宗包浩志 

GSI_08 GNSS観測・解析技術の高度化 宗包浩志 

GSI_09 全国活断層帯情報整備 宗包浩志 

GSI_10 火山基本図・火山土地条件図整備 宗包浩志 

GSI_11 地殻活動データベース整備・更新 宗包浩志 

気象庁  JMA_01 地震活動・地殻変動監視の高度化に関する研究 小林昭夫 

JMA_02 地殻変動観測等に基づく火山活動評価の高度化に関する研究 鬼澤真也 
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JMA_03 火山活動に伴う地殻変動の把握及び評価 菅井明 

JMA_04 地球電磁気学的手法による火山活動評価の高度化 藤原善明 

JMA_05 化学的手法に基づく火山活動監視・予測に関する研究 高木朗充 

JMA_06 地震動・津波即時予測の高度化に関する研究 林 豊 

JMA_07 火山噴出物の監視技術とデータ同化に基づく輸送予測に関する研究 新堀敏基 

JMA_08 火山活動の総合判断 中村政道 

JMA_09 地震観測、地殻変動観測 宮岡一樹 

JMA_10 潮位観測 鈴木博樹 

JMA_11 地磁気精密観測 仰木淳平 

JMA_12 全国における火山観測の強化 長谷部大輔 

JMA_13 地磁気観測成果のデータベース化 谷口秀隆 

JMA_14 全国地震カタログの作成 森脇健 

JMA_15 火山現象に関する基礎データの蓄積と活用 小久保一哉 

JMA_16 地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有 今村翔太 

JMA_17 防災・減災に関する知識の普及啓発 今村翔太 

海上保安庁  JCG_01 海洋測地の推進 三枝隼 

JCG_02 験潮 林王弘道 

JCG_03 海底地殻変動観測 石川直史 

JCG_04 海域火山観測 高梨泰宏 

北海道立総合

研究機構 
HRO_01 北海道内の活火山の地球物理学的・地球化学的モニタリング 高橋良 

HRO_02 津波による最大リスク評価手法の開発と防災対策の実証的展開 仁科健二 

山梨県富士山

科学研究所 
MFRI01 富士山の事象系統樹を精緻化するための噴火履歴の研究 吉本充宏 

MFRI02 火山モニタリングと地下水流動把握のための多点連続重力観測 本多亮 

公募研究  KOBO08 
行政等が所有する宏観異常現象に関わるデータを用いた地震発生の

確率予測 
織原義明 

KOBO17 富士山頂における全磁力通年観測 佐柳敬造 

KOBO19 東京海洋大学練習船での海底地殻変動観測 中東和夫 

KOBO21 石基組織から読み解く北海道摩周火山の噴火推移過程 佐野恭平 

KOBO22 
活火山火口湖の水・熱・化学物質収支の長期評価と火山活動変動との

関係について：蔵王山と御釜 
知北和久 

KOBO23 阿蘇中岳火山灰の岩石磁気的性質の時系列変化に関する研究 望月伸竜 

KOBO25 
GNSS-A海底測地観測データの高精度化に向けた精度評価システム

の構築 
横田裕輔 

KOBO26 
地震先行VLF帯電磁波強度減少研究のための超小型衛星：Prelude

のフライトモデル制作 
児玉哲哉 

KOBO27 
水蒸気噴火を起こす火山の活動把握：火山ガス・火口湖水・温泉水等の

化学分析に基づく地球化学的アプローチ 
大場武 

KOBO28 
火山活動推移における分岐の要因の解明：蔵王山、過去約 800年間の

噴出物の事例研究 
伴雅雄 

拠点間連携共

同研究 
CTOC01 巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパラダイム構築の推進 

加藤尚之・ 

松島信一 

CTOC20 不確実性を考慮した浅部地盤の非線形応答評価手法の検討 上田恭平 

CTOC21 即時建物被害予測技術の高度化 楠浩一 

CTOC22 津波被害予測における震源モデルの不確実性の評価 宮下卓也 

CTOC23 
リアルタイム地震情報配信手法の高度化に向けた地盤特性の影響度

評価 
倉田真宏 

CTOC26 
1m-LiDAR DEMを用いて検出された地すべりなどの不安定土塊の微

動及び地震動観測による相対的危険度評価 
齊藤隆志 
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CTOC30 
ばらつきを考慮したハザード想定結果の「受け取られ方」に関する評価

研究 
牧紀男 

CTOC31 地震および豪雨による斜面災害発生個所の事前予測方法の統合 齊藤隆志 

CTOC32 巨大地震によるマルチハザードリスク評価手法に関する検討 松島信一 

CTOC33 
活断層末端の活火山地域における大規模斜面崩壊の発生予測に関す

る研究 -1858年（安政五年）立山，鳶崩れを例として- 
金田平太郎 

CTOC34 
桜島大規模噴火による大量軽石火山灰降下に対する事前広域避難に

向けた実践的研究 
大西正光 

CTOC35 
活断層により形成される盆地端部構造と歴史地震の被害分布との関係

に関する研究 
松島信一 

CTOC36 連続地震動観測による⼤規模地すべりの再活動危険度評価 王功輝 

CTOC37 日本の強震観測点における ESG研究成果の収集および分析 山中浩明 

CTOC38 
リスクコミュニケーションを推進するための地震・火山災害に関する意

識調査の標準的な質問紙設計とその有効性の検証 
秦康範 

CTOC39 1923年関東地震の木造建物被害率に基づく震源破壊プロセスの解明 伊藤恵理 

CTOC40 
既存在来木造建物に大きな被害を引き起こす地震動の発生要因に関

する研究 
境有紀 
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計画推進部会および総合研究グループ等別の成果 
 
「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進について（第２次）」(建議)に示された実施内

容について，令和４年度の成果を計画推進部会および総合研究グループ等別に学術報告として取りまとめた。 
この報告は，地震・噴火予知研究協議会１）に設置された８の計画推進部会と分野横断で取り組む総合研究

を推進する体制として５の総合研究グループ，及び地震火山観測研究を災害研究に結びつけるための共同研

究を実施する東京大学地震研究所と京都大学防災研究所の拠点間連携委員会２）の責任で編集したものである。 
この報告に基づいて，難解な学術用語をなるべく言い換え，平易な文章で表現して書き直したものが，本

編の「令和４年度の成果の概要」である。本編の「令和４年度の成果の概要」の内容について，さらに詳細

を知りたい場合，原著論文を参照したい場合には，以下の報告をご参照いただきたい。 
 
〇東京大学地震研究所 地震・火山噴火予知研究協議会 
 
「地震（現象解明）」計画推進部会長  飯高 隆（東京大学大学院情報学環） 

副部会長  望月公廣（東京大学地震研究所） 

副部会長  岡田知己（東北大学大学院理学研究科） 
「地震（長期予測）」計画推進部会長  西村卓也（京都大学防災研究所） 

副部会長  宍倉正展（産業技術総合研究所） 
「地震（中短期予測）」計画推進部会長 中谷正生（東京大学地震研究所） 

副部会長  川方裕則（立命館大学理工学部） 
「火山」計画推進部会長    中道治久（京都大学防災研究所） 

副部会長  前野 深（東京大学地震研究所） 

「災害誘因評価・即時予測」計画推進部会長 太田雄策（東北大学大学院理学研究科） 
   副部会長  為栗 健（京都大学防災研究所） 
「防災リテラシー」計画推進部会長   高橋 誠（名古屋大学大学院環境学研究科） 

副部会長  井ノ口宗成（富山大学都市デザイン学部） 
「史料・考古」計画推進部会長  榎原雅治（東京大学史料編纂所） 

副部会長  山中佳子（名古屋大学大学院環境学研究科） 
「観測研究基盤」計画推進部会長  鶴岡 弘（東京大学地震研究所） 

副部会長  青山 裕（北海道大学大学院理学研究院） 
「南海トラフ沿いの巨大地震」総合研究グループリーダー   伊藤喜宏（京都大学防災研究所） 
「首都直下地震」総合研究グループリーダー    酒井慎一（東京大学大学院情報学環） 
「千島海溝沿いの巨大地震」総合研究グループリーダー   高橋浩晃（北海道大学大学院理学研究院） 
「桜島大規模火山噴火」総合研究グループリーダー   井口正人（京都大学防災研究所） 

「高リスク小規模火山噴火」総合研究グループリーダー   大湊隆雄（東京大学地震研究所） 
 
〇東京大学地震研究所・京都大学防災研究所拠点間連携共同研究委員会 

  研究代表者 松島信一（京都大学防災研究所） 
               研究代表者 加藤尚之（東京大学地震研究所） 
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１） 東京大学地震研究所には，災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画で立案された研究を推進することを目

的に設立された地震・火山噴火予知研究協議会がある。ここでは，本観測研究計画に参加する全国の大学等が連携し，

研究機関と協力しながら研究を推進している。また，科学技術・学術審議会測地分科会地震火山観測研究計画部会で

は，大学，研究機関，行政機関が連携して計画の推進を図っている。地震・火山噴火予知研究協議会には，災害の軽

減に貢献するための地震火山観測研究計画の，効率的かつ調和的な実施を推進するために，８の計画推進部会と５の

総合研究グループが設置されている。 

２） 「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利

用・共同研究拠点」である京都大学防災研究所は，地震や火山噴火の現象解明・予測の研究成果を災害軽減につなげ

るための組織的な共同研究を実施するために，拠点間連携共同研究委員会を設置している。 
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１（１）地震（現象解明） 

            

                「地震（現象解明）」計画推進部会長 飯高 隆 

                        （東京大学・大学院情報学環） 

                             副部会長 望月公廣 

                          （東京大学・地震研究所） 

                             副部会長 岡田知己 

                          （東北大学・理学研究科） 

 

地震や火山噴火が多発する我が国において，地震，火山噴火に伴う現象を理解し，これらによる

災害を減少させることは重要な課題である。そのため，災害軽減に貢献することを目指して，地震・

火山の観測研究を推進することの意義は大きい。地震がいつ，どこで，どのようなメカニズムで，

どのような頻度で発生したかについての解明は基本的な情報を与える。地震現象の根本的な理解を

深めるためには低頻度大規模現象を含む地震現象の多様性について特性を理解し，それらの現象が

発生する仕組みや発生する場について観測研究・理論研究・実験研究の多方面からアプローチする

ことが大切である。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（２）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明 

低頻度で大規模な地震現象の研究では，長期間における地震活動を把握する必要があり，史料や

考古学的データや地質データ等の長期間にわたるデータの解析に加えて近代的な観測データを用

いた解析を行い，研究を進めていく必要がある。2011 年３月 11日に，M9という巨大な地震の発生

を経験した我々は，低頻度でも巨大な地震がいかに甚大な被害を及ぼすのかを実体験した。低頻度

の巨大地震については，その災害を想定し対策を講ずることが非常に重要である。その現象の発生

が低頻度であるがゆえに，我々はその実像をはっきりと理解することが難しいが，様々な観測や実

験によって現象を明らかにすることが重要である。 

日本海溝および千島海溝根室沖でのプレート境界浅部の固着・すべり状態を定量評価することを

目的とした GNSS-A 観測を継続した研究がなされた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]）。

2022 年５月に傭船(第三開洋丸)およびウェーブグライダーによって根室沖での観測を実施したほ

か，６月と 10 月に日本海溝沿いでの観測がウェーブグライダーにより実施された。その結果，根

室沖の海溝陸側斜面に設置されている２観測点で約 7 cm/年の変位速度が得られた（図１）。これ

はプレート境界において，プレートが浅部まで固着していることを強く示唆する結果である。上下

動に関しては，３観測点とも沈降傾向が見られるものの，船舶とウェーブグライダーという異なる

プラットフォームによる観測間で機器によるオフセットが生じてしまう問題があり，他の観測点の

データとも合わせたオフセット推定の必要性があることがわかった（東北大学災害科学国際研究所 

[課題番号：IRID02]）。日本海溝沿いの水平変位速度の分布については，中部（宮城県沖）で粘弾

性緩和による陸向き変位が卓越する状況が継続している一方で，北部（三陸沖）・南部（福島県沖）

では，陸向き変位速度の増加あるいは海溝向き変位速度の減少傾向が，それぞれの海域で認められ，

東北沖地震後の余効変動の空間パターンが時間変化していることが示唆された（東京大学地震研究
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所[課題番号：ERI_05]）。 

2011 年の東北沖地震（M 9.0）では，地震に伴う断層滑りが「浅部プレート境界断層」（＝デコ

ルマ）に沿って海溝軸近傍まで到達し，結果として大きな津波が発生した。一方，これまでの多く

の研究では，流体（＝水）がデコルマの地震性すべりに深く関与していると推測されてきたが，デ

コルマの物性に関する知見は極めて限定的であった。特に，断層面の強度を規定する間隙水圧のデ

ータはデコルマに沿って全く得られていない。そこで，東北沖の日本海溝に発達しているデコルマ

の物性を解明するため，反射法地震探査データを高精度で解析した（東京大学大気海洋研究所[課

題番号：AORI01]）。海底下のＰ波速度構造モデル（図２）を用い，デコルマに沿って間隙水圧を定

量的に求めた結果，デコルマの間隙水圧が異常に高いことを発見した。 

メキシコ・ゲレロ州沖合で，2022 年３月末から４月初めにかけて，海底地震計の設置回収作業を

実施した。また，海底地震観測網の海底地震・測地観測網のデータを解析して，観測されたテクト

ニック微動と微小地震の活動域を残差地形及び重力異常と比較した（京都大学防災研究所[課題番

号：DPRI01]）。ゲレロ地震空白域の特に西側では，微小地震とテクトニック微動の両方がほとんど

発生しない領域（サイレントゾーン）の存在が既に指摘されている。サイレントゾーンは，局所的

な重力及び地形の特徴を示す残留重力及び残差地形分布の負の異常域に対応する。この負の異常域

は沈み込むプレート境界面が周囲と比べて相対的に窪む領域として解釈できる。一方，正の異常域

は，沈み込む前の海底地形とそこで得られる残差重力及び地形異常との比較から，沈み込む海山と

して解釈した。また，2017 年から 2019 年にかけて機械学習による検出で約 4000 の微小地震が検出

された。特に 2017 年 11 月からの１年間には，これまでの目視による検測数の約５倍の 2500 イベ

ントが検出された。得られた微小地震の震央の多くは海岸線付近に分布し，ゲレロ地震空白域のサ

イレントゾーン内にはほとんど分布しない。つまり，ゲレロ地震空白域内の顕著な残留重力及び残

差地形の負の異常域から解釈されるプレート境界面上の相対的な窪み域では微小地震はほとんど

発生していない。さらに，ゲレロ地震空白域を含む沖合で発生する微小地震及びテクトニック微動

の震央の多くは，残差重力・地形異常が正から負に遷移する領域に多く分布する。つまり，明瞭な

正または負の異常域では，微小地震とテクトニック微動のような小さなファスト地震及びスロー地

震のいずれも発生していないことがわかった。 

 

（３）地震発生過程の解明とモデル化 

地震発生過程の解明とモデル化においては，観測結果や実験結果の解析から理解が進んだ。スロ

ー地震発生域のプレート境界では延性的なマトリックス中に脆性的なブロック体が混在し，特異な

レオロジーを示すことが示唆されている。その際に非球状の鉱物粒子が示すレオロジーを微視的観

点から解明することは摩擦の物理における重要課題になっている。しかし，非球状な粒子を扱うシ

ミュレーションは技術的困難が多く，これまで地震発生論分野では研究が進んでいなかった。そこ

で非球状粒子のレオロジーの微視的メカニズム解明に資するための数値計算コード開発を開始し

た（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_04]）。圧縮・剪断・一定圧力・一定体積などさまざまな境

界条件に対応するコードを実装し，その基礎的な挙動を確認した。単純剪断で定常状態を実現した

シミュレーションにおいては，レオロジー特性が形状因子にはさほど依存せず Herschel-Bulkley

型の構成法則を満たすことを確認した。 

深部地殻の強度は地震発生の理解に重要な基礎情報である。深部地殻変形を支配すると期待され



99 

る石英について，過去に固体圧式変形試験機を用いて行われた含水天然石英岩（瑪瑙）の高温高圧

変形実験における流動応力は，変形条件への依存性が系統的でなく，パイロフィライト圧媒体の内

部摩擦の補正が課題となっていた。そこで，このデータの補正を目的として，温度 800 ℃，封圧

0.8 GPa における試料アセンブリの内部摩擦を求め，差応力を精密に決定する手法を確立した（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_06]）。さらに，実験回収試料を解析し，転位クリープの力学特性

とも密接に関係する動的再結晶組織の発達過程が，石英結晶のすべり系に依存することを明らかに

した。 

通常の地震の発生予測については，点過程を用いた ETAS モデルや，更新過程を用いた繰り返し

地震の予測手法が存在するが，テクトニック微動などのスロー地震活動については予測手法が確立

していない。そこで更新過程に短期相互作用と長期ローディングの効果を取り入れた予測手法を開

発し，西南日本の微動に適用した。予測性能は期待通りであったが，同時に地域的なテクトニクス

の違いによる予測パラメータの違いを示すことができた（東京大学理学系研究科[課題番号：

UTS_03]）。 

マクスウェル粘弾性体中の地震サイクルシミュレーションでは，速度弱化パッチが地震サイクル

から永久固着に遷移することが知られている。この遷移の数学的構造を詳細に解析し，従来の弾性

体内断層の地震性・非地震性滑り遷移が渦状点の Hopf 分岐であるのとは違って，粘弾性系に特有

な鞍点が，地震性挙動に対応する渦状点に接近して接線分岐をおこす前に地震性リミットサイクル

に衝突して消失する，ホモクリニック分岐であることをつきとめた（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_06]）。 

熱・流体・空隙相互作用がある時の断層挙動を統一的に理解する枠組みを作る試みを開始した（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_06]）。そのような相互作用が重要であると考えられている事象

の一つに，稍深発地震の原因と目されるスラブマントルの蛇紋岩の脱水脆性化がある。長崎変成帯

のアンチゴライト蛇紋岩を用い，深さ 60 km の稍深発地震域に相当する封圧 0.6–1.7 GPa，温度

500–700 ℃で変形実験を行った。700 ℃でも脱水軟化および降伏が起きる場合と起きない場合があ

り，蛇紋岩の初期不均質(微小クラックの存在)の影響と考えられる。降伏した場合の試料では，実

験中に生じた断層剪断帯に集中して脱水反応の生成鉱物がみられ，断層の形成や剪断変形が脱水反

応を促進することが示唆された。これは正のフィードバックを生み，不安定現象を生み出すメカニ

ズムとなりうることがわかった。 

南西諸島北部域における海底地震観測では，令和３年度までの第１期・第２期データから震源決

定（観測点補正済み）した通常の微小地震に対して，Double-Difference 法による高精度相対震源

決定を適用した（鹿児島大学 [課題番号：KGSM01]）。その結果，2019年５月（第１期）に発生した

マイグレーションを伴う微動エピソードに先行して，M3 イベントを含む微小地震の震源が上盤内

で移動していることがわかった（図３）。一連の微小地震は，約 3～4 km/day の速さで南西から北

東方向へ移動し，その活動の終端付近から微動エピソードが開始していることから，両者の時空間

的な関係が示唆された。 

南アフリカの鉱山において，Cooke4 鉱山の採掘前線前方の応力集中域と Mponeng 鉱山の Mw2.2 の

地震発生場から掘削回収したコアを用いて，３次元応力場の拘束を試み，その推定に成功した（立

命館大学 [課題番号：RTM_01]）。また，余震発生帯をホストする地質構造から，角閃石・黒雲母と

ともに 20 wt%を超えるタルクが見つかったこと，粉末ガウジの摩擦係数が小さく速度強化性を示
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したことなどが示された（立命館大学 [課題番号：RTM_01]）。 

乾燥（5 %RH），室内（45 %RH），湿潤（100 %RH），加水の４条件で，速度ステップの摩擦すべり実

験を行い，摩擦構成則のパラメータ及び AE 活動の水蒸気量依存性を調べた。摩擦パラメータにつ

いては，おおむね，先行研究と同様に水蒸気圧の上昇に伴って b-aが大きくなる傾向が得られた一

方，先行研究と異なり乾燥環境でも速度弱化特性が示された（図４，東北大学理学研究科 [課題番

号：THK_02]）。また，日本列島内陸域の Mw3-7の地震のモーメントレート関数を系統的に推定・解

析することにより，中小地震の破壊の複雑性の多様性を明らかにした（図５，東北大学理学研究科 

[課題番号：THK_07]）。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化においては，多くの観測研究がなされ，重

要な成果が得られた。まず，海溝型地震の発生場について，日向灘で過去最大級とされている 1662

年日向灘地震について，浅部スロー地震の海底地震観測の成果や人工地震波を用いたプレート境界

の位置情報，東北地方太平洋沖地震で得られた浅部スロー地震と巨大地震大すべりの関係など最新

の地球物理学研究の知見を基に，新たな断層モデルを構築した（京都大学防災研究所[課題番号：

DPRI01]）。並行して実施した宮崎県沿岸部における津波堆積物の調査結果と断層モデルを用いた津

波による浸水シミュレーションにより，この断層モデルの妥当性を評価し，1662 年日向灘地震が M8

級巨大地震であった可能性を科学的に初めて示した。本研究の結果は，国や日向灘沿岸の地方自治

体における地震・津波に対する防災に役立つ基礎資料となり，すでに日向灘の地震活動の長期評価

に反映されている（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI01]，産業技術総合研究所[課題番号：

AIST04]と共同で実施）。 

四国南西部の土佐清水市から四万十市西土佐奥屋内を通って八幡浜市までの測線について，未解

析だった期間（2021 年１月～2022 年１月）のレシーバ関数を追加して，レシーバ関数イメージを

更新した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI02]）。スラブの傾きは，南側では約 10°であるが，

深部低周波地震の発生域付近より北側では約 20°と大きくなる。四国東部の海陽－米子測線での

スラブの傾斜 6°よりやや大きいことがわかった（図６）。 

ニュージーランド，ヒクランギ沈み込み帯北部のギズボーン沖の観測について，海底地震計波形

記録には，先行研究で確認された 120個以上の微動が見られることが視認されたため，なるべく完

全な微動活動の時空間分布を把握することを目的として，観測全期間にわたる海底地震計観測記録

のみを用いた解析を実施した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_08]）。その結果，2590 個の微

動が検出され，その多くは SSE が発生した直後からバースト的に発生した episodic なものであっ

た。SSE 発生期間前後以外の微動発生域は沈み込んだ海山の直上からアップディップ側の深さ 10～

15 km 程度に収まっているが，SSE 発生期間の前後では発生域が深さ 40 km 程度に拡大した。さら

にこの海域の微動について，そのエネルギーの推定を行った。今回求められた微動のエネルギーは

ほとんどが 102-106 Jに収束しており，特に 103-105 J に多くのイベントが集中している。微動のエ

ネルギー・レートは，多くのイベントが 101-103 J/s に収束していた。この結果から，この海域で

発生するテクトニック微動のエネルギーは，南海トラフ浅部をはじめ，東北沖や十勝沖のものと比

較して１桁以上小さいことがわかった。 

海底下で発生する地震は，陸域と比較して未だ実態の把握が大幅に遅れている。そこで，地震活
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動の現状把握と実態解明のために，広域かつ精緻な観測データをリアルタイムで取得する海底地殻

変動・地震活動観測技術システムを開発し，展開している（海洋研究開発機構[課題番号：JAMS02]）。

特に，巨大地震・津波の発生源として緊急性や重要性が高い海域を中心に三次元地殻構造や地殻活

動，断層物性，地震活動履歴等に係る調査を実施した。潮岬沖－四国沖の稠密測線で得られた反射

断面から，土佐碆トラフ近傍下にトラフ軸に沿った構造異常があることを見出した。構造異常の成

因は上盤プレート内の低速度帯である可能性が高い。この構造異常帯は 1946 年南海地震の滑り域

やプレート間の固着が強い地域と，ゆっくり地震が観測される地域の境界に位置しており，プレー

ト境界滑り様式の深さ方向での違いとの関連が示唆される。地震調査分野のビッグデータから得ら

れた南海トラフ全域の 3D 構造と地震発生様式との関連を調べ，それらの対応状況を明らかにした

（海洋研究開発機構[課題番号：JAMS02]）。 

スラブ内地震やマントルウェッジに関する研究も進められた。S-net 及び Hi-net で記録された

大量の近地地震走時データを用いて東日本前弧域の３次元Ｐ波・Ｓ波トモグラフィー解析を行った

結果，マントルウェッジと沈み込んでいる太平洋スラブに顕著な構造不均質が存在することがわか

った（東北大学理学研究科[課題番号：THK_05]）。特に，太平洋スラブは表面から 20 km の厚さ範

囲で蛇紋岩化マントルを示す高Ｐ波速度（Vp），高ポアソン比でイメージされたものの，2003，2021，

2022 年に福島沖〜宮城沖で発生した M7 級のスラブ内地震の余震分布に沿うように低 Vp 域が局在

することが明らかとなった（図７，東北大学理学研究科[課題番号：THK_06]）。 

海溝型地震震源域海底において，GNSS-音響測距結合方式（GNSS-A）による地殻変動観測を継続し

て実施した（海上保安庁[課題番号：JCG_03]）。日本海溝沿いにおける観測から，東北地方太平洋沖

地震の余効変動が続いていること，南海トラフ沿いにおける観測から，プレート境界固着の影響に

よる地殻変動を観測していることを示した。 

Hi-net 観測網の地震計特性を補正して低周波成分を抽出すると，空間的に連続したさまざまな

後続波が見られる。その中でＰ波直後の後続波に注目し，波動伝播シミュレーションも用いて検討

した結果，波形の震源深さ依存性を用いて震源の深さを推定できる可能性があることがわかった

（弘前大学[課題番号：HRS_01]）。また，東北地方太平洋沖地震の前後で内陸の地震活動が大きく変

化したことが知られている。これを，近年機械学習によって整備された微小地震まで含む震源メカ

ニズム解カタログをレシーバ断層として用いたクーロン破壊基準（ΔCFF）の観点から調査した。有

限断層モデルに基づいて計算されたΔCFF の空間ブロック平均から，東北地方北部と南部〜関東地

方にかけては，東北地震後の内陸地震のΔCFF が系統的に正に偏る，すなわち東北地震によって誘

発された可能性が示唆された。また東北地震前の定常的な活動に対するΔCFF は必ずしも正にはな

らず，地震によって内陸地震の発生が大きく変更を受けたことを強く示唆している（弘前大学 [課

題番号：HRS_01]）。 

内陸地震発生や火山活動を支配する場の研究においても多くの観測研究がなされた。有馬高槻断

層帯の北方の下部地殻内に，地震波反射体が存在することが知られている。これまで，満点計画に

よる稠密な地震観測網の波形データを活用して，反射体のイメージングが行われ，深部低周波地震

の震源域を下端とするような北落ちの反射体が推定されていた。しかしながら，これらにおいては，

単純な速度構造や一定傾斜の反射体を仮定していること，浅部のイメージングにおいて直達Ｓ波の

影響を除き切れていないことなどの問題があった。今回，新たに開発した深層学習を用いた走時読

み取りプログラムを用いて，満点計画の地震データの中で，未処理で震源決定も行われていなかっ
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たデータを解析に利用することを可能にした（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]）。さらに，

開発した走時読み取りプログラムを Fine TuningしてＳ波の反射波を読み取るモデルを作成するこ

とにより，約 14 万個という大量の反射波の走時を読み取り，イメージングを行うことが出来た。

また，深部低周波地震の震源決定に用いられている JMA2001 の速度構造を解析に用いること，およ

び，マイグレーション処理により反射体の傾斜を補正することで，反射体の上面の位置を精度よく

推定することに成功した。加えて，高周波帯域までのレシーバ関数解析を行うことにより，これま

で不明だった反射体の鉛直方向の構造を推定し，反射体が厚さ 5 km 以下の地震波低速度の薄い層

であることを明らかにした。これらにより，反射体は深部低周波地震の震源域で最も深く，そこか

ら浅部へ拡がっていることが明確となった。さらに，反射体の南北の端の水平位置を押さえること

により，主たる反射体が，深部低周波地震の震源域から有馬高槻断層帯へ向かって，南上がりの扇

形に拡がるように分布していることが分かった（図８，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]）。 

長野県西部地域の 10 kHz サンプリングと満点観測および周辺の定常観測点のデータを用いて，

地震メカニズムの逆解析により，2017 年６月の Mj5.6(気象庁の震央地名は長野県南部の地震)の断

層付近において，応力場の空間変化が推定された（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]）。この

中の領域において遠方の応力場に比べて，約 20 度の時計回りのσ１の回転が検知された。これは，

長野県西部地震による応力変化と背景応力場，および地震発生域より深部の逆断層における非地震

性すべりによる応力変化で説明できることが分かった。この付近の震源分布の下限は，深さ約 7 km

を最浅部とするアーチ状を示しているので， 深部の逆断層は，深さ 7.5 km を断層の上端として， 

東落ち傾斜 45°， すべり方向 65°を仮定した。非地震性すべりを起こす断層の平均すべり量は 6  

m， 背景応力場の主応力の方向は N125°Eとし， 差応力を 13 MPa とした。この非地震性すべりに

より，M5.6 の断層に応力集中を起こすことが可能であることがわかった（京都大学防災研究所[課

題番号：DPRI03]）。 

深部流体および火山体内部を含む浅部での流体循環の実態を明らかにするため，阿蘇カルデラを

含む九州中部，および姶良カルデラを含む九州南部のそれぞれの領域に分布する地下水について，

地殻流体の分布・循環についての研究が行われた（図９，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI04]）。

溶存元素組成データを統計解析し，組成的特徴とその空間分布の成因あるいは生成機構を推定した。

統計解析の方法は，白色化されたデータに基づくクラスタ解析を用いた。その結果，既存研究では

見出せなかったカルデラ内および外における浅部の流体循環，火山性成分の循環，および沈み込ん

だプレート由来と考えられる深部流体を見分け，その分布と地質学的構造との間の関連性を，初め

てクリアに捉えることに成功した。特に，九州中部地域においては，有馬型の深部流体が，別府島

原地溝帯南縁や大きな断層帯に沿い，かつ前弧から背弧に存在し，九州中部が広範囲に深部流体の

フラックスを受けていることが分かった（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI04]）。 

地震発生ポテンシャルを評価するうえで重要なものの一つは下部地殻から地震発生層への応力

載荷が挙げられる。下部地殻内の粘性不均質に起因する局所的な非弾性変形は地震や歪み集中帯の

成因に対して重要な役割を果たしている可能性があるが，その影響を評価するためには，下部地殻

の変形を検出する必要がある。九州の GNSS 観測点の定常的な変位速度を用いた，下部地殻の非弾

性歪速度およびプレート間の固着分布の推定が行われた（九州大学[課題番号：KYU_01]）。推定の結

果，プレート間の固着分布はこれまでの先行研究に類似した分布が得られた一方で，下部地殻の非

弾性歪み速度の分布は周辺のテクトニクスを反映したと思われる特徴的な分布を示した (図 10)。
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推定された地殻下部の非弾性変形とプレート間カップリングを用いて計算された応力変化は，九州

の内陸地震が地殻下部の非弾性変形の影響を強く受けていることを示している。また，上部地殻の

偏差応力場との比較から，別府島原地溝帯の南側に多くの弱断層からなる shear zone が存在する

ことが示唆された。 

福岡県警固断層周辺で 2021～2022 年に広帯域 MT 観測を行い，得られた 65 点のデータを用いて

３次元比抵抗構造を推定した（九州大学[課題番号：KYU_01]）。その結果，警固断層の北西端付近 

(2005 年福岡県西方沖地震の地震断層の南東端) および警固断層の南東端付近に低比抵抗体がイメ

ージングされた。警固断層は両低比抵抗体に挟まれた比較的高比抵抗な領域に位置している。警固

断層の走行と 2005 年福岡県西方沖地震断層の走行は，およそ 10°のずれがあるが，低比抵抗体が

破壊に対するバリアとして働き，断層走行が変化していることが示唆された。また，福岡県西方沖

地震断層の余震分布の下限は低比抵抗体の上面と一致する。道東および警固断層で見られた内陸地

震発生域が２つの低比抵抗体に挟まれた場所であるという結果は，2016 年熊本地震の結果と類似

していることがわかった。 

いわきの地震活動域から新潟に延びる測線において電磁気学的構造について，３本の測線におい

て解析を行った（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_09]）。中央の測線の構造では測線上において

上部地殻からマントルにかけて３つの領域で低比抵抗域が検出できたことが報告されている。ひと

つは火山フロント中心部の低比抵抗域であり，マントルから地殻中部まで見られた。２つ目は火山

フロントの前面部に位置し地殻中部に存在する低比抵抗域である。３つ目は，測線の西端での上部

地殻に存在する低比抵抗域である。この特徴的な構造は，他の２つの測線でも見られた。中央の測

線の結果同様に，火山フロントの背弧側に顕著な低比抵抗域がマントルから地殻にかけて見られた。 

また，庄内平野で取得したデータについても，さらにデータを増やして解析を進めた。南北に近

い５つのラインに沿う比抵抗構造の鉛直断面図において，震源分布と比抵抗構造を比較すると，地

震発生層の下限が浅部の高比抵抗とその下の低比抵抗の境界と対応していることがわかった。日本

海に近くでは上部地殻の高比抵抗域が厚くなり，地震発生層も厚くなるのに対して，脊梁山脈の近

くでは上部地殻の高比抵抗域が薄くなり，地震発生層も薄くなることが分かった。また，定量的評

価として地震発生層の下限の下の地殻の比抵抗値はおおよそ3～100 Ωmであることが分かった（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_09]）。 

箱根火山周辺域における群発地震の発生メカニズムの解明をさらに進めるため，2000年から 2020

年までの期間における相似地震の検出を行った（東北大学理学研究科[課題番号：THK_02]）。群発地

震の震源分布は，西北西―東南東方向のほぼ鉛直な面状に集中して発生していることが分かった。

得られた相似地震から非地震性滑りの履歴を推定し，近傍の神奈川県温泉地学研究所湖尻観測点

(KZR）の傾斜計記録との比較を行った。非地震性滑りの加速と同時期に西南西方向へ傾き下がる有

意な傾斜変動が観測されており，群発地震に伴う非地震性すべりの発生が示唆された。 

2020 年末ごろから能登半島北東部で発生している群発地震の震源分布を高精度に決定し，それ

らの地震が面構造を用いて深部から浅部へ移動していたことを明らかにした（図 11，東北大学理学

研究科[課題番号：THK_02]）。また群発地震開始部付近にみられた環状震源分布とＳ波反射面を根

拠に，マグマ活動に関係した構造が群発地震を発生させた流体供給に寄与した可能性を示した。さ

らにこの群発地震震源域周辺で行った合同臨時観測データを用いて，地震波速度構造の推定を行い，

高間隙圧流体を示唆する高 Vp/Vs領域を震源域付近に確認した。また，常時微動表面波トモグラフ
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ィー手法を高度化し，S-net データに適用して３次元 S 波速度構造を推定した。流体を多く含むと

考えられる堆積層および海洋性地殻に対応する低速度領域のイメージングに成功した（図 12，東北

大学理学研究科[課題番号：THK_02]）。 

東日本各地での絶対重力測定に関しては，松代以外に，弟子屈（北海道），蔵王（宮城県），富士

山（山梨県）において実施した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_10]）。弟子屈および蔵王で

は，それぞれ産業技術総合研究所および東北大学と協力し，超伝導重力計の経年的なドリフトを検

定する作業を進めている。富士山では，山麓と中腹とで２台の絶対重力計を同時に動かし，重力値

の差を精密に決定した。これによって，サーベイなどに使用する相対重力計の感度検定に有用な測

線を構築することができた。 

内陸地震の発生過程を理解すべく海外での観測研究もおこなわれた。2016年ニュージーランド・

カイコウラ地震の震源域の応力場を推定し，Slip Tendency (ST) 解析によりカイコウラ地震を構

成する小断層群の応力場に対するすべりやすさを確認した（東北大学理学研究科[課題番号：

THK_01]）。震源に対応する断層では高い ST 値が確認され，応力場に対してすべりやすい断層であ

ることが確認された一方，すべりの終端に対応する断層では，低い ST 値が確認され，応力場に対

してすべりにくい断層であることが確認された。また，各小断層のすべり方向は応力場により概ね

説明できることがわかった。 

内陸断層の深部における地震発生と塑性流動の関わりを明らかにするための地質調査，地質調査

に対応した岩石変形の解明のための実験を行った（産業技術総合研究所[課題番号：AIST05]）。塑性

変形した岩石から応力と歪を石英の動的再結晶微細構造から読み取る手法を確立した。また，Na端

成分斜長石の焼結方法を確立した。 

熊本地震による粘性変形を補正した上で余効すべりとマグマだまりの体積変化の同時推定を試

みた（国土地理院[課題番号：GSI_01]）。予察的な結果ではあるが，地震後に顕著に見られた阿蘇カ

ルデラ内の沈降が，阿蘇カルデラ内の２枚の断層面における正断層的なすべりで説明できること，

また，阿蘇山のマグマだまりの体積変化には地震をはさんだ顕著な変化はあまり見られず，2015-

2016，2019，2021 の火山活動活発化に対応した体積膨張が見られることがわかった（国土地理院 

[課題番号：GSI_01]）。 

地震発生場の解明とモデル化においては，シミュレーションを用いた解析も行われている。東北

沖地震 10 年間の余効変動に関する論文と簡単な２次元モデルから，マントルウェッジの非線形・

深さ依存レオロジー，火山前線の下の低粘度ゾーンなど，個々のレオロジー不均質性の寄与を明ら

かにした。これらを明らかにするには地震後の垂直変動及びその時系列が重要な観測であることか

ら，レオロジー的不均質を含んだ力学モデルと稠密観測が，沈み込み帯の地震サイクルにおける

様々な変形を包括的に理解する上で重要な役割を果たす可能性を示した（図 13，東北大学理学研究

科[課題番号：THK_07]）。 

地下の弾性定数・密度の不均質構造，自己重力を考慮した球モデルにより地震時の重力変化を計

算する基本的な手法が完成した（東京大学理学系研究科[課題番号：UTS_02]）。また，既存のモデ

ルとの比較により球モデルの優位性を評価した。具体的には，東北地方太平用沖地震で観測された

震源付近の海底測地データと遠地の陸上 GNSS データが球モデルでは整合的に説明できることを，

半無限モデルとの比較により示した。また，弾性定数や密度の水平不均質が地震時の重力変化に与

える影響を定量的に評価し，衛星重力観測の精度を高めることでそれらが検出可能なことを示した。 
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温泉溶存ガスの連続を精度良く実行する観測評価システムを製作するとともに，温泉溶存ガスの

濃度変化の観測結果によって深部低周波地震を検出できるかどうかを明らかにするために，深部低

周波地震の震源域があって第四紀火山が確認されていない，紀伊半島南部の温泉で現在観測が行わ

れている（東京大学理学系研究科[課題番号：UTS_04]）。本宮観測点では 2021 年６月 24日から約

半年の間観測を行った。この間の通常の地震は４回，深部低周波地震は 25 回あったが，これらに

応答するような溶存ガス組成の特徴的な変化は観測できなかった。川湯観測点では 2022 年１月 11

日から約半年の間観測を行った。この間の通常の地震は４回，深部低周波地震は 28 回あったが，

これらに応答するような溶存ガス組成の特徴的な変化は観測できなかった。大紀観測点では 2022

年 12 月 15日から観測を継続している。観測期間がまだ短いので，組成の変動はまだ評価できない

が，この間の通常の地震は０回，深部低周波地震は６回あったが，これらに応答するような溶存ガ

ス組成の変化はまだなく，今後見極めていく必要がある。 

ビッグデータの解析やデータベースの公開の研究も進んだ。日本全国の地殻内応力マップに関す

る論文を公表し，その結果を産業技術総合研究所の地殻応力場データベースで公開した（産業技術

総合研究所[課題番号：AIST07]）。不均一応力場の成因に関して，今年度は福島県浜通り周辺の正断

層場について検討を行った。S-net データを活用し，海陸データを統合して震源再決定を行った。

その結果，多くの震源は気象庁カタログよりも浅い位置に再決定されたが，依然として太平洋プレ

ートから陸に向かって延びる分布が確認できた。これらの地震のメカニズム解は様々なタイプを示

すが，応力テンソルインバージョンにより推定した応力場は正断層場に近い場であり，分岐断層が

正断層すべりを起こし得ることが示された（産業技術総合研究所[課題番号：AIST07]）。 

 

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

ア．強震動の事前評価手法 

現代の地震観測で得られる知見を史料の分析結果と結びつけ，歴史地震の震度を検証および定量

化したいと考え，2020 年９月から東京都文京区根津周辺における稠密観測が継続されている（東京

大学地震研究所［課題番号：ERI_15］）。安政江戸地震の揺れの検証を目的のひとつとし，観測点は

同地震の被害史料の分析から被害場所が特定できた地点とその近隣地点にした。2023 年２月時点

では 11 点で観測をしている。暫定的な結果では，観測点ごとの卓越周波数や振幅の違いが確認で

きている。 

東北地方にある２つの強震観測点の地下構造を推定した（弘前大学[課題番号：HRS_01]）。微動ア

レー観測を行い，地盤調査結果を踏まえて比較的表層のＳ波速度を逆解析した。さらに，地震記録

を収集して深い地盤構造の影響を拡散波動場理論によって確認した。K-NET 青森では，微動アレー

の結果から深さ約 100 mまでＳ波速度を推定した。２つめの強震観測点は，気象庁で階上町道仏観

測点と呼ばれている観測点である。ここでは，深さ約 16 m までボーリング調査を行い，速度構造

を求めた。この地点では，地盤応答の非線形性についても検討した（弘前大学[課題番号：HRS_01]）。 

 

５．研究を推進するための体制の整備 

（３）研究基盤の開発整備 

イ．観測・解析技術の開発 
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地震の現象解明を目指した観測機器の技術開発の研究も行なわれている。海底面設置型の広帯域

地震・傾斜観測システムの開発と高度化が進められた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_23]）。

房総半島沖で繰返し実施している次世代型広帯域海底地震・傾斜計（BBOBST-NX）による長期海底傾

斜観測の，機器近傍の水温を含む２年以上のデータが 2020 年に得られた。これにより傾斜データ

の水温依存性が約-30 micro rad/℃の温度係数で明確に存在しており，0.1 ℃度以上の温度変動が

あると有意な傾斜変動を判別するのに問題となることが分かった。この水温変動の影響を対症療法

的に除去する手法開発を進めると共に，その要因となり得る広帯域地震センサー内部で高精度な温

度変化記録を陸上の実験室内で試験計測した。 

 

 

これまでの課題と今後の展望 

低頻度大規模地震の現象解明においては，千島海溝沿いや三陸沖に設置された観測機器による海

域観測が進められており，データが蓄積されている。海溝近くの観測点でもプレートの沈み込みの

方向に大きく動いていることから，プレートが浅部までカップリングしていることを示した。海域

でのGNSS-Aによる海底地殻変動観測は，ウェーブグライダー等の新しい技術開発によって，高密度

高頻度での観測が可能となりつつあり，より精度の良いデータがとられることが期待される。また，

S-netを用いた解析も進み，海域でより精密な構造が得られつつある。このことは今後のシミュレ

ーション等のより正確な解析に貢献するものと思われる。南海トラフにおける海底地殻変動の観測

においては安定した精度でデータが得られつつあり，モニタリングが可能となりつつある。プレー

トの沈み込みに伴う浅部微動の解析は，国内外の観測で進められており，それぞれの沈み込み帯で

得られた結果を比較検討し，それぞれの地域の特徴の類似・相違点を明らかにしたうえで，現象を

普遍的に捉えた研究がなされるものと期待される。また，微小地震と浅部微動の震央分布の時空間

的関係についての検討が進み，お互いに影響を及ぼしあっている可能性について示唆される結果が

得られつつある。GNSS-A観測点の設置が進んでいない日向灘から南西諸島北部域にかけては，小繰

り返し地震を用いた累積すべり量の時間変化を用いることにより，変化の検出を試みている。スラ

ブ内地震の現象の理解においてはS-net等を用いた詳細なトモグラフィー結果が示され，スラブ内

地震がアウターライズ断層や流体と関係している可能性が示され，理解が進んでいる。 

深層学習の技術を取り込んだ地震波の到達時刻を読み取る技術が進み，多くのデータの解析が可

能となり，ビッグデータを用いた解析へと進みつつある。群発地震の原因として，地殻内流体を含

む反射面との関係の理解が進み，群発地震の発生においては地殻内流体の影響が大きいという考え

が支持された。 

地震の滑りについては室内実験等の研究も進んでおり，プレート境界地震や内陸地震の断層の挙

動についての理解が進んでいる。また，シミュレーションの研究も進んでおり，多くの成果が得ら

れつつある。これらの得られた結果を実際の地震現象にどのようにつなげていくかが重要であるよ

うに思われる。このように，プレート境界地震やプレート内地震や内陸地震において，様々な研究

対象や分野で多様な成果が得られつつある。今後は地震現象の総括的理解を目指していく必要があ

る。また，得られた個々の成果や全体像を他部会へとつなぎ，発生の予測や災害軽減にどのように

つなげていくかを考えて進めていくことが重要である。 
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図１．GNSS-A観測で得られた日本海溝から千島海溝南部における水平変位速度（対オホーツクプレ

ート）。2012年からの平均変位速度を示す。ただし，根室沖の観測（赤破線枠内）は 2019年，三陸

沖の新設観測点（赤星印）は 2020 年に観測を開始した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]）。 

  



117 

 

図２．東北沖の日本海溝を横切る反射法探査測線 D13 の地殻構造とＰ波速度構造モデル。図中の数

字はＰ波速度，A，B，Cはグラーベン構造（東京大学大気海洋研究所[課題番号：AORI01]）。 

 

 

 

図３．浅部微動の震央分布と時空間分布。震源決定された浅部微動のうち，第３期観測で推定され

たものを赤〇，第 1～２期観測で推定されたもの（令和３年度までに報告済）を青〇で示す。白と

黒の□はそれぞれ，第 1～２期，第３期の海域地震観測点を示す（鹿児島大学[課題番号：KGSM01]）。 
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図４．実験で得られた，二つの状態変数を持つ速度状態依存摩擦構成則の摩擦パラメータの水蒸気

分圧依存性（東北大学理学研究科[課題番号：THK_02]）。 
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図５．日本列島内陸域の Mw3-7の地震のモーメントレート関数の系統的な推定（東北大学理学研究

科 [課題番号：THK_07]）。 

 

 

(a)                             (b) 

 

図６．(a) 測線図。（b）測線 CC’におけるレシーバ関数イメージ。レシーバ関数の正の振幅を赤で，

負の振幅を青で示す。ST と OM を付した線は，それぞれフィリピン海スラブの上面とスラブ内の海

洋モホ面と解釈される。白丸は深部低周波時地震，黒丸は通常の地震を示す（京都大学防災研究所

[課題番号：DPRI02]）。 
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図７．福島沖〜宮城沖前弧域の３次元地震波速度分布 (a，c，e)とポアソン比分布 (b，d，f)。左

図広域マップに黒線で断面位置を示す。スラブ表面に局在する低 Vp異常で M7 級スラブ内地震断層

（赤破線）が活動した（東北大学理学研究科[課題番号：THK_06]）。 
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図８．有馬高槻断層帯の北方の下部地殻内のＳ波の reflector。(A)は深層学習を活用して推定され

た S波 reflectorの上面，(B)は(A) の測線に沿う南北断面における反射強度の断面図(加藤, 2022)。

一番外側のコンターが reflectorとする反射振幅の閾値 (median-σ)に対応している。(C)と(D)は

Aoki et al. (2016)，(E)と(F)は Katoh et al. (2018)の結果。(B)，(D)，(F)は(A)上の測線の南

北断面図。各図の星印は気象庁一元化震源における深部低周波地震。(D)の赤い丸印は測線から幅 5 

km 以内で Aoki et al. (2018)が解析に使用した地震，青い線はグリッドに含まれるデータ数が

50000 個の等値線。(E)および(F)の青い線はグリッドに含まれるデータ数が 10000 個の等値線。黒

線は活断層（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]，中田・今泉, 2002）。 

  



122 

 

図９．地下水・湧水の溶存成分組成に基づく８つのクラスタの地理的分布。阿蘇カルデラ内の同心

円構造（左上図）と流体循環（右上図：クラスタ１～４は，外輪山への降水が 20 年程度かけてカル

デラ内（および外）に浸透・湧出したもの。クラスタ７は，中央火口丘への降水が浸透・湧出した

もの）。広域での８つのクラスタの地理的分布。別府―島原地溝帯や布田川・日奈久断層帯などの大

きな構造線沿いに有馬型塩水が出現することなど，地下水の組成・起源と，空間分布に強い関係性

があることが分かった（下図）（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI04]）。 

 

 

 

図 10．GNSSデータから推定した下部地殻の非弾性変形とプレート境界のすべり分布（九州大学[課

題番号：KYU_01]）。 
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図 11．能登半島北東部の群発地震活動中に発生した 2022 年 M5.4 地震の断層面における地震の震

源分布。色は発生順を表す（東北大学理学研究科[課題番号：THK_02]）。 

 

 

 

 

図 12．S-net データを用いた常時微動表面波トモグラフィーにより推定した３次元Ｓ波速度構造。

破線はプレート境界上面モデルを表す（東北大学理学研究科[課題番号：THK_02]）。 
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図 13．非線形レオロジーを使用した余効変動モデル (Dhar et al., 2023)。a）線形，べき乗レオ

ロジーによる地表変動（実線はコールドノーズあり，点線はコールドノーズなし）。べき乗レオロジ

ーの方が，震源に近い部分でのみ変形小さい（ただし，両者の定常粘性率はほぼ同じ値を採用して

いる）。b）レオロジーによる粘性歪み分布の違い：べき乗（上），線形（下）。べき乗レオロジーの

方が，震源に近い部分で粘性の低下により粘性歪が発生するが，線形モデルではモデル領域全体で

変形している。これが a)での全体の変形量の幅を決めている（東北大学理学研究科[課題番号：

THK_07]）。 
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１（２）地震（長期予測） 

            

                 「地震（長期予測）」計画推進部会長 西村卓也 

                              （京都大学防災研究所） 

                              副部会長 宍倉正展 

                              （産業技術総合研究所） 

 

大地震の長期予測は，日本国内では地震調査研究推進本部による長期評価という形で

実施され，その評価結果は全国地震動予測地図などの形で社会に公表されている。おも

に過去の地震の発生履歴に基づいて行われてきた大地震の長期予測は，災害軽減や防災

対策の立案に役立てられることが期待されるが，大地震の発生は極めて低頻度な現象で

あるため，長期予測には大きな不確定性が伴っている。本部会では，地形・地質データや

史料・考古データを活用して地震の発生や地殻変動の履歴を解明する手法の高度化を進

めるとともに，各地域での調査から過去の履歴データを蓄積して，大地震の予測精度の

向上を目指した観測研究を行う。さらに，これまでは十分に活用されていなかった地殻

変動や地震活動などの地球物理学的観測データや地震発生の物理モデルの利用により，

長期予測手法の高度化を目指した観測研究を行う。以下では，本部会に属する各課題に

ついて令和４(2022)年度の成果の概略と今後の展望について述べる。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

ア．史料の収集とデータベース化 

熊本県の阿蘇高森で書かれた「瀬井家日記」，および「下林家日記」を調査し，文政９

年から明治元年（1826～1868 年）までの阿蘇山の火山活動や地震に関する記事を収集し

た。その結果，1830 年８月 12 日（天保元年６月 24 日）には，それぞれ新火口とスコリ

ア丘と推定される池と「富士山ニ似山」ができたことや，1854 年の安政南海地震の４〜

９ヶ月前に阿蘇山の火山活動が活発化していたことを確認した（東京大学地震火山史料

連携研究機構[課題番号：HMEV02]）。 

 

ウ．地質データ等の収集・集成と分析 

海溝型地震の発生履歴に関する調査として，沿岸での津波堆積物や巨礫群を用いた古

津波と海岸段丘地形や生物痕跡に基づく地震性隆起の評価が行われた。 

千島海溝・日本海溝周辺域では，北海道太平洋沿岸において地質調査を行い，17 世紀

に発生した巨大津波をはじめとした過去のイベントに関するデータを取得した。また，

17 世紀巨大津波の波源に関する予察的な計算を行った（産業技術総合研究所[課題番号：

AIST08]）。さらに，胆振地方東部の厚真町において 17 世紀の津波堆積物を見出し，その

分布や特徴および堆積年代を調べた（北海道大学[課題番号：HKD_01]）。堆積物の上下の

泥炭から得られる 2σ の暦年代範囲は 1596-1641 年であり，堆積物は 1611 年の慶長奥州

地震津波の痕跡である可能性が高い。津波痕跡が識別できる範囲等から示唆される津波

の高さは 5 m 程度であり，内閣府の 17 世紀型巨大地震の想定（沿岸で約 9 m）より小さ
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い。この調査地点では，過去 2500 年間の地層に津波の可能性のある痕跡は他に見つから

なかった。一方，十勝地方大樹町においては，珪藻群集分析により 17 世紀の巨大地震前

後の地殻上下変動を精度良く推測した。その結果，この地域では地震時の変動は小さく，

地震後に 1.5 m 隆起したことがわかった（北海道大学[課題番号：HKD_01]）。 

南海トラフ周辺域では，各地で古津波調査が行われた（産業技術総合研究所[課題番号：

AIST08]）。三重県南伊勢町では，採取した試料の分析を進め，過去 3000 年間において発

生した海水の浸水イベントの年代を検討した。和歌山県串本町の橋杭岩の巨礫について

その運搬条件を数値解析し，1707 年宝永地震の津波では動かないものが存在することを

明らかにし，同津波よりも大きな津波が過去に発生していたことを明らかにした

(Namegaya et al., 2022)。和歌山県那智勝浦町では，過去の津波の浸水履歴を明らかに

するための地質調査を行った。高知県南国市では，津波の浸水頻度を評価するため，沿岸

の砂丘の発達時期を復元した。宮崎県日南市では，津波堆積物の分布と数値計算の結果

を比較し，1662 年日向灘地震の断層モデルを構築した(Ioki et al., 2022)。 

また，南海トラフ沿いの陸側斜面の志摩海脚付近において，令和３年度に実施された

海底地形調査・浅層地質構造探査のデータ解析を実施した（名古屋大学 [課題番号：

NGY_04]）。海底地形データに基づく１秒グリッド DEM を用いて検討した結果，１）熊野

灘から志摩海脚付近にかけて分布する活断層は，トレースが屈曲に富み，北側隆起を示

す，２）志摩海脚付近から遠州灘にかけて分布する活断層は，トレースが比較的直線的で

あり，北側隆起に加えて右横ずれを示す，３）志摩海脚付近の活断層は，トレースが西方

に向かって多数に分岐し，北側または南側隆起を示すことが明らかになった。また，活断

層トレースは全体として志摩海脚付近で左ステップしている。 

南西諸島海溝沿いでは，先島諸島（石垣島，宮古島）において，津波石の中でも特に

サイズの大きいものについて，形状の 3D 計測を行った。これにより津波による巨礫移動

の数値計算による復元精度が向上すると考えられる。石垣島における掘削調査からは，

1771 年明和津波由来の可能性があるイベント堆積物を確認し，試料採取を行った（東京

大学理学系研究科[課題番号：UTS_01]）。 

内陸地震の発生履歴に関する調査としては，中央構造線断層帯・石鎚山脈北縁西部区

間および石鎚山脈北縁区間においてドローン LiDAR 調査，トレンチ調査，Ｓ波反射法地

震探査等による変位履歴調査を実施した（産業技術総合研究所[課題番号：AIST02]）。石

鎚山脈北縁西部区間でのトレンチでは，周辺地形に見られる北側隆起の逆向き低断層崖

ないし撓曲崖と調和的な撓曲変形が認められた。年代測定の結果から，最新活動は従来

指摘されている西暦 1596 年文禄（慶長）の大地震群と調和的であり，その中の伊予地震

に対応する可能性がある。糸魚川―静岡構造線断層帯（以下，糸静線）の北部木崎湖地区

の逆断層とそれと並走する横ずれ断層の変動地形と断層の地下形状との関係を解明する

ために東西約 1.2 km の浅層反射法地震探査を実施した。（名古屋大学[課題番号：NGY_03]）。

反射法解析による重合時間断面およびその解釈を図１に示す。図１（ｃ）の a−a’よりも

深部では東に傾斜した強振幅の反射面が連続的に分布し，先新第三系基盤岩上面と考え

られる。一方，先新第三系基盤岩上面と，b−b’に挟まれた領域では，変形や変位は認め

られないが，b−b’より東側浅部では，東傾斜の反射面群が見られる。この反射面群は c−c’

を結ぶ線を境として不連続となっており，横ずれ断層が c−c’を通過していることとが読
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み取れる。よって横ずれ断層が比較的地下浅部で逆断層に収れんする可能性が示唆され

た。 

古地震イベントに関するデータを検索・表示できるデータベースは，引き続き充実が

図られている。産業技術総合研究所では，活断層及び津波浸水履歴情報を「活断層データ

ベース」「津波堆積物データベース」として整備しており，「活断層データベース」では

活断層の調査地（463 地点）及び活断層線（16 断層）に関するデータの位置精度を確認・

更新するとともに，詳細な活断層図を表示するためのシステムを構築した（産業技術総

合研究所[課題番号：AIST01，AIST04]）。 

 

（３）地震発生過程の解明とモデル化 

ア．地震発生機構の解明 

2011 年東北地方太平洋沖地震における浅部大すべりの原因を明らかにするため，震源

直上の水圧計による津波波形に海陸の地殻変動観測データを加えて断層モデルの推定を

行った。宮城県沖では，海溝軸まで進展する大すべりが推定されたが，海溝軸付近の応力

降下は小さく，深部の震源近傍で大きな応力降下が推定された。この結果は，東北沖地震

を引き起こした歪みエネルギーは，深部のプレート間の力学的固着により蓄積されてい

たことを示唆する (防災科学技術研究所[課題番号：NIED02]，Kubota et al., 2022）。 

すべり速度・状態依存摩擦則を仮定し，定常状態ですべり速度強化の領域内に，すべり

速度弱化のパッチ（アスペリティ）が分布している状況で，アスペリティでの破壊を伴い

ながらゆっくりすべりが伝播した場合の，摩擦パラメータと伝播速度の関係を与える理

論式を導入した（海洋研究開発機構[課題番号：JAMS01]，Ariyoshi et al., 2022）。こ

の関係と実際の沈み込み帯での伝播速度から，摩擦パラメータの特徴的すべり量を推定

した。 

GNSS データおよび発震機構解による広域応力場という観測量を反映して，地震サイク

ルシミュレーションを行う物理モデル化手法を構築した（東京大学理学系研究科[課題番

号：UTS_05]）。この手法を用いて，中央構造線活断層帯を対象としたシミュレーション

を実施したところ，シミュレーションによる平均変位速度と地震発生間隔は，トレンチ

調査による推定値と概ね一致する結果が得られた。 

超大型岩石摩擦試験機を製作して，二つの異なる断層粗さで実施した摩擦実験データ

を解析した。その結果，断層の表面形状によって断層強度や震源核形成過程，破壊伝播過

程が大きくことなることを明らかにした(防災科学技術研究所[課題番号：NIED03]，Xu et 

al., 2023）。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震 

すべり分布と地下構造モデルを同時に推定する手法を，豊後水道スロースリップイベ

ントの実データに適用した。３つの異なる地下構造モデルの組み合わせによる多数の地

下構造モデル候補（＝不確かさ）を考慮してすべり分布の確率分布を推定した結果，すべ

りが数十 km 以内の領域に局所化しているとともに，観測点から遠いプレート境界浅部で
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はすべり量のばらつきが大きくなることを示した（海洋研究開発機構[課題番号：JAMS01]，

Agata et al., 2022）。 

2015 年から DONET での観測によって蓄積された地震波初動の読み取りデータを用いて

３次元速度構造を推定するとともに，震源再決定を行った。その結果にもとづいてプレ

ート境界との相対位置関係を調べ，プレート境界付近の地震活動を特定するとともに，

スロースリップイベントの発生期間に地震活動が活発になることを明らかにした（海洋

研究開発機構[課題番号：JAMS01]，Yamamoto et al., 2022）。 

 

イ．内陸地震 

令和元年度に実施された東北日本を横断する海陸合同構造探査のデータを用いて，陸

域部における屈折・広角反射法データ処理に基づく速度構造モデル構築を前年度に引き

続き行った。昨年度までは，走時解析を主体として速度構造モデルを構築していたが，今

年度は，従来の解析では任意性が残っていた 6 km/s 層上面付近の構造及び中部・下部地

殻，上部マントルの速度と境界面の速度コントラストについて，理論波形との比較によ

る振幅情報を取り入れた推定・修正を行った（図２）。地殻深部から最上部マントルの構

造については，深さ 24-26 km に顕著な反射面が存在し，Moho は深さ 30-32 km に存在す

ることが明らかになっていたが，振幅情報も加味すると，深さ 24-26 km の面での速度コ

ントラストが 0.3 km/s，Moho 面でのコントラストが 0.2-0.3 km/s 程度であることが要

請される。そのため，本モデルは地殻最下部の速度が 7.0-7.1 km/s で，Moho 面直上に厚

さ 2 km 程度で速度が 7.1-7.5 km/s の速度遷移領域が存在するという複雑な構造（図２

c）で特徴づけられることが明らかになった（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_11]）。 

能登半島から山形県沖で実施された反射法探査の記録を陸域の観測点で読み取り，地

震波トモグラフィー解析を行った。その結果，能登半島と佐渡島の間の浅部に地震波速

度の低速度域が存在することが明らかになった。また，2007 年能登半島地震，2007 年中

越沖地震，2019 年山形県沖の地震はＰ波の高速度域と低速度域の境界で発生したことを

示した（防災科学技術研究所[課題番号：NIED02]，Matsubara et al., 2022）。 

 

２．地震・火山現象の予測のための研究 

（１）地震発生の新たな長期予測 

ア．海溝型巨大地震の長期予測 

南海トラフ沿い熊野灘において，トラフ軸近傍の TCA 観測点での海底地殻変動観測を

実施した。周辺の観測点も含めて過去のデータの再解析を実施し，アムールプレートに

対する変位速度ベクトルの方向と大きさを求めた（図３a）。TCA 観測点における変位速

度ベクトルの大きさは，グローバルのプレート運動モデル MORVEL（Demets et al., 2010, 

2011）によるアムールプレートに対するフィリピン海プレートの相対運動の大きさの６

割程度である。図３a に示した KME 以外の点における海底地殻変動観測結果と GEONET か

ら得られる地殻変動場から変位速度の大きさのプロファイルを作成し，フォワードモデ

リングを行った結果，熊野灘では固着率が 90％程度，トラフ軸近傍では 70％程度である

ことが明らかになった（図３b，名古屋大学[課題番号：NGY_04]）。 
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南西諸島海溝沿いでは，沖縄本島と宮古島の間の海溝軸付近のプレート深度 10 km 弱

の海底に設置している１観測点と別経費による沖縄本島沖の１観測点において，海底地

殻変動観測を実施した。既に観測を終了している観測点も含めこの地域の４観測点につ

いてデータを再解析し，ITRF2014 準拠での変位速度ベクトルを求めた。沖縄本島沖の RKA，

RKB 観測点での変位速度ベクトルは，それぞれ N20±24°W 方向に 52±21 mm/yr，N18±7°W

方向に 21±7 mm/yr であり，プレート間固着を示す結果が得られている。一方，沖縄本

島―宮古島間の RKC，RKD については，それぞれ N117°W 方向に 21 mm/yr と N88°W 方向

に 10 mm/yr（ともに暫定値）の変位速度を示しており，現時点では当該海域においてプ

レート間固着を示す積極的な証拠は得られていない（名古屋大学[課題番号：NGY_02]）。 

大地震発生シナリオの構築手法で最も重要となるプレート境界の力学的固着域を推定

する手法を開発し，南海トラフの力学的固着域を推定した。そして，推定した力学的固着

によって蓄積される歪みエネルギー量およびプレート境界における地震性・非地震性の

摩擦特性を想定することで，M8 クラスの前震，前震に伴う余効すべり，余効すべりによ

りトリガーされる本震巨大地震といった連鎖的に進展する地震発生シナリオを提案した

（防災科学技術研究所[課題番号：NIED03]，Saito and Noda, 2022）。 

 

 

イ．内陸地震の長期予測 

測地データから内陸（地殻内）地震の発生ポテンシャルを評価するために，北海道を対

象に，M6 以上の 30 年地震発生確率の計算を行った（図４）。GNSS のひずみ速度からグ

ーテンベルグ・リヒター（GR）則のｂ値や最大マグニチュード（Mmax）は一様として，0.2°

刻みのグリッドで計算した結果，得られた発生確率の最大値は北海道東部の内陸部で

3.2%であった。1919〜2020 年の M5 以上の震源分布と比較すると，統計的に有意とは言え

ないまでも地震発生確率の高いところで，地震が発生している傾向が認められたが，予

測される地震発生数が実際の地震数より過大(2.2 倍)であった。これは，最近 100 年間の

地震活動レートが長期的なものより低いか，非弾性変形が北海道では卓越していること

による可能性がある（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI05]）。また，西南日本におい

ても地殻ブロックの剛体運動，D90 の空間分布，最大マグニチュードの空間分布，GR 則

の b 値の空間分布に着目し，西南日本での内陸地震発生確率を 0.1°刻みのグリッドで評

価して，Mw6.0 以上の内陸地震の 30 年発生確率をポアソン過程を仮定して求めた。その

結果，九州中部や大規模な構造線(糸魚川-静岡構造線，新潟-神戸ひずみ集中帯，四国の

中央構造線等)沿いで 0.5%〜3%の比較的高い確率が得られた（京都大学防災研究所[課題

番号：DPRI05]）。 

 

（２）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

ア．プレート境界滑りの時空間変化の把握に基づく予測 

Suito(2017)，水藤(2017)の成果に基づいて熊本地震の余効変動を補正し，また，東北

沖地震前の定常変動を地殻変動データから差し引いたデータを用いて，南海トラフ域の

SSE の時空間変化を調べた（図５）。その結果，2019 年初めころの豊後水道，四国中部，

紀伊水道の長期的 SSE の時空間変化を推定できた。2020 年半ば頃からの，日向灘南部の



130 

長期的 SSE は 2021 年半ばころに終了している。2019 年からの四国中部の長期的 SSE は，

短期的 SSE と同期していることが示された。2019 年種子島地震（M6.4）の余効すべり後

に短期的 SSE が発生している（国土地理院[課題番号：GSI_02]）。 

 

イ．地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験 

東北沖地震の本震前約 13 年間と最近５年間（2016 年３月 11 日〜2021 年３月 10 日）

の地震発生率変化をマッピングした。その結果，最近の地震活動は，震源断層大すべり域

（core）で本震前よりも顕著に低下しており，それを取り巻く青森東方沖〜房総半島沖

（corona）で高い状態が続いていることが明確になった（図６a）。Core における余震活

動は約２〜３年程度で終息し，その後は東北沖前よりも静穏化している。Corona の活発

化は今後少なくとも 20-30 年は継続するとみられる。この時空間変化は，摩擦状態の非

線形特性を考慮した応力伝播モデルで上手く説明でき（図６b），core での地震活動静穏

化は百年以上継続する可能性が高い（図６c）。1960 年チリ地震（M9.5），1964 年アラス

カ地震（M9.2），2004 年スマトラ沖地震（M9.2）にも概ね同様の傾向が認められた。こ

の傾向は，スケールダウンすると M8，M7 地震にも当てはまり，地震の空白域や地震サイ

クルでの地震活動の時系列を評価するうえで重要である。同様の視点で熊本地震前後の

地震活動変化を調べた結果，震源断層上の余震活動は約７年で元に戻るのに対し，オフ

フォルト余震活動は 20 年以上にもおよぶことがわかった（京都大学防災研究所[課題番

号：DPRI05]，Toda and Stein, 2022）。 

 

５．計画を推進するための体制の整備 

（５）国際共同研究・国際協力 

連動型古地震の復元手法や発生頻度／発生確率の評価手法を国外の長大活断層系の事

例を基に幅広く検証していくため，トルコ・東アナトリア断層系の古地震調査を再開し

た。対象区間は，西暦 1514 年以降，Ms7.0 以上の顕著な被害地震が知られておらず，大

地震の空白域とされていた断層系中南部から南部にかけての断層区間であり，2023 年２

月６日に生じた Mw7.8 の巨大地震では，この空白域を含む複数の断層区間が連動したと

考えられる。今年度は，2014 年に実施したトレンチ調査地点（Kartal 地点，図７）を含

む複数のトレンチ調査地点の選定を行っていたところ，巨大地震が発生し，地震後の緊

急調査では，リッジと閉塞凹地の境界を延びる明瞭な地表地震断層が確認され，左横ず

れ 3.8〜4.1 m が計測された（MTA・Hasan Elmaci，私信）。今後，同地点の 3D トレンチ

調査等を含めて再調査を実施し，連動型古地震の復元手法を検証する（産業技術総合研

究所[課題番号：AIST02]）。 

 

 

これまでの課題と今後の展望 

４年目を迎える本計画において「地震（長期予測）」計画推進部会に所属する各課題で

は，フィールドでの調査に関する研究において，新型コロナウイルス感染症による制約

が緩和されており，着実に成果が挙がっている。千島海溝沿い西部の北海道胆振地方に

おける津波堆積物から 17 世紀の巨大地震の津波高が高精度に調べられ，類似の津波が過
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去 2500 年間に発生していない可能性が高いことが明らかになったことは，この地域の巨

大地震の発生履歴に制約を与える重要な知見である。また，南海トラフ沿いの橋杭岩の

巨礫の運搬条件から，1707 年宝永地震の津波よりも大きな津波が過去に発生していたこ

とが明らかになったことも南海トラフ巨大地震の地震像を想定する上で重要である。さ

らに，日向灘沿岸の津波堆積物から 1662 年日向灘地震が従来考えられていたよりも規模

の大きな巨大地震であった可能性が示されたことは，地震本部による「日向灘及び南西

諸島海溝周辺の地震活動の長期評価（第二版）」の中で日向灘に M8 程度の巨大地震を評

価対象とするきっかけとなったものであり，本部会での研究成果が地震本部の長期評価

に反映された実例として高く評価できる。一方，トルコ・シリアで 2023 年２月に発生し

た Mw7.8 の地震は，長大な活断層帯である東アナトリア断層系の複数の区間が連動して，

全長 300 km にも及ぶ巨大地震となったものであり，震源域周辺の強い地震動による巨大

災害を引き起こした。直後に発生した Mw7.6 余震も含めて，地震の規模の予測が，現状の

活断層評価手法でも可能であるのかどうかは十分に検証されるべきであり，糸魚川―静

岡構造線断層帯や中央構造線断層帯のような国内の長大活断層帯との比較も今後行われ

るべきであろう。さらには，本部会において「地震発生の新たな長期予測」として実施し

てきた測地データや地震データを用いた予測についても，どこまで予測可能性があった

のか検証されるべきである。 

大地震前後の長期にわたる地震活動の活発化・静穏化については，クーロン応力変化

と速度状態依存摩擦則に基づくモデルが実際の地震活動を非常に良く説明することが示

された。このモデルに従うと大地震における大滑り域では，大地震後に長期に渡って地

震活動が静穏化することになり，大地震の震源域を予測するための新たな着眼点である

と言える。これらの研究とともに，観測データに基づく断層滑りや地下構造のモニタリ

ング研究や地震サイクルシミュレーションに基づくモデリング研究を組み合わせて，長

期予測手法の高度化に向けた研究をさらに続けて行く必要がある。 
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図１. 糸魚川−静岡構造線活断層帯北部木崎湖地区における浅層反射法地震探査(名古屋

大学[課題番号：NGY_03]）。(a) 糸魚川−静岡構造線活断層帯の分布（Okada et al., 2015

を改変）と浅層反射法地震探査測線図。(b)フィルタ後時間断面 。(c)フィルタ後時間断

面・予備的解釈。 

  

(a) 

(b) 

(c) 
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図２. 東北日本弧中部陸域地震探査の屈折・広角反射法解析結果（東京大学地震研究所

[課題番号：ERI_11]）。(a)測線図。(b) 地殻・最上部マントルの速度構造。地殻深部・

上部マントルの反射面における速度コントラストも示した。(c)下部地殻・マントル最上

部における速度プロファイル。左が走時解析のみに基づくモデル。右が走時・振幅解析に

基づくモデル。  

(a) 

(b) 

(c) 
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(a)                           (b) 

 

図３. 南海トラフ沿い熊野灘周辺における地殻変動速度とプレート間固着モデル（名古

屋大学[課題番号：NGY_04]）。（a）海底地殻変動観測によるアムールプレート（MORVEL）

に対する変位速度ベクトル。陸上の変位速度ベクトルは GEONET F3 解による。（b）南海

トラフ軸から陸域に至る地殻変動場とプレート間固着分布。プレート間固着分布はフォ

ワードモデリングによる。陸域の地殻変動観測結果は GEONET F3 解による。 

 

 

 

図４. 北海道地方におけるMJMA6.0以上の地殻内地震の30年発生確率（京都大学防災研究

所[課題番号：DPRI05]）。地震発生層の厚さと剛性率を一様として計算を行った。赤と紫

の丸は1919-2020年の深さ20 km以浅でM5以上の地震の震央で，赤はデクラスタリング後

のもの。 
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(a) 

 
(b) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５. 南海トラフ沿いの非定常地殻変動から推

定したプレート境界滑り（国土地理院 [課題番

号：GSI_02]）。(a)１年毎及び累積の滑り分布。

(b)領域ごとの累積モーメントの時間変化。各領

域は（a）の右下に表示。四国中部の縦線は短期

的SSEの発生を示す。 
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図６. 東北沖地震前後の地震活動の変化（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI05]，Toda 

and Stein, 2022）。（a) 観測された東北沖地震前13年間に対する同地震後５〜10年後

の地震発生率変化。（b) Rate/State Coulombモデルによる地震発生率変化の後ろ向き予

測（retrospective forecast）．（c）Rate/State Coulombモデルに基づく大すべり域（core）

と周辺域（corona）の地震活動度の時間変化。 

 

 

 

図７．東アナトリア断層系・2014年カルタル・トレンチ調査地点周辺の地形（産業技術総

合研究所[課題番号：AIST02]）。赤破線が東アナトリア断層で写真は北向きに撮影。断層

の北側が閉塞凹地で南側（手前）が蛇紋岩からなるシャッターリッジとなる。2023年の巨

大地震では左横ずれ3.8〜4.1 mの明瞭な地表地震断層が確認された。 

(c) 
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１（３）地震（中短期予測） 

            

                「地震（中短期予測）」計画推進部会長 中谷正生 

                           （東京大学地震研究所） 

                                    副部会長 川方裕則 

                                     （立命館大学） 

 

本部会では，地震発生の確率が高まっている状態を定量的に評価する手法の開発を目

的として，地殻活動のモニタリングや物理的解釈・数理モデル化，様々な自然現象の変調

と地震の相関の調査などを行っている。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（２）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

ア. プレート境界滑りの時空間変化の把握に基づく予測 

プレート境界の固着・滑りの時空間履歴は，地震発生の切迫度への影響が物理的に明

らかであり，予測への演繹的アプローチが考えやすい。本項目では，スロー地震と繰り返

し地震の検出を中心とした，非地震性滑りのモニタリングに基く物理モデルの構築と予

測を目指して研究を行っている。 

 

〇地殻変動 

地殻変動データからプレート境界での剪断応力蓄積速度を直接推定する「力学的カッ

プリング・インバージョン手法」を提案し，南海トラフ沿いプレート境界に適用した。更

に応力蓄積速度の推定結果に基づき，前震・余効滑り・本震から成る一連の地震シナリオ

を作成した（気象庁[課題番号：JMA_01]，Saito and Noda, 2022; 野田, 2023a）。また，

地殻変動の指標化として 2000 年以降の GNSS データから日本全域の格子化ひずみ速度場

を計算し，大きなひずみ速度を示した地域や時期を抽出した結果，東北日本の広範囲に

おける 2011 年東北地方太平洋沖地震による影響，房総半島や四国西部におけるスロース

リップイベントによる影響などと関連付けられることを示した（気象庁 [課題番号：

JMA01]，木村・他, 2022a）。 

 

〇繰り返し地震 

繰り返し地震（相似地震）は，プレート境界・断層の滑りを監視するすぐれた方法で

あり，日本全国の定常観測網で観測された地震波形データを蓄積し，日本列島周辺及び

世界で発生した繰り返し地震活動の検出を行って繰り返し地震カタログを継続的に更新

している。2011 年東北地方太平洋沖地震の大滑り域周辺において，巨大地震発生後の滑

り状況変化について調べたところ，宮城県北部では現在も余効滑りが継続しているもの

の，その他の地域では本震後数年の間にほぼ収束していること，2021 年から 2022 年にか

けて発生した M6，M7 クラスの地震発生に伴い非地震性滑りが発生したことを確認した

（東北大学理学研究科[課題番号：THK09]，Igarashi and Kato, 2022)。 

滑り分布モニタの時空間分解能を上げるためには，より小さな繰り返し地震を用いる
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ことが本質的であるが，類似波形検出のために波形相関を高サンプリングの連続波形か

ら総当たりで計算するのに莫大な時間がかかることが障壁であった。本年度，波形の特

徴を 64bit 程度のコンパクトなバイナリコードに圧縮するハッシュ関数を深層学習を用

いて作成し，総当りで波形類似度を計算したところ，120 スレッド並列化のもとで，16 ch， 

100 Hz サンプリング，5.8 年分に相当するサンプル数の連続データを 15.5 時間で処理で

きるという，十分に実用的な速度が確認できた（東北大学理学研究科[課題番号：THK_09])。 

釜石市周辺に 2018年から 13点の臨時観測点を置いて行っていた稠密観測については，

東北沖地震から 10 年が経ち十分なデータが得られたことから撤収した。観測網の効果を

調べるために，2018 年８月１日からの 10 日間について，臨時観測点のデータ使用前後の

釜石沖地震周辺の地震の震源分布を比較したところ，それ以前に比べて 1.7 倍の個数の

震源を決めることができていた（東北大学理学研究科[課題番号：THK_09])。 

 

〇深部スロー地震 

産総研・防災科研・気象庁の３機関は，ひずみ・地下水・傾斜データをリアルタイム

で共有して南海トラフでおきる短期的なスロースリップ・イベント(SSSE)を解析するシ

ステムを運用しており，2021 年 11 月-2022 年 10 月までの１年間では，SSSE46 個の震源

断層が決定された（産業技術総合研究所[課題番号：AIST09]，落・他, 2022, 2023）。 

一方，GNSS による地殻変動データから，大地震発生後の余効変動の逐次推定・除去処

理を行う手法を開発した。この手法を日向灘の GNSS 客観検知に適用したところ，余効変

動が除去され長期的スロースリップイベント（LSSE）のみが検出されるようになった（気

象庁[課題番号：JMA_01]，小林・木村, 2022）。 

また，東海大学と気象庁は，定常観測の感度が低い駿河湾における海底地震計観測を

行ってきた。過去 10 年間の駿河湾の海底地震計のデータに微動活動にともなう振動が記

録されていないか調査したところ微動活動は認められなかった（気象庁 [課題番号：

JMA_01]，Panayotopoulos et al., 2022; 永井・他, 2022b; 西宮・他, 2022）。 

豊後水道周辺地域で実施している GNSS 連続観測のデータに基づき，2015—2016 年頃お

よび 2018—2019年頃に豊後水道で発生した２つのスロースリップイベント(SSE)の滑り域

を推定した。2015—2016 年の SSE では顕著な微動活動が伴わなかったのに対し，2018—2019

年の SSE では明らかな深部微動を伴った。推定された滑り過程から，前者では SSE の滑

りが微動発生域に達しなかったのに対し，後者では微動発生域まで滑りが伝播していた。

このことより豊後水道では微動発生域に滑りが達することによって微動が誘発されるこ

とが強く示唆される（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12])。 

豊後水道については，深部微動と潮汐との相関の長期的な時間変化の調査も行った。

LSSE の隣接領域での微動はせん断応力による潮汐感度が高く潮汐応力値が大きいほど深

部微動が発生しやすく，また，LSSE 期とそれ以外の期間の比較では潮汐感度は LSSE 期の

方が大きいことが見い出された（気象庁[課題番号：JMA_01]，弘瀬・他, 2022）。 

SSE における流体の役割を解明するために西南日本で精密重力観測を行なってきた。

本年度は，時間分解能を絶対重力観測から大幅に改善した連続観測可能な重力計を用い

て観測を行った。その結果，比較的規模の大きい SSE の発生中に，地殻上下変動では説

明できない重力変化を石垣島で検出した(図１)。負の重力異常が観測された事実は東海
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やカスカディアと共通する（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，平松, 2023)。 

 

〇浅部スロー地震 

DONET 観測点を用いた浅部低周波微動のモニタリングシステムを常時稼働させた（気

象庁[課題番号：JMA_01]，Tamaribuchi et al., 2022）。 

紀伊半島南東沖でこれまでに発生した浅部超低周波地震の震央位置や滑り過程の再評

価を行い，詳細な発生様式を明らかにした。主な特徴としては，沈み込んだ古銭洲海嶺の

西端で浅部超低周波地震のモーメント解放が大きく，主要な浅部超低周波地震エピソー

ドはその活発域全体で繰り返し発生しているのに対して，小規模なエピソードは活発域

の一部のみで発生し，必ずしも場所が固定されていないことなどが挙げられ，スロー地

震活動の多様性が改めて示された（図２，東京大学地震研究所 [課題番号： ERI_12]，

Takemura et al., 2022a)。また，それぞれの浅部スロー地震エピソードの震源パラメー

タのスケーリング則を明らかにした（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，Takemura 

et al., 2022b)。 

 

〇スロー地震と構造の関係 

南海トラフ沈み込み帯の深部低周波地震(LFE)の移動現象を解明するために，四国西部

に展開された稠密な短周期地震計アレイにより取得された連続波形記録の解析を継続し

た。LFE の大規模活動が生じた 2020 年２月下旬前後約１カ月間の波形データを用いて，

センブランス値に基づいて LFE 震源の時空間発展を推定した。低周波地震は，2020 年２

月 18 日から約 10 日間にわたって活発化し，海溝軸に平行な方向の移動を示した。また，

低周波地震の震央分布は，現在のフィリピン海プレートの収束方向と平行な西北西－東

南東の走向に加えて，過去の収束方向に平行な北西－南東走向の２つで概ね特徴づけら

れ，低周波地震の分布はプレートの沈み込みにより生成された構造に規定されていると

解釈される（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，Kato et al., 2023)。 

南海トラフで浅部スロー地震を引き起こす「浅部プレート境界断層」（＝デコルマ）の

断層強度や滑り挙動を評価するために，比較対象となる日本海溝の反射法地震探査デー

タを解析し，海底下のＰ波速度構造と間隙水圧を求め，有効応力比（:= Ｐ波速度から推

定される有効鉛直応力 ÷ 正常圧密で期待される有効応力）を推定した。有効応力比が低

いほど断層強度は弱く，滑りやすい。過剰間隙水圧の状態が考えられる四国室戸岬沖南

海トラフ（Tobin and Saffer, 2009）と宮城沖日本海溝（本研究）デコルマの有効応力

比の比較を図３に示す。海溝軸に近い Zone I において，南海トラフの有効応力比は日本

海溝より著しく低く，南海トラフのデコルマがより滑りやすく浅部スロー地震が起きや

すい状態であると考えられる。沈み込む太平洋プレート上面のグラーベン構造の発達域

にあたる，日本海溝の Zone I には付加体内部の複数のスラスト断層がグラーベン構造内

部まで発達し，スラスト断層の優れた排水作用が相対的に高い有効応力比をもたらした

のかもしれない。一方，南海トラフの Zone I では，透水性の低い泥岩層により排水作用

が劣ることで，低い有効応力比が維持されていると考えられる（東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_12]，Jamali Hondori and Park, 2022)。 

近年急速に発展する海底観測網をスロー地震発生場の解明に活用するために，海底地
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震計データを用いて水平・深さ方向ともに高分解能な３次元Ｓ波速度構造を推定できる

常時微動表面波トモグラフィー手法を開発した。開発手法を S-net データに適用し，日

本海溝沈み込み帯前弧最先端部の付加堆積物や海洋性地殻に対応する低速度領域のイメ

ージングに成功した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，高木・西田, 2022）。 

令和３年 12 月から継続している四国東部地域における稠密地震観測で得た連続記録

については，気象庁一元化震源カタログの震源時刻に従ってイベント毎のデータ編集を

実施し，地下深部からの反射波と思われるフェイズを確認することができる信号対雑音

比の良好な観測データが取得できていることがわかった（図４，東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_12]）。 

 

〇地震・スロー地震の物理モデル 

南海トラフの実際のプレート形状を仮定したサイクルシミュレーションでは，摩擦特

性や有効法線応力の分布を調節することによって，各セグメントの過去の巨大地震の発

生様式，日向灘 M7.5 の発生間隔・深部で繰り返す LSSE などと同時に再現することに成

功した（気象庁[課題番号：JMA_01]，Hirose et al., 2022a）。さらに，SSSE まで含めた

再現を目指して，平面断層上ではあるが，より細かいシミュレーションメッシュを用い

て各種パラメータに対するモデルの挙動を検証した。昭和東南海地震時の東海沖の割れ

残りを想定して地震発生層（アスペリティ）のパラメータを東西で変え，その深部に LSSE

と SSSE に対応するパッチを配置した。その結果，M8 クラスの地震（西側アスペリティの

破壊 2 回と全域破壊１回を繰り返す）間に 10 年間隔で M6 クラスの LSSE，２ヵ月間隔で

M5 クラスの SSSE が現れ，各現象の発生間隔や規模を概ね再現できた。なお，LSSE は全

域破壊後には現れないが，SSSE は定常的に発生している（気象庁[課題番号：JMA_01]）。 

スロー地震の物理モデルとして，スロー地震域を安定滑り帯の中に近接した多数の不

安定パッチがあると仮定し，一つの不安定パッチの破壊がその周りに引き起こす余効滑

りによって隣りのパッチが破壊されることの連鎖によって伝播現象がおきるというモデ

ルが提案されている。これに速度状態依存摩擦構成則を適用して，継続時間の長い破壊

過程を定量的に説明することに成功した。これにより観測された伝播速度から摩擦特性

を推定した（東北大学理学研究科[課題番号：THK_09]，Ariyoshi, 2022)。 

また，微動活動が潮汐に対して時間遅れで発生する観測事実を，流体挙動を考慮した

物理モデルで説明することで，プレート境界の摩擦特性や透水構造が制約できることを

示した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，Sakamoto and Tanaka, 2022)。 

 

〇断層滑りのデータ同化 

観測データからプレート境界の滑り履歴と摩擦特性を同時に推定するデータ同化は，

原理的には，そのまま今後の滑り予測にも使えるはずである。 

昨年度着手した 2003 年十勝沖地震直後の初期の余効滑りを正確に把握するためのデ

ータ同化手法の開発を継続した。まずデータ処理として高サンプリングの GNSS データを

Itoh et al.(2021)の手法に基づいて前処理し，地震後５日間の６時間間隔の変位時系列

データを得た。次にマルコフ連鎖モンテカルロ法による摩擦特性推定手法を開発し，擬

似データによる数値実験で性能を評価した。その後，現実の観測データに適用し，摩擦特
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性の空間分布を推定した。得られた摩擦特性の空間分布で観測変位の時系列データは説

明可能であるが，摩擦特性には大きな空間変化を必要とする（京都大学理学研究科[課題

番号：KUS_01])。 

観測データから，モデルパラメータの最適値のみならず，その不確実性を明らかにす

るためには，逆問題をベイズ的に定式化し，パラメータの事後確率分布を推定する必要

がある。しかし，多数の未知パラメータを持つ非線形モデルに対する事後確率分布推定

は一般に計算コストが非常に高い。昨年度から検討している， iterative ensemble 

smoother と ensemble transform Kalman filter を用いる手法について，本年度は，空間

的に変化するパラメータの事後確率分布を現実的な計算コストで近似的に推定する手法

を開発した。この手法では，事前確率分布からサンプリングされた粒子を観測データと

モデル計算結果に基づいて反復的に更新し，最終的に事後確率分布のサンプルを得る。

この手法の性能を評価するために，余効滑りと粘弾性緩和を組み合わせた余効変動の物

理モデルを用いて人工的な GNSS 時系列データを作成し，このデータからモデルのパラメ

ータ（プレート境界の摩擦パラメータ，マントルの粘性率，地震時の応力変化等の空間分

布）の事後確率分布を推定した。その結果，推定された事後確率分布の平均値は真値を良

く再現していた。また，地震時の応力変化が大きい場所でパラメータの不確実性（事後確

率分布の標準偏差）が小さく，小さい場所で大きいという妥当な結果が得られた（京都大

学理学研究科[課題番号：KUS_01])。 

SSE のデータ同化をアンサンブルカルマンフィルタの枠組みで行う際に，推定される

摩擦パラメータの初期分布を適切に与えることが重要である。昨年度から，どのような

摩擦パラメータ分布を与えると現実的なセグメントサイズ・再来間隔・累積滑り量をも

つ SSE が生じるかを，フォワード計算によって検討してきた。今年度は，走向方向に完

全に一様な摩擦パラメータを仮定しても SSE がセグメントに分かれて発生しうること，

そのセグメントの空間的な大きさが Ruina(1983)による震源核形成サイズ h*で決まり，

断層の幅との大小によって SSE に成長したりできなかったりすることを明らかにした。

一方で，Takagi et al.(2019)は，観測される SSE の累積滑り量や再来間隔の走向方向の

バリエーションが，SSE の発生領域に隣接する領域の非一様な固着度と相関していること

を指摘している。そこで，SSE 域の摩擦特性は一様とした上で，隣接領域の固着度を運動

学的に走向方向に非一様に設定したフォワード計算を試みたところ，SSE はセグメント化

し，セグメントごとの SSE の再来間隔が異なるという結果が得られた。したがって，実

際のデータ同化では，このようなアンサンブルも考慮する必要がある（京都大学理学研

究科[課題番号：KUS_01])。 

 

イ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験 

地震活動は 20 世紀前半からの網羅的観測データがあり，予測手法の検証・実践に関し

て格段のポテンシャルを有しているため活発な研究が続けられている。 

 

〇新しい地震観測手法 

これまでの地震観測は，観測点の振動を地震計で測り，振動の空間分布は，多数の独

立型の観測点を比較して得られる離散的なものであった。最近，長い光ファイバを敷設
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することによって，振動の空間分布を光ファイバに沿って連続的に得る DAS 技術が注目

されている。そこで，DAS の試験観測を静岡県浜松市天竜区の船明トンネル内にて行い，

自然地震の観測と DAS の振幅情報の再現性を調査した。周辺で発生した自然地震を DAS

は多数捉えた。また，小型の加振器を用いて，DAS と地震計に地中を介して人工的に振動

を与えると，周波数固定で与える振動の大きさを段階的に変えたとき，DAS と地震計が捉

えた人工振動の振幅の大きさは加振器が与えた振動と線形傾向にある。しかし，周波数

及び与える振動の大きさを固定して，DAS と地震計で長期間観測を実施すると，地震計の

振幅は一定であるが，DAS の振幅には周期に規則性のない揺らぎが見られた（気象庁[課

題番号：JMA_01]，田中・小林, 2022）。 

 

〇震源カタログ 

地震活動を用いる研究においては，地震カタログの質と量がまずもって重要である。

地震カタログ作成の新しい手法として機械学習の利用が注目されている。本年度，室内

水圧破砕実験で得られた連続収録 AE データ(24 ch)に対し，深層学習を用いてイベント

検出・走時検測を行い震源カタログを作成することを試み，古典的手段の組合せ(STA/LTA

による波形切り出し—AR-AIC モデルによるＰ波走時検出—非線形最小二乗法による震源決

定)で作成したものと比較した。機械学習では，イベント存在確率を出力とする深層学習

ネットワークでイベント検出・波形切出を行い，PhaseNet (Zhu & Beroza, 2019)に似た

深層学習ネットワークでチャンネル別に走時確率値を評価，REAL アルゴリズム(Zhang et 

al. 2019)を高速化した独自手法で Phase Association し，非線形最小二乗法で震源決定

した。黒髭島花崗岩 10 供試体，イーグルフォード頁岩２供試体の実験で得られた高精度

な検測値等を用いて訓練したシステムを，ウルフキャンプ頁岩供試体の実験で得られた

連続収録 AE 波形データに適用したところ，従来法(927 個)の数倍以上の個数の震源を得

ることができた。ただし，スコアが低いピック値を使うと誤検出と思われるものが多く，

品質管理が課題である（図５，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，直井・他, 2022)。

一方，有効な特徴量を大量の学習データから自動で事象を発見するという深層学習のコ

ンセプトからすれば，このような地震学的な震源決定の考えに沿った段階を踏むやり方

が正確な結果を産むとは限らない。そこで，１)観測波形から走時の確率トレースを計算

し，２)多数の観測点の走時確率トレースから震源座標と発震時刻を推定するという２つ

のプロセスを深層学習で処理する仕組みを考案し，同様の AE データを用いて訓練・検証・

テストを行った。２)に関しては，深層学習で解くと精度を出すのが難しかったため，得

られた走時確率トレースを最もよく説明する震源を差分進化で求めることで数 mmの震源

座標精度を達成できた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，直井, 2022)。 

臨時稠密観測網は定常観測網より分解能に優れるが，サイト補正等をしても，イベン

トのマグニチュードを定常観測からのものと整合的に決めるのが難しく，特に，臨時観

測のみで検出されたイベントのマグニチュード情報を用いたいときに問題となる。そこ

で，ベイズ的な考え方で臨時観測のマグニチュードを簡単に補正できる新たな手法を開

発した。Xichang 地域の臨時網と中国の定常網のデータを用いて補正すると(図６)，臨時

網で決めたマグニチュードは平均で 0.5 程度上方補正され，さらに，定常網のマグニチ

ュードも補正量の平均値はゼロであるが，個々のイベントには+/-0.1 程度の補正がかか
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った。ベイズ推定の観点からは，後者の補正は，臨時観測の情報が追加されたことで定常

網を用いたマグニチュード決定もより正確になったと考えられる（東京大学地震研究所

[課題番号：ERI_13]，Si et al., 2022）。 

地震カタログにおける大きな問題の一つは，本震直後の地震検知率の低下とその後の

急激な回復である。検知能力の時間変化は，状態空間モデルを用いて推定することが多

いが，時間変化が局所的に急激であるために，状態の時間変化の確率分布(システムノイ

ズ )をうまく仮定する必要がある。そこで，地震検知能力を表すモデルに Ogata and 

Katsura (1993)を用いて，改良大森則に基いて作った 250 例の合成カタログに対して，

システムノイズとして，正規分布(ばらつきの時間変化なし/あり)，コーシー分布(ばら

つきの時間変化なし/あり)の４種を仮定した粒子フィルタアルゴリズムで検知能力の変

化を推定してみたところ，コーシー分布(ばらつきの時間変化あり)による成績が概ね良

好であった。コーシー分布は，裾が重く外れ値を正規分布より許容し得ることから，急激な

変化への対応に向いていると考えられる。この知見は，地震や SSE のサイクルをデータ同化

する際にも参考になろう（京都大学理学研究科[課題番号：KUS_01])。 

歴史資料から過去の地震活動を読み解くにあたっては，夜には寝ていることの多かっ

た昔の人間という計器の特性に注意する必要がある。土佐市の真覚寺の日記は，1854 年

南海トラフ地震から 1858 年まで，1732 件の有感記録を，揺れの程度を大・中・小に分類

して収録している。中・大の地震に限れば時間帯に対する有意な依存性は見られないが，

小に対しては夜間のレートが 35%ほど低く，Schuster 検定を行うとｐ値は 2E-15 となり，

夜間の検知率が低いことは間違いがない。大きさを分けずに分析した場合でもやはり夜

間に少ない傾向はｐ値が 2E-9 と確実であり，有感地震数全体としては２割程度が見逃が

されていると考えられる。なお，日記期間が南海トラフ地震から始まっているが，上記の

ような傾向が南海トラフ地震直後の一過性のものでないことも確認できた。さらに，地

震の大きさの記述がない津軽藩御国日記や盛岡藩雑書でも同様の発生時間帯の偏りがあ

り，ｐ値は 1E-4 以下と明らかに有意であった（図７，東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_13]，石辺ら, 2023 in press)。 

 

〇地震の可予測性 

地震活動が余震的トリガリング作用をもち，それによって時空間クラスタリングする

ことは疑いがなく，それを利用した ETAS モデルなどだけでも，ランダム予測より数十か

ら数百倍のゲインは得られる(e.g., Nakatani, 2020)。しかし「地震の可予測性の問題」

と呼ばれる問題の肝は，このような時空間クラスタリング以上に，何か非ランダムな要

素があるか，特に，地震の規模別頻度分布に非定常性があるかという問いであり，2004 年

に南カリフォルニアのデータで次におこる地震のマグニチュードは一つ前の地震のマグ

ニチュードと相関をもつと主張されて以来，論争が続いている。本年度，この問題に関す

る 29 本の論文のメタ解析を行った。カタログの完全性に問題があると疑似的な相関が出

ることには合意があるが，相関の存在に対する結論(yes/no)と使用データのコンプリー

トネスやサイズには有意な相関がなく，今のところ形勢は互角である。この問題は時間

更新型確率予測にとって根本的に重要であり，カタログ品質をさらに向上させて検証す

べきである（図８，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Petrillo and Zhuang, 2022）。 
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地震が本質的に事前予測困難と考えられる理由の一つは，地震の高速破壊そのものの

成長過程が複雑で，始まった地震がどこまで大きく成長するかが断層・応力の強い不均

質性に支配されているように見えることである。本年度，2022 年９月の台湾の台東地震

(M7.1)とその 16 時間前の最大前震(M6.6)について，断層モデルを仮定せずロバストな結

果が得られるとされるポテンシー密度テンソルインバージョン法（PDTI 法）による震源

インバージョンを行った。本震のモーメントレートは，途中で一度落ちて前半と後半に

はっきり分かれており，本震後半の破壊は，前震破壊と本震前半の破壊の間から始まっ

た。また，前震でも本震でも，途中で破壊伝播方向の急激な変化が見られた。階層パッチ

モデル(Ide and Aochi, 2006)ならこういった破壊の様子が無理なく説明できる（東京大

学地震研究所[課題番号：ERI_13]， Yagi et al., 2023）。 

将来発生する地震の強震動・津波を定量的に予測するには，予測する地震での断層滑

り方向を仮定する必要がある。一つの方法は，広域応力場と断層の姿勢から断層面に働

くトラクションの剪断成分の方向を求め，この向きに滑ると考える Wallace-Bolt 仮説を

採用することである。この方法の妥当性を調べた先行研究(Ishibe et al., 2020)では，

Terakawa & Matsu'ura (2010)で推定された三次元広域応力場から期待される滑り方向と

F-net メカニズム解を比較し，両者が概ね 30 度以内で一致することを見い出した。本年

度は，より小さな地震についての検証のために，Uchide (2020)の微小地震のメカニズム

解カタログを用いて同様の調査を行った。最近起きた大地震の影響を受ける地域以外で

は，概ね 30 度以内で一致したが，小さい地震ほどミスフィット角が大きくなる傾向が見

い出された。一つの解釈として，小規模地震ほどその滑り方向に短波長の応力不均質を

反映しているという可能性が考えられる（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，石辺

ら, 2022b）。 

 

〇地震の周期性 

繰り返し地震は周期性があることがよく確認できているため，ゆらぎを考慮した更新

過程での確率予測実験が行われてきた。しかし，東北地震でステップ的に増加した背景

滑り速度の長期的な減衰の影響で，繰り返し地震の予測実験が一時不可能になっていた

が，2020 年度に報告したように，非定常更新過程モデルの導入によって再開できた(野

村・田中, 2021)。本年度は，2014—2020 年の発生データから作成した相対的な応力蓄積

率の時空間変化のスプライン関数を短期外挿した応力蓄積率で非定常更新過程モデルを

駆動して 2020 年中の四半期毎の繰り返し地震発生確率を予測した。発生実績と比較した

ところ，ポアソン過程に比べて有意に高い予測性能が示された（図９，東北大学理学研究

科[課題番号：THK_09]，野村・他, 2022)。 

繰り返し地震がなぜ良好な周期性を示すかは，地震の可予測性の問題に重要なヒント

と考えられ，繰り返し地震の破壊域内に階層的な強度構造が示唆されている(e.g., Ide, 

2019)。2021 年３月と５月に宮城県牡鹿半島沖で発生した Mw7.0 と Mw6.7 のプレート境

界型地震の破壊過程と周辺の地震の震源分布を調べたところ，2021 年３月 Mw7.0 の地震

が，東北沖地震後に出現した Mw5-6 の準繰り返し地震の震源から開始したこと，Mw5-6 準

繰り返し地震の震源域の内部で更に小さい繰り返し地震が複数発生していたことが分か

った（図 10，東北大学理学研究科[課題番号：THK_09]，Yoshida et al., 2022)。一方，
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2015 年５月に宮城県気仙沼沖で発生した Mw6.8 の地震は，2002 年，2011 年３月，2011 年

５月，2012 年，2020 年に Mw6.0-6.4 の地震と同じ地震性パッチを破壊していたが，2015

年の場合だけ，隣接する同等サイズのパッチをも破壊していたことがわかった（東北大

学理学研究科[課題番号：THK_09]，Yoshida, 2023)。 

活断層における大地震の発生確率の評価方法の一つは，その発生にある程度の周期性

を期待して，平均再来間隔と最新大地震からの経過時間を BPT モデルに代入して求める

ことであり，地震調査研究推進本部による評価では，再来間隔のゆらぎパラメタ AP を長

期履歴のよくわかった４つの大きな断層のデータから 0.24 としている。AP の値は予測

確率に大きく影響する。そこで，繰り返し相似地震の最新のカタログ(Igarashi, 2020)

を用いて AP を求めたところ，平均値は 0.20 と地震調査研究推進本部が仮定している値

に整合的だが，再来間隔が長いものほど AP が小さくなる傾向が見つかった（東京大学地

震研究所[課題番号：ERI_13]，石辺・松浦, 2022）。 

 

〇ETAS による地震発生予測 

地震活動に基づく短期的地震発生確率予測の手法として，ETAS モデルは最もよく確立

されたものである（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，岩田, 2022; Zhuang, 2022）。

将来的な社会実装を検討するために，気象庁震源を自動取得し，HIST-ETAS モデルによる

発生確率の空間分布を常時更新，その結果を柔軟な GUI によって指定できる条件で地震

活動等と重ねた地図を取得するシステムはほぼ完成し，安定的に運用できるようになっ

た（図 11，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]）。 

一方で，ETAS モデルそのものの高度化も進めている。大きめの地震の発生など，ある

時期を境に ETAS モデルのパラメタが変化する例は多く知られている。ルーチン的な運用

のためには，このような変化を準リアルタイムで自動検出し，変化前と変化後のパラメ

タを自動で決めなおして運用を継続する必要がある。本年度，データに適切な個数の変

化点を見付ける決定木アルゴリズムを開発した。M5.5–6.5 の規模が比較的大きめの地震

５個を含む 2005-2017 年のイタリア中央アペニン地方のカタログに適用したところ，2016

年の M6，2017 年の M5.5 の少し後に変化点があると判定され，そこで背景地震レートが

大きく変わったことが見い出された。また，主要な活動域の場所にも対応した変化が見

られた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Benali et al., 2022）。高緯度地域，

あるいは世界規模での ETAS 解析を適切に行えるよう，球面幾何を考慮した得た ETAS モ

デル(SETAS)を作り，FORTRAN のプログラムパッケージを作成した（東京大学地震研究所

[課題番号：ERI_13]，Xiong and Zhuang, 2023）。 

 

〇トリガリング 

余震活動が，静的および動的応力におよるトリガリングであることは広く認められて

いる。例えば，南カリフォルニアの先行研究で，熱流量が高い地域ほど余震の生産性が低

いことが示されている(Yang and Ben-Zion, 2009; Enescu et al., 2009)し，日本でも，

火山地域では動的トリガリングが圧倒的に起きやすいことがよく知られている。このよ

うなトリガリング敏感性に影響する地学的特徴を見出すために，本年度は 2000 年以降に

日本内陸でおきた 20 km 以浅 M5.5 以上の地震 18 個の余震活動パラメタを求め，防災科
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学技術研究所が所有する地殻熱流量データ(Matsumoto, 2007)と比較した。その結果，有

意な相関は認められなかった。一方で，南カリフォルニアと比べて ETAS のアルファ値が

低い傾向にあり，日本の方が群発的な活動が多い可能性が示唆された。また，2011 年東

北地方太平洋沖地震の発生前の東北日本では，大森・宇津則の余震生産性が比較的高か

った。これは解析に用いた地震群の本震が逆断層であることや断層系が複雑なことと関

係しているのかもしれない（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Enescu and Furuya, 

2022)。 

 

（３）先行現象に基づく地震発生の確率予測 

地震先行現象の候補として提案されている様々な自然現象について，地震発生との相

関の有無と程度を評価しておけば，その知見を経験的に地震発生確率の予測に取り入れ

ることができるし，物理ベースの演繹的予測法のヒントになることも期待できる。 

 

〇複数項目による経験的地震発生予測 

大地震発生確率を評価する直感的な方法として，過去の地震活動からの時空間距離を

もとに推定する方法(Proximity-to-Past-Earthquakes, PPE モデル, Jackson and Kagan, 

1999)と ， 長 期 滑 り レ ー ト の 高 い 活 断 層 か ら の 空 間 距 離 を も と に 推 定 す る 方 法

(Proximity-to-Mapped-Faults, PMF モデル)が考えられる。これらの方法，および，両者

の荷重平均を用いる Proximity-to-Known-Sources (PKS)モデルを四川—雲南地方につい

て作り，M6 以上の地震の発生確率を計算して実際におきた M6 以上の地震 14 個と比べて

成績を評価した。どのモデルもランダム予測に対しては１を超える確率利得を示したが，

PKF はぎりぎり１を超える程度であった。最もよかったのはハイブリッド方式の PKS で

ある（図 12，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Zhang et al., 2023, in press)。 

 

〇前震識別 

野村・尾形の前震識別モデルは，任意の地震群内のマグニチュード差や時空間的距離

に着目して，30 日以内に現時点での群内の最大地震より大きな地震が起きる確率を経験

的に評価するもので，地域性だけに基いて予測した場合より性能が高いことが示されて

いる(野村・尾形, 2018)。この前震識別モデルの具体形はロジスティック回帰で作った

ものだったが，今年度，ニューラルネットワークやランダムフォレストなど様々な機械

学習手法でこのモデルを作ってみた。それらは，野村・尾形(2018)のオリジナルモデルよ

り性能が悪かったが，アンサンブル学習を導入して複数の機械学習手法を組合わせた場

合には，前震識別精度を野村・尾形(2018)より僅かながら向上させることができた（東京

大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，鈴木・野村, 2022）。 

 

〇微小リピータ前震 

前震の中には，本震の破壊開始点近傍で本震直前に多数の微小な相似地震としておこ

るものがある(e.g., Bouchon et al., 2011; Doi and Kawakata, 2012, 2013)。非常に

小さな地震であるため ETAS 的なトリガリングで本震を起こした可能性は低く，震源核の

形成が示唆されるが，先行現象であるかどうかを検証するためには，大地震の直前だけ
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でなく，全ての時間・空間においてテンプレートなしで総当たり的な波形比較を行って

微小な相似地震を網羅的に検出する必要がある。波形の相互相関関数を用いた方法では

計算時間がかかりすぎて実行困難であるために，昨年度までに波形の情報量を削減する

ハッシュ関数を用いる方法を提案したが，相互相関関数に比べれば偽陽性・偽陰性共に

多く，少なくともベンチマークとして相互相関関数による検出を行なう必要がある。そ

こで，本年度は，連続波形から切り出した全ての固定長の窓に対し，Fourier スペクトル

を事前に計算しておき，それら同士の積の Fourier 逆変換を計算して相互相関関数を求

めるコードを開発・実装し，100 Hz の波形 15 チャンネル(５観測点の３成分)に相当する

データであっても，２週間分の連続波形を５時間程度で処理できることがわかった。こ

のアルゴリズムを，大阪府北部の地震(2018 年６月 18 日 07 時 58 分, Mj6.1)発生時を含

む 10 日間の Hi-net 交野観測点と久御山観測点(震央距離 10—12 km)の３成分速度波形に

適用したところ，気象庁カタログに未記載の地震によるものと見られる波形を複数発見

できた（図 13，立命館大学[課題番号：RTM_02]）。 

 

〇前震の室内実験 

室内実験において微小破壊（アコースティック・エミッション，以下 AE）イベントが

前震的に起きることがあるが，その発生位置と断層面の空間的な関係を調べるためには，

AE 震源の相対的な分布だけでなく，絶対位置を精度よく知る必要がある。そこで，沈み

込むスラブ内浅部の温度圧力条件下での実験が可能なマルチアンビル型装置を用いた高

圧試験における震源決定精度の評価を行った。マルチアンビル型高圧発生装置は固体媒

体によって圧力をかけるため，試料に直接 AE センサを貼り付けることはできず，圧媒体

の外側に配置される６個のアンビル背面に貼り付けて計測する。すなわち，AE シグナル

は試料内部，圧媒体，アンビルを伝播してから記録される。また，試料の大きさが直径 5 

mm 弱，高さ 10 mm 弱と非常に小さいため，試料の大きさ，すなわち AE の震源域に対して

トランスデューサ受感面の大きさが無視できない。これらの影響を調べるために，仮想

震源をコンピュータ内で再現してその計算走時を利用して絶対震源位置の推定精度評価

を実施した。仮想震源を試料内部に配置させ，試料，圧媒体，アンビルの３層構造を仮定

し，さらにトランスデューサは直径 6 mm に設定したうえで，受感面の中で最も早く波が

届く点までの走時を計算した。計算走時に乱数的な読み取り誤差を与えて到達時刻デー

タとして，受感面中心を受振点座標として，また構造を単純化させた一様構造を仮定し

て震源決定を実施した。適切な弾性波速度を与えることができた場合には，読み取り誤

差がなければ，震源位置のずれは約 0.01 mm 以内と無視できるほど小さかった。これは

トランスデューサを試料から 20 mm 近く離れた位置に配置していることで受感面の大き

さの影響が低減されていることに起因する。±0.1 マイクロ秒以内の一様乱数ノイズを計

算走時に加算した場合には，0.5±0.5 mm 程度のずれが発生した。このことは，de Ronde 

et al. (2007)の先駆的研究のサンプリング速度（10  Msps）では不十分であり，10 Msps

でかつ，高周波まで受感できるトランスデューサを用いた計測が必須であることを示し

ている（図 14，立命館大学[課題番号：RTM_02]，川方・大内, 2022）。 
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〇複合的なメカニズムによる前震活動 

2013 年２月 25 日に発生した栃木県北部地震 M6.3 の前震活動を再解析した。本震発生

前後に発生した地震 1193個に対して波形相関による相対走時差データを用いて震源を再

決定し，これらをテンプレートとして 2013 年１月—２月の連続波形記録からイベント検

出を行った結果，合計 15786 個の地震を検出した。前震活動は，本震の約１箇月前から

発生数が徐々に増え，数日前に発生率が一時的に増加し，約１時間前にはさらに活発に

なった。このように，複数の時間スケールにおいて前震活動の段階的な活発化が確認さ

れた。また，本震約１時間前に M3.6 の地震が発生して以降は，前震活動域が本震の断層

面の走向方向に加えて深さ方向にも拡大した。活動域の拡大速度は約 10 km/日で拡散的

な様式を示した。時空間スケールは異なるが，2011 年東北沖地震の発生前に見られた前

震活動域の拡大の様子と類似性が見られ，スロースリップが本震の発生を促した可能性

が考えられる（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12])。 

 

〇ふつうの地震活動 

地震活動の異常度を定量的に評価する新たな手法の開発を目指して，2000 年—2020 年

８月の日本全国の地震活動の規模別頻度分布，潮汐相関に関する指標値について，空間

グリッドサイズ一定，解析震源数一定の機械的な解析を行い，各指標値の頻度分布に着

目して，全国的に他の活動と区別することができない“ふつう”の地震活動を特徴づけ，

これを基準として異常度を定量化したことを昨年度報告した。本年度は，この手法で「ふ

つうの地震活動」とされたものについて，その全数からなる母集団の規模別頻度分布を

定式化するとともに，活動指標の時間変化を評価するときに解析される典型的な 50-100

イベント程度から得た指標値(b とη)のみかけのゆらぎの意義を検討した。母集団の頻度

分布は，完全な GR 則(b = 1, η= 2)よりは少し勾配がゆるく，また，僅かに上に凸(b = 

0.9, η = 1.8)であり，Lomnitz-Adler and Lomnitz (1979)の式(LL 式)でよくフィット

される。これに対して，小集団から求めたｂ値は，最尤推定値(b = 0.9)は正しいものの，

±0.3 程度ゆらいでみえるが，これはサンプル数が少いことによる影響が大きく，LL 式

を用いたシミュレーションによって，ふつうの地震活動におけるｂ値のゆらぎは±0.1 程

度であると推定された。一方，η値については，Utsu(1988)が指摘しているように，サン

プルが少ないと最頻値すら過小評価される傾向がある。また，みかけのゆらぎも大きい

(1.4-2.2 程度)が，これもサンプル数が少ないことによる影響が大きく，LL 式を用いた

シミュレーションから推定したη値の真のゆらぎは，ふつうの地震活動においては 1.7-

1.9 程度である（気象庁[課題番号：JMA_01]，Nagata et al., 2022）。 

 

〇前震以外の地震活動異常 

地震活動の長期静穏化が千島の巨大地震に対する中期的先行現象である可能性が指摘

されている(e.g., Katsumata & Nakatani, 2021)。本年度は，1969，1975 年の北海道東

方沖地震の震源域で 2003 年２月に群発地震があり，その後 16 年以上にわたり顕著な長

期静穏化が継続している(Katsumata & Zhuang, 2020)ことに着目して，長期静穏化現象

のメカニズムについて一つの仮説を提案した。津波地震であった 1975 年の震源域(海溝

軸近くでゆっくり滑りしやすい物性)での SSE が，その down-dip 側のプレート境界にお
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ける 2003 年２月の群発地震活動を誘発したものだと考えれば，この SSE は，同時に down-

dip 側のスラブ内に圧縮力を加えるため，太平洋スラブ内部で発生していた down-dip-

extension 型の地震活動が減少することが期待され，観察された静穏化を説明する。この

ような見方をすると，2019 年 12 月に同じ場所でおきた群発地震活動も 2003 年と同様，

1975 年の震源断層面上における SSE が要因と推察される（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_13]，勝俣, 2022）。 

 

〇地殻流体 

地殻流体に見られる変調もしばしば地震に先行することがある。同一地点に深さの異な

る３つの井戸を設置し，地下水位・歪・傾斜を観測する産総研の地下水等総合観測施設

は，南海トラフの想定震源域に 20 点を計画し，2006 年から順次整備を進めている。本年

度は和歌山県日高郡日高川町に新規地下水等総合観測施設を設置した（産業技術総合研

究所[課題番号：AIST09]）。 

大気中ラドン濃度については，令和４年度までに全国 25 施設の医薬系放射線管理施設が

参画しているモニタリングネットワークによってデータ収集・解析を続けている。 

1995 年１月 17 日の兵庫県南部地震の前１-２箇月に，震源域の東方，芦屋断層上にある神

戸薬科大学で測定した大気中ラドン濃度に平年のパターンから大きく外れた顕著な変動があ

ったことはよく知られている。本年度は，同データの日周変化パターンを解析した。一般的

な日変動のパターンは，日没から日の出までの気温低下時には，空気の安定度が増加するこ

とで測定場所付近の地下からのラドン散逸を反映してラドン濃度が上昇し，逆に，日の出以

降の気温が上昇時には，空気の混合によってラドン濃度が下降するというものであり，実際

1994 年の 10 月から 12 月のデータもこの日周変化に従っていた。しかし，1995 年１月１日

から１月 16 日の地震直前期間においては，気温下降時のラドン濃度の上昇は平年より小さ

く，測定場所付近のラドン散逸が減少していたと思われる。また，気温が上昇する７時から

12 時にかけて，ラドン濃度は減少せず，異常に高い値に留まった。一方，ラドン濃度の日最

低値からは，より広域的には 12 月以降は平年に比べて顕著にラドン濃度が高い状態が続い

ていたことが示唆される。両者を考えあわせると，測定場所付近でのラドン散逸はむしろ減

少していたのだが，兵庫県南部地震の震源域でのラドン散逸によってラドン濃度が高くなっ

た大気が，混入してきたと考えられる（東北大学[課題番号：THK_10]，西尾・他, 2023）。 

また，大気中ラドン濃度変動を機械学習(ランダムフォレスト)によって検出することを試

みた。福島県立医科大学(平常時：2002 年から 2007 年を学習し，2008 年から 2011 年を予測)

では，東北地方太平洋沖地震(2011 年３月 11 日)前にあたる 2011 年において予測値と観測値

から求めた決定係数の値が顕著に低く，また 2010 年 10 月，11 月に予測値と観測値の差がそ

れらの標準偏差の３倍を超えていた。一方，神戸薬科大学(平常時：1984 年から 1988 年を学

習し，1990 年から 1995 年を予測)では，1994 年 12 月に予測値と観測値の差がそれらの標準

偏差の３倍を超えていた（東北大学[課題番号：THK_10]，土谷・他, 2023）。 

2011 年東北地方太平洋沖地震前の異常の有無を調べることを目的として，宮城県県政情報

センターに所蔵されている行政資料から，宮城県水産技術総合センター内水面水産試験場(大

和町吉田字旗坂地内)の伏流水と河川水の水温データと，宮城県栽培漁業センター(石巻市谷

川浜字前田 22)の地下水水温データ（１日１回計測）をデジタル化した。いずれのデータに
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おいても，2011 年東北地方太平洋沖地震前の顕著な異常は見られなかった（公募研究，東京

学芸大学[課題番号：KOBO08])。 

2022 年３月 16 日，福島県沖を震源とする最大震度６強（M7.4）の地震が発生した（気象

庁，2022）。一方，この地震の前に東京と大阪でほぼ同時期にボラが大量死し，インターネッ

ト上では，この地震の前兆ではないかとする書き込みが散見された。３月 16 日福島県沖の地

震の前兆ではないか，とされたボラ大量死は，３月６日東京都大田区の呑（のみ）川で約 1000

匹が死亡した件と，３月７，８日の両日に大阪市の平野川と第二寝屋川であわせて約 7500 匹

が大量死した件である（産経新聞社, 2022; 中日新聞東京本社, 2022）。そこで，ボラの大量

死と，一般の人がその発生をより意識しやすい震度を基準として，最大震度６強以上の地震

との関係を調べた。調査期間は，気象庁の震度階級が現在の 10 階級になった 1996 年４月１

日から 2022 年６月 30 日とし，この間に該当する地震は 21 個あった。ボラの大量死は，概ね

100 以上の場合を大量死とし，過去の新聞記事およびインターネット検索から拾い上げた。

また，複数の魚種が示された記事については，ボラが先頭に示されているものだけを選んだ。

その結果，ボラ大量死は 37 件となった。関連を疑う先行時間を，Orihara et al. (2019)に

ならって，大量死から 30 日後まで，大量死の場所から地震までの距離を，2022 年３月のボ

ラ大量死（東京都大田区）にあわせて半径 300 km 以内とすると，ボラ大量死から 30 日後ま

でに半径 300 km 以内で震度６強以上の地震が発生したケースは，2022 年３月６日東京都大

田区ボラ大量死と 2022 年３月 16 日福島県沖の地震のみであった（図 15，公募研究，東京学

芸大学[課題番号：KOBO08]，織原, 2022a)。 

同様にネットで話題になった例として，2023 年２月６日未明にトルコとシリアの国境付近

で発生した M7.8 の地震の 18 日前にトルコ・ブルサ県(震源から約 700 km)で出現していた赤

みを帯びたレンズ状の雲が，前兆たったのではないかという話がある。この件に関し，Yahoo!

ニュースに「トルコ大地震で目撃“地震雲”の正体に気象学者・荒木健太郎氏「雲は地震の

前兆にはなりません」」との談話が発表されたが，この記事に対するヤフーコメントの批判的

な意見は，荒木氏の断定的な否定に対して，「なぜ“ない”言い切れるのか？」といった内容

のものが目立った。ないことを証明することは，悪魔の証明などと言われることもあり，大

変困難である。たとえ科学的に正しいといえる内容であっても，断定的に「ない」と否定し

てしまうと反発を招く恐れがある。表現の仕方には注意を払う必要がある（公募研究，東京

学芸大学[課題番号：KOBO08]）。 

 

〇電磁気的な地震先行現象 

東北地方太平洋沖地震に関して，日本の地磁気共役点であるオーストラリア北部の

GNSS によって観測された電離圏総電子数(TEC)を解析したところ，日本で地震直前に観測

されたものと同様な TEC の正異常があった。異常の開始は地震の 41.5 分前であり，日本

の異常開始時刻と非常に近く，また，日本とほぼ同じ磁気経度で発生していた。これは，

電離層内の電場が大地震の直前に電子を再分布させたというモデルを支持している（千

葉大学[課題番号：CBA_01]，He et al., 2022)。 

一方，同地震数日前の３月８日昼頃から３月９日に昼頃にかけて，東北地方上空で電子密

度の負の異常があったことが先行研究(Hirooka et al., 2016; Liu et al., 2018)で指摘さ

れているが，そこで用いられた非線形トモグラフィー手法では，そもそも電子密度の低い夜
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間も異常が継続していたかはわからなかった。そこで，昨年度報告した改良線形正則化法

(Song et al., 2021)を適用したところ，震央上空 250 km を中心に電子密度が減少する領域

が，３月８-９日に 20 時間以上，夜間も含めて安定的に存在していたこと，その周囲では電

子密度が増加していたことがわかった（図 16，千葉大学[課題番号：CBA_01])。 

 

〇地震・火山・津波等からメカニカルに誘起される TEC 変動 

早期警報等に役立つと期待される，地震・津波・火山によって励起される TEC 変動に

ついても事例解析を進めた。上述 Song et al.(2021)の例からもわかるように，これらの

メカニズムや大きさがはっきりした事象による TEC 変動は電離圏にあらわれる先行現象

の解析の基礎となると同時に，災害の早期警報に役立つと期待される（千葉大学[課題番

号：CBA_01]，鴨川, 2022)。 

2022 年フンガ・トンガ‐フンガ・ハアパイ火山の大規模噴火に伴う日本やインドネシ

ア上空の TEC異常変動について，電離圏擾乱の伝播速度は大気ラム波と同じ速さであり，

対流圏からの上方へのエネルギー漏洩が起源であることを示唆した。また電離圏擾乱は

少なくとも 4 回日本上空を通過したことを確認した（千葉大学[課題番号：CBA01]， Heki, 

2022; Muafiry et al., 2022)。 

また，トンガの大規模噴火により，2022 年１月 15 日 04:05UTC に地表面近くにて発生

した顕著な移動性大気擾乱(TAD)について，台湾に設置されたフラックスゲート磁力計，

気圧計，潮位計およびイオノゾンデデータを調査した。地表付近の大気圧は 11:30UTC に

上昇し始め，11:50UTC にピークに達した。海面変動は 12:00UTC に始まり，14:00UTC 以

降に顕著になった。電離層は 12:00UTC に突如上昇し，14:30UTC に最高高度に達し，東向

きの電場が出現したことを示唆した。さらに，14:00-15:00UTC の間には，TAD によって

生成された東向きのダイナモ電場と調和的な変化が検知された。津波による TAD 変動の

解析にも有効な情報が得られたといえる（千葉大学[課題番号：CBA_01])。 

また，先述の改良線形正則化法(Song et al., 2021)によるトモグラフィーを用いて台風

によって励起された電離圏擾乱を解析した結果，擾乱は大気重力波によって励起され，台風

の強さだけでなく，中性風の重要性（中性風速度が 10-20 m/s で弱い条件であること）を初

めて観測学的に示した（千葉大学[課題番号：CBA_01]，Song et al., 2022)。 

 

 

これまでの課題と今後の展望 

スロー地震に関しては，様々な時空間スケールにおける相互作用が見えてきて，物理

的な解釈もなされている。現実のプレート境界の不均質の理解も進んでおり，モニタリ

ング・予測に必要なデータ同化手法も着実に進展しており，物理モデルに基づくスロー

地震の予測は，もうすぐ一定程度には成功すると期待できる。通常の地震についても，複

数のスケールでのアスペリティを取り込んで，南海トラフで見られる複雑さと周期性の

両方を再現することに成功しており，また，階層的破壊の実例観察も充実してきた。これ

らの物理的理解は，自然地震の可予測性を支配する本質的な要素を備えており，経験則

の追究を含めて新たな展開が生まれるかもしれない。経験的な手法による予測に関して

は，洗練された統計モデルによる予測が着実に進むとともに，機械学習等の利用が始ま
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った。まだ，華々しい成果はないが，様々な面から考えて機械学習が経験的な地震予測の

性能を大きく改善する可能性は高いだろう。一方で，予測の大前提である，地震カタログ

等の基礎データの充実における機械学習の威力はまざまざと示された。 
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図１．石垣島で観測されたスロースリップ中の重力変化。スロースリップの開始と同時

に重力が約 2 microGal 減少する（左上）。東海（左下）やカスカディア（右上）の観測

結果と異なり連続的な重力データを取得した。GNSS による地殻上下変動の寄与は約-1 

microGal で，スロースリップ期間全体にわたり一様な速度で生じるが（右下），重力変

化は期間の前半に起きている（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，平松, 2023 よ

り改変）。 

 

 

 

図２．紀伊半島南東沖の浅部超低周波地震。(a)浅部超低周波地震による 2004 年４月—

2021 年３月の 17 年間の積算モーメントの空間分布と（b）浅部超低周波地震活動の活動

域。図中の破線は南海トラフ，点線は Park et al.(2004)による古銭洲海嶺の位置を示す

（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，Takemura et al., 2022a より改変）。 
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図３．四国室戸岬沖南海トラフと宮城沖日本海溝におけるデコルマの有効応力比。赤線

は南海トラフでの値を示し，黒線は日本海溝での値を示す（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_12]，Jamali Hondori and Park, 2022 より改変）。 

 

 

 

図４．四国東部の臨時稠密観測網の東西測線上の観測点で収録した地震の観測波形例

(上下動成分)。(MJMA =2.3, 発震時刻：2022/4/22 11:00:43.66, 震源位置：33.99367°N 
134.16817°E 6.6 km deep)。横軸は震央距離，縦軸の時間は原点が震源時に対応する。

振幅には AGC 処理を施している。リダクション速度:6.0 km/s。Band pass filer:５-20 

Hz。地下深部からの反射波と思われるフェイズ(赤色矢印)が確認できる（東京大学地震

研究所[課題番号：ERI_12]）。
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図５．室内水圧破砕実験で得らた AE連続波形から深層学習を利用して作成した震源分布。

a)従来手法で決定した結果。b)–e)深層学習を利用して決定した結果。走時検測における

ピック候補抽出時の閾値を変えて Association・震源決定を行い，従来手法と同じ走時誤

差の選別基準で抽出(Ｐ波走時 8 個以上，最大誤差 10mm 以下)した結果を示している（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，直井・他, 2022 より改変）。 

 

 

図６．Xichang 地域の臨時ネットワークと中国の定常ネットそれぞれで決めたマグニチュ

ードを補正した結果。(a)補正結果。(b)Xichang 地域の臨時観測網で決めたマグニチュー

ドに対する補正量の分布。(c)定常観測網(中国地震観測網)で決めたマグニチュードに対

する補正量の分布（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Si et al., 2022 より改

変）。  
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図７．真覚寺日記に収録された有感地震の発生時間帯のヒストグラム。不定時法で記さ

れた時間帯情報を 24 時法に変換するときに乱数を用いた。その変換の試行のうち５回を

示す。左列:すべての有感記録を用いた場合，中列:搖れの程度「小」のみを用いた場合。

右列:搖れの程度「中・大」のみを用いた場合（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，

石辺ら, 2023 in press より改変）。  
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図８．マグニチュード相関の有無に関する論争。左の表にある 29 本の論文を有り派と無

し派に分け，それぞれの累積出版数を追ったのが右の累積カウント図（東京大学地震研

究所[課題番号：ERI_13]，Petrillo and Zhuang, 2022 より改変）。 

 

  

図９．2020 年の各四半期を予測期間として，直前までの発生状況から評価した繰り返し

系列毎の地震発生確率。黒囲みは予測期間内に実際に発生した繰り返し系列（東北大学

理学研究科[課題番号：THK_09]，野村・他, 2022 より改変）。  
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図 10．2021 年３月 Mw7.0 地震震源周辺の地震活動。地震の規模を応力降下量 3MPa に相

当する丸のサイズで表す。(b)は(a)の領域の赤枠部分の拡大図。(c)地震の発生時とマグ

ニチュードの関係。星は Mw5-6 の準繰り返し地震と 2021 年３月 Mw7.0 地震（東北大学

理学研究科[課題番号：THK_09]，Yoshida et al., 2022 より改変）。 

 

 

 

図 11．地震発生確率ルーチン更新システムの画面例。カラースケールの確率値は 0.1 度

x0.1 度のグリッドに対する M6 以上の発生確率。他の様々な情報をレイヤーで追加でき

る。この例では直近一ヶ月の震源だけを選択した（東京大学地震研究所 [課題番号：

ERI_13]）。  



  
 

170 

 

図 12．四川–雲南地方で過去の地震活動データと活断層データから M6 以上地震を予測す

るレトロスペクティブ実験。(a)PPE 予測モデルで用いる地震。CENC カタログより 1970–

2022 年の 50 km 以浅，M4 以上の 1234 イベントを使用。赤字は実験で予測ターゲットと

する M6 以上の地震 14 個。青字は PMF 予測モデルで用いる断層。(b)PMF 予測モデルで用

いる断層(青線)の長期滑りレートを灰色線の太さで示した。(c)実験結果のモルチャン成

績図。ASS はエリアスキルスコアで，大きい方が好成績。PKS モデルに関しては，重みづ

けの違う 4 種類を試した。重みづけ係数ミューが大きいほど PMF 重視となる。PKS とだけ

書かれているのは，最尤法で決めたミューを用いたもの。PKSW は，重みづけをマグニチ

ュードで変える(Hiemer et al., 2013)もの（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，

Zhang et al., 2023, in press より改変）。 

 

 

図 13．Hi-net 久御山観測点の連続波形記録から，相互相関関数の計算により新たに発見

された地震波形のペア。いずれも本震後の大きなノイズに埋もれ，Ｐ波の立ち上がりを

正確に読み取ることは困難と思われるが，波形の類似性により検知が可能となった（立

命館大学[課題番号：RTM_02]，高山・他, 2021 より改変）。  
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図 14．受信位置を点で仮定し，一様構造を仮定した場合の震源決定誤差の頻度分布。 

(a)読み取り誤差を与えなかった場合。(b)±0.1 マイクロ秒以内の一様乱数ノイズを読み

取り誤差として計算走時に加算した場合（立命館大学[課題番号：RTM_02]，川方・大内, 

2022 より改変）。 

 

 

 

図 15．最大震度６強以上の地震（青色ひし形）とボラ大量死の発生場所（公募研究，東

京学芸大学[課題番号：KOBO08]，織原, 2022a より改変）。  
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図 16． 2011 年３月８日から３月９日にかけての TEC 異常。 GNSS-TEC から Song et 

al.(2021)の 3D トモグラフィー手法で再構成。過去 15 日間の同時刻の電子密度分布の中

央値を基準モデルとした差分値を表示。太い黒矢印で異常をハイライト。この後，３月９

日 11:45am(JST)に M7.3，３月 11 日 14:46pm(JST)に M9.0 の地震が宮城県沖で起きた（千

葉大学[課題番号：CBA_01]）。 
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１（４）火山 

 

                       「火山」計画推進部会長 中道治久 

                            （京都大学防災研究所） 

                              副部会長 前野 深 

                            （東京大学地震研究所） 

 

火山の噴火災害を軽減するためには，火山噴火の発生の場所・規模・時期を予測する

ことおよび火山噴火現象に対応する噴火災害の推移を予測することが重要である。また

これらの予測のためには，火山噴火現象を解明することも重要である。「火山」計画推

進部会では，「火山活動の事象分岐の条件・論理を明らかにし，火山活動推移モデルを

構築し，発災の原因である火山噴火を予測すること」を上位目標にすえ，低頻度で大規

模な現象を含む火山現象の解明とモデル化，火山活動を支配する場の解明とモデル化，

中長期的な火山活動の評価，観測手法の開発および体制の整備に関する研究を推進して

いる。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

ウ．地質データ等の収集・集成と分析 

長期間における火山現象とそれに伴う災害を正確に把握するためには，地質データ等

を収集して調査・分析を行い，そのデータベースを整備・拡充することが重要である。

マグマの状態と噴火様式の関連性を調べるために，およそ 2900 年前に発生した富士火

山御殿場山体崩壊後の噴出物を対象として，斑晶，メルト包有物（MI），石基ガラス組

成の分析が行われ，全岩化学組成と合わせてマグマ供給系の時間発展について考察され

た（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_02]）。山体崩壊直後のサンプルの斑晶組成と

MI 組成の分析からは，斑晶の結晶化および MI の捕獲がマグマ上昇中に起きたことを示

すことから，崩壊による荷重減少のために，この期間はマグマの噴出経路が確立し容易

に噴火しやすい状態であったと推定された。さらに分析結果は，時間経過とともに深部

マグマ溜まりでの結晶分化がしだいに卓越したことを示すことから，山体崩壊の影響が

しだいに弱まり火道内で結晶化が起こりやすくなりマグマが上昇しにくくなったため，

噴火のトリガーとしてマグマ溜まりでの浮力獲得の影響がしだいに大きくなったという

モデルを提案された。約 7600 年前の摩周カルデラ形成期の降下火砕物（Ma-g〜i）を対

象に，採取試料の湿式分析と放射光分析が実施され，Fe 元素に由来する放射光スペクト

ルから Fe3+/Fe2+ を推定するための検量線を作成された（公募研究 [課題番号：

KOBO21]）。検量線をもとに降下火砕物の層序毎の Fe3+/Fe2+ の検討の結果，Ma-i から

Ma-h の層順で Fe3+/Fe2+ が系統的に変化することが見出された。草津白根山の露頭か

ら採取された完新世テフラを対象に岩石磁気分析が行われた（富山大学 [課題番号：

TYM_01]）。その結果，初磁化率の温度変化を中心とした岩石磁気分析で熱水変質鉱物

を同定することにより噴火様式を推定できる可能性が見出された。また，白根火砕丘群

北側標高 2048 m と標高 2106 m の２地点のテフラ調査，土壌の放射性炭素年代測定お
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よびテフラのＸ線回折分析が実施され，2048 m 地点のサンプルからは約 5400～1700 年

前，2106 m のサンプルからは約 7600 年前および約 700 年前の年代値が得られた。前者

の堆積物に対しては酸性熱水変質帯に由来する熱水変質鉱物に富むテフラも見出され

た。将来噴火する可能性の高い活火山の中長期的活動評価と予測のため，火山の地質図

作成が進められ，日光白根及び三岳火山地質図が出版されたほか，秋田焼山火山の地質

図及び原稿がまとめられた（産業技術総合研究所 [課題番号：AIST03]）。伊豆大島では

海陸をつなぐ沿岸部水深 400 m 程度までの範囲で浅海レーザ測量及び水中ドローンによ

る海底地形地質調査が実施され，また，大規模火砕流分布図シリーズとして「支笏カル

デラ支笏火砕流堆積物分布図」が Web 公開された（産業技術総合研究所 [課題番号：

AIST03]）。日本列島の火山の基礎情報を最新の知見に基づいて収集・整理するため，

日本の火山データベースが更新・拡充された。 

 

（２）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明 

低頻度で大規模な火山噴火現象の発生履歴，規模等を解明するためには，史料・考古

データ，地質データ等の分析を着実に進める必要がある。そこで，霧島山 13 世紀御鉢

噴火の堆積物（高原テフラ）の詳細な層序区分にて噴火推移モデルを再構築されるとと

もに，粒子物性（密度，粒径，粒子形状，連結空隙率）および岩石組織の定量解析が行

われ，マグマ上昇過程・噴火強度の時間変化について考察された（東京大学地震研究所

[課題番号：ERI_03]）。伊豆大島については，Ｙシリーズ噴出物の粒子物性・岩石鉱物

化学組成・微細組織の解析と地質調査が行われ，大規模噴火に共通の性質・噴火推移や

マグマ溜り条件に制約を与えるための研究が進められた。浅間山については 16 ka に発

生した浅間史上最大規模の活動のうち，２つのプリニー式噴火（YP，YPk）について地

質学的，物質科学的研究が進められた。YP，YPk はいずれもほぼ同様の噴出量（1 km 3

強）と全岩化学組成を有するが，YP は上位に向かって細粒化し噴火強度の減少を示す一

方，YPk は徐々に粗粒化し噴火強度が増大したことなど噴火推移の詳細が明らかになっ

た。カルデラ噴火については，噴火準備段階からの活動の推移・履歴を把握するととも

に，その推定精度を上げる手法の開発・改良を進める必要がある。姶良カルデラ噴火お

よびその先行噴火の噴出物試料についての基礎分析と U-Th 放射非平衡分析が行われ，

先行噴火・カルデラ噴火を含め，珪長質マグマの大部分が U-Th 放射平衡に到達してお

り，マグマ生成後約 40 万年以上の時間が経過していることが示された（北海道大学[課

題番号：HKD_02]）。一方，溶岩流として噴出した珪長質な先行噴火については U-Th 放

射非平衡であることが確認された。 

 

（４）火山現象の解明とモデル化 

ア．火山現象の定量化と解明 

多様な火山現象を理解するためには，多項目の観測を行い，進行する火山現象を時空

間的に定量化するとともに，火山噴出物の分析，マグマの物理・化学的な実験および数

理モデルによる理論解析を行う必要がある。そのために，浅間山，霧島山，伊豆大島，

三宅島，阿蘇，諏訪之瀬島などにおいて火口周辺での多項目観測が実施された（東京大

学地震研究所[課題番号：ERI_07]）。浅間山の 2007 年から 2017 年に得られたデータの
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再検討からは，Ｎ型地震の出現時期に帯磁傾向が横ばいになることが見出された（図

１）。これは，Ｎ型地震が多発する時期に山体冷却が停滞したことを示しており，Ｎ型

地震発生時に浅部に熱水あるいはガスが供給されたことにより冷却の進行が停滞したこ

とを示唆する（Takeo et al.，2022）。三宅島におけるドローンによる繰り返し空中磁

気観測からカルデラ付近の３次元磁化構造が明らかにされた（図２）。カルデラリム直

下の磁化が非常に弱化している一方，沈降カルデラ内は平均的な磁化を示しており，カ

ルデラ形成時に落下した岩体は破砕されることなく元の構造を保ったまま沈降したと解

釈された（Koyama et al.，2022a）。また，伊豆大島にて無人ヘリコプターを用いた繰

り返し空中磁気観測から３次元磁化構造が推定され，三原山火口付近において 1 km 以

下の小空間スケールの不均質が明らかにされた（ Koyama et al.，2022b）。桜島にて

2012 年から 2020 年に発生した爆発的噴火に伴う地震について人工地震探査と山体地形

を考慮した速度構造を用いて震源決定がなされ，震源の深さが火口底から数百メートル

下という極浅部に求められた（東北大学理学研究科[課題番号：THK_03]）。2019 年８月

から 2020 年６月の阿蘇中岳噴火に伴う岩石磁気測定が行われた（公募研究[課題番号：

KOBO23]）。火山灰の磁気特性の時間変化が調べられ，飽和残留磁化と飽和磁化の比が

高い期間は火映が確認された期間に対応することが見出され，火道内のマグマヘッドの

位置とマグマ温度の関係が推定された（Anai et al.，2023）。 

 

イ．マグマ溜まりと火道内過程のモデル化 

浅間火山天明軽石の斜長石斑晶・微斑晶・マイクロライト，および石基ガラスの分析

が行われ，斜長石斑晶とマイクロライトは組成範囲がほぼ一致し，その頻度分布も極似

し，バイモーダルな分布を示すことが明らかにされた（図３）（東北大学理学研究科[課

題番号：THK_04]）。この組成頻度分布から，斜長石マイクロライトが，マグマ溜まり

で混合前のマグマから晶出したものと同じ圧力でのマグマ混合で均質化したメルトから

晶出したものとの半数ずつで構成され，火道上昇中の減圧結晶作用で晶出したマイクロ

ライトは極わずかであることが示された。ニカラグアの Masaya 火山で実施した火山ガ

ス組成観測データの解析から，火山ガスの大気中での酸化作用についての知見が取りま

とめられた（Kazahaya et al.，2022）（産業技術総合研究所[課題番号：AIST06]）。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

ウ．火山噴火を支配するマグマ供給系・熱水系の構造解明 

火山地域において，地震波速度・減衰構造や比抵抗構造等を明らかにするすることで，

火山活動を支配する場のモデル化を進める必要がある。そこで，鬼界カルデラを対象に

した研究航海において，広帯域海底地震計，海底電位差磁力計，海底磁力計等の長期海

底観測機器の回収・設置（図４）と航走観測が行われた（神戸大学 [課題番号：

KOBE01]，海洋研究開発機構[課題番号：JAMS03]）。また，これまでの研究航海により

取得した地球物理学的観測データの解析と，堆積物・岩石試料の岩石学的，地球化学的，

地質学的解析が進められた。鬼界アカホヤ噴火およびその後の火山噴出物の化学分析に

おいては，マグマ組成の特徴，マグマの温度や酸化還元状態等の岩石学的条件およびそ

れらの時間的変遷など，鬼界アカホヤ噴火以降のマグマ供給系についてまとめ，公表さ
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れた（Hamada et al.，2023）（神戸大学[課題番号：KOBE01]，海洋研究開発機構[課

題番号： JAMS03]）。草津白根山において地震の震源再決定が行われ， 2018 年頃の

unrest 期に震源が北東方向に移動していたことが明らかになった（東京工業大学[課題

番号：TIT_03]）。この震源の移動は湯釜火口湖の湖水濃度時系列解析結果（Terada et 

al.，2022）から示唆される alunite 等の二次生成鉱物の溶脱・沈殿と時期を同じくし

ていることから，浅部での流路閉塞や開放が unrest の多様性を生み出している要因と

考えられる。また，草津白根山の湯釜火口北側の噴気について He/Ar 比に基づきマグマ

発泡度の変化を検出し，そのタイミングが浅部熱水だまりの膨張・収縮と良く一致して

いることを見出した。これは，unrest を駆動するマグマと熱水系の物質化学的繋がり

を示している（Obase et al.，2022）。阿蘇山と雲仙岳を対象に，両火山の周囲の温

泉・鉱泉・地下水のヘリウム同位体比の調査が行われ，火口に近い場所ではマグマの影

響で同位体比が高く，火口からの距離が大きくなるにつれて地殻の影響で低下する傾向

が見出され，水理モデル解析から阿蘇山のマグマは雲仙岳よりも古いことが明らかなっ

た（Sano et al.，2023）（東京大学大気海洋研究所[課題番号：AORI02]）。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（４）中長期的な火山活動の評価 

ア．火山噴火の長期活動の評価 

火山噴火の長期活動については，火山ごとに噴火の特徴と履歴を明らかにするととも

に，年代測定精度の向上や階段ダイアグラムの高精度化を進め，物質科学的解析に基づ

いて評価を行う必要がある。そこで，富士山星山期（約 10 万～1 万 7000 年前）の岩屑

なだれ堆積物が調査され，堆積物に含まれる植物片の放射性炭素年代が約 1 万 9000 年

前であること，堆積物に含まれる火山礫の斑晶鉱物組合せや斑晶量，石基組織をもとに

複数の溶岩流を含む山体が崩壊したこと，星山期におけるマグマが多様であったことが

示された（山梨県富士山科学研究所 [課題番号：MFRI_01]）。また，富士山北麓～東麓

の地質調査，テフラ層に挟在する土壌の放射性炭素年代測定およびテフラの全岩化学組

成分析が行われ，約 4000 年前以降についての比較的規模の大きなテフラの層序が確立

されるとともに，特徴的な層相や全岩化学組成を用いることでテフラ層序対比が可能で

あることが見出された（山梨県富士山科学研究所 [課題番号：MFRI_01]）。さらに，噴

出物データベース作成のため，富士山に関する学術文献収集の分類，リスト化が行われ，

このうち 90 本の文献について様々な地質情報がデジタル化され，地理情報システム

（GIS）に組み込むことで一元的に管理・閲覧できるようになった。伊豆大島，浅間山，

霧島山において，過去数 100 年の噴火を対象とした噴出物の地質調査が行われ，テフラ

層の区分や特徴の明確化と，岩石鉱物化学組成・組織など物質科学的情報の収集が進め

られた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_03]）。伊豆大島については，従来の気象

庁により作成された「伊豆大島噴火シナリオ」について，山頂噴火で想定される推移に

対し，これまでの地質学的・物質科学的研究で得られた知見を反映させることが試みら

れた。伊豆大島の山頂からの大規模噴火（準プリニー式噴火）では時間とともに斜長石

斑晶に富むようになり，より爆発的な活動に遷移するというパターンがあることが Y1

や Y4 噴火の研究（池永・他，2023）で明らかになった。この大規模噴火に遷移するか
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どうかの判断基準を事象系統樹に組み入れ，改訂版伊豆大島噴火シナリオが提案された

（前野・池永，2023）。中長期的活動評価と予測のため，雌阿寒岳，岩木山，御嶽山に

おいて地表踏査による噴火履歴調査が実施された（産業技術総合研究所 [課題番号：

AIST03]）。また活動的火山の噴火履歴を高時間分解能で解明するために，御嶽火山の

岩石試料を対象とした K-Ar および Ar/Ar 年代測定が実施され，10 万年前より新しい火

山噴出物の噴火年代が明らかになった。 

 

イ．モニタリングにより火山活動の評価 

火山活動について数ヶ月から数年の中期的な時間スケールについては，多項目の地球

物理学的・地球化学的なモニタリングにより火山の状態を把握することで，火山現象と

噴火の関係を定量的に明らかにする必要がある。そこで，火山活発化指数（VUI）を導

入するためのワークシート作成が進められ，草津白根山については作成方針の策定，阿

蘇山については作成作業の継続，吾妻山では作成が完了した（北海道大学 [課題番号：

HKD_04]，京都大学理学研究科 [課題番号： KUS_02]）。硫黄山の電磁場連続観測から

2018 年小規模水蒸気爆発と 2021 年噴騰現象に伴って観測された地電位の変化の発生モ

デルが提示された（Aizawa et al.，2022）（北海道大学[課題番号：HKD_04]）。阿蘇

山において相対重力測定が行われ，得られたデータに対してスケールファクター補正を

施すことにより，高精度の重力変化量が求められ，火口周辺域での陸水あるいは熱水の

影響と思われる年周変化が捉えられた（若林・他，2023）（京都大学理学研究科[課題番

号：KUS_02]）。国内外の歴史記録にある大規模噴火の噴火推移を収録した「噴火推移

データベース」ならびに，日本で発生した火山噴火の噴出物の大部分を網羅した「火山

灰データベース」が公開された（産業技術総合研究所[課題番号：AIST10]）。また，桜

島の大規模軽石噴火の噴出物の層序・分布・噴出物の解析から長期的な噴火活動の推移

とそのメカニズムが明らかになった（Nishihara et al.，2022）。多成分火山ガス連続

観測装置のセンサー感度変化の挙動が室内実験により明らかにされ，リアルタイムで補

正する手法が提案され観測精度向上が図られた（気象庁 [課題番号：JMA_05]）。倶多楽

火山の温泉において噴気成分と酸素・水素同位体比の観測が行われ，噴出物の熱水変質

鉱物の検討と，電磁気探査結果から登別地域の熱水系の考察が行われた（高橋・他，

2022）（北海道立総合研究機構[課題番号：HRO_01]）。  

 

（５）火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測 

噴火事象系統樹をさらに発展させ，火山噴火に先行する現象，噴火発生，噴火規模や

様式の時間変化，終息までを一連の現象として捉えた火山活動推移モデルを構築する必

要がある。そこで，桜島火山における総合的な観測研究から，姶良カルデラおよび桜島

の周辺の地殻変動の傾向および起震応力場に時間変化が見られないことから，ここ１年

の桜島へのマグマ供給率はほぼ一定であったと推察された（京都大学防災研究所 [課題

番号：DPRI07]）。一方，桜島直下の圧力源は減圧傾向で，質量増加が継続しているこ

とから（図５），脱ガス卓越が継続していると推察された。なお，2023 年２月８日に約

５年ぶりに昭和火口で噴火があり，噴火に前駆してハーモニック微動と昭和火口の白色

噴煙が観測されたことから，微動と白色噴煙が火山活動推移モデルにおける事象分岐要
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素となりうることが分かった。また，火山観測データ解析，噴出物分析や理論的研究を

もとに，火山活動推移のモデル構築や火山活動・噴火現象の分岐判断指標について研究

成果について発表と意見交換が行われ，共通点および相違点についての議論が進んだ

（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]）。 

蔵王山の約 800 年前以降の噴火活動について，水蒸気噴火，水蒸気噴火から小規模マ

グマ噴火，そして準プリニー式噴火後小規模マグマ噴火となる３ケースについて，堆積

物の解析から相違点および類似点が抽出され，噴火事象分岐の要因を検討した結果が公

表された（Ban et al.，2022; Sato et al.，2022）（公募研究[課題番号：KOBO28]）。 

 

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（２）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

ウ．火山噴出物による災害誘因の即時予測手法 

噴火発生直後に火山噴出物などの災害誘因を高精度かつ即時的に予測する手法を開発

することは重要である。そこで，堆積物解析手法の高度化と，噴出物時系列解析・分析

手法の高度化を目指し，霧島，阿蘇，諏訪之瀬島，榛名，硫黄島，福徳岡ノ場等の活動

的火山で研究が進められた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_17]）。2021 年     ８

月に福徳岡ノ場で発生した大規模海底噴火については，衛星やインフラサウンドデータ

を活用した噴火様式や詳細な時系列にもとづく噴火推移の把握，定常一次元モデルを用

いた噴出率等の噴火パラメータの推定，噴出物の化学分析にもとづくマグマの特徴の把

握と SO 2 収支の推定などが行われ，この噴火の全体像（噴出量 0.1-0.4 km 3，噴出率 10 6 

kg/s 以下）と浅海におけるマグマと海水との相互作用のプロセスが明らかにされた

（Maeno et al.，2022）。また，漂流軽石の気泡組織の解析を進め，マグマ上昇過程や

マグマと海水との相互作用のプロセスを解明する研究も取り組まれた。その結果，最も

存在量が多い灰色軽石について，気泡数密度は一般的なプリニー式噴火と比較して桁で

小さく，マグマ上昇速度はそれほど高くなかった可能性が示された。また，アクセス困

難な地域の試料採取や地形調査の迅速な実施におけるドローンの活用方法や実例（霧島

新燃岳，西之島）について整理され公表された（前野，2022）。 

 

５．研究を推進するための体制の整備 

（１）推進体制の整備 

火山災害を軽減するためには，火山活動の推移を把握し，必要に応じて発生しうる火

山災害への対策を講じる必要がある。そこで，2022 年７月と 12 月に火山噴火予知連絡

会本会議が開催され，全国の火山活動の状況についての検討が行われた（気象庁 [課題

番号：JMA_08]）。また，火山噴火予知連絡会のあり方について検討が行われ，2022 年

８月に「あり方検討作業部会最終報告」にて将来的に目指すべき体制が提言され，12 月

に「あり方報告の具体化作業部会報告」にて次年度から始める体制が提言としてまとめ

られた。 

 

（３）研究基盤の開発・整備 

火山現象の解明と予測のための研究を進め，災害関連情報の迅速な発信や，火山活動
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評価の高度化を実現するためには，観測基盤を維持・整備するとともに，必要に応じて

観測体制の強化をする必要がある。そこで，全国 50 火山を対象に地震計，空振計，

GNSS，監視カメラ等による連続監視観測が継続された（気象庁 [課題番号： JMA_12，

JMA_15]）。また，GNSS 繰り返し測定や熱の機動観測が実施された。また，阿蘇山や桜

島などにて二酸化硫黄放出率観測を実施した。開発中の小型絶対重力計の南極露岩上で

の観測データの解析から，風速と重力値のばらつきが定量的に評価された（図６）（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_20]）。桜島火山に設置された超軽量高解像度ミュオ

グラフィ観測システムから時系列透視画像が作成され，衛星 SAR 解析結果との比較にて，

桜島山頂付近での隆起・沈降と噴火の活発期・静穏期との間に負相関が見出され，隆

起・沈降と火口底直下の密度上昇・低下との間に正相関が見出された（図７，Oláh et. 

al.，2023）（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_21]）。航空機による南方諸島および

南西諸島における海域火山の定期巡回監視観測が実施された（海上保安庁 [課題番号：

JCG_04]）。なお，西之島，噴火浅根，海徳海山および福徳岡ノ場については監視体制

が強化され，月１回程度の監視観測が実施された。また，測量船により硫黄島の海域火

山基礎情報調査が実施された。 

 

これまでの課題と今後の展望 

「火山」計画推進部会には，41 の研究計画課題に加えて，当該年度の公募研究は６

課題あり，地震火山観測研究計画において最大の課題数を有する計画推進部会（以下，

部会）であるため，課題間の連携やそれぞれの課題における研究の深化のための取り組

みも部会の重要な役割である。そこで，部会に関係する総合研究グループや課題合同の

様々な研究集会を開催した。桜島大規模噴火総合研究グループ研究集会を 2022 年 12 月

26 日・27 日に鹿児島市でハイブリッド開催したほか，北海道大学の課題（HKD_04）と

京都大学理学研究科の課題（KUS_02）合同の研究集会を 2023 年 1 月 20 日に，東北大

学理学研究科の課題（THK_11）の研究集会を 2022 年 1 月 23 日に，東京大学地震研究

所の課題（ERI_17）の研究集会を 2023 年２月 17 日にオンライン開催した。2023 年２

月 27 日・28 日には部会の研究集会をオンラインで開催した。このように，各課題内お

よび合同の研究集会を活発に行うとともに，部会と総合研究グループの両方で研究の議

論をする形が定着した。 

過去４年間においての部会の研究課題に共通した進展は，詳細については一昨年度お

よび昨年度の報告書で述べた通りであるため省略するが，以下のとおりにまとめられる。

まず，火山活動の状態や分岐・遷移を表すパラメータ間の相互関係が見えてきたことが

あげられる。これは火山活動推移モデルの構築と推移予測に繋がる成果である。次に，

観測手法や分析および解析手法の開発が進展し，広い時間および空間スケールおいて分

析や解析の分解能が向上したことを挙げることができる。これによって，詳細な噴火履

歴や地下構造の解明，マルチパラメータ観測の進展が見られた。また，火山に関する各

種のデータベースシステム整備が進んできた。火山活動の評価及び火山活動推移モデル

の構築において火山活発化指数（VUI）の算出対象火山数の増加や，火山活動推移モデ

ルの構築や火山活動・噴火現象の分岐判断指標に関する研究成果の共有等，着実な取り

組みがなされている。 
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過去４年間においては，日本国内において災害を引き起こす顕著な噴火は無かった。

そのため，非常時の火山調査および観測の実践不足は否めないという課題は残る。その

一方で，噴火時の火山灰調査を組織的実施と一元化データ共有システムへの調査結果お

よび観測データの取り込みが進み，非常時の火山調査の効率化・高度化に向けた準備が

進んでいる。近い将来に起こりうる災害を伴う噴火においてこれらの取り組みが結実す

ることが期待される。 
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図１．浅間山における 2007〜2017 年の多項目連続観測データの推移（東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_07]）Ｎ型地震の出現と地磁気変化異常が同期している。  

 

 

図２．三宅島磁化強度分布（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_07]） 

左上：様々な深さ断面における磁化強度分布。右：磁化強度分布の鉛直断面図。左下：三宅島

の浅部構造の概念モデル。 
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図３．斜長石斑晶とマイクロライトの An 値頻度分布（東北大学理学研究科[課題番号：THK_04]） 

 

 

図４．鬼界カルデラ周辺の広帯域海底地震計（ BBOBS），海底電位差磁力計（ OBEM），短周期海

底地震計（SPOBS）および海底磁力計（OBM）の分布（神戸大学[課題番号：KOBE1]および海洋

研究開発機構[課題番号：JAMS03]） 



188 

 

図５．桜島火山における相対重力変化（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI07]） 

左図：ハルタ山重力点における 1998 年〜2022 年の重力変化 

右図：大正噴火火口至近の重力点における 2006 年〜2022 年の重力変化 

 

図６．昭和基地の屋外において測定された重力値（青点）および昭和基地での風速（黒線）（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_20]） 
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図７．桜島火口近傍における密度変化，噴火頻度，SAR で求めた変位との比較（東京大学地

震研究所[課題番号：ERI_21]）  
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１（５）災害誘因評価・即時予測 

 

 「災害誘因評価・即時予測部会」計画推進部会長 太田雄策 

    （東北大学大学院理学研究科） 

             副部会長 為栗 健 

        （京都大学防災研究所） 

 

地震・火山噴火という自然現象が引き起こす地震動，津波，火山噴出物，斜面崩壊等

の災害誘因は自然や社会に潜在的に存在する脆弱性等の災害素因に働きかけ，これらの

相互作用に応じて様々な規模の災害が発生する。すなわち災害誘因評価の高度化は，災

害軽減を果たすために有効な手段である。こうした観点から，「災害誘因評価・即時予

測部会」では災害誘因や災害リスクを事前に高い精度で評価する手法を開発する「地

震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化」ならびに地震や火山噴火が発生した

直後に高精度かつ即時的に災害誘因を予測する手法を開発する「地震・火山噴火の災害

誘因の即時予測手法の高度化」を推進するとともに，それら災害誘因予測を効果的に防

災対策の推進に結びつけるための「地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげ

る研究」を進める。 

 

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

ア．強震動の事前評価手法 

○震源モデルの高度化 

既往の震源断層モデルのすべり角のばらつきの程度を求めた。１)国内の地震に対す

る震源インバージョン解析結果で，震源インバージョン解析のデータとして強震波形記

録が使用されているもの，２)不均質震源断層モデルデータベース SRCMOD（ Mai and 

Thingbaijam，2014)または防災科学技術研究所から，各要素断層のすべり角の情報を

含むデジタルデータが公開されていること，のどちらかを条件に不均質断層モデルを選

び出した。結果，28 地震の 36 震源モデルを収集した。すべり角は [-π: π)の有界性

をもつ情報であることから，方向統計学の方法に基づいた平均および標準偏差を得た。

その結果，すべり角の標準偏差の平均値は地殻内地震で 21 度±５度，プレート境界地

震で 18 度±５度，すべての地震で 20 度±５度と求められた（図１，京都大学防災研究

所[課題番号：DPRI09]）。 

琉球海溝沿いのスラブ内（深さ 36―260 km）で発生する地震によって生じる，沈み

込む太平洋プレート上面でのＳ波反射が，震源距離 1500 km の中部日本に帯状の強い揺

れを起こす現象を，F-net/Hi-net 地震波形解析と地震波伝播シミュレーションから確

認した。さらに，高速度の太平洋プレートを通過した屈折Ｓ波が，660 km 境界で広角

反射を起こすことで，震源距離 2000 km の北海道に強い揺れを起こす過程を確認した

(図２)。これらのＳ波反射波による遠地の地動（ PGV）は，震源域直上と同程度の大き

さを持つため，琉球海溝沿いのスラブ内地震の地震動予測では注意が必要である。太平

洋スラブ上面のＳ波反射点は，和歌山から京都付近下の深さ 300 km から 400 km に相
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当する。これまでトモグラフィ解析において，この深さで太平洋スラブの高速度異常が

認められず，スラブの断裂または薄化の可能性が議論されてきた（Obayashi et al.，     

2009）。しかし，太平洋スラブからの明瞭なＳ波反射面が存在することから，スラブは

完全には消失（断裂）していないと考えられる  (東京大学地震研究所  [課題番号：

ERI_14])。 

野外調査により地表地震断層を詳細にモデル化して強震動計算に反映させ，断層近傍     

の強震動ハザード評価の高度化に資するための検討を行った。具体的には１ )屏風山・

恵那山断層を対象とした詳細な地形データにもとづく活断層トレースデータの作成と，

２)それと活断層周辺の詳細な地盤構造モデルを断層モデルに反映させ強震動計算に組

み込むためのツール整備，を行うとともに，３)強震動予測の試算を実施した。また，

地震断層近傍における被害集中の有無を 1891 年濃尾地震の際の震度分布から再検討し

た。松田(1974)の地表地震断層の調査結果をもとに松田式を用いた地震規模と特性化震

源モデルへの浅部すべりの付与により，震度分布を再現可能との結論を得た（名古屋大

学 [課題番号：NGY_05]）。 

 

○地下構造モデルの高度化 

大阪堆積盆地３次元地盤構造モデルの高度化の一環として，新たなデータを用いた地

質構造モデルの改良と，堆積層のＱ値モデルの再検討を行った。新たなデータを用いた

地質構造モデルの改良では，鍵層である海成粘土層の Ma10 層とそれよりも浅い Ma12 層

が相似的な変形形状を示すことに着目し，１）Ma12 層と Ma10 層の両方の標高データが

存在する地点の Ma12 層と Ma10 層の標高差を内挿して Ma12-Ma10 標高差分布モデルを

作り，２）Ma12 層標高データのみが存在する地点で，Ma12 層標高と１）による Ma12-

Ma10 標高差推定値を組み合わせて Ma10 標高推定データを作った。浅層ボーリングデー

タの追加により，Ma10 層標高モデルが数十 m 程度修正され，小さい空間スケールの

Ma10 層の形状の変化をモデル化することに成功した。堆積層のＱ値モデルの再検討で

は，大阪平野の平均的な振幅比を用いて合成波形のエンベロープを補正し，観測との比

較により最適Ｑ値を得た（京都大学防災研究所 [課題番号：DPRI08]）。 

2020 年末より地震活動が継続している能登半島北部における 2022 年６月 19 日 15 時

8 分に発生した M J M A5.4 の地震について，K-NET 正院(ISK002)では震度６弱を記録した。

このとき，同観測点における水平動の卓越周波数は約１Hz であったが，それよりも規模

の小さい地震においても同様の卓越周波数を持っていた。この理由を調べるために，当

該サイトにおいて微動アレイ探査を実施し，浅部地盤構造を推定すると，工学的基盤面

相当以浅の浅部地盤構造モデルによりこのサイトが約１Hz の卓越周波数を持つことが明

らかになった（京都大学防災研究所 [課題番号：DPRI09]）。 

 

○強震動評価の高度化 

震源域近傍での強震観測波形から，遠地の平野での長周期地震動の波形を予測する深

層学習モデルを構築した。深層学習モデルには，Temporal Convolutional Network 

(TCN)を用い，F-net 福島観測点（HROF）での強震波形データを入力として，Hi-net 横

浜観測点（YFTH）の地震波形データを予測した。日本海溝沿いで起きた 60 個の地震の



192 

地震により学習済みのモデルを用いて東北地方太平洋沖地震とそれ以降に発生した 30

個の地震（Mw5.8-9.0）の地震波形を予測したところ，１）応答スペクトル，２）弾性

エネルギー積算量，３）地震動継続時間，４）波形エンベロープ相関係数の４つの評価

指標において，いずれも四分位範囲が 0.5〜２倍に収まることを確認した(東京大学地

震研究所 [課題番号：ERI_14])。 

本観測研究計画と，国内外の利用者からのフィードバックを受けて，地震波伝播シミ

ュレーションオープンコード（Open SWPC; Maeda et al.， 2017）の機能拡張を進め

た。最新コード（Ver 5.3.0）を 2023 年２月に GitHub において公開した (東京大学地

震研究所 [課題番号：ERI_14])。 

 

イ．津波の事前評価手法 

巨大地震に伴う海底斜面崩壊による津波の数値計算手法開発を継続し，前年度から実

施している 1946 年アリューシャン津波地震の海底地すべりによる沿岸波高の再現数値

実験を改善した。1946 年アリューシャン地震を対象として，津波シミュレーションソ

フトウェア Tsunami Square により海底地すべりと津波を同時に計算し，地すべりがほ

ぼ終了した時点で JAGURS に切りかえ津波のみを計算した。津波高は比較的良く再現で

きる事が明らかになった（北海道大学[課題番号：HKD_05]）。 

2018 年アナク・クラカタウ島火山噴火（インドネシア）では，地すべりにより津波

が発生しジャワ島西岸からスマトラ島東岸に津波が押し寄せ被害をおよぼした。このよ

うな火山島の地すべりによる津波の即時予測手法の開発を行った。具体的には，地すべ

りが終了した時点で Bussinesq モデル（Yamanaka and Tanioka，2017）に切り替え

て津波計算を実施する枠組みを構築した。開発した手法の適用事例として 2018 年アナ

ク・クラカタウ島火山噴火を対象とし，その津波が適切に再現できることを明らかにし

た。さらに，周辺の諸島の６つの仮想観測点での津波波形が得られるものとして，これ

らの地点での波形を用いて，ジャワ島西岸やスマトラ島東岸での津波を予測する手法を

開発した。具体的には１ )クラカタウ諸島周辺を３つの海域に分割し，各海域の津波

（波高・速度）を仮想点での観測波形を用いて予測し，２)３地域での予測津波をまと

めて津波伝搬を計算することでジャワ島西岸やスマトラ島東岸での津波を予測するため

に，様々な体積を持った地すべりを４方向に発生させ，３)６つの仮想観測点での波形

と３地域での津波（波高・速度分布）をデータベース化した。検証のために，データベ

ースにない方向への地すべりによる津波が予測可能かどうかを検証した結果，高い精度

で予測できることが明らかになった（図３，北海道大学[課題番号：HKD_05]）。 

 

ウ．大地震による災害リスク評価手法 

強震動による地震災害誘因の分析に必要な，国内外の地震に対する強震動記録の分析

や強震動予測を進めると共に，広帯域地震動プラットフォームの構築に関する国際共同

研究を行った。具体的には米国南カリフォルニア大学に本部を置く南カリフォルニア地

震センターSCEC における，断層面と地下構造モデルを入力情報として，複数の強震動

予測手法に基づく Validation を行う広帯域地震動プラットフォーム (SCEC Broadband 

Platform)に対して，日本で開発された強震動予測手法を実装し，国際展開を図った     
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(東京大学地震研究所[課題番号：ERI_16]）。 

鳥取県内で実施している独自の地震観測網を継続し，例えば鳥取市若葉台では切盛造

成地の記録から切土に対する盛土の増幅とその卓越周期を確認した。また，2016 年に

発生した鳥取県中部の地震(Mj6.6)で被害を生じた北栄町由良宿において高密度の常時

微動観測を実施し，被害のみられなかった地区では木造建物の固有周期よりも長い地盤

卓越周期が見られる結果を得た。さらに，同地域の伝統的木造建築物において，その振

動特性を微動観測と人力加振から把握した（図４）。あわせて鳥取県庁(鳥取市)の本庁

舎(免震構造)，第二庁舎(制振構造)の２棟についても微動観測で振動特性を把握し，本

庁舎では小地震記録による振動特性との比較から免震機能を，第二庁舎では捩れ振動モ

ードを把握した。これら一連の建物観測により，微動を用いた振動特性把握のルーチン

を確立することができた（鳥取大学 [課題番号：TTR_01]）。 

鳥取県内 34 計測震度観測点から１秒パケットでリアルタイム震度と最大加速度値

（水平，鉛直）を受信し，PLUM 法に震度の距離減衰と全予測点を２次震源とする改良

を加え，Ｐ波振幅による震度予測を加えて県内 250 ｍメッシュのリアルタイム震度を

Web ベースで鳥取県庁と共有した（鳥取大学 [課題番号：TTR_01]）。 

北海道庁の地震防災対策における減災目標策定に関するワーキンググループと連携し，

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震における津波及び地震動による北海道の地域特性を

反映したハザードの評価および物的ならびに経済リスクの地震被害想定をおこなった。

また，道による減災目標の設定のために，関係機関が実施する防災対事業による減災効

果を検証した。また，津波避難のリスク評価結果を避難行動に反映させるために，市町

村と共同で防災教育を実践し，自動車避難での課題把握，住民と避難に関する課題認識

を把握・共有した（北海道立総合研究機構 [課題番号：HRO_02]）。 

 

エ．地震動や火山活動による斜面崩壊の事前評価手法 

四国山地中央部の地震と関係する深層崩壊地およびその周辺環境の検討について，     

20 世紀以降発生した深層崩壊地を中心とした調査を継続した。その結果，それら崩壊地

が，（１）泥質片岩または珪質片岩であること，（２）褶曲作用に伴う軸面劈開が発達し

ている場所であること，（３）河川の攻撃斜面または谷の遷急点付近で特徴付けられる

ことを明らかにした。深層崩壊地の場合，特に高角度の姿勢を持つ亀裂が重要である。

すなわち亀裂が急速な岩盤内部への水の流入経路となり，地震時には亀裂がもたらす直

立板状の構造が水平動の影響を受けやすい。これら地質的な特徴を持つ高知県大豊町の

トウジ山斜面において，地震動と斜面変形，変動の関係を明らかにするため，令和２年

度から地震・斜面観測を継続している。今年度は簡易貫入試験と表面波探査を実施し，

過去の崩壊物の厚みと弾性波速度を推定した。その結果，崩壊物が徐動性の地すべりを

呈する地点における増幅特性は，崩壊物内における地震波の多重反射で説明できること

を明らかにした(京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10])。 

横浜市の盛土において地震動と間隙水圧の同時観測をおこなった結果について解析し，

強震時の地盤の塑性的な変形に伴う過剰間隙水圧の上昇の特徴を明らかにした。具体的

には，過剰間隙水圧の上昇量は地震動の瞬間的な大きさよりも継続的な大きさと強い      

相関を持つことが分かった。また，東京都目黒区の盛土における過剰間隙水圧の上昇時
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間が地震動の継続時間と同じオーダーを持つのに対して，横浜市においては１桁から２

桁大きなオーダーを持つことが分かった。これらは，盛土の材質などの影響が示唆され

る結果であり，盛土の安全率を評価するうえで盛土固有の特徴を把握する重要性を示す     

(京都大学防災研究所 [課題番号：DPRI10])。 

斜面内部の地震動の不均質性の有無を観測から明らかにするため，ブロック化が進行

した北海道釧路町の地すべりにおいて稠密地震観測を実施し，低周波帯においては     

観測点間の位相差は０に近い値を示すのに対し，高周波数帯においては位相が観測点間

で大きく異なり，斜面内部の変形が示唆される結果が得られた。同結果は，斜面内部で

の地震波の伝播特性を抽出することで，斜面安定計算の高度化を実現できることを示唆

する(京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10])。 

2011 年 11 月に設置した宮城県栗原市での地滑りモニタリングを継続し，荒砥沢の地

滑りモニタリング結果は，栗原市が運営する栗駒山麓ジオパークビジターセンターでリ

アルタイムでの公開を開始した。79GHz および 17GHz システムの MIMO 型 GB-SAR につ

いて，大気補正手法の検討を進めた。これらの検討のために，79GHz および 17GHz の同

時計測による崖面計測を実施した（図５）。大気補正後はどちらのレーダデータも，よ

り変動が抑えられた時系列変位結果が得られた (東北大学災害科学国際研究所 [課題番

号：IRID03])。 

 

オ．火山噴出物による災害誘因の事前評価手法 

火砕流の発生予測に関して，地盤変動，火山性地震，空気振動，火山ガス，映像等の

観測データを収集し，火砕流発生に関わる物理パラメータを明らかにした。具体的には，

噴火直前に見られる地盤変動の膨張継続時間，前駆地震の発生頻度と振幅の増加から火

砕流の発生危険度のリアルタイム予測の検討を行い，火砕流の発生危険度判定ロジック

を構築した（図６，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI11])。  

 

（２）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

ア．地震動の即時予測手法 

地震波動の伝播方向や伝播速度を地震動の実況把握に活用するため，アレイ解析手法

のひとつである Wave gradiometry の利用を検討した。合成波形を用いた予備解析の結

果，観測点が多数存在する関東地方では長周期地震動の伝播方向や伝播速度が即時的に

推定できる可能性があることが明らかになった（気象庁[課題番号：JMA_06]）。 

深層学習によって，単独観測点の地震波形から地震波動の伝播方向の観測情報を得る

手法の開発を行った。開発した手法によって，連続して地震が発生するケースでも     

Ｐ波検測をせずに波形形状から直接伝播方向を推定可能であることが分かった（気象庁     

[課題番号：JMA_06]）。 

地震波の逆伝播を用いた震度分布の事後推定手法の開発を進め，逆伝播時にも観測地

震動を同化することにより，観測値が得られなかった領域でもある程度地震動分布が復

元できる見通しが得られた（気象庁[課題番号：JMA_06]）。 

 

イ．津波の即時予測手法 
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アジョイント方程式に基づくあらたな波動場現況推定手法の定式化ならびに数値実験

による精度検証を実施した。最適内挿法に基づく現況把握は，本質的に現時刻の空間補

間である。過去の状態からの時間発展は，現況把握のための予測値として間接的に用い

られるが，最適内挿法ではその予測値を観測―予測残差で破壊的に更新してしまうため，

結果として得られる波動場の時空間発展は波動方程式に完全に適合するわけではないと

いう弱点を持つ。そのため，現在時刻を含む一定時間幅の間の観測―予測残差を最小に

するという目的関数を持ち，有限の時間区間内で仮定する波動方程式（浅水波方程式）

にもっとも適合するような波動場を推定する新しい手法を開発した。開発した手法の精

度検証のために，等間隔の観測網に外部から津波が入射する状況での数値実験を行った。

初期水位の時刻における推定では，初期水位の形状を完全には推定できないものの，模

擬観測波形をほぼ完全に再現することに成功した（図８，弘前大学理工学研究科      

[課題番号:HRS_02])。 

リアルタイム GNSS による震源断層即時推定における不確実性の定量評価をマルコフ

連鎖モンテカルロ法(MCMC)で行うための技術開発および同技術の国土地理院リアルタイ

ム地殻変動監視システム(REGARD) への技術移転を継続して進めた。技術開発では，昨

年度開発を進めたハミルトニアンモンテカルロ法 (HMC 法)を用いた断層推定手法の高

度化を進め，昨年度確立した 1 枚矩形断層推定手法をすべり分布モデル推定へと拡張し

た。また，すべり分布推定において先験情報にもとづいて安定的に解を求めるための正

則化拘束として断層すべりが自己相似性を持つという仮定のもと，von Karman の自己

相関関数 (von Karman ACF) による制約を与えたすべり分布推定手法の開発を行った。

具体的には，従来ハイパーパラメータとして扱われていた相関距離も同時に推定する手

法を開発した。同問題は複数の非線形パラメータを同時推定することになる。そのため，

開発する手法ではベイジアン逆解析を採用した。さらにパラメータ数の増加にともなう

収束の難化 (次元の呪い) を克服するために，サンプリング手法として HMC 法を採用し

た。開発した手法の精度評価を行うために，相関距離を仮定した von Karman ACF を用

いたすべり分布を生成し，それから期待される地表面変位を計算した後，それに誤差を

付加したものを観測データとして，断層すべり分布および相関距離を同時推定した。そ

の結果，観測網が十分に断層面をカバーしている場合，相関距離をその誤差の幅ととも

に正しく推定できることを初めて実証した（東北大学大学院理学研究科 [課題番号：

THK_12]）。 

国土地理院で運用している REGARD へと技術移転した１枚矩形断層推定を MCMC 法に

よってリアルタイムで実現するアルゴリズム ”Real-time automatic uncertainty 

estimation of the cosesimic single rectangular fault model based on GNSS 

data (RUNE)”の精度評価を継続した。2022 年３月 16 日に発生した福島沖地震におい

て，RUNE によって断層モデルを自動推定することに成功した。同アルゴリズムは今後，

令和５年度内を目標に REGARD 内の１枚矩形断層推定のメインアルゴリズムとして実

装・運用されることが予定されている（東北大学大学院理学研究科 [課題番号： 

THK_12]）。 

2016 年の福島県沖の地震津波について，長時間津波伝播計算を行い，近地の沿岸で

の津波減衰過程の再現度を調べた。その結果，再現度は地点ごとに異なること，観測値
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と計算値の差は波源推定誤差の影響を上回り，沿岸域パラメータ等の伝播過程の表現方

法に改善の余地があることを示した。また同地震において，小名浜の検潮所で観測され

た津波第一波の波形に着目し，津波伝播計算におけるエネルギー散逸について調べた。

その結果，津波伝播過程における非線形性の１つである移流の計算で生じる数値散逸が，

現実の物理散逸の代替を担い，観測波形の再現に寄与している可能性があることを示し

た（気象庁[課題番号：JMA_06]）。 

2022 年のフンガ・トンガ―フンガ・ハアパイ火山の噴火に伴う水位変動について，

日本の沖合水圧計観測網の観測データを用いて，火山カルデラの空間スケールを持つ固

体地球現象に伴う津波の規模を概算したところ，初期水位の体積にして 3 km 3 程度であ

り，日本へ到来した津波全体に占める割合としては大きくないことを示した（気象庁      

[課題番号：JMA_06]）。 

 

ウ．火山噴出物による災害誘因の即時予測手法  

土石流の発生頻度の変化の背景には，豪雨の発生場所と降雨特性のほかに，噴火によ

る土石流発生ポテンシャルの急激な増加，土石流の頻発によるポテンシャル減少，さら

には生産土砂の蓄積によるポテンシャルの回復という変化過程があると考えられる。そ

こで，火山噴火後の中長期的な土石流・泥流の発生ポテンシャルのモデル化にあたり，

噴火後土石流が頻発することで一旦下がったポテンシャルが回復する過程について，凍

結融解作用による土砂生産に着目して検討した。具体的には昨年度までに開発した土砂

動態モデルの水移動過程について改良を加え，土石流が発生する渓流源頭部において堆

積物諸係数が土石流発生に及ぼす影響を検討した（京都大学防災研究所 [課題番号：

DPRI_12]）。これに際し，堆積物が全層飽和状態でなくても表流水が発生する水移動過

程を再現できるようなモデルへの改良を実施した（図９）。具体的には，斜面で発生し

た表面流は河道部の表流水に加え，斜面での浸透流は渓床堆積物の浸透流に加えた。ま

た渓床堆積物の表流水の底部への浸透についても考慮した。さらに流域地形モデル作成

時に渓流源頭域について，局所的な現象である土石流発生を対象とするために従来の単

位河道を詳細に分割した。改良を加えた土砂動態モデルにおいて堆積物の諸定数（透水

係数，堆積厚，浸透能，素時計数）が土石流発生に及ぼす影響を検討する感度分析を足

洗谷流域の支流であるヒル谷流域を対象として実施した。その結果，堆積物が厚く透水

係数が小さいほど安全率が減少する傾向がみられた一方，マニングの粗度係数による影

響はほとんど表れなかった（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI_12]）。 

火山泥流を対象として，水路実験によって粘着力の強さが泥流の流動特性に与える影

響を検討するとともに，粘着性を考慮した泥流の数値シミュレーションモデルを構築し，

泥流中の固体材料の粘着性が泥流の流動特性に与える影響について検討を行った。その

結果，粘着力の増加に伴い，平衡勾配が大きくなること，つまり，粘着力の増加によっ

て渓床が浸食されにくくなり，土石流・泥流はあまり発達せず，非粘着性材料の場合と

比較して斜面勾配が急な場所で土石流・泥流が停止することが分かった。これらの結果

は，斜面崩壊が小さく，初期流動深が小さい場合は平衡勾配が大きくなるため，比較的

急勾配の場所であっても土石流・泥流が停止することを示す一方，局所的であっても流
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動深が深くなると平衡勾配が渓床勾配以上となり，泥流が発達して下流まで伝播するこ

とを示す結果である（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI_12]）。 

二重偏波気象レーダー等による噴煙の観測結果から，噴煙に含まれる火山灰等の分布

を定量的に推定する手法の開発を行った。また，二重偏波化された一般気象レーダー

（福岡）のデータを用いて，2021 年阿蘇山噴火の解析を行った。その結果，10 月 14

日・20 日の噴火は共に水物質の寄与が大きかったが，20 日の噴火の方が，噴煙内部の

火山噴出物（火砕物）の量が多いことがわかった（気象庁[課題番号：JMA_07]）。 

2021 年福徳岡ノ場噴火と 2022 年トンガ海底火山噴火について，気象衛星ひまわりの

画像解析を行った。衛星視差の影響による傘型噴煙の位置ズレが傘型噴煙の面積・半径

の解析に与える影響については，衛星天頂角が極度に開いていない限り，無視できるこ

とを示した。また，大気との相互作用や各種保存則など火山噴煙の力学を考慮した     

１次元噴煙モデル（NIKS-1D）の開発を進め，本モデルの性質調査を行って，現実の噴

煙でみられる特徴を再現していることを確認した（気象庁[課題番号：JMA_07]）。 

 

（３）地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究 

地震波形・GNSS・傾斜計等のデータを即時解析して震源や地盤変動源を表示するシ

ステムの構築のために，参照サーバ側の立ち上げ作業をより簡便する目的で，サーバへ

の表示データ保存に関するソフトウェアの整備を進めた。また，ソフトウェアの開発・

配布環境の構築試験のために，Git サーバの運用テストを開始した。表示コンテンツの

ひとつとして，茂木＋ダイクの圧力源を MCMC でリアルタイム推定するプログラムの開

発（東北大と国土地理院との共同開発）を継続した (北海道大学[課題番号：HKD_06])。 

地震災害に関する住民調査を前提に，地震災害・火山災害の発生確率，被害想定，関

連する災害情報（火災情報や降灰情報）などの住民の受け止め方に関する詳細な解析を

行った。具体的には内閣府（2013）が公表した被害想定を基に，４日間にわたって放送

されたドラマ「パラレル東京」の前後で行った，縦断型のアンケート調査結果を解析し

た。調査１として，「自分自身が群集雪崩や将棋倒しに巻き込まれる」など８つのリス

ク事象に，調査対象者がどの程度の確率で遭遇すると感じるかを聞いた。調査２として，

８つのリスク事象に対して，Slovic（1986; 1987）のリスクに関する認知マップの研

究を基に，「正確にリスクを知っているか知らないか」「きわめて致命的なリスクかほと

んど致命的ではないリスクか」など，８つの尺度を SD 法（７点尺度）で確認した。こ

れらの調査の結果，まず，「パラレル東京」を視聴したことの効果として，８つすべて

のリスク事象について，番組視聴前よりも自分が被害に巻き込まれると思う確率が上が

った。さらに３か月が経過しても，「群集雪崩や将棋倒しに巻き込まれること」「大規模

な延焼火災に巻き込まれること」「工場や建物の爆発被害に巻き込まれること」「土砂災

害に巻き込まれること」の４つのリスク事象については，自分がそうした被害に巻き込

まれると思う確率が番組視聴前よりも有意に高い状態が維持された。さらに調査２の結

果から，これら４つの事象は「恐ろしさ」因子が高いことが明らかとなった。つまり，

元々，リスクイメージとして感情的に恐ろしいと考えられていた事象を，被害想定の情

報は刺激したということが分かった（東京大学大学院情報学環[課題番号：III_01]）。 
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M8 クラス以上（半割れ）および M7 クラス（一部割れ）の地震発生後に後発する地震

の発生確率計算結果に関して，南海トラフにおける地震発生履歴を考慮し，後発地震の

発生確率評価を行った。一日以内，一週間以内，三年以内の後発地震発生確率は，それ

ぞれ，1.4-64%（平時の 460〜21,000 倍），2.1-77%（平時の 99〜3,600 倍），4.3-96%

（平時の 1.3〜29 倍）と評価された。また，半割れ地震発生後の後発地震による津波リ

スクマップ作成手法の開発とともに，成果の想定利用者との意見交換会も実施しながら，

後発地震の発生確率評価や津波リスクマップの表現方法を検討した (東北大学災害科学

国際研究所[課題番号：IRID04])。 

 

これまでの課題と今後の展望 

「災害誘因評価・即時予測部会」では災害誘因や災害リスクを事前に高い精度で評価

する手法を開発する「地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化」ならびに地

震や火山噴火が発生した直後に高精度かつ即時的に災害誘因を予測する手法を開発する

「地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化」を推進するとともに，それら災

害誘因予測を効果的に防災対策の推進に結びつけるための「地震・火山噴火の災害誘因

予測を災害情報につなげる研究」を進めている。計画４年目である本年度においては，

それぞれの研究課題において既往研究の高度化や新たな取り組みに関して成果が着実に

得られ，論文出版，学会発表等の対外的な成果発表も活発に行われた。以下に，各小項

目において取り組むべき事項および展望について特に令和４年度に焦点を当てて示す。 

 

（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

ア．強震動の事前評価手法 

断層破壊過程と極大強震動生成に関する研究を震源モデルの高度化の観点から継続す

る。強震動予測のための震源断層モデルパラメータの高度化を進める。リアルタイム強

震観測データと高速シミュレーションの同化，及び深層学習に基づいて，南海トラフや

日本海溝沿いの大地震による長周期地震動と強震動の即時予測の実現に向けた基礎開発

を令和４年度に継続して進める。OpenSWPC の継続開発を進め，東大情報基盤センター

の Wisteria-a スパコンの GPU への適合を調査し，また大規模シミュレーションの普及

促進を図る。本研究課題の５カ年の成果を取り纏め，即時予測技術の社会展開に向けた

課題と見込みをもとに，次期計画での重点目標を定める。インバージョンモデル（再現）

や特性化震源モデル（予測）と，地表で複雑な分布を見せる地表地震断層（再現）・活

断層分布（予測）との接合に関する分野間の議論とモデル化を行う。活断層研究分野と

強震動研究分野間で地表地震断層調査の解釈や強震波形の解釈等の相互理解のための意

見交換を引き続き行い，分野間の意思疎通を図る。変動地形の分野から提供できる新た

なデータとして，地震断層近傍の地形変動データを整備する。強震動予測モデルにおけ

る変位分布計算結果との比較を行う。 

強震動生成に関する研究の高度化を地下構造モデルの観点から進める。プレート境界

地震及び内陸地殻内地震の広帯域震源モデルの構築方法のとりまとめを行う。大阪盆地，

奈良盆地等の改良モデルのとりまとめを行う。強震観測（中川低地，京都市内）を継続

して実施する。 
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イ．津波の事前評価手法 

1946 年アリューシャン津波地震と 1998 年パプアニューギニア地震津波の津波再現実

験を実施することで計算手法を確立する。さらに，南海トラフ等の海底地すべり津波の

解析を実施し海底地すべり津波の事前予測・即時予測可能性をまとめる。 

 

ウ．大地震による災害リスク評価手法 

堆積平野・堆積盆地の地震動増幅特性の定量化を進める。具体的には，大地震による

災害リスク評価に向けて，堆積平野・堆積盆地における地震動増幅特性と，建物被害や

人口被害のフラジリティの研究を推進する。また，首都直下地震や南海トラフ巨大地震

を対象に，地震災害の素因と誘因の関係や災害発生機構を多面的に分析し，災害を制御

する要件を明らかにする。鳥取県内の地震動予測高度化のため，地盤震動特性および地

下構造の把握，および GIS データベースの拡充を継続的に実施する。「日本海溝・千島

海溝周辺海溝型地震」を対象として，太平洋沿岸の都市部において，避難者の属性や分

布に応じて自動車と徒歩を組み合わせた避難モデルを構築し，避難シミュレーションを

行うことで，津波避難手段の違いによる避難行動の成否を判定し，避難手段の多様化に

よる効果を評価する。また，多様な避難手段の実現に向けた課題を整理する。  

 

エ．地震動や火山活動による斜面崩壊の事前評価手法 

四国山地内および東海地域で知られている断層周辺の岩盤を調査し，鉛直方向の亀裂

と姿勢，そしてその深層崩壊への役割を明らかにする。そしてこれにより地震時崩壊ハ

ザードマップ作成のための指針を提案する。また，四国，紀伊山地，北海道，首都圏，

火山斜面で稼働中の地震や斜面の観測を継続する。特に，強震時の変形や間隙水圧，地

震後の長期的な斜面の変形に関するデータを収集する。さらに，斜面における稠密地震

観測を発展させ，地震動の地すべり内の伝播特性について明らかにする。現在活動が活

発になっているインドネシア・メラピ火山の観測について，インドネシア政府の責任者

から GB-SAR 利用についての打診があった。これについて GB-SAR 設置の検討を進める。

宮城県栗原市荒砥沢の地滑りモニタリングシステムに関して，栗原市への管理移管によ

る実装の準備を進める。MINO 型レーダによる地滑り観測の実地評価を進める。 

 

オ．火山噴出物による災害誘因の事前評価手法 

火砕流発生前の膨張量から火砕流の規模予測を加えて火砕流のリアルタイムハザード

マップの完成を目指す。すでに構築している自治体向けの火山活動データ表示装置上で

上記のハザードマップを加えて，職員向けの講習会を行なう。 

 

（２）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

ア．地震動の即時予測手法 

データ同化手法を用いて波動場を正確に推定し，そこから長周期地震動を含め未来の

波動場を予測する手法を発展させ，地震動波形の予測モデルの構築を進める。また，現

業への導入を考慮し，実時間よりも早く計算が行えるよう計算方法の改良を図る。 
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イ．津波の即時予測手法 

アジョイント方程式に基づく波動場推定方法について，その安定性・収束条件・実地

形を考慮した現実的なモデル適用など，さらなる高度な数値実験をすすめ，その有効性

の検証を行う。リアルタイム GNSS による震源断層即時推定手法の高度化とその社会実

装を継続して進める。海底水圧計に含まれる非潮汐海洋成分の高精度除去手法の開発に

よる地殻変動検出能力の向上を目指した技術開発を継続する。民間 GNSS 観測網の活用

による超稠密地殻変動モニタリング手法の開発を行う。津波伝播計算の安定性・再現性

に影響を与える沿岸域での摩擦・境界条件などの要素に着目し，計算手法を改良して長

時間予測の精度向上を図る。これにより，観測事例が知られていない現象を含めた津波

全過程予測手法を改良する。  

ウ．火山噴出物による災害誘因の即時予測手法  

桜島火山を対象にして，噴火後の火山灰の量とその後の降雨量を入力条件として，ガ

リの形成に伴う土砂の流出特性を予測するモデルの完成を目指す。また，焼岳火山を対

象として，噴火後の地表面の状態の変化を考慮した土石流・泥流発生ポテンシャルを検

討する。融雪型火山泥流についても，積雪量分布などを入力条件にするとともに，火砕

流による融雪シナリオ別に下流への流出ハイドログラフを想定し，泥流の予測モデルの

完成を目指し，焼岳火山に適用する。二重偏波気象レーダー等による噴煙の観測結果か

ら，噴煙に含まれる火山灰等の分布を定量的に推定する手法の開発について，成果を取

りまとめる。新たに開発した移流拡散モデルの物理過程の改良について，課題を取りま

とめる。火山灰データ同化・予測システムについて，定量的な濃度予測のための火山灰

プロダクトの利用に関する評価を取りまとめる。 

 

（３）地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究 

高度化を進めている準リアルタイム火山情報表示システム内の力源推定アルゴリズム

について，次世代火山研究推進事業で展開した有珠山 GNSS 観測網との連携（リアルタ

イム測位表示や，実際の観測網配置に基づく MCMC 力源推定の精度検証）を進める。実

際の観測データを含めた，より現実的な事象への適用による精度評価への着手（有珠山

2000 年噴火時のデータ等への適用）を進める。 

想定利用者との相談を継続し，成果の利活用を試行する取り組みを行う。また，南海

トラフ地震における「ゆっくりすべりケース」確率計算のための方法論を検討する。 
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図１．既往地震の震源断層モデルのすべり角のばらつきの程度を示した図。赤線が全デ

ータの平均と標準偏差，青線が地震タイプ毎の平均と標準偏差をそれぞれ示す（京都大

学防災研究所 [課題番号：DPRI09]）。 

 

 

 

図２．(a) 琉球海溝のやや深発地震（110 km）における日本列島の地動速度分布(PGV)，

(b)PGV の距離減衰特性と距離減衰式（Si & Midorikawa，1999)との比較。(c) F-net

観測点記録のレコードセクション Transverse (T)，Vertical (Z)成分に見られる大振

幅のＳ反射波（*s1，*s2）(東京大学地震研究所[課題番号：ERI_14])。 



209 

 

 

図３．2018 年アナク・クラカタウ島火山噴火を模した地すべりに対して，３分後の津

波（波高・速度分布）を予測する手法を適用した結果の例（北海道大学 [課題番号：

HKD_05]）。 

 

 

 

図４．微動観測による北栄町由良宿における伝統的木造建物の固有周期。赤はそれぞれ

の方向の固有周期，青は捩れ振動の周期をそれぞれ示す（鳥取大学 [課題番号：

TTR_01]）。 
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図５．17GHz GB-SAR と 79GHz MIMO レーダの同時計測実験の様子(東北大学災害科学国

際研究所[課題番号：IRID03])。 

 

 

 

図６．構築した桜島における火砕流の発生危険度判定ロジック（京都大学防災研究所      

[課題番号：DPRI11]) 。 
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図７．(a)-(e) 深層学習（TCN）による関東（YFTH， YOK.kz03 地点）での長周期地震

動波形の予測結果（５地震）と速度応答スペクトルの比較。グレーは入力波形（ HFOR），

青が予測波形，オレンジが観測波形。(f) 予測を行った 30 地震について観測の一致度

を，速度応答スペクトル比（ pSVR），弾性エネルギー累積量比（ EnR），継続時間比

（DuR），エンベロープ相互相関係数(ECCC)について，四分位図で評価。(g) 学習に用

い た 地 震 （ 緑 ） と 予 測 に 用 い た 地 震 （ 赤 ）， お よ び 入 力 （ HROF ） と 予 測 地 点

（YFTH/YOK.kz03s）(東京大学地震研究所 [課題番号：ERI_14])。 

 

 

 

図８．アジョイント方程式に基づくあらたな波動場現況推定手法の数値実験による検証

結果。上段が仮定した津波波動場，下段が同手法によって推定された津波波動場     

(弘前大学理工学研究科[課題番号:HRS_02]) 。 
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図９．山地源頭部の降雨流出および浸透流モデル（京都大学防災研究所 [課題番号：

DPRI_12]）。      

 

図 10. M8 クラス以上（半割れ）および M7 クラス（一部割れ）の地震発生後に後発す

る地震の発生確率を，南海トラフにおける地震発生履歴を考慮し，後発地震の発生確率

評価を行った結果(東北大学災害科学国際研究所 [課題番号：IRID04])。      



213 

１（６）防災リテラシー 

 

              「防災リテラシー」計画推進部会長 高橋 誠 

                       （名古屋大学大学院環境学研究科） 

                          副部会長 井ノ口 宗成 

                        （富山大学都市デザイン学部） 

 

地震・火山噴火現象の理解・予測を災害の軽減につなげるためには，地震・火山噴火

といった自然現象に起因する災害誘因（外力）だけでなく，地形・地盤などの自然環境

や，人間の持つ特性や社会の仕組みといった災害素因（自然素因と社会素因）を理解し，

地震・火山噴火による災害の発生機構を総合的に解明することが必要であり，また，そ

れらの研究成果を社会に対して適切に還元することが求められる。そのためには，社会

が地震・火山噴火災害による被害の発生を抑止したり軽減したりするために必要とされ

る知識体系を明らかにすることが必要である。 

現時点における研究成果に鑑みると，災害誘因としての自然事象に関する理解や予

知・予測，災害誘因と災害素因との結び付きによって災害が発生する要因や機構に関す

る理解から，被害が発生した場合の対応にかかわる方策を得ることによって，災害の軽

減を図ることが目指されている。とりわけ災害素因については，構造物や土地利用にと

どまらず，人間の認知や行動，企業やコミュニティなどにおける脆弱性の理解といった

災害予防の側面に重点が置かれる。また，過去の地震・津波・火山災害事例の被害・応

急・復旧・復興といった災害過程，あるいは，将来の地震・火山噴火災害への備えに焦

点を当てた研究が行われている。一方，社会における防災リテラシーの実態やニーズに

関する調査に基づいてその向上のために必要とされる知識要素を探り，研修プログラム

や教材の開発につなげるような実践的な試みも行われている。その際，大学の研究施設

のみならず，行政機関や地域社会，広く市民社会との連携も試みられている。 

防災リテラシー部会は，基本部分を前計画における地震・火山災害部会から引き継ぎ

ながら新たに設置された。防災・減災に対する社会の要請を意識し，理学・工学・人文

社会科学の研究者が連携することによって，災害事例に基づき，災害の発生要因を災害

誘因と災害素因とに関連づけて解明する研究を従前どおり推進する。また，マイクロジ

オデータやオープンサイエンスの手法なども活用し，産業界や行政機関，一般市民など

のステークホルダーとの連携を深めつつ，社会における防災リテラシーの実態調査や災

害軽減に効果的な知識体系要素の探求などを通して，地震・火山噴火災害に関する社会

の共通理解醸成のための研究を行う。 

 

４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

地震・火山噴火災害の発生機構を理解するためには，災害事象を，それが生じる場所

や地域の歴史的・地理的・社会的特性と関連づけて分析することが重要である。 

近代以前の歴史災害の場合，現存する記録の信頼性についての史料批判が不可欠であ

る。とりわけ近世初期の蝦夷地（北海道）に関係する史料は限られるが，1640 年北海
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道駒ヶ岳噴火の関係史料を書誌学的に整理するとともに（図１），火山学の知見と照ら

し合わせながら内容を精査した。その結果，ブラストや火砕流など，噴火中に起きた高

温の流れ現象を示す史料が確認され，降灰で暗くなった時間や降灰の範囲など，従来の

理解とは異なる噴火当時の状況や認識が判明した（東京大学史料編纂所 [課題番号：

UTH_02]）。 

津波災害はとりわけ地形環境とその変化に大きく影響を受ける。岩手県宮古市を対象

として，幕末・明治の絵図史料や旧版地形図をもとに， Generic Mapping Tools

（GMT）を用いて地形復元を行い，2011 年東北地方太平洋沖地震における津波浸水範囲

と，山奈宗真『岩手県沿岸大海嘯部落見取絵図（丙）』をもとにした 1896 年明治三陸地

震津波の浸水範囲を重ね合わせ，明治三陸地震当時の家屋や道路の配置情報を可視化し

た。その結果，2011 年の津波浸水範囲は，1896 年のそれに含まれない市街地を多く含

み，それらは戦後から高度経済成長期に拡大した市街地部分に当たることが明らかにな

った（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID05]）。 

ひとたび災害が発生すると被災者は様々な財産を失う一方で，生活再建にかかる公的

な支援策が多岐にわたるために，被災自治体にとって被災者ニーズを的確にとらえるこ

とが迅速な復興に向けた課題となる。2007 年新潟県中越沖地震における柏崎市の対応

を事例として，生活再建に関する相談データ（主として仮設住宅入居者）について共起

ネットワーク分析を行い，被災者自身の抱える生活再建上の課題を抽出した結果，仮設

住宅の退去に関する相談，建物の再築に関する業者・工事に関する相談，公営住宅への

入居希望が強い共起を示し（図２），被災者の再建を推進する上で住宅再建の方法や方

針 に つ い て の 情 報 を 提 示 す る 必 要 性 が 明 ら か に な っ た （ 富 山 大 学 [ 課 題 番 号 ：

TYM_03]）。 

近い将来に予測される南海トラフ地震への備えに関しては，被害が想定される尼崎市

内の中小企業における災害対策の実情を把握するために，無作為に抽出した市内事業所

に対して質問紙調査（回答者数 754）を行った。その結果，被災によって事業活動中断

に至る事由としては，建物（事業拠点）損傷やライフラインの寸断のみならず，従業員

の被災や通勤困難と考えている企業が多く（図３），一方で，災害誘因予測の精緻化に

伴い，企業の立地を分散してリスクを低下させる施策の可能性が示唆されるにもかかわ

らず，主として資金面の課題により多くの企業が現在の立地場所での事業継続しか考慮

していない状況が明らかになった（兵庫県立大学[課題番号：HGY_02]）。 

南海トラフ地震に関しては，地域レベルでも事前復興対策が進められている。甚大な

津波被害が予測される高知市では，南海トラフ地震の新想定によって津波浸水想定地域

からの人口転出が顕著になったが，小地域統計データ用いて，どのような事業所や住民

がどこに移転したのかを検証した。その結果，災害リスクを逃れるための人口・事業所

の移転が階層的格差と関連し，津波浸水想定地域では災害に脆弱な零細事業所，高齢

層，借家層の偏在が進んだことを明らかにした。以上のことから，防災リテラシーにと

って重要である科学知が脱文脈化し，予期しないネガティブな社会的影響をもたらすこ

とがあるために，防災リテラシーを生活構造や災害文化，土地利用といったローカルの

文脈と関連づけてとらえる必要性を指摘した（名古屋大学[課題番号：NGY_06]）。 
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（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 

社会における防災リテラシーの実態の把握については，本年度も，応急期を想定した

シナリオに基づいて，個人および集団レベルにおけるリスク認知や避難行動の量的分析

を行う研究が蓄積された。 

北海道太平洋沿岸部の津波浸水想定区域の更新に伴う集団避難時の課題を抽出するた

めに，苫小牧市において，準天頂衛星に対応した津波避難支援ナビゲーションシステム

を用いて，集団の疑似的津波避難に関する移動軌跡データを収集した。避難距離・歩行

速度・避難時間に着目した分析を行った結果，歩道の狭さや歩道脇の植物の繁茂，公園

敷地入口の杭や路上駐車といった障害物，公園敷地内の地面状況（砂）など，ミクロな

地物が集団による円滑な歩行を妨げており（図４），豪雪や凍結といった冬季の路面状

況によっては，比較的短距離であっても，津波到達までに全員の避難が完了しないこと

が示唆された（北海道大学[課題番号：HKD_07]）。 

また，災害予測情報等を災害対応に効果的に活用できるか否かを考えるためには，意

思決定にかかるメカニズムを理解することが重要である。こうした観点から，災害情報

が被害の発生抑止に資する過程についての認知仮説に基づいて，健常大学生を対象に，

津波避難意思決定課題にかかる機能的 MRI を用いた脳活動計測実験を行った。その結果，

定量シナリオでは，より高い脳活動が右大脳半球優位に頭頂間溝周囲皮質において，定

性シナリオでは，より高い脳活動が両大脳半球の側頭頭頂接合部および腹外側前頭前野

においてそれぞれ認められ（図５），定量シナリオと定性シナリオがそれぞれ異なる思

考処理を特徴とするために，避難意思決定過程や教育介入過程において戦略を区別する

ことにメリットがあることがわかった（東北大学災害科学国際研究所 [課題番号：

IRID06]）。 

2014 年に深刻な御嶽山噴火被害を経験した長野県木曽地域のように，日本の多くの

火山地域では，登山客や観光客を対象とした防災・減災策が課題となっており，併設さ

れるジオパーク・博物館・ビジターセンターの学習施設としての役割が期待されている。

昨年度に引き続き各火山地域における学習施設を調査し，比較表を完成した（図     

６）。その結果，火山防災教育に関する考え方の共通点として，防災をあまり前面に出

さずに火山の恵みを伝えることを通じて，火山特有の景観を形作った噴火災害について

考える契機をつくっていること，子供に対する啓発教育を通じて，周囲の大人の火山防

災意識の向上をねらっていることがわかった（名古屋大学[課題番号：NGY_06]）。 

日本の火山地域の中でも，桜島や阿蘇には大学の観測研究施設が所在し，地域の火山

防災に対する基幹的な役割が期待されている。京都大学防災研究所桜島火山観測所は，

鹿児島市と連携して桜島住民を対象とする火山防災勉強会を開催してきた。 2020 年     

６月４日未明の噴火による火山岩塊（噴石）の居住地近傍への着弾に関連して，噴石飛

散による噴火警戒レベル引き上げの認知度に関する質問紙調査（回答 340 名）を行った

結果，噴石飛散で噴火警戒レベルが引き上げられることの認知度は高いが，基準となる

飛散距離の認知度が低いことが明らかになった（京都大学防災研究所 [課題番号：

DPRI13]）。また，人文社会系の研究者や京都大学防災研究所阿武山観測所と連携して，

桜島火山のジオガイドも巻き込んだアクション・リサーチを実施し，歴史的に貴重でか

つ稼働中の観測装置に着目して防災リテラシー向上のための説明資料の作成を進めた
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（図７，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI13，DPRI14]，兵庫県立大学[課題番号：

HYG_01]）。 

一方，全国的な火山観光地に位置する京都大学大学院理学研究科附属地球熱学研究施

設火山研究センターでは，阿蘇ジオパークや阿蘇火山博物館といった地域の様々な学習

施設と連携して，火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための実践的な研究を進

め，2016 年熊本地震によって被災した研究センター本館の復旧作業の一部をジオパー

クガイドと協力して行うことによって，地震観測の歴史や災害復旧過程などについての

知識を地域社会と共有した。また，昨年度総合研究グループ「小規模・高リスク噴火」

とも連携して実施した「阿蘇への観光客に対する火山防災に関する意識調査」を分析し

た結果，火口周辺での火山ガスの危険性に関する音声ガイド・掲示板の存在や噴火の痕

跡が，観光客が退避壕に入るという安全確認行動を促進することが明らかになった（京

都大学理学研究科[課題番号：KUS_03]）。 

京都大学防災研究所阿武山観測所は，科学者と一般市民との連携手法としてオープン

サイエンス手法（市民参画型科学，市民参画型データ収集・管理）を取り入れながら先

端的な取り組みを行ってきた。とりわけ本年度は，地震・津波避難訓練支援ツール「逃

げトレ View」のパイロット版を完成させるとともに，過去の地震・津波災害の記録と

推定される記述が含まれる歴史資料（古文書等）を主として市民参加で解読する「みん

なで翻刻」について，向こう 1150 日間安定的に運用できるようにシステム更新をおこ

ない，登録者数が当初目標（１万人）に迫る 8350 人に到達した（京都大学防災研究所     

[課題番号：DPRI14]）。 

最後に，本部会の最重要課題として，対象・目標を明確化した上で内容を精選し，方

法の吟味，評価・検証とフィードバックからなる一連の研修プログラムの作成を行って

いる。これまでの評価検証において，それぞれの知識項目について説明できる人と説明

できない人の割合に研修前後で統計的に有意な差が見られ，この研修によって参加者の

理解が促されたことがわかっている。本年度は，要素化した「地震・火山研究者が理解

してほしいこと」を，自治体職員のニーズをもとに再構成し，地震の基礎知識習得にか

かる研修プログラムを１編，火山の基礎知識取得にかかる研修プログラムを８編，シナ

リオ作成，収録を実施した（図８）。また，関東地震（関東大震災）100 周年に向けて，

特に津波を伴った地震災害としての側面に着目し，南海トラフ地震との比較の中で，よ

り理解を深め，また観測研究への関心の喚起をねらいとしたコンテンツを作成した（新

潟大学[課題番号：NGT_02]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

第２次の観測研究計画では，地震・火山噴火現象の理解・予測を災害の軽減につなげ

るための災害科学の確立を目標として，防災・減災に対する社会の要請を意識しなが

ら，全国の大学における理学・工学・人文社会科学の研究者が連携することによって，

地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の研究と，地震・火山噴火災害に関する

社会の共通理解醸成のための研究を実施してきた。 

具体的に，地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の研究においては，近世・

近代の史料を批判的に検討し，災害の具体像を復元するとともに社会の対応を分析し
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た。また東日本大震災などの近年の災害を事例にしながら，災害復興や防災対策，防災

教育などの社会対応の課題に関する検討を蓄積してきたが，とりわけ本年度では，企業

やコミュニティが南海トラフ地震などの将来の災害に備えるための課題に関する示唆を

得た。地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究に関しては，GIS

なども利用しながら，災害の社会素因である脆弱性を個人レベルで評価・可視化する手

法を開発するとともに，様々な地域や集団を対象に社会の防災リテラシーの実態把握を

進めてきた。また，オープンサイエンスやリスクコミュニケーションなど新しい手法を

取り入れ，行政機関や一般市民などと連携しながらリスク認知能力を涵養したり知識レ

ベルを向上させたりする取り組みを展開し，具体的に研修プログラムの体系化と教材コ

ンテンツの作成をほぼ完成させた。これらの取り組みの中では，人文社会科学の研究者

が地震学や火山学の研究者と連携して研究を進め，行政機関や地域の学習施設などと協

働に本格的に乗り出してきた。 

今後は，過去４年間における検討をさらに深化させながら，研究まとめとしての防災

リテラシーの理論的な体系化を目指したい。地震・火山噴火の災害事例による災害発生

機構の研究においては，史料データベースといった歴史資料などに基づき過去の地震・

津波・火山災害などの自然災害事例を蓄積し，当時の人々の対応や教訓，復興過程など

について総合的な理解を図る。また，災害誘因の事前評価と災害素因，とりわけ地域社

会の脆弱性概念とを結び付けて災害発生機構の理論を洗練させ，災害の予測や予防，災

害対応にかかわる知識要素と結び付けて検討することよって実践的な防災リテラシーを

獲得する。地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究においては，

これまで把握してきた防災リテラシーの実態やニーズに基づき，他の計画推進部会や総

合研究グループと連携しながら，行政職員やボランティアなど，対象を明確化した講

習・研修プログラムの完成を目指す。その際，マイクロジオデータや GIS を利用した空

間分析法の構築，地震・火山情報の配信システムの整備，オープンサイエンスやワーク

ショップといった市民参加型リスクコミュニケーションなど，新しい手法の開発を継続

させることが重要である。 
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図１． 1640 年北海道駒ヶ岳噴火関係史料の所在と相互の関連（東京大学史料編纂所     

[課題番号：UTH_02]） 

 

図２．生活再建のかかる相談内容の共起ネットワーク（富山大学 [課題番号：TYM_03]） 

 

 

図３．尼崎市内の中小企業において将来の地震災害によって事業活動中断に至ると考えられた

事由（兵庫県立大学[課題番号：HGY_02]） 
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図４．北海道苫小牧市の設定された経路における疑似的津波集団避難に関する移動軌跡

（北海道大学[課題番号：HKD_07]） 

 

 
図５．避難意思決定課題中の脳活動の高い領域：定量シナリオと定性シナリオの比較

（それぞれ左図が右大脳半球，右図が左大脳半球を横から見たもの）（東北大学災害科

学国際研究所[課題番号：IRID06]） 

 

 
図６．各火山地域における火山リテラシー向上に関わる取り組みの特色および御嶽山地

域との比較（名古屋大学[課題番号：NGY_06]） 

 

 

図７．京都大学桜島火山観測所所蔵の現在稼働中の地震計および微気圧計の一般向け説

明図（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI13]） 
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図８．火山学の基礎知識習得のフレームと学習目標（左），関東地震 100 周年を契機と

した防災リテラシー向上のためのコンテンツ作成（右）（新潟大学[課題番号：NGT_02]） 
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１（７）史料・考古 

            

                 「史料・考古」計画推進部会長 榎原雅治 

                          （東京大学史料編纂所） 

                        副部会長 山中佳子 

                       （名古屋大学大学院環境学研究科） 

 

日本列島において近代的な観測機器による地震観測が開始されたのは明治時代前期以

降であり，それ以前に発生した地震・火山噴火現象，またはそれらによる災害に関する知

見を得るためには，史料や考古資料に基づく地震や火山噴火に関するデータが必要不可

欠である。そのため，日本における地震火山関連史料の収集・編纂とそれらを用いた地震

や火山噴火の研究は，明治時代後期より実施されており，各種の地震史料集や火山噴火

史料集が刊行されている。  

史料や考古資料に基づく地震火山関連のデータは，人間の感覚に基づく記録や地中に

残された痕跡に基づくデータであるために，近代的な観測機器を用いた地震・火山の観

測データと比較して，その精度が格段に劣るのは当然である。そこで重要になってくる

のが，歴史学の手法を用いた史料とその記述の正確な分析・解読や，地質学的な手法を活

用した考古遺跡における災害痕跡の分析といった，これまでの地震・火山噴火の研究に

おいて積極的に用いられてこなかった手法の導入である。地震・火山噴火関連の史料デ

ータ・考古データのデータベースの構築や統合と共に，これらのデータを活用した新た

な研究手法の検討や利用も重要な研究課題である。このような新たな研究への取り組み

は，史料や考古資料に関する読解や分析が十分とは言えなかった従来の研究手法を改善

し，それぞれの分野の学術研究に裏打ちされた精度と確度の高い研究を目指すものであ

る。この取り組みによって，地震学や火山学の分野から信頼性が問題視されてきた史料・

考古データや，それらに基づく研究成果について，これまで以上の信頼性を確保できる

と考える。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

史料や考古資料の分析に基づいて，近代的な機器観測が開始される前に発生した低頻

度かつ大規模な地震・火山噴火やそれらによる災害を調査・研究することは，今後発生す

るそれらの現象や災害の様相を予測し，その被害の軽減することに貢献できると考えら

れる。百数十年から数百年の期間をおいて同一地域で発生する低頻度大規模地震や火山

噴火は，明治時代に開始された近代的な機器観測を用いて，それぞれ数回の事象に関し

て観測データが取得されているのみである。しかし，低頻度の現象や災害は機器観測の

開始以前にも発生しており，機器観測によるデータは皆無であるが，歴史学や考古学で

用いられる史料や考古資料には，地震や火山噴火に関連した記述や災害痕跡が含まれて

いる。このような史料や考古資料を地震学や火山学の研究に役立てるためには，従来の

ような史資料の収集・編纂のみに止まらず，観測データや数値計算との比較・検討を目的

としたデジタルデータ化とデータベースの構築が必要になってくる。これによって，地
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震学や火山学の研究に史料や考古資料を活用する際の利便性が向上するだけでなく，信

頼性の高い史料・考古データをデータベース化することで，歴史地震や火山噴火の研究

における信頼性を高めていけると考える。 

 

ア．史料の収集とデータベース化 

・地震火山関連史料の収集・分析とデータベースの構築・公開 

地震史料集テキストデータベースに収録された史料について，書名欄に書かれている

地名を ROIS-CODH の歴史的行政区域データセットβ版を活用してデータ化した。同デー

タベースのデータについて，史料集発行時の間違いや，テキスト化のミスなどを点検，修

正し，より正確なデータとした（東京大学地震火山史料連携研究機構[課題番号：HMEV01]）。

地震史料検索システムの DB の更新，システムのバグの修正・改良をおこなった（名古屋

大学[課題番号：NGY01]）。 

史料中に記された地名を地図上に表示させるシステムを構築するために，自然言語処

理を専門とする情報工学研究者と連携して，AI による史料中の地名表現の自動抽出や地

名表現のマークアップに取り組んだ。『新収日本地震史料第２巻』を用いた試行から，人

手による抽出には及ばないが，利用可能な性能と判断した。自動的に緯度経度を付与す

る手法についても検討を開始した（東京大学史料編纂所[課題番号：UTH_01]）。歴史地名

を現代の位置情報に変換するための地名辞書（Gazetteer）データについて検討を行った

（東京大学地震火山史料連携研究機構[課題番号：HMEV01]）。 

安政東海・南海地震，安政江戸地震について書かれている大沢家本願寺関係文書の第

１，２分冊の翻刻と目録作成をおこなった。また西尾市岩瀬文庫所蔵の田中長嶺「尾濃震

災図録」の翻刻集をまとめた。新たな史料である「違変記」を購入し，デジタル画像化し，

目録を作成した（名古屋大学[課題番号：NGY01]）。 

1854 年安政東海地震に際して発生した，甲府盆地東部の家屋被害に関する史料に関し

て分析を進め，救済金額などから村ごとの本潰軒数と半潰軒数の内訳を推定した（東京

大学地震火山史料連携研究機構[課題番号：HMEV01]）。 

 

・日本海沿岸地域を中心とした地震・火山現象の解明のための史資料調査と解析 

日本海沿岸地域を中心とした地震・火山現象を解明するために，各地の史料保存機関

に所蔵される史資料の調査や，既刊の地震・火山噴火史料集に所収される史料の原本調

査に基づく校訂作業，および解析を実施した。成果を年代順に記す。（１）年代記の史料

学的な検討により，武蔵国東部（埼玉県南東部近辺）で成立した『年代記配合抄』の 1410

～1582 年の地震関連記事７件，上野国勢多郡（群馬県前橋市）で成立した『赤城神社年

代記』の 1409～1584 年の地震関連記事４件は信憑性が高いことを確認した。（２）前記

（１）と『鎌倉大日記』彰考館本，および従来の研究（行谷・矢田 2014，佐々木 2022 ほ

か）をふまえ，1454 年 12 月 12 日（享徳三年十一月二十三日）の地震は，陸奥国牡鹿郡

地域（宮城県石巻市周辺）のみならず，関東でも「大地震」と認識される地震であり，上

野国勢多郡では半時（約１時間）震動し続けたこと，同年 12 月 10 日ないし 12 日にも鎌

倉や武蔵国東部で「大地震」と認識される地震が発生したことを確認した。（３）1611 年

の会津慶長地震によって形成された山崎新湖は，1645 年の工事により完全に消滅するま
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で存在した内水面であり，会津から日本海へと流下する水が収束する地点に存在した。

従来注目されてこなかった東京大学総合図書館南葵文庫の「奥州図」について詳細に検

討し，地震により形成された山崎新湖の形状がかなり正確に表現されていることを明ら

かにした。（４）1828 年（文政十一年）越後三条地震に関し，確実に大名留守居廻状で

あると確認できる常陸笠間藩牧野家・山城淀藩稲葉家の史料の子細な検討から，地震の

ような大災害に際し，各大名家の留守居は，幕府への届書を作成し江戸城に持参すると

共に，これを留守居廻状によって広く共有したことを明らかにした。（５）明治・大正期

の教育者の渡辺敏が 1847 年善光寺地震について収集した資料，聞き取りした体験記・体

験談を再検討することにより，渡辺の研究姿勢や，その後の善光寺地震研究に与えた影

響を確認するとともに，災害の体験談資料の有効性を指摘した。（６）1855 年安政江戸

地震の江戸より東方の被害の境界地域を検討するため，『石河明善日記』から水戸街道沿

い，『渡辺東淵雑録』から千葉街道地域の被害の状況・違いについて検討した。江戸の東

側の境界は，水戸街道では宮和田宿・藤代宿（茨城県取手市）辺り，千葉街道では鷺沼村

（千葉県習志野市）辺りである。（７）1923 年関東大震災時の社会事象を描いた史料と

して納札に注目し，早稲田大学図書館所蔵『関東大震災図会納札集』に収録された納札を

整理・検討した。関東大震災に関する題材を扱った納札には，同時代の写真をもとに図柄

を描いたものがある一方，元になる写真があるとは考えにくい震災後の社会状況を描い

た納札もある。後者のような社会状況の描写を手掛かりに，従来見えにくい災害と社会

との関係にも光をあて得る（新潟大学[課題番号：NGT_01]）。 

 

・東北地方における地震・津波・火山情報に関する歴史資料の所在調査とデータ収集 

1616 年（元和二年）の仙台地震における津波の存在は，これを記した近代以前の文献

は存在せず，現段階では大きな被害をもたらした津波は発生していないと考えるのが妥

当であることがわかった。当該地震について『日本被害地震総覧』や『理科年表』では，

地震動により仙台城の石垣の崩壊したことに加え，津波が発生した可能性が指摘されて

いた。これは『大槌古城由来記』などの大槌地方の史料に元和二年に津波が発生したとい

う記述が存在するためであるが，盛岡藩の史書などとの比較から，実際は 1611 年（慶長

十六年）の慶長奥州地震津波の記事であると判断できる。この記述が『宮城県海嘯史』

（1903）や『宮城県昭和海嘯史』（1935）に「三陸地方」の津波として書き継がれ，『増

訂大日本地震史料』にも掲載された。さらに，これと宮城県塩竈市浦戸における永禄年間

の津波伝承とが混同された『浦戸の今昔』の記事が『新収日本地震史料 続補遺』に収録

され，『日本被害津波総覧』においては 1616 年（元和二年）に浦戸を襲った津波として

記載されることになった（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID01]）。 

 

・史料を地震研究に活用する方法についての検討 

e-コミマップを使った南海トラフ巨大地震史料の見える化を行った。昨年度に引き続

き三重県の史料入力を行い，さらに愛知県についても入力した。三重県についてはまだ

全部の入力が終わったわけではないが，現在の入力史料から宝永地震，安政東海地震，昭

和東南海地震について比較検討をおこなった（図１）。安政東海地震では全般的に大きな

津波被害を被っているが，これまでにも指摘があるように（たとえば行谷・都司， 2005）
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南伊勢市東部では比較的被害が少ないことがわかる。また志摩半島の東側では最初に潮

が大きく引いているのに対し，紀北以南では大きく引くことはなかったと記録されてい

る。さらに紀北以南での津波到来時刻については，宝永地震では揺れがおさまってから

津波が来るまでに飯を炊くくらいの時間があったが，安政地震では揺れがおさまってか

らすぐに到来している。宝永，安政とも大きな被害がでており，これまでに推定された浸

水高をみてもさほどの違いはないが，時間差があることから，宝永の方が規模は大きか

ったと想像される。昭和東南海地震でもこの地域には地震発生後５～20 分程度で津波が

到来している。安政や昭和では少なくとも紀北以南に近いところに震源域があるが，宝

永ではそこは滑っていないということができるだろう。現在求められているアスペリテ

ィが繰り返し滑っているという考え方(Yamanaka and Kikuchi，2004)に基づき，Yokota 

et al. (2016)で求められたアスペリティ分布を考慮すると，昭和東南海地震と安政東海

地震では熊野灘の大きなアスペリティが滑ったが，宝永地震ではこのアスペリティは滑

らなかった可能性がある。宝永地震＝安政東海地震＋安政南海地震ではない可能性がで

てきたということである（名古屋大学[課題番号：NGY_01]）。 

歴史地震のカタログや震度分布を活用したツールの開発とデジタルアーカイブを活用

するための Web アプリを改良した。歴史地震 ID に基づくポータルサイトを試作した（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_01]）。 

 

・研究コミュニティの構築・教育・市民への普及 

2022 年 11 月 26 日に第 10 回歴史地震史料研究会をオンラインにて開催し，本課題研

究者メンバーを中心とした歴史学者８人・考古学者１人・地理学者１人・地震学者１人に

よる研究発表・討議を行った（参加者 31 人）（新潟大学[課題番号：NGT_01]）。 

昨年度実施したシンポジウム「歴史が導く災害科学の新展開Ⅴ―文理融合による 1611

年慶長奥州地震津波の研究―」の報告書を「歴史文化資料保全ネットワーク叢書」として

刊行した（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID01]）。 

古文書解読のための定期的な勉強会（週１回，京都とつくばの２か所，オンラインま

たはハイブリッド）を継続的に開催している。また，合宿形式の勉強会（2022 年８月 26

日〜28 日オンライン，2023 年３月 23 日〜25 日ハイブリッド）を開催した（東京大学地

震研究所 [課題番号：ERI_01]）。 

 

イ．考古データの収集・集成と分析 

・考古・文献資料からみた歴史災害情報の収集とデータベース構築・公開ならびにその地

質考古学的解析 

データベースについて「歴史災害痕跡データベース（Histrical Disaster Evidence 

Database: HDE-GISdb）」と命名し，2023 年３月にα版を公開することとなった（図２）。

全国の発掘調査を担当する地方公共団体の文化財担当から，発見された災害痕跡等のデ

ータを集めるため，データベースへの入力用インターフェースの構築を進めた。テスト

参加希望の県に所属する文化財担当者や「日本災害・防災考古学会」と協力して，災害痕

跡の識別方法を含めた HDE-GISdb の利用マニュアルの作成を始めた。近畿地方（とくに

京都府，奈良県）および九州地方を中心に，遺跡から発見される災害痕跡種の類別，痕跡
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の形成時期について情報収集を進め，災害痕跡の発見されない場所と併せて調査地点ご

とに約３万地点のデータベース化を進めた。上記の結果，表層地質（沖積層上部）にみら

れる災害痕跡は，地震や火山活動による被害様相が地形要素によって多様に変化するだ

けでなく，深部の地質の脆弱性との強い相関性がある可能性が見えてきた。遺跡単位で

はなく，調査地点単位で災害痕跡情報を収集することで，遺構の切り合いや出土遺物の

型式，さらに放射性炭素年代などの細かな調査成果を利用することが可能となり，結果

的に過去の災害発生時期を捉えることができるようになった（図３，奈良文化財研究所

[課題番号：NAB_01]）。 

 

・縄文時代前期の東北・関東両地方における大規模地震の検討 

縄文時代前期（7050-5415 calBP）に本州東部で発生した地震活動について，縄文集落

の分析から考古年代の特定等の基礎的な検討を行った。神奈川県小田原市羽根尾貝塚で

の活動を終焉させた地震を伴う隆起活動（房総半島先端部の隆起と連動した相模トラフ

地震の可能性が高い），および三陸の海岸低地帯の集落動向からよみとれる津波をとも

なう大地震は，いずれも考古年代前期後葉の大木３－諸磯ａ式古段階の時期であると推

測した（新潟大学[課題番号：NGT_01]）。 

 

（２）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明 

近代的な機器観測による観測データ取得開始以前に発生した地震・火山噴火について

知るためには，歴史学や考古学で用いる史料や考古資料に基づいて，調査・研究を実施し

ていく必要がある。これらの史料や考古資料をデータベース化し，位置情報や時間情報

を付与して被害分布図等を作成することによって，近代的な機器観測に基づく観測デー

タとの比較・検討が可能になる。このような被害分布図等を活用して，前近代に発生した

低頻度大規模地震や火山噴火現象とそれらによる災害の実態を解明することは，長期的

な災害対策の策定に寄与できると考える。 

 

・史料を用いた地震・火山現象の分析 

1800 年から安政東海・南海地震に至るまでの期間の九州を中心とした西日本における

記録を調査し，次の新知見を得た。（１）1844 年６月 24 日（弘化元年五月九日）昼頃に

発生した地震によって，日向都城と延岡で建物被害が生じていた。また日向小林，豊後臼

杵でも新たな有感地震記録がみつかり，この地震の震源は日向灘付近であると考えられ

る。同日には佐賀付近でも強い震動の記録が複数みつかり，同日のうちに二つの地震が

前後して発生していた可能性がある(図４)。（２）熊本県博物館ネットワークセンター所

蔵「瀬井家資料」を調査し，1826～1868（文政９年～明治元年）にいたる熊本県高森町の

有感地震情報を収集した。1854 年（安政元）の阿蘇地方での地震についてはこれまで簡

略な記録しか知られていなかったが，「瀬井家日記」によって，12 月 24 日（十一月五日）

の安政南海地震と，12 月 26 日（十一月七日）の豊予海峡地震による，阿蘇南郷谷の被害

状況が具体的に知られるようになった。また同年３月に，阿蘇山中央火口付近で，突然熱

水が噴出し，死者が出ていたことが確認できた（東京大学史料編纂所[課題番号：UTH_01]）。 
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図１．e-コミマップで整理した宝永地震，安政東海地震，昭和東南海地震における津波

被害に関する史料。マークで示した場所での津波被害の史料が存在する。e-コミマップ

ではこのマークをクリックすると元史料がみえるようになっている。色の濃さは大まか

な津波被害の程度を示す。安政東海地震に描かれたピンクの塗りつぶしはYokota et 

al. (2016)のアスペリティを示す。ここでは津波被害のみを示したが，このほかに揺れ

の被害，地殻変動や液状化などの情報も見えるようになっている（名古屋大学[課題番

号：NGY01]）。 

 

 

図２．歴史災害痕跡データベースのα版の入り口画面（奈良文化財研究所[課題番号：

NAB_01]）。 
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図３．災害発生時期を絞り込んだ事例。発掘調査で検出された遺構の切り合いや出土し

た遺物の型式，さらに放射性炭素年代測定の結果などを調査地点ごとにデータ収集する

ことにより，検出した災害痕跡から過去の災害発生時期を絞り込んだ（奈良文化財研究

所[課題番号：NAB_01]）。 
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図４．弘化元年５月９日地震の震度分布（東京大学史料編纂所[課題番号：UTH_01]）。 
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１（８）観測研究基盤 

            

            「観測研究基盤」計画推進部会長 鶴岡 弘 

                            （東京大学地震研究所） 

副部会長 青山 裕 

（北海道大学） 

                         

観測研究部会においては，地震火山研究にとって不可欠である観測データを安定的か

つ継続的に取得するために，１)日本全国に展開されている陸域および海域の地震，地殻

変動，津波，潮位，電磁気，重力等の観測基盤の維持（観測基盤の整備），２)これらの

観測データの解析技術等の開発・高度化（観測・解析技術の開発）の進展，３)観測デー

タをリアルタイムに効率的に流通する基盤（地震・火山現象のデータ流通）の維持と，

４)観測データの公開や研究成果を共有するシステムの開発（地震・火山現象のデータベ

ースの構築と利活用・公開）を引き続き粛々と進めている。以下に令和４年度の成果の概

要をまとめた。 

 

観測基盤の整備 

防災科学技術研究所においては，陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）及び首都圏地

震観測網（MeSO-net）を安定して運用することにより，地震・低周波地震・超低周波地震・

スロースリップイベントについてイベント検出，震源位置・震源メカニズム解・断層モデ

ルの推定，余震活動の予測等を継続して行った。2022 年１月 15 日 13 時（JST）頃のトン

ガ諸島付近のフンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山での大規模噴火発生後に S-net と

DONET の海底圧力計で観測された記録から，日本周辺に到来した海洋波の性質を調べ，日

本国内での大気圧の観測データと海底圧力データを合わせた解析を行った結果，顕著な

海洋波の波群に対応する形で気圧波の波群が複数到来していることが示され，トンガ噴

火によって放出された複数の気圧波と海洋波との相互作用が日本周辺で観測された複雑

な海洋波の形成に寄与していたことを示唆した。また，噴火からの１週間で観測された

海底圧力観測記録をデータベースサイトより公開した。石川県能登地方において 2022 年

６月 19 日 15 時 08 分に Mj5.4，20 日 10 時 31 分に Mj5.0 の地震が発生した。これらの地

震は，2000 年代前半以前からの活動域の南に位置するとともに，大局的には 2021 年夏ご

ろからの地震活動域内で発生した。この活動域において，比較的地震活動が低調であっ

た場所で Mj5.4 の地震が発生し，その東側で Mj5.0 の地震が発生した。陸海統合地震津

波火山観測網等を用いた三次元地震波速度構造や観測点補正値 (Matsubara et al., 

2019)を用いて震源を再決定した結果，活動域がその東西から高速度域に挟まれているこ

とが示された。活動域では，2020 年 11 月以前は地震活動が低調で地震発生層の下限深さ

(D90)は 10.0～14.0 km であったが，2020 年 12 月以降は活発化し，D90 は 13.0～17.5 km

と深くなった。Mj5.4 の地震は，2020 年 12 月以降の活動から推定された D90(14.5 km)よ

りも浅部(12.6 km)で発生した。2022 年 11 月 9 日茨城県南部の地震（Mj4.9，深さ 51 km）

では，震央の北東 36 km に位置する城里町小勝において，茨城県の震度計で震度５強を

観測し，その他の地点の最大震度は４であった。K-NET 及び KiK-net の最大加速度，震度
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分布では，茨城県南部の地震において震源直上よりも北部で地震動が大きい事例がしば

しば見られ，観測された震度とその地域性について検討した結果，2022 年の地震では城

里町小勝周辺の観測点での周期 0.1 秒と 0.15 秒の加速度応答値が過去の同規模の地震と

比べて大きいことがわかった。城里町小勝で震度５強が観測された理由として，この短

周期帯域の地震波が浅部地盤の影響でさらに増幅し，震度計算用のフィルタ後も一定以

上の振幅が残った可能性が示唆された。N-net においては，海底観測機器の製造に入る前

に水圧計の長期信頼性確認等のための試験を実施し，宮崎県串間市の新設陸上局では，

陸上装置等を設置するための局舎建物が完成した。高知県室戸市の陸上局では，既存の

DONET2 の局舎を共用するための局舎内および周辺の整備工事を実施した（防災科学技術

研究所[課題番号：NIED05])。 

気象庁は地震観測網や地殻変動観測網などの観測基盤を維持し，関係機関の地震観測

データの一元的処理結果の関係機関への提供を行った。また気象庁における地震観測デ

ータおよび地殻変動データを収集・解析するためのシステム（EPOS）の更新および，文科

省と共に地震観測データの一元的処理を行うためのシステム（REDC)の更新を行った。顕

著な地震活動や地殻変動観測結果について，定期・臨時に情報発表・記者会見等を行うと

ともに，南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会や地震調査委員会において報告を行

った。震源データを日々，更新するとともに，2020 年 8 月までの精査後の震源データ（確

定値）を公開した（気象庁[課題番号：JMA_09]）。 

国土地理院は，全国において，GNSS 連続観測点を維持し，観測を継続した。また，国

際 GNSS 事業（IGS）へ参画し，観測データの提供を行った。加えて，最新の GPS 衛星お

よび ITRF 更新に対応した，GNSS 連続観測（GEONET）の新しい解析ストラテジの運用を

着実に継続した。地殻変動の監視においても，新しい解析ストラテジによる座標値に基

づき行われ，従来手法に比べ，僅かながら季節変動を抑えられるようになった（国土地理

院[課題番号：GSI04]）。全国の電子基準点を対象とした電子基準点リアルタイム解析シ

ステム(REGARD)を引き続き運用した。また，従来の相対測位手法を PPP（精密単独測位）

に置換したプロトタイプシステムを構築した。さらに，PPP の精度を高めるために，GNSS

衛星の軌道情報推定手法を改良した（国土地理院[課題番号：GSI_08]）。2022 年９月 17

日と 18 日（UTC）に発生した台湾の地震では，「だいち２号」SAR 干渉画像により，最大

1 m 程度の衛星に近づく変動が検出された（図１，国土地理院[課題番号：GSI_07]）。  

大学は，観測データ流通網 JDXnet の安定的な運用を継続し，京都大学防災研究所宮崎

観測所において SINET6 への新規接続を完了した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_1

9]）。高知大学においては，常時微動アレイによって常時推定している位相速度の時間変

化から時間雨量 5 mm 程度の降雨に対応して変動が抽出された．また，３成分広帯域地

震計の HVSR 解析でも，位相速度変動が見られた周波数帯域に対応する HVSR 値の変動が

検出された。降雨開始から間もない時間帯からこれらの変動が開始していることにくわ

え，変動周波数帯が 12 Hz 付近と高周波にあるため，雨水のごく浅層への浸潤によって

表層地盤の速度構造が変化していることがわかった（高知大学[課題番号：KOC_01]）。 

気象庁，国土地理院及び海上保安庁は，潮位連続観測を継続した（気象庁[課題番号： 

JMA_10]，国土地理院[課題番号：GSI_05]，海上保安庁[課題番号：JCG_02]）。気象庁は，

柿岡，女満別，鹿屋及び父島での地磁気４成分観測を実施し，陸域，海域での磁気測量を
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はじめ，大学等による電磁気的観測研究あるいは幾つか提案されている日本域における

標準的な全磁力磁場モデルの算出方法の検証・改良を進めるために，高精度な地磁気基

準値を提供した。データの引用・追跡を容易にするため，令和３年度から地磁気観測所の

データに，DOI（Digital Object Identifier）が付与され，地磁気観測所ホームページで

確認できる（気象庁[課題番号：JMA_11]）。国土地理院は，地磁気測量については，測地

観測所等（鹿野山測地観測所，水沢測地観測所及び全国 10 か所に設置している地磁気連

続観測装置）において，機器更新を行い，地磁気連続観測データを取得するとともに，地

磁気絶対観測等を実施した（国土地理院[課題番号：GSI_06]）。山梨県富士山科学研究所

は，富士山５合目における絶対重力測定を実現し，MFRI 基準点との間の重力差を利用し

た相対重力計の検定観測を実施した（山梨県富士山科学研究所[課題番号：MFRI02]）。北

海道立総合研究機構地質研究所は，雌阿寒岳，十勝岳，樽前山，倶多楽，有珠山及び北海

道駒ヶ岳において，地球物理学的・地球化学的モニタリングを継続して行い，火山活動の

変化を捉えるためのデータの蓄積を行った（北海道立総合研究機構［課題番号：HRO_01］）。 

気象庁は，全国の 50 活火山について，全国４カ所の火山監視・警報センターにおいて，

地震計，空振計，GNSS，監視カメラ等による連続的な監視観測を継続した．全国の活火山

について，GNSS 繰り返し観測，熱観測等の調査的な機動観測を計画的に実施した（気象

庁[課題番号：JMA_12]）。 

 

観測・解析技術の開発 

 東京大学地震研究所は，1996 年に設置した三陸沖光ケーブル式海底地震・津波観測シス

テム(旧システム)の予備光ファイバーに，DAS 計測を適用することによって，空間的に高

密度の海底地震観測を実施している。2019 年２月に最初の観測を行って以来，１回あた

りは短期間であるが，これまでに９回の観測を行った。2022 年については，地震研究所

に導入された DAS 計測器を用いて，２月末から２日程度の試験観測を実施し，10 月には

約２週間の観測を行うことで多数の地震が記録された。どちらの観測も，測定全長は 100 

km，観測点間隔は 2 m，ケージ長は 100 m とした。長いゲージ長を設定することにより，

感度の高い計測を試みた。今回導入した DAS 計測器は，S/N 比が高く，記録区間全体にわ

たって地震波を記録することができた(図２，東京大学地震研究所［課題番号：ERI_22］）。 

 大学は，新たな無線通信帯域・技術を活用した地震火山データ伝送システムの開発及

びこれを利用した地震・火山活動状況を高精度かつ迅速に把握可能なシステムの開発を

進めている。VHF 帯（V-High 周波数:207.5-222 MHz）での通信試験が実施された。仙台

で行われた八木アンテナおよびオムニアンテナでの変調方式２値 FSK での通信試験につ

いて検討した結果，地震波の伝送に十分な速度が出ることが期待されること，オムニア

ンテナでも，20 km 以上離れても通信が可能な場所があり，八木アンテナを用いると最大

84 km の通信が可能であることがわかった（図３，東北大学理学研究科 [課題番号：

THK_13]）。名古屋大学においては，小電力，小型・携帯テレメータ地震観測装置の改良

開発を実施した。昨年度までに改良を終えた５台を御嶽山山頂の試験観測地に配置し，

改良機 10 台による実地試験を継続した（名古屋大学[課題番号：NGY_08]）。 
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 情報通信研究機構においては，富士山，浅間山，草津白根山，焼岳の Pi-SAR X3 を用い

た試験観測を実施し，15 cm 分解能での火山観測に成功した（図４，情報通信研究機構[課

題番号：NICT01]）。 

 

地震・火山現象のデータ流通 

 北海道大学は，地殻変動等多項目データの全国流通・一元化・蓄積・公開を行うデータ

サーバの安定的かつセキュアな運用のためサーバの更新作業を行った。GNSS データサー

バについてはセキュリティアップデートを行った。新たにひずみ観測点１点，重力観測

点１点のデータの登録を開始し，重力データについては過去に遡って登録した。解析機

能においては，一度設定したパラメータがセッション期間保持可能な機能付加を行った

ほか，多成分ひずみ計ではひずみ解析時に成分を選択できるような改良を行った（北海

道大学[課題番号：HKD_08]）。 

 東京大学地震研究所は，前年度に引き続き，次世代の対話験測処理系システムについ

て試作を進めた。今年度は，昨年度試作したソフトウェアを本課題の担当者及び関係者

で試用するとともに，メカニズム解の計算や表示の機能を実装した（東京大学地震研究

所[課題番号：ERI_24]）。高知大学においては，VPN トンネルを用いた現状の WIN パケッ

トの伝送実験を実施した（高知大学[課題番号：KOC_02]）。 

  

地震・火山現象のデータデースの構築と利活用・公開 

 東京大学地震研究所は，DOI 等の永続的識別子付与と公開を進めた。外部で公開してい

るデータベース等のメタデータを東京大学の機関リポジトリ（UTokyo Repository）へ登

録し，DOI 付与も実現した。機関リポジトリを通じて「データカタログ横断検索システム」

や Google Dataset Search などにも登録されることを確認した（東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_18]）。 

 気象庁は，地震月報（カタログ編）2020 年９月～2021 年３月号を公開した。なお，2020

年９月より，S-net と DONET2 のデータを一元化処理に活用しており，公開予定の月報に

は，これらのデータが用いられた震源情報が記載されている（気象庁［課題番号：JMA_14］）。

定常観測点の４地点（柿岡，女満別，鹿屋，父島）に，調査観測点の祓川を加えた５観測

点における地磁気４成分連続観測データを，月毎に地磁気観測所データベースに登録，

公開するとともに，定常観測点のデータを国際的なデータセンターに提供した。加えて，

1983 年２月～1993 年３月の柿岡の確定毎秒値を観測所データベースに登録・公開すると

ともに，国際的なデータセンターに提供した（気象庁[課題番号：JMA_13]）。常時観測火

山に選定された全国の 50 活火山について，東京の火山監視・警報センター，札幌，仙台，

福岡の地域火山監視・警報センター，及び鹿児島地方気象台において，地震計，空振計，

GNSS 等の観測データを常時収集するとともにデータの解析を行い，それらの成果の蓄積

を進めた（気象庁[課題番号：JMA_15]）。 

 産業技術総合研究所は，アジア太平洋地域の地震火山ハザード情報整備，国際標準化，

データ共有・相互利用，国際的な連携の推進を目的として，アジア太平洋地域の研究機関

と連携し，地震火山活動に関連する地質ハザード情報の取りまとめを進めている．火山

関連データベースとして，2022 年７月に大規模噴火の特徴・推移，中長期的前駆活動を
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取りまとめた大規模噴火データベース (https://gbank.gsj.jp/volcano/ledb/)を公開し

た。摩周カルデラ，支笏カルデラ，洞爺カルデラ，濁川カルデラ，十和田カルデラ，姶良

カルデラ，阿多カルデラ，池田カルデラの８つのカルデラにおける詳細情報を掲載した

（図５，産業技術総合研究所[課題番号：AIST11]）。 

 国土地理院は，令和３年度に調査を行った「諏訪之瀬島」の火山土地条件図及び数値デ

ータを公開した。また，令和３年度に作成した「御嶽山」「神津島」「有珠山」「倶多楽」，

令和４年度に作成した「諏訪之瀬島」の火山基本図及び数値データを公開した。令和４年

度においては，「蔵王山」の火山土地条件調査及び「北海道駒ヶ岳」「白山」「鶴見岳・

伽藍岳」「九重山」「諏訪之瀬島」の火山基本図を整備した（国土地理院[課題番号：GSI_10， 

GSI_09]）。 

 研究成果共有システムの運用方針については，昨年度以下を定めた「運用責任は戦略

室とし，戦略室が中心となってポリシーの検討，コンテンツの調整，課題や部会への関係

情報収集や依頼，周知広報を実施する。システム運用は企画部の学術支援職員と戦略室

教員及び課題担当者で実施する。収集する情報は，課題間連携及び部会間・総合研究グル

ープ間連携で必要となるメタ情報を中心とし，課題間連携や部会間・総合研究グループ

間連携で活用可能な関係情報の所在を示すハブ的な役割を果たす。」。今年度はこのテス

ト的な運用を実施した。部会内や部会間・総合研究グループ間連携を促進するための共

有オンラインストレージ（Nextcloud）を継続して運用した。また，昨年度に調査観測の

メタ情報を集約し，課題間や部会間・総合研究グループ間連携をより推進するため，建議

で実施されている社会調査・ソフトウエア開発・観測・地質調査等を一元的に収集するこ

ととなったことを受けて，令和３年度における観測や開発したソフトウェア等のメタ情

報を整理して研究成果共有システムにて公開を行なった（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_25]）。 

 

 

今後の展望  

観測基盤については関係機関によって適切に維持がなされ，データが着実に蓄積され

ている。また，データ流通基盤も同様に維持がなされリアルタイムでの配信が実現でき

ている。解析システムについても着実に高度化がなされ整備が進んだ。また，データベー

スについても粛々と整備が進められているところである。さらに，研究成果についても

戦略室による方針の実施が開始され，本計画において取得されたデータや開発されたソ

フトウェアの公開が始められた。来年度にむけて，これらの公開をさらに進めて，データ

ベースの統合化や研究成果共有システムの構築の実現が期待される。 
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図１．「だいち２号」SAR干渉画像による台湾の地震に伴う地殻変動。左図は広域の干渉

画像，右図は左図の一部を拡大した図。断層帯の西側で変動が大きく，最大1 m程度の衛

星に近づく変動が見られる。断層線はStyron et al. (2010)より（国土地理院[課題番号：

GSI_08］）。 

 

 

 

 

図２．三陸沖光ケーブル観測システムに新しく導入されたDAS計測器により収録された地

震波形記録例。横軸は陸上局からの距離，縦軸は時間を示す。青線と赤線は読み取ったＰ

波・Ｓ波の初動をそれぞれ示す（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_22]）。 
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図３．VHF帯通信試験における発信点・受信点の様子と信号受信強度(RSSI)（東北大学理

学研究科[課題番号：THK_13]，大和田・他(2022)に加筆修正）。 

 

 

 

図４．Pi-SAR X3による火山観測結果（空間分解能15 cm）（情報通信研究機構[課題番号：

NICT01]）。 
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図５．大規模噴火データベース。摩周カルデラ，支笏カルデラ，洞爺カルデラ，濁川カル

デラ，十和田カルデラ，姶良カルデラ，阿多カルデラ，池田カルデラの8つのカルデラに

おける詳細情報が掲載されている（産業技術総合研究所[課題番号：AIST11]）。 
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２（１）南海トラフ沿いの巨大地震 

            

        「南海トラフ沿いの巨大地震」総合研究グループリーダー 伊藤喜宏 

                            （京都大学防災研究所） 

                         

 

目的 

内閣府および地震調査推進本部により南海トラフ沿いの巨大地震の地震シナリオおよ

び強震動予測はすでに実施され，公開されている。しかしながら，これまでに示された地

震シナリオおよび強震動予測は過去の観測記録および歴史資料に基づいて構築されたも

のであり，現状の測地・地震観測により得られた知見を十分反映したものでない。南海ト

ラフ巨大地震総合研究グループ（以下，南海総合Ｇ）では，南海トラフ巨大地震に関連し

た 50 課題の成果に基づき，地震・測地観測網で得られたプレート間固着やスロー地震の

知見に基づき南海トラフ沿いの巨大地震の広帯域震源モデルを構築する。その上で地震

波および津波の伝播モデルに基づき，西南日本地域の強震動および津波浸水モデルを提

示することを目的とする。 

 

拠点間連携のフレームワークの利用 

前５カ年計画の地震研究所―防災研究所拠点間連携（H26-H30）では，地震時のリスク

評価の高精度化を目的として，震源モデル・シナリオ，地震波速度・減衰構造，浅部地盤

応答，および構造物の脆弱性の各モデルを総合的に考慮したリスク評価の手法の提案，

および高精度化に関する研究が進められた。特に各課題が提案する複数の最適なモデル

を組み合わせて不確実性を含む地震リスク評価の計算手法が提案された。南海総合Ｇで

は，前計画の拠点間連携で得られた成果を取り入れて，各課題で得られた成果を実際に

使用して，震源モデル・シナリオ―地震波伝播―工学的基盤までの地震動を計算するこ

とを目的とする。その上で，必要なアウトプットを関連課題の要請に基づき情報を提供

することとする。前５カ年計画の拠点間連携で研究対象とした大阪府および高知県につ

いて，浅部地盤応答も含めた地震動を求めて，構造物の脆弱性評価や地すべりのリスク

評価などに活用する。 

 

津波浸水モデル及び地盤応答の高度化に向けた今年度の取り組み 

今年度は特に津波浸水モデリングと地盤応答に関する研究の進捗状況について情報を

収集した。その上で 1662 年日向灘地震（外所地震）による津波浸水モデルについては関

連課題(京都大学防災研究所[課題番号：DPRI01])から，地盤応答については課題（拠点間

連携共同研究[課題番号：CTOC27]）による石川県邑知潟平野の地盤応答調査と強震動シ

ミュレーションの実施状況に着目した。さらに関連課題(京都大学防災研究所[課題番号：

DPRI08])と令和元～３年度に実施された「奈良盆地東縁断層帯における重点的な調査観

測」により京都盆地と奈良盆地で得られた浅部地盤構造モデルに着目した。 

日向灘では，30-35 年間隔で繰り返し M7 クラスのプレート境界型地震が発生している。

また，プレート内でも M6-7 の地震が度々発生する。1968 年には M7.5 の地震が発生し，
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津波も観測された。1662 年にも M7.6 の日向灘地震（外所地震）が発生したことが知られ

ている。この地震による被害は現在の宮崎市南部で特に大きく，宮崎市青島と並んで海

側に突き出た位置にあった外所村が海中に没したとの記録が残されている。課題(京都大

学防災研究所[課題番号：DPRI01])では，宮崎県沿岸部での津波堆積物の調査結果に基づ

き，1662 年日向灘地震の震源モデル及び津波波源モデルを構築し，津波浸水シミュレー

ションにより観察された津波堆積物の分布を説明した。得られた震源モデルは 1968 年日

向灘地震の震源域とは重ならず，その南西に位置し，海岸線下の深さ 25 km 付近からか

らトラフ軸に向かって深さ 10 km の範囲にプレート境界に沿って幅 70 km，長さ 70 km の

範囲に広がる。この震源モデルには 1996 年 10 月と 12 月にそれぞれ発生した M6.9 と

M6.7 の地震の震源域がほぼ含まれる。また，震源モデルの浅部側は，その一部が浅部ス

ロー地震発生域と重なり，すべり量も 8 m と深部側の 2 m と比べて大きい。 

石川県の邑知潟平野は邑知潟断層帯の北西に位置する。邑知潟断層帯は今後 30 年の地

震発生確率が日本の主な断層帯の中でもやや高いグループに属しており，その規模は地

震調査研究推進本部により M 7.6 程度と推定されている。課題（拠点間連携共同研究[課

題番号：CTOC27])では，邑知潟平野で常時微動観測を行い，単点観測による微動 H/V ス

ペクトルとアレイ観測による位相速度分散曲線から３次元地盤構造モデルを構築した。

その上で邑知潟断層帯による想定地震ケース（地震調査研究推進本部）を用いて，新たに

得た３次元地盤構造モデルと J-SHIS深部地盤構造モデルによる強震動シミュレーション

の結果を比較することで強震動シミュレーションにおける地盤構造の影響を調べた。結

果，新たな３次元地盤構造モデルを用いたシミュレーションでは，J-SHIS モデルと比べ

て，邑知潟平野内で PGV が 0.6 m/s を超える範囲が広がること，特に邑知潟平野の中部

から南西部の盆地南東端に沿って PGV が大きくなることを確認した。 

関連課題(京都大学防災研究所[課題番号：DPRI08])と令和元～３年度に実施された「奈

良盆地東縁断層帯における重点的な調査観測」では南海トラフ大地震を含む将来の大地

震の強震動評価の高度化のため，西南日本の堆積平野や堆積盆地の地盤構造モデルの高

度化を進めた。特に奈良盆地・京都盆地に関して，反射法地震探査・ボーリング・微動観

測のデータが多数用いることで，水平方向 250 m メッシュ，深さ方向 1 m メッシュでの

新たな浅部地盤構造モデルを構築した。奈良盆地中央付近を流れる大和川付近では，そ

の南側で層厚が相対的に厚く 40 m に達する。ここでは工学的基盤面（S 波速度 350 m/s）

に SH 波を鉛直入射させ，Haskell Matrix 法で地震応答を計算することで，周波数別の地

盤増幅率を求めた。結果，浅部地盤構造による地盤増幅率は，周波数 1 Hz では調査対象

領域全体で小さく，大阪平野で先に得た結果と異なることがわかった。2 Hz では，京都

盆地南部の三川合流域周辺や奈良盆地南部での増幅が顕著で，3 Hz 以上となると，京都

府南部の木津川流域（木津川低地帯）も含め，ほぼ対象領域全体で地震動の増幅が見られ

た。 

 

津波浸水モデル及び地盤応答の高度化へのインパクトと今後の展望 

1662 年日向灘地震に関して新たに得た震源モデルは，直近 100 年の地震活動のみから

の大地震の発生予測は難しいが，より長期間のデータが得られる津波堆積物の調査と津

波浸水シミュレーションを活用することにより得られた知見として注目すべき成果と言
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える。さらに，得られた知見を宮崎県の防災担当者らと地震・津波防災の見直しに向けた

取り組みを開始し，得られた津波浸水モデルに基づき小中学校等での津波避難訓練を検

討するなど，成果の社会実装・アウトリーチ・ステークホルダーへの還元に向けた取り組

みも実施されており，本成果の大きな波及効果も期待できる。 

平野部における高度な地盤構造モデルが，邑知潟平野や京都及び奈良盆地で得られた。

これらのモデルを用いて地盤応答を調べた結果， J-SHIS モデルと比べて，盆地による地

盤増幅特性についてより確からしいものが得られている。これらの結果は，将来発生の

恐れのある地震の揺れによる建物・人的被害等の地震リスク評価における地盤構造の調

査及びモデル化の重要性を示す。今後，浅部地盤構造モデルの高度化を強力に推進する

必要がある。 

 

 

成果リスト 

特になし 
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２（２）首都直下地震 

            

「首都直下地震」総合研究グループリーダー 酒井慎一 

（東京大学大学院情報学環・学際情報学府） 

                   

 

はじめに 

首都直下地震に関しては，『災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第二

次）の推進について（建議）』の中で，「分野横断で取り組む総合的研究」の一つとして，

位置づけられている。この総合研究は，前計画から始まった新しいカテゴリーで，「地震

学・火山学的な見地のみならず災害科学的な重要性も鑑みて，複数の実施項目を横断す

る総合的な研究として推進する。総合的な研究を通して，専門分野の枠を超えた学際連

携を現状よりも一層進め，地震学・火山学の成果を災害の軽減につなげるための方策を

提案する。」とされ，他の８つの計画部会とは違った観点から結び付けた体制で研究が進

められている。 

第５章「研究を推進するための体制の整備」（２）分野横断で取り組む総合的研究を推

進する体制の項では，「首都直下地震は，一旦発生すれば首都機能や我が国の経済活動全

体に深刻なダメージを与える可能性が高い。想定される多様な震源について，発生メカ

ニズムや発生可能性を評価する研究を進める。詳細な地盤構造や多様な震源モデルによ

る揺れの予測に，稠密観測データや地震史料の情報を反映し，新たな地震動予測手法の

開発を目指す。また，複雑な地殻構造を用いた大規模数値シミュレーションに基づいて，

地震動を高精度に予測する手法を高度化する。さらに，各項目の研究成果を有機的に結

び付け，高度に集約化された社会環境下での防災リテラシー向上に資する総合的研究を

実施する。」と書かれ，首都直下地震ならではの総合的な成果が期待されている。 

しかし，地震・火山現象の解明のための研究，地震・火山噴火の予測のための研究，地

震・火山噴火の災害誘因予測のための研究，地震・火山噴火に対する防災リテラシーの向

上のための研究の４分野に，広くまたがるような総合的な研究課題は存在しない。その

ため，それぞれの研究課題の中から，首都直下地震の発生による被害の推定に必要とな

るものを集め，それら同士をつなげていくことを，本総合研究グループの目標としてき

た。今年度は，被害の軽減を目的としたときに必要になってくるもの，という観点で課題

を選んでみた。 

 

令和４年度の成果 

 まず，首都直下地震の課題の一つに地震像が明確でないことがあげられる。首都圏下

にはフィリピン海プレートと太平洋プレートの２つのプレートが沈み込み，その運動方

向が異なるため，過去の地震活動が必ずしも一定であるとは言い切れない。そのため，一

連の歴史地震を調査しても，次に発生する地震が，プレート境界の地震なのか沈み込む

プレート内の地震（スラブ内地震）なのかは，明らかになっていない。そもそも，どこで

スラブ地震が起きやすいのか，その特徴に関する理解は不十分である。そこで東北大は，

スラブ内地震の発生メカニズムを解明するため，高密度配置であるS-netを用いた地震波
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トモグラフィーにより，最近発生したM7級のスラブ内地震の余震分布に沿うように低Vp

域が局在することを明らかにした。こうした低Vp異常域がスラブ表面に対し高角である

ことから，東北沿岸域下のスラブ内地震は海溝海側斜面域で形成されるアウターライズ

断層が再活動した地震と考えられる（東北大学理学研究科[課題番号：THK_06]）。 

次に首都直下地震の発生前後における課題として，地震活動の変化があるのかどうか

がある。大地震が発生する際に地震活動に変化があったとする報告はいくつかあるが，

それらが首都圏にも適応可能かどうかは不明である。また，繰り返し地震の挙動は，プレ

ート境界の地震活動の変化のメカニズムを解明する上で重要な示唆を与える。そこで東

北大は，これまでに開発した小～中規模の繰り返し地震活動に対する非定常更新過程モ

デルを拡張し，相対的な応力蓄積率の時空間変化を時間域の自然３次スプライン関数と

空間域の薄板スプライン関数とのテンソル積表現により推定した上で，その将来推移を

短期的に予測して繰り返し地震の将来発生確率を評価する手法を開発した。提案手法を

東北地方太平洋沖に存在する小～中規模の繰り返し地震群の2014～2020年の発生データ

へと適用し，2020年中の四半期毎の繰り返し地震発生確率を評価した上で発生実績との

比較検証を行った結果，ポアソン過程に比べて十分に高い予測性能が示された（東北大

学理学研究科[課題番号：THK_09]）。 

次に首都直下地震の課題として，揺れの不均質さがあげられる。一般に震源距離に応

じて地震動の強さは変化するが，地盤構造や地下構造などの要因によっても変わりうる。

その構造も一定ではなく時間変化する可能性もあり，揺れの予測や揺れの把握を行う際

には慎重な検討が必要である。そこで東京大学地震研究所は，首都圏で発生した地震の

波形を比較し，同程度の規模でも揺れの強さに違いがあることを示した。2021年千葉県

北西部の地震は，2005年千葉県北西部の地震と震源特性は似ているが，震度５弱を観測

した高震度３観測点（東京都足立区， 埼玉県川口市， 埼玉県宮原町) の強震動は，概し

て2021年が大きかった。違いが顕著な周期0.5～２秒の帯域には，Ｓ波主要動および埼玉

県の後続動が含まれる。近年，大地震後の速度低下とその回復過程の議論もあり，大地震

後の震度が若干大きめとなる可能性も検討が必要である（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_16]）。一方，東京大学地震研究所は，現代の地震観測で得られる知見を史料の分

析結果と結びつけ，歴史地震の震度を検証および定量化したいと考え，2020年９月から

東京都文京区根津周辺における稠密観測を継続している。安政江戸地震の揺れの検証を

目的のひとつとし，観測点は同地震の被害史料の分析から被害場所が特定できた地点と

その近隣地点にした（11点で観測継続中）。これまでに文京区本郷で震度１以上を記録し

た地震は98回あり，それらのデータを用いた暫定的な結果では，観測点ごとの卓越周波

数や振幅の違いが確認できている（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_15]）。 

最後に首都直下地震の課題として，暴露人口が莫大であるという点があげられる。ひ

とたび首都圏で大地震が発生すると，けた違いに多くの人々に影響が及び，それが新た

な二次災害を引き起こしかねない。多くの人口（群衆）が勝手な行動をとらないために

は，適切な情報を与え，冷静に行動するよう促すことが必要だと考える。そこで東京大学

大学院情報学環は，地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化，災害情報が災害軽

減に有効に活用されるための情報コミュニケーション手法を開発することを目的として，

地震の被害想定という情報が住民に伝達した場合，被害に関する認知面などにどのよう
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な影響を及ぼすのか，アンケート分析を行った。内閣府（2013）が公表した被害想定を基

に，NHKドラマ「パラレル東京」視聴の前後で，自分も地震被害に巻き込まれるかもしれ

ないと感じる割合が上がっていた。これは，元々恐ろしいと思っていた事象は，ドラマを

見ることでより身近で具体的な事象になり，自分の心情を強く刺激したと言えるのかも

しれない。本研究の成果に基づけば，受け手たる住民に恐怖感情を与えることは，認知面

において中期的に効果がみられたことになる。これまでは，「脅しの防災」に否定的な言

説が多かったが，今後は，こうした災害誘因予測情報を用いた，感情的アプローチについ

ても研究をすすめる必要がある。 

そのほか，2023 年２月 24 日に首都直下地震に関する意見交換会をオンラインで行っ

た。関連する課題の研究者たち６名が集まり，それぞれの研究成果を紹介した。今後の総

合研究としての研究計画の進め方を議論し，まずは，連携できる課題同士を探すところ

から始めることとしたが，コロナ禍で上手くいかない点もあったことが報告された。 

 

これまでの課題と今後の展望 

首都直下地震が発生した場合には，我が国の首都機能や経済活動全体に深刻なダメー

ジを与える可能性が高いことから，分野横断的に取り組む総合的な研究として推進する

テーマの一つとされてきた。関連があると思われる課題で，総合研究グループが構成さ

れているため，それぞれの課題は独立している。そのため，課題ごとの成果があったとし

ても，その成果は総合研究グループに対する関与が薄く，何をこのグループの成果とす

べきかが曖昧である。網羅的に構成された研究課題群ではないので，首都直下地震に対

して全体を通したストーリーを描けず，成果の寄与が不十分な研究課題に対する対応が

できない体制であった。次期計画を策定する際には，総合研究グループとしての目標を

掲げ，何をどこまで達成するのかを明確にし，それを実行するための課題群とそれらを

運用する体制づくりが必要ではないだろうか。今後は，首都直下地震が発生した際にそ

の被害の軽減を目的とした総合的な課題，という観点で全体を組み立てる必要があると

感じている。  

 

 

成果リスト 
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２（３）千島海溝沿いの巨大地震 

 

「千島海溝沿いの巨大地震」総合研究グループリーダー 高橋浩晃 

（北海道大学大学院理学研究院） 

 

１．はじめに 

千島海溝南部では，国の地震本部が M8.8 程度以上の超巨大地震の発生が切迫している

と評価している。国の中央防災会議は，最大クラスの地震により最大約 10 万人の死者が

発生するとの被害想定を公表し，特に冬季間は積雪寒冷条件のため約２万人の低体温症

要対処者も生じるとした。人的被害の大半は津波によるものとしており，被害想定の最

大死者数は早期避難率が低い場合の数値であるため，対策を進めることで被害量を減じ

ることが出来るとしている。 

千島海溝南部の巨大地震による被害軽減には，早期かつ確実な津波避難を行うことが

重要となる。このような観点から，気象庁と内閣府は，日本海溝・千島海溝沿いの巨大地

震の想定震源域とその周辺で Mw7 以上の地震が発生した場合に，大地震の発生可能性が

平時よりも相対的に高まっているとして，「北海道・三陸沖後発地震注意情報」を発信

し，後発地震への注意を促すことを 2022 年 12 月 16 日から開始した。 

早期避難を実現するためには，冬季積雪凍結による歩行困難化や，地震動による橋梁

や急傾斜地崩壊による避難路の閉塞も考慮した避難計画の事前評価が重要である。北海

道の地方部では車避難が一般的に行われている実態があり，そのレギュレーションに向

けた実現性評価も必要となる。 

現在行われている被害想定は，最大規模の津波を発生させる特性を持った断層モデル

に基づき行われている。一方，沿岸の津波浸水は震源断層上の不均質なすべり分布や局

所的な地形の影響を大きく受ける。同様に，地震動も断層破壊過程や強震動生成域の空

間分布，地域的な地下構造，局所的な地盤改変履歴で大きく変化する。ハザード事前予測

の空間精度を高め，地震動や津波浸水域の振り幅の評価を目指すには，ハザード予測の

基盤となる観測・調査データを着実に蓄積して行くことが重要である。現在の最大クラ

スの地震に対した被害想定に加え，ハザードの発生頻度や予測幅も指標に入れた想定を

目標に研究を進めていくことが求められている。総合研究グループでは，ハザード予測

や，それに基づくリスク評価につながる研究成果を整理統合し，地域防災力の向上に資

する成果を生成することを目標としている。 

 

２．令和４年度の主な成果 

津波避難計画は，避難路が確実に確保されることが前提となる。避難路は，地震動に

よる橋梁の破損や斜面崩壊，冬季には積雪や凍結等で利用が制限されることが予見され

ることに加え，避難者や避難車両で交通が輻輳する可能性が高い。これらの避難路条件

を考慮した津波避難シミュレーションを釧路管内や根室市で実施したところ，避難時間

が大幅に増加もしくは困難となる地域が発生することが明らかになった。また，昼夜人

口の違いや路面状態，道路網などの社会環境の違いが，避難困難人口の増加率に大きく

関係することが実証された。現地での避難実験を通じて徒歩避難時の歩道混雑が歩行速
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度の大幅な減速を生じさせることが立証され，先行避難者がいない場合での歩行速度を

利用した避難困難判断は適切でないことが示された（北海道大学[課題番号：HKD_07]）。 

自動車避難のレギュレーションを検討するため，マルチエージェント解析を用いた避

難シミュレーションと現地での実避難訓練を北海道むかわ町で行った。シミュレーショ

ンでは，避難経路を分散指定した場合では，避難経路を主要路に限定した場合に比べ，10

分程度の時間短縮が見込まれることが明らかになった。また，現地での避難実験を行っ

たところ，徒歩避難者の存在が車避難の渋滞発生要因となることが確認された（北海道

立総合研究機構[課題番号：HRO_02]）。 

十勝地方沿岸部の 17 世紀津波イベント前後の地殻上下変動について，珪藻の垂直分布

特性を利用して時間変化を検討したところ，地震時変動は大きくなく，地震後に時間を

かけて最大 1.5 m 程度隆起したことが明らかになった。厚真町と苫小牧市で面的な津波

堆積物調査を実施し，津波浸水は標高 5 m 程度までであること，年代測定では 1611 年付

近にピークを持つこと，17 世紀以前では 2,500 年間津波堆積物が見つからないことが明

らかになった。今回明らかにされた津波堆積物の分布範囲は，国の津波浸水想定範囲よ

りも有意に海寄りであるが，浸水は津波堆積物を残さずに内陸部にまで及ぶことに留意

する必要がある（北海道大学[課題番号：HKD_09]）。 

1611年慶長三陸津波時に岩手県山田町小谷鳥で記録された局所的な大きな津波高を励

起可能な断層モデルの推定を行った。この場所だけに高波高を生じさせるためには，三

陸沖のプレート境界２か所の大すべりから同位相の相対的に短い周期の津波が入射する

ことが必要条件であり，千島海溝のすべりでは説明が困難であることが明らかになった。

これは，この地震の大すべりが三陸沖で発生していたことを示す結果であるが，震源域

が千島海溝まで伸びていた可能性は依然として残されている。また，潮位変化を映像か

ら抽出する手法の改善が進んだほか，津波波形の長時間平均を用いて津波波形を規格化

することで，津波即時予測時に海底圧力計波形に重畳する短周期の地震波の影響を低減

する技術の開発が行われた（北海道大学[課題番号：HKD_09]）。 

根室沖の構造探査データについて浅部堆積層を考慮した解析を実施し，高精細イメー

ジングを行った。得られた構造は，2011 年東北沖地震の大すべり域の構造に類似してお

り，プレート境界浅部の深さ 10－15 km には反射強度の高い部分が見られた。えりも沖

に設置された広帯域海底地震計の波形解析から，超低周波～低周波帯域のスロー地震の

発生が示唆された（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]）。千島～カムチャツカ海溝

の広域的な地震活動度の時空間変化を 1977 年以降の長期間震源データに基づき調査し，

1963 年と 1975 年に津波地震が発生した色丹島沖～択捉島沖の海溝軸に近い部分のみで

地震活動の静穏化が見られることが明らかになった。また，地殻構造の時間変化をモニ

タリングするため，釧路根室沖において昨年と同じ場所で海底地震観測を行った（北海

道大学[課題番号：HKD_09]）。 

根室沖で４回目の海底地殻変動観測を実施した。プレート間相対運動量に近い変位速

度が得られ，プレート境界浅部での固着率が高い可能性が高まった（北海道大学[課題番

号：HKD_09]，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]）。十勝根室沖の中規模地震を用

いた震源特性を調査し，プレート境界の地震では相対的に短周期成分の励起が弱い傾向

が見られた。遺跡の液状化痕跡も網羅的調査から，道東の液状化回数は古津波回数に比
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べ少なく，強震動の励起が弱かった可能性が示唆された（北海道大学[課題番号：HKD_09]）。 

津波浸水や地震動予測等のハザード予測情報をリスクの評価や管理で活用することを

目指し，地方自治体の被害想定・津波避難計画策定・津波対策緊急事業計画策定での助言

や，住民向け防災講習会への講師派遣，ライフライン事業者（電力・ガス）や報道関係と

の意見交換を実施した（北海道大学[課題番号：HKD_09]）。 

 

３．今後の展望 

17世紀初頭に発生した超巨大地震に関するデータの蓄積が進み，断層モデルの推定や，

強震動・津波浸水の事前予測につながる情報になりつつある。起こりうるハザードの想

定は，津波避難計画や被害想定等の事前防災対策に直結するため，歴史史料や考古資料

を含め今後も基礎的なデータの収集を続けることが重要である。観測から得られる地殻

活動の現況に関する情報からは，定常的に地震活動が低いプレート境界浅部の高い固着

率がほぼ確実なものとなった。根室沖のプレート境界浅部と 2011 年東北沖地震の大すべ

り域が類似した地下構造である事実も，地震発生時に津波励起が効率的に起こる可能性

を予見する重要な観測事実である。 

国の被害想定は，最大クラスの震度分布・津波浸水とされているが，留意点として各

局所的な地先における最大値を示しているものではないことが記されている。1611 年慶

長三陸地震の局所的な高津波事例のような現象は今後も起こりうるリスクであり，その

発生要因の更なる調査と，事前予測への応用が必要である。国が示した地震動分布の予

測では，想定される M8.8 程度と比べ一桁以上モーメントが小さい 2003 年十勝沖地震の

実測値と同等かそれ以下の場所が存在しており，過小評価となっている可能性がある。

地震動による建物や道路等の被害は，早期津波避難を阻害する要因であり，地震動予測

の確度を上げる取り組みも重要である。 

国は，北海道・三陸沖後発地震情報が発表された場合でも，世界的事例を踏まえると，

Mw7.0 以上の地震発生後７日以内に Mw8.0 クラス以上の後発地震が発生する確率は概ね

100 回に１回程度としている。この情報は，先発地震による被害が甚大な場合に加え，先

発地震による揺れが小さな場合でも対象になるなど，様々なパターンで発表されること

が予想される。不確実性が高い情報が発表されたときに，住民はどのように行動するの

か，また，同様な情報が繰り返されると，社会の対応がどのように変化していくのかは，

防災情報を検討するうえで重要な基礎資料となるため，アンケート調査等を用いたモニ

タリングを適宜実施してくことが望ましい。 

 

 

成果リスト 

特になし 
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２（４）桜島大規模火山噴火 

            

      「桜島大規模火山噴火」総合研究グループ グループリーダー 井口正人 

                          （京都大学防災研究所） 

 

本総合研究グループでは，活発な噴火活動を 60 年以上続け，今後大規模噴火の発生が

予想される桜島を対象に，各研究項目間で緊密な連携と成果の共有を図り，住民避難を

視野に入れた総合的研究を以下のとおり推進することとなっている。１)観測研究を通じ

て，マグマの動きとマグマ供給系への理解を深め火山活動推移モデルを高度化すること

で，噴火発生予測研究を進展させる。２)噴火発生前の規模の予測と，噴火発生直後の噴

出物の把握を即時的に行うことで災害予測研究を進める。３)災害予測に基づき，住民へ

の情報伝達などの火山災害情報に関する研究と，避難や交通網の復旧などの対策に資す

る研究を行う。４)他の火山における類似研究と連携し，都市，中山間地域，離島などの

地理的，社会的環境による対策の違いなど幅広い研究を目指す。 

本総合研究グループには異なる部会に属する 27 の研究課題が参画している。令和４年

度も，12 月に対面とオンラインによるハイブリッド研究集会を開催し，グループに参画

している課題の成果から大規模噴火研究に資する知見を取りまとめた。本研究集会には，

次世代火山研究・人材育成プロジェクト課題Ｄ火山災害対策技術の開発，京都大学防災

研究所火山防災連携研究ユニットからも研究発表を行い，総合研究グループにおける議

論を活性化させた。 

本総合研究グループにおける発表は以下の４つに分けられる。１）現象解明のための

観測，過去の噴火履歴・火山の基本場，モデル化など現象の理解，２）火山噴火発生予測

の研究，３）ハザード予測，４）リスクコミュニケーション，対策である。１）において

は桜島の南岳における噴火活動期における諸現象に対して観測からのアプローチにより

新たな知見を得た。２）においてはビッグデータを取り扱うことにより，統計的な処理と

確率的発生予測の考え方が進んだ。３）においては，火山灰ハザード予測について多くの

知見が得られるとともに，火山岩塊，火砕流，土石流など他のハザードについても研究が

進んだ。４）においては大規模噴火とそれからの避難について様々な取り組みが行われ

た。また，災害やハザードについての情報提供ツールの開発が進んだ。 

令和４年度研究集会の議論の要点は以下の４点に集約される。 

① 現在の南岳山頂噴火活動から得られた知見を如何に大規模噴火へ適用できるか。現

在想定される大規模噴火は歴史時代の大規模噴火と同様にプリニー式噴火に始まり，火

砕流の発生を経て，溶岩流出に至ると考えられている。一方，南岳山頂噴火の最盛期（1970

年代から 1990 年代前半）には，地盤沈降から予測される以上に重力値が増大し，マグマ

の質量の増加があった。このことから，マグマからの揮発性成分の分離が進行し，脱ガス

した重いマグマの蓄積が進行したことが推定される。次に，多量のマグマの貫入があっ

たとしても最初に噴出するのは脱ガスした重いマグマに相当する溶岩であり，プリニー

式噴火から始まるシナリオではない。噴火シナリオの多様化が望まれる。実際，セントビ

ンセント島の La Soufriere 火山噴火は 2020 年 12 月に溶岩流出で始まり，翌年４月にプ

リニー式噴火に移行・拡大した。 
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② 大規模噴火にレジリエントな災害対応戦略，特に情報の重要性。2022 年７月 24 日

の桜島南岳の爆発的噴火では，火山岩塊が 2.4 ㎞を超えて飛散したとして気象庁は噴火

警戒レベルを５（避難）に引き上げ，桜島の一部住民の避難が行われた。火山岩塊の飛散

距離推定値に疑念はあるが，それ以上に重要な点は，この噴火において警報とその後の

避難指示等の防災対策に関わる情報に複数の大きな問題があることが顕在化したことで

ある。情報の問題の 1 つは情報発表までの意思決定の遅さである。爆発が発生したのは

20:05 であるが，レベル５の特別警報が発表されたの 45 分後の 20:50，さらに，鹿児島

市から避難指示が発令されたのは，その 90 分後の 22:20 であった。もう一つの問題は，

速報メールの内容が不十分だった点である。特別警報を伝える速報メールは即時に情報

を伝える優れたツールであるが，レベルが５に引き上げられたことだけを端的に伝える

のみで警戒を要する範囲に言及していなかった。このことから，レベル５の発表が大規

模噴火の発生もしくはその切迫性を示すものと解釈され大きな混乱を招いた。レベル５

は噴火の影響が居住地域に及ぶことを表しているだけで範囲の情報を含んでいない。避

難の対象に考慮されるべき警戒を要する範囲は必ず付加すべき情報である。むしろ，レ

ベルよりも警戒を要する範囲を前面に出した警報発表とすべきである。 

③ モニタリングデータからリアルタイムでハザードを評価することにより，ハザード

予測の高度化が図られた。例えば，降灰であれば，火山性微動と地盤変動のデータを用い

た火山灰放出率の推定値を移流・拡散モデルと結合させることにより，降下火山灰の予

測が可能となった。また，シミュレータの連続稼働化が図られることにより，常に火山灰

ハザードを評価できるようになった。また，レーダーやディスドロメータなどの気象観

測機器は火山灰ハザードをナウキャスト的に把握するのに大いに役立つことも示され，

これらの機器は監視の実装段階にあるといえる。一方，噴火発生前の警戒を要する範囲

（ハザード予測）の設定は依然として重大な問題である。 

④ リスクコミュニケーションの重要性。鹿児島市は桜島の大規模噴火を想定し，多量

の降灰によりインフラと物流が機能不全に陥ることが予想される場合は，噴火警戒レベ

ル５の対象範囲外（例えば鹿児島市街地）であっても避難指示を出す事検討している。こ

の場合の避難は，気象災害や地震災害のように住民の居住区域内に指定された避難所へ

の避難ではなく，市町村の境界をまたぐ広域避難である。広域避難計画については今後

改善の余地は大いにあるが，広域避難そのものについての認知度はほとんどないため，

まずは周知のための長期的な視野の取り組みが必要である。これまでに鹿児島市街地の

パイロット地区を対象としたワークショップや模擬避難などの試みを行ってきたが，今

後も継続して大規模噴火の実態と避難の必要性について認知度を上げていく必要がある。 

 

これまでの課題と今後の展望 

先に示した ①～④ が課題としてあげられるが，観測・研究の立場からは噴火発生前

の警戒を要する範囲（ハザード予測）の設定が最大の課題である。ハザード予測のための

シミュレーション手法が妥当だとすれば，この課題は火山噴火予知が長年課題としてき

た発生の時期，場所，規模，様式を本質的に含むものであり，前駆現象に応じたシミュレ

ーションの初期値の設定が必要である。過去の噴火史に学んで噴火シナリオを整理する

だけで済む問題ではなく，今一度，火山噴火予知研究の原点に立ち戻る必要があろう。 



255 

「大規模噴火総合研究グループ」ではなく「桜島大規模噴火総合研究グループ」であ

る理由は，リスクコミュニケーションの重要性にある。火山噴火において最も重要とさ

れる対策である避難は人によってなされるものであり，リスクコミュニケーションは単

なるテクニックではない。今後も住民の顔が見える研究計画とすべきである。 

 

 

成果リスト 

特になし 
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２（５）高リスク小規模火山噴火 

            

        「高リスク小規模火山噴火」総合研究グループリーダー 大湊隆雄 

（東京大学地震研究所） 

 

目的 

火山では，噴気地帯や山頂火口近傍に，多くの観光客や登山客が訪れたり，観光施設

が設けられていたりする場合が多く，平成 26 年の御嶽山噴火や平成 30 年の草津本白根

山噴火のように，規模が小さくても人的・物的被害等が生ずる場合がある。また，小規

模な噴火は発生頻度が相対的に高いことから，観光客や登山客等の災害リスクの低減と

いう観点から重要な研究対象である。そこで，噴火災害に関する資料の収集，地質調査

による水蒸気爆発等の噴火履歴調査，各種観測による活動把握，災害誘因である噴石や

土石流などの予測研究，災害情報の発信に関する研究等を実施する。これらの成果を総

合的に検討し，研究の課題や方向性を明らかにする。 

 

実施方法 

（１）既存課題の成果を活用 

・噴火災害資料の収集，災害発生状況の整理，災害発生時の火口からの距離等の文献調

査，災害関連学会での情報収集 

・地質調査による水蒸気爆発等の噴火履歴調査 

・地球物理・地球化学的各種観測による活動把握 

・比抵抗調査等による熱水系の構造探査による水蒸気噴火ポテンシャルの評価 

・災害情報の発信に関する研究（御嶽，本白根の事例研究など） 

 

（２）建議の研究の枠外（社会科学，災害科学分野など）の成果を活用 

・災害関連学会等からの情報収集 

・社会科学，災害科学分野等の研究者に，火山分野への応用を検討してもらうための方

策（集会・セミナー等）の検討 

 

（３）既存研究成果を精査し，研究分野の過不足の有無を洗い出し，あらたな研究課題

や研究の方向性の提案につなげる。 

 

（４）上記に関連する研究集会の企画 

 

本年度の実施内容 

本研究グループに関連する課題は，大きく次の５つの項目に分類することができる。

１）災害情報の発信に関する研究，２）小規模噴火の発生する場の把握，３）観測によ

る火山の活動把握，４）噴火の予測に関する研究，５）小規模噴火災害の資料収集。 

今年度は 2023 年２月８日にオンラインで研究集会を実施し，関連課題代表者による

研究成果発表および議論を行った。以下では，研究集会における報告を中心として項目
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毎の成果を紹介する。各課題の成果はその課題が属する部会報告でも報告されており，

内容的に重なる部分もあるが，本総合研究グループの目標への寄与という視点に立って

紹介する。 

 

１）災害情報の発信に関する研究 

東北大学は，観測データを火山災害リスクの低減につなげるための試みとして，吾妻

山を対象として VUI（Volcanic Unrest Index; 火山活発化指数）の試作を進めてお

り，今年度は，中長期的に安定したデータソースとして気象庁や国土地理院のデータを

活用し，ワークシートを試作した。 

北海道大学からは，予測可能性とリスク評価に関するいくつかの提言がなされた。

VUI の活用について，専門外の人々にとって理解し易そうであること，何が unrest（活

発化状態）なのかは火山によって異なること，事例を増やすことにより判断基準が次第

に形成されること，活動シナリオの想定や火山活動の評価はそれほど自明な課題ではな

いことなどの指摘があった。本総合研究の名称にある「高リスク」とはどの程度のリス

クを指すのかもわかっていないことから，リスク評価の前にまずは現場作業者のリスク

管理に関する考え方の整理が必要であること，観光客や登山客に対する情報提供のあり

方は社会からの要請が強いテーマであり，確率的な評価・予測の枠組み作りと予測の精

度向上に取り組むと良い等の提言もあった。 

名古屋大学は，御嶽山地域の火山防災に関する知識の効果的普及・啓発や火山と共生

する地域のすばらしさを内外に伝える役割を持つ御嶽山火山マイスターの活動を支援し

ており，御嶽山火山マイスター制度の向上を目指して他火山における火山防災に関する

先進的な取り組みとの比較を進めている。今年度は阿蘇火山博物館，山梨県富士山科学

研究所，箱根ジオミュージアムを対象として火山防災に関する取り組みに対する調査・

比較を進めた。これまでの調査に基づいて，御嶽山地域と他地域の共通点として以下の

点を挙げることができる。火山地域は噴火以外にも豪雨による土石流や地震による山体

崩壊などの危険性が高く，土地の成り立ちを住民に理解してもらうことが防災につなが

ること，防災を前面に出すより土地の成り立ちや火山の恵みを知ってもらうことが防災

意識の向上につながること，子供に対する防災教育が効果的であること。他地域との比

較により見えてきた御嶽山地域の特徴としては，研究施設と火山マイスターの拠点が同

じ場所にあり，データや専門家の意見にアクセスしやすいことや関係者同士が定期的に

会うことによる顔の見える関係が構築できていることが挙げられる。課題としては，マ

イスター活動の周知がまだ十分でないことや，ビジターセンターへの集客，防災や地域

振興への活用，学区学習需要の開拓などが挙げられる。 

 兵庫県立大は，御嶽山噴火の事例から，市町村の災害対応のボトルネックとなる事項

の抽出と対応策の検討を行った。噴火時に対応すべき事項は多岐にわたるが，マンパワ

ーが限られている小規模な市町村レベルでは全ての事項に対応することは容易ではない。

噴火の影響範囲に応じて，「市町村」→「県」→「国」と対応主体を拡大すべきと考え

られがちだが，噴火規模が小さく影響範囲が狭い場合であっても対応すべき項目数は多

岐にわたるため，「市町村」の少数の職員では対応が困難な場合があることがわかった。

また，噴火の影響が複数の「市町村」にまたがる場合，自治体間の連携をどこがコント
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ロールすべきかも課題として挙げられることがわかった。 

 

２）小規模噴火の発生する場の把握 

東工大は，土壌ガスに基づく側噴火リスクの評価を進めている。土壌ガスとは地下起

源のガスが透水係数の高い領域で検出されるものである。破砕帯は透水係数が高い領域

であり，地下の熱水貯留域から上昇する火山性流体の通路となり得る。地下の熱水貯留

域は水蒸気爆発の発生場となり得ることからマグマ起源ガスが含まれる土壌ガスの放出

域を把握することは，将来の噴火発生場所の予測につながる可能性がある。草津白根山

の湯釜周辺で土壌ガスのサンプリングの成分を分析したところ，高いガスフラックスを

示す場所が複数見つかり，その中にマグマ起源ガスが多い場所と少ない場所があること

が分かった。マグマ起源ガスが卓越する場所は，破砕帯でありかつそれがマグマから分

離したガスの上昇経路と接続していることを示唆しており，将来の側噴火の可能性が比

較的高いと考えられる。ガスフラックスは高いがマグマ起源ガスが少ない場所は，破砕

帯に対応しているものの，マグマガスの上昇経路とは接続しておらず側噴火の危険度は

必ずしも高くはないと考えられる。 

 

３）観測による火山の活動把握 

東北大学は，火山活動の中心と観光の対象が 1 km 程度と至近距離にある吾妻山を観

測の対象としている。地震・地殻変動の連続観測を継続的に実施し，火山深部から浅部

における火山性流体の分布・挙動の解明を進めることにより活動把握の高度化を進めて

いる。これまでの観測から，吾妻山の活動は，深さ 10～15 km の深部における膨張が先

行し，深さ 4 km の地殻変動源での膨張加速，浅部地震活動や浅部地殻変動・熱・ガス

の変化という経緯をたどること，また，地震波形には流体の関与を示唆する特徴がある

ことが分かった。吾妻山での観測情報に関しては，大学から現地の関係者に直接活動状

況を伝えることもあるが情報過多気味であり，伝えるべき情報を工夫する必要があるこ

とが分かった。 

東北大学では，噴火の早期検知手法として空中電界変動を活用する手法の開発を引き

続き進めている。今年度は，2022 年６月から東京大学地震研究所霧島火山観測所にお

いて霧島硫黄山をターゲットとする観測を開始した。2022 年 11 月に硫黄山において新

たな噴気孔が形成されたが，空中電界変動には顕著な信号は認められなかった。泥噴火

が電荷を帯びていない可能性と，活動規模がそもそも小さかった可能性が考えられる。

本課題で想定する小規模水蒸気噴火は，地震・地殻変動・空振などの既存の地球物理的

観測手段では見落とされるおそれがあり，新たな噴火検出手法の開発には大きな期待を

寄せている。 

富山大では，弥陀ヶ原火山において，活動状態を把握するための多項目地球物理観測

を継続して実施している。観測項目は，弥陀ヶ原火山全体の活動状況把握を目指す広域

地震観測，地獄谷における浅部熱水・ガスだまりの活動推移の把握を目指した水準測

量・GPS 観測，噴気活動の定量化を目指す微動観測，熱水流動経路の把握を目指す熱活

動観測である。水準測量結果によると 2017 年から 2020 年にかけては沈降が卓越してい

たが，2020 年以降は隆起が卓越している。現在は，地表から噴気として放出されるよ
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りも地下への流体供給量が上回る状況であることが示唆される。また，熱活動域と隆起

域・沈降域の対応が明瞭に見られた。火山性地震は全く観測されなかった。噴気地帯に

隣接する観光地は本総合研究グループの重要な研究対象であり，弥陀ヶ原における多項

目観測により貴重な観測データの蓄積が進むことが期待される。 

 

４）噴火の予測に関する研究 

富山大学は，極小規模噴火を含めた見逃がしのない「真の噴火履歴」解明を目指した

取り組みを進めている。平成 30 年草津本白根山噴火など VEI1 クラスの小規模噴火では，

火口近傍を除いてテフラは地表からほぼ消失し，噴出物は地表に地層として残らないた

め，そのような噴火は存在しなかったと見なされることになる。このように，地表露頭

のみの観察からは把握できない小規模噴火が多数存在し「真の噴火履歴」の解明はほぼ

不可能である。火口内や火口近傍の湖沼堆積物が新たな情報源として有望であり，弥陀

ヶ原で実施した予備調査では，地表露頭観察では把握できない規模の噴火によると見ら

れる火山灰層が湖沼堆積物中から検出できた。次期計画では，草津白根山や志賀火山で

同様の調査を行うことを計画している。 

 

５）災害発生状況の調査・整理 

今年度は，本項目に関する報告は無かった。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 

・これまでの課題 

火山活動による人的被害の程度は必ずしも噴火規模に依らない。噴火が発生する場所

からの「距離」が人的被害の規模を大きく左右する。大規模噴火であっても十分な距離

まで避難できれば人的被害は生じない。逆に小規模噴火であっても近くで発生すれば人

的被害はまぬがれない。 

マグマ噴火等の大規模噴火の場合はほとんどの場合明瞭な先行現象があり，噴火前に

避難し人的被害が少ない場合が多い。また，噴火規模が大きくても周囲に人がいなけれ

ば被害が無い。これに対し，水蒸気噴火，ガス噴出，ガスの滞留等の比較的規模の小さ

い火山活動については，先行する現象が弱いかあるいは無いために事前把握が難しく，

危険性がわかりにくい。噴気地帯などはそのまま観光スポットになっていることも多く，

観光客や登山客が危険性がわからないまま接近し，被害が出る場合がある。 

小規模噴火にもかかわらず高リスクである理由の一つは，上記で述べたように発生場

所や時期が予測困難だという点である。また，高リスクであるもう一つの理由として社

会的要因も考えられる。各自治体が発行する防災マップや，噴火に関する情報発信を担

う気象庁が設定している噴火警戒レベルを見ると，防災マップの多くは噴火がある程度

予測できることを前提とした記述となっており，高リスク小規模噴火に関する記述はほ

とんど見られず，危険性の存在が周知されにくい。噴火警戒レベルについても，非専門

家が正確にその内容を理解しているとは考えにくく，専門家と非専門家の認識が大きく

乖離している可能性がある。例えば，レベル１であれば安全であると考え，火口付近に
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無防備に接近して突発的な噴火に巻き込まれるという事が起こり得る。 

 

・今後の展望 

本課題のターゲットである小規模火山噴火は，データの収集が難しく，科学的な研究

の対象とするためには困難を伴うため，観測研究計画の中でこれを明示的にターゲット

とする研究は限られていた。しかしながら，小規模ゆえに発生頻度が高く人的被害も少

なくない現象に対して，被害低減につながる具体的な方策を探るための研究は本観測研

究計画の中で実施されてしかるべきものであった。そこで，2019 年度に始まった観測

研究計画において「高リスク小規模火山噴火研究グループ」を立ち上げ，その活動を開

始した。 

本総合研究は，予測困難性と社会的要因に着目して研究の方向性を検討し，将来の研

究課題のシーズを育てることを目標とする。予測困難性に関しては，これまでの知見を

活用することで予測可能性を高めることはできないか，あるいは，予測可能性を高める

ためにはどのような研究を新たに立ち上げるべきか，という観点から検討を進める。社

会的要因に関しては，専門家と非専門家の認識のギャップを埋め，どうすれば非専門家

が危険性を正しく理解することができるのか，そのためには何をすべきか，という観点

から社会科学的，防災科学的研究の方向性に関して検討を進める。 

４年目となる今年度は，関連する研究課題の整理と問題点の洗い出しを継続して進め

た。本総合研究で実施すべき研究項目は１）災害情報の発信に関する研究，２）小規模

噴火の発生する場の把握，３）観測による火山の活動把握，４）噴火の予測に関する研

究，５）小規模噴火災害の資料収集，の５つに整理されるが，今年度は昨年度同様，

１）に関する社会学的，情報学的な成果報告および２）～４）に関する継続的な研究の

成果が報告されたが，昨年あった５）に関する報告は今年度は無かった。来年度以降

も，それぞれの項目に関する成果の掘り起こしと整理を進める予定である。昨年度末に

実施したアンケート調査結果については引き続いて整理を進めており，高リスク小規模

火山噴火に関する効果的な情報発信を検討するための情報抽出を目指したい。 

 

 

成果リスト 

特になし 
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成果報告会 発表タイトル 
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３ 拠点間連携共同研究 

            

東京大学地震研究所・京都大学防災研究所 拠点間連携共同研究研究代表者 松島信一 

                          （京都大学防災研究所） 

                        研究代表者 加藤尚之 

                         （東京大学地震研究所） 

 

これまでの地震火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予測を最大の目標と

し，それにより地震や火山噴火による災害の軽減を目指してきた。しかし，平成 23 年

（2011 年）東北地方太平洋沖地震の発生により多くの犠牲者が出たことを踏まえ，地

震や火山噴火の科学的な予測が極めて困難であっても，現在の地震学や火山学には災害

軽減に役立てられる多くの知見が集積されていることから，平成 26 年度から開始され

た「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」（建議）において大きく方針

を変更し，「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」（建議）で

もその方針が継続された。即ち，地震や火山噴火の発生予測の実現を重点とした方針か

ら，それらの予測を目指す研究を継続しつつも，地震・火山噴火災害をもたらす誘因の

予測研究に重点を置いて組織的・体系的に進める方針に転換した。そのため，地震学や

火山学を中核とするものの，災害予測や防災を目的とした研究に注力するために関連す

る理学，工学，人文・社会科学などの分野の研究者が参加して，協働して推進すること

になった。 

平成 25 年までの建議に基づく観測研究計画では，自然現象である地震発生や火山噴

火現象の理解に基づきそれらの科学的な予測を目指すという考え方から，「地震・火山

科学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所が中核となって計画を推進

してきた。しかし，災害予測や防災に関連する研究者と協働して計画を推進するために

は，東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」

である京都大学防災研究所とが連携して，計画を進めることが有効であるとの結論に至

り，両研究所が協働し，それぞれの分野の共同利用・共同研究拠点として，連携して共

同研究を進めることとなった。具体的には，両拠点の研究者が中核となって建議に沿っ

た大テーマを決め，それを実現するための研究について全国の研究者からの研究提案を

公募して全国規模の共同研究を進める「重点課題研究」と両拠点がそれぞれ関連が深い

地震火山研究コミュニティと自然災害研究コミュニティの２つの学術コミュニティに呼

びかけ建議の主旨を踏まえた研究を公募する「一般課題型研究」を実施している。 

 

１．重点推進研究 

（１）総括研究 

総括研究は「巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパラダイム構築の推進」と題

し， 2020 年度に引き続き， (１ )震源過程， (２ )伝播・深部地盤構造， (３ )強震動予

測，(４)浅部地盤構造，(５)構造物被害予測，(６)リスク評価の研究グループに分か

れ，それぞれの分野におけるリスク評価の不確かさの要因についての検討を進めるとと

もに，これらの知見を統合するための(７)プラットフォーム構築グループ，(８)ステー
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クホルダの参画に関する研究グループおよび(９)大規模計算のためのコンピュータサイ

エンスグループの９グループで実施した（拠点間連携共同研究 [課題番号：CTOC01]，     

Miyazawa et al.，2022，Fujita et al.，2022，上田・他，2023）。 

震源過程・強震動予測について，プレート間巨大地震の強震動生成域に対する距離減

衰の特徴をまとめた。震源像を推定するために，断層面におけるＰ波の反射・透過係数

の違いから，摩擦強度を推定するための理論研究を拡張し，SH 波が任意の角度でプレー

ト境界に入射して反射する時に観測される反射波の震幅変化から，摩擦強度を推定する

ことを検討した。 

深部地盤・伝播経路については，2020 年に 1946 年昭和南海地震震源域西端にあたる

豊後水道沖で，海底地震計およびハイドロホン・ストリーマーを用い，エアガンを人工

震源とする屈折法・広角反射法地震波構造調査を実施した。取得された波形に対して波

形インバージョンを適用し，九州パラオ海嶺の沈み込みを含む不均質構造の詳細につい

て，解析を進めている。また，紀伊半島沖で実施している海底地震計を用いた地震観測

データに対して，レシーバー関数，および表面波構造解析の適用による，海底下Ｓ波速

度構造の把握を進めている。 

浅部地盤構造に関しては，液状化の可能性のある地盤上に構築された直接基礎建物を

対象に，地盤物性の空間的不均質性を考慮した有効応力解析を実施した。その結果，液

状化に伴う直接基礎建物の沈下・傾斜評価において地盤物性の空間的不均質性の影響が

無視できず，振動後の過剰間隙水圧の消散過程が地点により異なるため建物の不同沈下

や傾斜といった被害が誘発されることがわかった（図１）。 

構造物被害予測の高度化のために，フラジリティ曲線の高度化と，地震被害発生時に

即座に建物・インフラ施設の被災度を判定する技術の概要を調査するとともに，これま

でに蓄積された膨大な地震被害写真を機械学習することによる被害判定システムの構築

を試みた。来るべき都市直下での地震や東海・東南海・南海地震への備えとして，継続

して研究を実施し，災害対応力をさらに高めておく必要がある。 

リスク評価高度化のためには，対象となるエクスポージャ情報の精密化が必要不可欠

である。このために，UAV 等で撮影された写真やその他のリモートセンシング情報を用

いて，エクスポージャに関するパラメータを位置情報とともに取得し，地理空間情報シ

ステム上に展開するフレームワークを構築した。本年度は特に，地上設置型 3D スキャ

ナにて取得した高密度点群による高精度な建物 3D 形状推定や赤外線カメラを用いた壁

内の筋交い位置推定の可能性を検討した。地震や豪雨により，いったん被害が生じると

その影響が甚大で復旧にも時間がかかると考えられる高速道路，新幹線などの社会イン

フラが集中する地域で，土砂災害予測基本図と既往の CS 立体図，また現在の技術で作

成され公開されている土砂災害ハザードマップとの比較を行い，土砂災害が発生する箇

所と現象について検討し，その危険度評価を行った（図２）。現状のハザードマップで

は被害予測には不十分であり，CS 立体図も個別の現象予測には情報不足であることが明

らかになった。 

プラットフォーム構築に関して，南海トラフ沿いで発生する巨大地震により引き起こ

される，強震動，津波，地すべり，地盤変状，火災などのマルチハザードによって多様

な災害が引き起こされることが想定されるが，それぞれの災害を単独で想定した場合
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と，相互に関連したとして想定した場合では，災害の想定にどのような違いが出るかを

把握することが重要である。また，多様な災害が相互にどのような影響を与え，それが

災害の規模にどのような影響を与えるかを知ることは，災害の軽減に重要となる。これ

らについて，どのような調査方法があるかについて検討を行った。 

コンピュータサイエンスでは，時刻歴発展問題を対象として，シミュレーション内で

生成される過去時間ステップにおける解析結果を学習することで，解析効率を高めるア

ルゴリズムを開発し，地殻の粘弾性応答解析へ適用した。高詳細な実地殻構造モデルを

用いた有限要素法による地殻変動の順解析が本手法により効率化されることを確認した

（図３）。今後は，逆解析等との組み合わせにより，プレート間固着状態推定などのへ

の適用が期待される。 

災害リスク情報・ステークホルダ参画に関して，平成３年度の分析結果をもとに改良

したシステムにもとづき，地表における速度での内閣府の南海トラフ地震動想定の評価

を行った。また，前年度の成果にもとづき改良したシステムを用い自治体職員に対する

ヒアリングを実施し，災害シナリオの多様性があることの理解を深めるための方策の検

討，さらには検討成果を踏まえシステムのさらなる改良を行う。 

 

（２）特定型（その３） 

「不確実性を考慮した浅部地盤の非線形応答評価手法の検討」では，以下の成果が得

られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC20]，浅見・他，2022）。 

(ⅰ)室内土質試験の不確実性を考慮した浅部地盤の非線形応答評価 

各種模型振動実験で用いられることの多い豊浦標準砂を対象に，傾斜地盤における初

期応力状態を再現するため圧密後に排水条件で初期せん断を載荷した後，液状化試験

（非排水繰返しせん断試験）を実施した。試験では，初期せん断応力比の大きさよりも

繰返しせん断応力比が大きい両振りの載荷条件（緩傾斜地盤に相当）に加えて，初期せ

ん断応力比が繰返しせん断応力比を上回る片振りの載荷条件（急傾斜地盤に相当）も併

せて考慮した。これらの一連の結果を液状化回数比（＝初期せん断ありの液状化までの

繰返し回数／初期せん断なしの液状化までの繰返し回数）と初期せん断応力比の関係と

して整理したところ，初期せん断の影響により液状化回数比が小さくなる傾向が示され

た。 

(ⅱ)水平２方向入力地震動が浅部地盤の非線形応答に及ぼす影響の評価 

振動台実験の結果，１方向入力よりも２方向入力とした場合の方が，過剰間隙水圧の

上昇が顕著であり，言い換えれば液状化の度合いが大きいことが確認された。本実験の

入力である地震動は応答スペクトルで基準化されていることから，振幅レベルが揃って

おり，２方向入力が描く複雑な軌跡が水圧の上昇に寄与していることが確認された。２

方向入力の軌跡特性の影響は現状の耐震設計では考慮されていないため，今度の耐震設

計手法の改良に向けた貴重な結果であると言える。 

( ⅲ )Numerical analysis of adjacent pile supported structures and 

development of failure envelops involving liquefaction -induced large 

deformations 

本研究で用いた有限要素モデリング手法の妥当性を検証するため，京都大学防災研究
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所の遠心力載荷装置を用いた地盤・構造物（杭）系の模型振動実験に対して，数値シミ

ュレーションを実施した。次に，妥当性が検証された地盤の構成モデルおよび地盤と杭

間の相互作用のモデル化手法を導入した２次元解析より，斜面下に向かって最も遠くに

位置する杭が流動する地盤から最も大きな応力を受けることが明らかとなった。また３

次元解析からは，液状化した杭の破壊位置と破壊の種類を決定するのは慣性力の大きさ

であることが示された。 

 

（３）特定研究（その５） 

「即時建物被害予測技術の高度化」では，以下の成果が得られた（拠点間連携共同研

究[課題番号：CTOC21]，Huang et al，2022，岸本・他，2022）。 

地震発生前の対策としては，予測される地震に対する被害程度をあらかじめ推定し，

その推定結果に基づいた対策を取ることが多い。構造被害に着目すると，過去の巨大地

震における構造物の被害程度の調査結果から，確率的に構造被害を予測する方法が取ら

れる。具体的には，地面での最大加速度や最大速度といった地震動の指標値を予測また

は計測し，経験的に求めたその指標値と被害率の関係を用いて被害程度を推定する。こ

の指標値と被害率の関係は「フラジリティ曲線」と呼ばれ，一般的にはこれまでの地震

被害における実建物の被害程度と予測・観測された最大地動加速度（PGA）や最大地動

速度（ PGV）の関係から経験則として求められてきた。最近でも 2016 年熊本地震や

2011 年東北地方太平洋沖地震での被害を参考に，木造建物のフラジリティ曲線は更新

されてきた。一方，近年の巨大地震では構造被害が限定的となりつつある鉄筋コンクリ

ート造建物では，同様の手法でフラジリティ曲線を推定することは困難となりつつあ

る。そこで本研究では，近年のフラジリティ曲線の検討例とともに，地震被害ではな

く，非線形地震応答解析を援用したフラジリティ曲線の作成方法の開発についても，そ

の可能性を検討した。 

また，巨大地震発生時に早期に災害対応を実施し，二次被害を軽減するためには，迅

速な被害把握が不可欠である。今日では，依然として被害把握には「応急危険度判定」

や「被災度区分判定」といった，技術者の目視に依る方法を用いている。これらの方法

は，非常に時間がかかり，またそもそも仕上げなどにより構造体が見えない超高層建物

などで目視調査が現実的ではない，といった問題がある。これらの問題を解決するた

め，今日では，①機械学習を用いた構造被害程度把握の自動化，②ドローンなどの飛行

体を用いた広域被害把握，③構造物に設置したセンサーを用いた被害把握，等の方法が

精力的に開発されつつある。そこで本研究では，目視調査に代わる新たな方法として，

上記①～③の手法に着目し，その概要と実現可能性について調査を行った。災害対応策

として採用するためには，その精度評価が重要となるため，特に精度に関する情報の整

理を行った。 

 

（４）特定研究（その６） 

「地震および豪雨による斜面災害発生個所の事前予測方法の統合」では，以下の成果

が得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC31]，齊藤，2022，齊藤，2023）。 

いくつかの災害事例にこの手法を適用した結果，豪雨と地震と外力が異なっても，現
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象の端緒となる箇所には共通する地形的特徴があることが判明した。豪雨の場合，いわ

ゆる侵食前線の最先端である遷急点に隣接する谷頭部や遷急線として認められる段差の

連続する箇所がその破壊の端緒となることが多くの事例で認められた。土砂災害予測基

本図では，まず斜面の侵食量を算出しその傾斜量を得る。そのため，この遷急点あるい

は遷急線が侵食のおよんでいる部分の境界部として視覚的に明瞭に認識されることにな

る。この部分は，谷の落水線上の段差として表現され，この段差の大きさも落水線に沿

った河道縦断図から比較することが可能である。また，この谷を通過する落水線の集中

が豪雨の場合の重要な特徴で，これも落水線に沿った上流域面積の急激な増加すなわち

落水線の合流から得られる。加えて上部斜面の集水域に浸透能の低い岩石の露出あるい

は土層が薄い場合には崩壊の端緒となると考えられ，広島市安佐南区の土石流の発生域

の斑状流紋岩の岩脈でそれに相当する。さらに，この段差（谷頭部の境界部）の周辺の

傾斜が大きいことにより崩壊が生じやすい傾向がある。この 3 つの量を三軸とし，それ

ぞれの箇所の量をプロットし，原点からの距離を比較することでその危険度の順序付け

が可能と考えられる。 

地震の場合，谷地形をしているかはそれほど重要ではなく，斜面下方に土層あるいは

斜面を支持する構造のない箇所の崩壊が多く，これは豪雨の場合と同様に段差として認

識可能で土砂災害基本図でも検出が容易な箇所である。地震前後の地表変位検出は，

2016 年熊本地震の阿蘇カルデラ周辺を対象として実施したので，その例を示す。当

初，地震波の伝搬によってその地点の卓越する振動方向との関係を重視していたが，地

表変位が傾斜の下方すなわち斜面下方に認められることから考察した変位出現，破壊出

現のモデルを示す。この段差周辺の谷による侵食が斜面の傾斜方向にある場合の段差付

近，谷内の土層のうすい箇所，段差よりも斜面上方の箇所の振動の比較を観測した例も

示すことができた。 

 

（５）特定研究（その７） 

「巨大地震によるマルチハザードリスク評価手法に関する検討」では，以下の成果が

得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC32]，Nishino, 2023，大邑, 2022a，

大邑, 2022b）。 

南海トラフ沿いで発生する巨大地震により引き起こされる，強震動，津波，地すべり，

地盤変状，火災などのマルチハザードによって多様な災害が引き起こされることが想定

されるが，それぞれの災害が単独で想定した場合と，相互に関連したとして想定した場

合では，災害の想定にどのような違いが出るかを把握することが重要である。また，多

様な災害が相互にどのような影響を与え，それが災害の規模にどのような影響を与える

かを知ることは，災害の軽減に重要となる。これらについて，どのような調査方法があ

るかについて検討を行った。 

また，確率論的地震リスク評価を地震火災を含めた手法に拡張し，京都市上京区の木

造密集市街地を対象に様々な不確実性を考慮した地震動と火災のマルチハザードリスク

評価を実施した。対象とした地震は，琵琶湖西岸断層帯，花折断層帯，有馬―高槻断層

帯，生駒断層帯，京都西山断層帯，六甲―淡路断層帯の 6 断層帯で発生するものである。

火災関連の偶然的不確実性として，出火の数・場所，気象条件（気温，風速，風向），
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消防隊の火災覚知時間，地震動による家屋の構造被害に伴う防火性能の低下を考慮して

おり，認識論的不確実性として，経験的出火予測式の不確実性（地震間の変動性）を考

慮した。その結果，地震動とそれに伴う火災によるリスク（建物損失額）の 50 年超過

確率が図４に示すように推定された。地震動と火災の複合効果を考慮した損失超過確率

曲線は，超過確率が高い領域では地震動だけを考慮した時の曲線に，超過確率が低い領

域では地震火災だけを考慮した時の曲線に支配され，超過確率が中位の領域では両方の

曲線に大きく依存する。すなわち，地震動だけを考慮した従来のシングルハザードのリ

スク評価では，損失の超過確率が過小評価され，特に，頻繁には起こらないものの地震

後の火災が地域に壊滅的なインパクトを及ぼし得る点が見落とされることになる。この

結果は，マルチハザードリスク評価の重要性を強調している。一方，津波火災について

は，津波の伝播・浸水，津波による石油タンクの移動，石油の流出・拡散，石油の燃焼

拡大，火災からの熱放射，の一連の現象を様々な不確実性を考慮して数値的にシミュレ

ートするための計算枠組みを構築し，大阪市港湾エリアに適用して，確率論的津波火災

ハザード評価を実施した。 

さらに，地震と洪水による複合災害の事例として，1830 年８月 19 日（文政十三年七

月二日）に発生した京都盆地北西部付近を震源とする地震による被害を調査した。京都

盆地南部の巨椋池周辺の堤防に亀裂や堤体の沈下が発生し，これらの地域は地震発生の

半月後に豪雨に見舞われ，堤防が決壊して宇治川が流れを変え巨椋池に流れ込む状況と

なったことが分かった。 

 

２．一般課題型研究 

地震・火山噴火という自然現象が引き起こす地震動，津波，火山噴出物，斜面崩壊な

どの災害誘因が，自然や社会に潜在的に存在する脆弱性などの災害素因に働きかけ，こ

れらの誘因と素因の組み合わせと相互作用の状態に応じて様々な規模の災害が発生する。

そのため災害誘因予測の高度化は，災害の軽減に結びつく有効な手段の一つである。こ

のような視点から，一般課題型研究では，災害誘因や災害リスクを事前に高い精度で評

価する手法を開発する「地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化の研究」，

地震や火山噴火が発生した直後に，高精度かつ即時的に災害誘因を予測する手法を開発

する「地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化の研究」，災害誘因予測を防

災対策の推進に効果的に結びつけるための「地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報

につなげる研究」に関連する研究を公募した。  

2022 年度は新規８課題と継続４課題が東京大学地震研究所・京都大学防災研究所拠

点間連携共同研究委員会の審査を経て採択された。  

 

（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化の研究 

「津波被害予測における震源モデルの不確実性の評価」では，多様な津波波源を考慮

した地形による津波増幅率の推定や，津波の応答関数推定などにより，防災工学的な側

面に立った社会実装のための準備を行った。  

津波増幅率については，高速で簡便に沿岸域の津波水位を求めるため，メキシコ太平

洋側で発生する海溝型地震を対象に，地形の効果による津波の増幅率を推定した。増幅
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率の推定では，多数の地震シナリオに基づいた数値計算結果と津波発生時の水位の空間

分布を用いて，最大津波波高から波源の影響を除くことを試みた。求めた増幅率と波源

の情報を用いて沿岸域の最大津波波高を推定し，数値計算結果との比較を行った。初期

水位分布全体を考慮し，波動方程式の解の重ね合わせによって算定したパラメータは，

最大津波波高との強い相関が確認された。これによって，波源の情報を表すパラメータ

と当該地点での津波の増幅率を表す回帰係数への分離が可能となった。さらに，この波

源の代表パラメータと増幅率を用いて沿岸の最大津波波高を簡便に予測するモデルを構

築したところ，メキシコのゲレロ州沿岸域においては水深 10 m 程度まで数値モデルと

同様な確率分布を得た。以上の結果より，この津波増幅率は，波源の特性に依存しない

周辺地域との相対的な津波ハザードの大きさを表す指標として有用であることが示唆さ

れた。この成果は Pure and Applied Geophysics に掲載された。  

地形による津波の応答関数については，南海・東南海地震想定域で多数の地震津波シ

ナリオにもとづいた津波計算を行い，対象地域は駿河湾内部およびその周辺沿岸域の地

形による津波の周波数応答特性を求めた。まず，確率論的過程にもとづいて震源断層モ

デルを多数生成し，生成したそれぞれについて津波計算を行い，波源域・沿岸域での時

系列波形のスペクトル解析を行うこと津波の応答関数を求めた。この波源域沿岸域の評

価地点の選定には，津波の波線追跡から伝播経路を抽出し，その経路上の地点を用いた。

求めた応答関数ついては，地形形状から概算した固有周期と比較し，その妥当性につい

て評価する。その結果，対象地点間のスペクトル比のシナリオ間アンサンブルをするこ

とで，津波伝播過程でのそれぞれのスケールに対応した卓越周期が抽出された。また，

抽出した応答関数は単純化した地形条件での理論的な共振周期と一致し，本手法の妥当

性が示された。本研究で求めた応答関数は，波源スペクトルからの畳み込みによる沿岸

域の最大津波振幅の予測や，津波の継続時間の定量的予測への応用が期待される。以上

の成果は，土木学会論文集 B2（海岸工学）に掲載され，海岸工学講演会で口頭発表され

た（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC22]，Chida et al., 2023，Fukui et al., 

2022， Miyashita et al., 2022a， Mori et al., 2022，宮下・他, 2022a，菅

沼・他, 2022a， Miyashita et al., 2022b，宮下・他, 2023，宮下・他, 2022b，

菅沼・他, 2022b，Miyashita et al., 2022c）。 

「1m-LiDAR DEM を用いて検出された地すべりなどの不安定土塊の微動及び地震動観

測による相対的危険度評価」では，現在，変位が継続している徳島県三好市西井川の地

すべり地において，末端，地すべり土塊内部，その隣接する谷部，谷部の地下水位の高

い部位で，長周期速度計により地震に対する応答の比較観測を実施した。地すべり土塊

の末端は，南北に切り取り部があり東西方向に指示する構造がない。また，地震計を設

置した隣接する谷部は東西方向で，地すべり土塊の側方を侵食する構造である。震源が

ほぼ西に位置する 2022 年 11 月 22 日 10:24，深さ 46km M3.7 豊後水道を震源とする

地震，震源がほぼ南に位置する 2022 年 12 月 29 日 01:47，深さ 35km M4.4 高知県東部

を震源とする地震について，地すべり土塊の特徴的な地形を有する地点の地震波への応

答を比較し，各部位の地震に対する危険度の評価をおこなった（拠点間連携共同研究

[課題番号：CTOC26]， 齊藤, 2022，齊藤, 2023）。 

「活断層末端の活火山地域における大規模斜面崩壊の発生予測に関する研究 -1858
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年（安政五年）立山，鳶崩れを例として-」では，コア掘削調査に先立ち，国土交通省

北陸地方整備局立山砂防事務所が 2017 年に実施した航空レーザー測量のデータ（1 m グ

リッド数値標高モデル）から作成した MPI 赤色立体地図実体視画像（Kaneda & Chiba，

2019）を使用し，鳶崩れ周辺を含む立山カルデラ全域の山体重力変形地形マッピングを

行った。その結果，カルデラ東縁部（室堂山〜獅子岳にかけての地域）および南縁部

（鳶崩れ〜五色ヶ原にかけての地域）にとくに山体重力変形地形が集中することが明ら

かとなった。とくに南縁部には，多数の山体重力変形地形と鳶崩れを含む新鮮な大規模

崩壊地形が共存することから，この周辺は，山体重力変形が十分に進行して大規模崩壊

へと移行するステージにある可能性がある。一方，鳶崩れ周辺に着目すると，鳶崩れ方

向（北西方向）への斜面変形を示唆する山体重力変形地形群（図５の赤字 a 周辺）と，

北方向への斜面変形を示唆する山体重力変形地形群（図５の赤字 b 周辺）の２系統の山

体重力変形地形が確認でき，この山（大鳶山）が大きく２方向に変形していることが明

らかとなった。 

次に，鳶崩れにいたる山体重力変形過程を明らかにするため，鳶崩れの滑落崖直上に

位置する重力性凹地（小湖沼）において，可搬型パーカッションコアリングシステム

（金田ほか，2018）によるコア掘削調査を実施するとともに，採取したコア試料につい

て，テフラ分析および放射性炭素（C-14）年代測定を実施した。掘削を行った凹地は，

２系統の山体重力変形地形のうち北方向の斜面変形に伴うもので，稜線直下にあるもの

（「大鳶小池」と呼ぶ）とそれより南側のやや低い位置にあるもの（「大鳶池」と呼ぶ）

の２箇所である（図５，挿入図）。2022 年７月 12～17 日に現地確認のための偵察調査

を行ったのち，９月２〜９日に本調査（現地への機材運搬およびコア掘削）を実施した。

コア掘削機材については，別調査のため，前年（2021 年）夏にヘリコプターを用いて

掘削地から約 2 km の距離にある五色ヶ原山荘に運搬・越冬保管されていたものを使用

し，山荘から現地までは人力で運搬した。また，掘削したコアについては，登山口であ

る室堂ターミナルまで人力運搬の後，研究室に郵送した。なお，調査のベースとする予

定だった五色ヶ原山荘が新型コロナウィルス感染発生によって本調査直前に閉鎖となっ

てしまったことや天候不順の影響により，実際にコア掘削を行うことができたのは９月

５日の１日のみであった。  

最初に掘削を行った大鳶池では，深度 187 cm までのコアが採取された（図６a）。コ

アは大きく，上位から黒褐色〜褐色有機質シルト層（Ａ 層；深度 0～66 cm），細～小

礫混じりの明褐色シルト～砂層（Ｂ層；同 66～149 cm），礫層（Ｃ層；同 149～187 cm）

の３層で構成される。層相や周辺の露頭情報から，Ｂ層・Ｃ層は凹地形成前の稜線上緩

斜面に堆積した風成・崖錐堆積物である可能性が高く，現在と同様の湖沼環境が推定さ

れるＡ層の基底がこの凹地（大鳶池）の形成層準と考えられる。テフラ分析の結果，Ａ

層の基底直上に明瞭な火山ガラス含有率のピークが認められ，火山ガラスの形態や鉱物

組成などからこれは K-Ah テフラ（7196～7307 年前；Smith et al., 2013）と考えら

れる。３箇所の有機質堆積物試料の C-14 年代測定からも K-Ah と矛盾しない結果が得ら

れ，これらの情報に基づいて凹地形成年代を外挿によって求めると 7700～8500 年前と

なる。 

一方，続いて掘削した大鳶小池では，時間的な制約から深度 102 cm で掘削を中止せ
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ざるを得なかったが，採取されたコアは，一部に礫層を挟むものの深度 102 cm まで湖

沼成の黒褐色〜暗褐色有機質シルト層であり，この堆積物はさらに深部まで続いている

と考えられる（図６b）。このコアにおいても，深度 85〜90 cm 付近に K-Ah テフラと考

えられる火山ガラス含有率のピークが認められた。有機質堆積物試料の C-14 年代値に

ついては，1 試料に K-Ah 層準との矛盾が認められたため，（1）この年代値のみを棄却

した場合，および（2）このコアのすべての C-14 年代値が信頼できないと考えて K-Ah

層準のみを使用した場合の 2 通りのケースを想定し，外挿によって深度 102 cm の年代

を求めると 8100～10600 年前となる。したがって，大鳶小池の形成は，少なくともこの

年代より遡ると考えられる。  

以上のコア掘削結果から，大鳶池や大鳶小池は 1858 年の鳶崩れ発生時に形成された

ものではなく，これに先立つこと少なくとも 8000 年以上前に開始した山体重力変形に

よって形成され，その後，長い準備期間を経たのちに鳶崩れにいたったことが明らかと

なった。この山における山体重力変形の開始時期については現時点では定かではないが，

おそらく 10000 年以上前に最初に大鳶小池を形成する山体重力変形が発生し，その後，

7700～8500 年前に大鳶池を形成する山体重力変形が生じた可能性が高い。ここで興味

深いことは，大鳶池の形成年代が跡津川断層の４回前の活動時期（7500～8100 年前；

地震調査研究推進本部地震調査委員会，2004）とよく合致することである。地震時に山

体重力変形が進行した事例が多く知られていることや（Ponti & Wells, 1991 など），

鳶崩れが跡津川断層の最新活動（1858 年飛越地震）により発生していることなどを考

えると，跡津川断層の活動のたびに大鳶山の山体重力変形が間欠的に進行したのちに，

ついに 1858 年の活動時に大規模崩壊にいたった可能性がある（拠点間連携共同研究[課

題番号：CTOC33]，福井・金田, 2022）。 

「活断層により形成される盆地端部構造と歴史地震の被害分布との関係に関する研究」

では，既往の文献調査に加え古文書の調査などに基づき，1894 年（明治 27 年）庄内地

震の被害について調査した。1894 年庄内地震の被害は，地震発生直後に行われた被害

調査の報告から南北走向の庄内平野東縁断層帯に沿う地域に加え，庄内平野を流れる最

上川，赤川，京田川の流域周辺を中心に酒田市の沿岸部に至る地域にまで東西方向に広

がっていたとされている（小藤，1895；水田・鏡味，2011；水田・鏡味，2013 など）。

この被害を説明するために「矢流沢（やだれざわ）断層」と呼ばれるほぼ東西方向に伸

びる地表地震断層が図示されていたが，近年の地下構造・活断層調査により，その存在

は否定されている。被害分布図からは庄内平野東縁断層帯（北部）に沿った被害分布が

認められるほか，余目背斜を呼ばれる地下構造が存在する地域で被害が少なかったこと

が読み取れる。このことから，余目背斜上では，地震基盤が浅く，軟弱な表層地盤が薄

いために地震動の増幅が比較的小さかったことが推定される。また，矢流沢断層が想定

された地域において被害が大きかったことについては，最上川沿いに軟弱な地盤が厚く

堆積していることと関連が深いことが想定される。一方，既往の地下構造調査により，

庄内平野の東端では庄内平野東縁断層帯の活動による褶曲構造により，基盤が西方向に

基盤が深くなるように傾斜していることがわかっている（地震調査研究推進本部 , 

2009）。さらに，既往研究の庄内平野における地震動観測記録の分析により盆地中央部

より盆地西部の沿岸部（酒田市周辺）で基盤が深いと推定されており（佐藤・他，
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2009），盆地東端部だけではなく，盆地内でも基盤深さが変化していることが示唆され

る。庄内平野の盆地端部構造及び庄内平野東縁断層帯の地下形状によって，平野内に被

害集中域が発生した可能性も考えられる。ところが，地震動予測式を用いた地震動予測

では，被害分布に対応するような地震動分布は再現されない（地震調査研究推進本部，

2009）。このことから，1894 年庄内地震の被害と地震動およびそれに大きな影響を与え

る基盤構造との関係を調査するためには，庄内平野東縁部のみならず，盆地全体の基盤

構造を詳細に調査する必要があることが分かった。加えて，1894 年庄内地震に関する

既存の文献資料（水田・鏡味，2013）に関するデータの収集も行った。2023 年度には，

これら結果を踏まえて調査・観測を計画・実施する一方で，集落ごとの被害統計を GIS

データ化し分析を行う。 

1830 年文政京都地震の震央は京都盆地北西部端付近と推定されているが，建物・人

的被害は京都盆地東縁部に沿って南北に被害が集中していたことがわかっており（大邑， 

2019），その原因に関して盆地端部構造との関係について調査した。その結果，被害が

集中した五条通から伏見稲荷大社にかけて地域や伏見の辺りの地域では街道沿いで建物

が多く存在していたということもあるが，盆地境界の直上ではなく盆地端部から数百 m

西に離れた地域に盆地境界に沿って続いていることが分かる。また，被害集中域よりも

北側では，盆地境界の位置が東に移動するため，被害箇所も同じように東に移動する。

この現象は，エッジ効果（Kawase，1996）によるものと推察されるが，京都盆地東縁

端部を模した単純な基盤構造モデルによる地盤増幅特性のシミュレーションでは，建物

被害に大きな影響を与える周期１秒前後の地震動の増幅は盆地端部より西側に数百 m 離

れた場所で最も大きくなることを示した（図７）。このことから，1830 年文政京都地震

の際の被害の集中は，盆地端部におけるエッジ効果によるものと推察された（拠点間連

携共同研究[課題番号：CTOC35]，松島・他，2022）。 

「日本の強震観測点における ESG 研究成果の収集および分析」では，まず，研究会を

開催し，研究参加者が研究実績のある地域を選び，強震観測点での ESG に関する研究文

献などを収取した。図８には，2016 年熊本地震の発生後に行われた KiK-net 益城強震

観測点での微動アレイ観測の結果をまとめたものである。６グループによって微動アレ

イ観測が行われ，レイリー波位相速度が得られている。すべての位相速度は，比較的よ

くまとまっており，大きな系統的な差異はない。図には，検層によるＳ波速度構造に対

する理論位相速度も示されている。検層による理論値は，周波数８～20Hz ですべての

観測結果よりも大きくなり，検層によるモデルのＳ波速度の値に改良の余地があること

を示している。図には，各グループにより得られたＳ波速度構造モデルも示されている。

観測位相速度のばらつきに比べて，モデルのばらつきは大きいことがわかる。逆解析時

の異なる仮定が使われており，その違いがモデルの推定に大きい影響を与えていると考

えられる。図９は，各モデルに対する 1 次元増幅特性を示している。増幅特性は類似し

ており，各地盤モデルが位相速度で拘束されているために，モデルの波動的特徴（増幅

倍率やピーク周期など）が類似することを示唆している。  

本研究では，ESG６で議論された熊本平野での強震動のブラインドテストの結果につ

いても詳しく調べた。ステップ１として行われた微動及び表面波探査の観測データの分

析とＳ波速度モデルの推定では，複数の参加者による位相速度の推定結果は類似してい
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るが，Ｓ波速度構造モデルは大きく異なっていることがわかった。これは，上記の

KiK-net 益城での結果と同様である。この２つの事例は，今後，モデルの推定時の合理

的な仮定の設定に関するコンセンサスの必要性を強く示している。さらに，ブラインド

テストのステップ２および３として行われた弱震動および強震動の推定結果に関する議

論も行った。図 10 左には，2016 年熊本地震の本震の強震動の予測結果が示されている。

これらの予測波形を用いて，Anderson (2004)による GOF (Goodness-of-fit) 分析

のうち，Arias duration (C1)， Energy duration (C2)，Arias intensity (C3)，

Energy integral (C4)，Peak acceleration (C5)，Peak velocity (C6)，Peak 

displacement (C7)，Response spectra (C8)，Fourier spectra (C9)の比較指標

で検討した。図 10 右に，本震の予測結果に対する各指標が示されている。下段は，各

予測の GOF の平均である。また，中段は各指標の平均であり，C3，C4 および C9 の値が

低くなっているが，その他の指標は高い値である。下段は，手法別の評価値である。各

手法に対する周波数 0.5－1，1－2 Hz の GOF 分析結果では，２D および３D 手法の予測

結果が高くなっている。このことは，岩盤サイトで観測された記録を利用した１D 手法

よりも盆地生成表面波や盆地転換表面波を考慮できる３D 手法が有効であることを示し

ていると考えられる（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC37]，津野・他，2023）。  

「1923 年関東地震の木造建物被害率に基づく震源破壊プロセスの解明」では，まず

関東地震による震源インバージョンに関する研究論文，および建物被害に関連する資料

および論文を収集し，短周期地震動生成域を求めるための拘束条件となる大被害地域，

無被害地域，そして各地域における地震発生当時の市街地中心部を当時の地形図によっ

て把握することにより，計算対象となる強震動評価地点を決定し，その計算地点中で大

被害地域内にある各地点において微動観測を行って，微動の水平上下スペクトル比

MHVR を計算した。そして Kawase et al.(2018)の提案した EMR 法で擬似地震動水平上

下動比 pEHVR を求め，それに対して Nagashima et al.(2014)の拡散波動場に基づく

地盤構造同定手法を適用して，当該地点でのサイト増幅特性を求めた。 MHVR からこの

地点では卓越振動数が 1Hz 付近にあり，その増幅度も大きいことから，大被害の発生に

当該サイト特有のサイト増幅特性が寄与していたものと考えられる。  

この MHVR を EMR 法により pEHVR に変換し（図 11），Nagashima et al. (2014)の

拡散波動場理論による EHVR からの速度構造同定手法を利用して速度構造を同定した。

さらにその構造から一次元のＳ波サイト増幅特性を求め統計的グリーン関数を用いた波

形合成法の計算準備を整えた。  

一方震源のモデル化については研究計画に従い，Sekiguchi and Yoshimi (2011)の

手法により 1923 年関東地震の不均質震源モデルを構築し，SMGA のサイズや面積が強震

動予測レシピに従うものとなっていることを確認した。  

建物モデルの年代別存在比率については文献および資料を収集し，1923 年当時の年

代別存在比率を計算した（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC39]）。  

「既存在来木造建物に大きな被害を引き起こす地震動の発生要因に関する研究」では，

2003 年十勝沖地震の KiK-net 厚真のような２秒よりやや長い周期が卓越して揺れの数

が多い地震動の発生要因について表層地盤を対象に分析を行った。過去に発生した地震

動の卓越周期と繰り返し回数を求め，これらと Vs30（表層 30m の平均せん断波速度）
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の対応関係を図 12 に示す。これを見ると，揺れの数が２秒よりやや長く揺れの数が多

い地震動は，Vs が 200m/s 以下の軟弱地盤で発生していることがわかったが，表層地盤

が軟弱でも必ずしもそのような地震動が発生するとは限らず，引き続き発生要因につい

て検討が必要である。  

また，KiK-net 厚真の強震記録を，開発した実大 1 層縮約試験体（図 13）に入力し

た振動実験を行った。その結果，非常に大きな被害となり，解析的な結果が確認された。

得られた変形角－ベースシア係数関係を図 14 に示す。最大変形角は，1/10 近くに達し，

内外装材が剥落後，両筋交が座屈して全壊に至った（拠点間連携共同研究 [課題番号：

CTOC40]，境・他，2022，汐満・他，2022）。 

 

 

（２）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化の研究 

「リアルタイム地震情報配信手法の高度化に向けた地盤特性の影響度評価」では，建

物の図面が現存していない，70 年代以前に竣工されたＬ字型平面を有する低層 RC 造病

院建物を対象に，モード情報を踏まえた振動解析により建物各部の詳細な応答を予測し

た。モード情報の同定には令和３年夏に実施した微動観測記録を用いた。また予測結果

の検証には，令和３年春から稼働する建物の基礎階と上部階の２か所での地震観測シス

テムで得られた実際の地震応答記録を利用した。建物の損傷および建物内の室内被害に

用いる応答について，現状では観測階の加速度応答の最大値や積分により得られた変位

を基礎階と上部階で線形補間して非観測階の加速度波形や層間変形角を予測するに留ま

っている。図 15 に振動モデルによる予測結果と実際の地震応答記録を比較する。左図

は地震観測点（７と 19）および微動観測軸である。中央図に示す予測波形の最大振幅は，

最も精度の高いモデルパラメータでは多くの地震で誤差 30%以内に収まった。観測点は

２点に留まるが，振動モデルを利用することで，各部の応答を詳細に予測することが可

能となる。右図では建物の両端部のモード振幅が大きくなるねじれモードや，中央部分

がたわむモード，屋上階塔屋の局所モード，の影響を表現できている。  

また地盤モデルを考慮した数値解析モデルの構築方法を検討した。対象建物の候補は，

観測対象の病院建物である。解析方法は，地表面－建物間の伝達関数を用いた周波数応

答解析とし，解析モデルは①質点系のスウェイ－ロッキングモデル，②３D-FEM 解析モ

デルの２種類を検討した。構築した３D-FEM 解析モデルの一例を図 16 に示す。構築し

た解析モデルを用いて，拠点となる建物の強震記録から対象地域の地表面地震動の評価

方法を検討した。さらに，建物基礎部と周辺の地表面で観測された地震動のスペクトル

特性を分析し，建物と地盤の相互作用の影響について議論した。  

今後の連携活動の研究シーズとして，海域観測網などの異なる観測網を統合的に用い

て，緊急地震速報を更なる高精度・迅速化を目指す取り組みや，深層学習を活用した地

震カタログの高精度化，スロー地震の一種である浅部微動のモニタリングシステムとい

った地震解析処理の最新の取り組みについて議論した。また地震情報配信の実際例や，

長周期波動場のモリタリングによるリアルタイム地震解析システム(GRiD MT)の詳細お

よび緊急地震速報配信における予報業務許可に関する地震研究所（および東京大学）に

おいての運用の実際例について情報を共有した（拠点間連携共同研究 [課題番号：
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CTOC23]）。  

「連続地震動観測による大規模地すべりの再活動危険度評価」で得られた成果の概要

は以下の通りである（拠点間連携共同研究 [課題番号： CTOC36]，王， 2022， Wang，

2022）。 

（ⅰ）西南日本で発生した再活動型大規模地すべり地において，６台の地震計により

連続地震動観測，ほぼ全体をカバーするような稠密微動観測，高精度表面波探査及び電

気探査などを行った結果，大規模地すべりにおける地震動特性を推測する場合には，斜

面の地質特性や地形特性による影響を別々に考える必要があることを明らかにした。ま

た，斜面における大規模地すべり土塊は，大地震時には豪雨時とは異なったすべり面を

形成し，移動する可能性があるとわかった。 

（ⅱ）2018 年北海道胆振東部地震により幌内地区（砂岩泥岩互層地域）において発

生した大規模岩盤地すべり地における３台の地震計を設置し，連続地震観測を行った。

また，地すべり地の源頭部および末端付近にすべり面を形成した土層から土試料を採取

し，異なる載荷条件下でせん断実験を実施した。地震観測データについての解析は進行

中であるが，採取した土試料に対するせん断実験を実施した結果，（a）砂層から採取し

た試料を用いた飽和・非排水せん断においては，高い過剰間隙水圧が発生しうること；

（b）泥質土層から採取した試料のせん断強度（摩擦角度）は 10 度前後で，極めて低い

こと，が分かった。 

（ⅲ）地震で大規模崩壊を発生させた地域（大歩危南方地域）を調査し，その地形・

地質条件をまとめた。その結果，調査した崩壊地では断層，節理，劈開などの不連続面

構造が存在する場合に，そこが分離面またはすべり面となることが示された。不連続面

構造の分布や形態が地域的に集中している場所があり，また河川侵食による斜面下方の

切断があるような不安定条件を備えた場所で最近の崩壊が発生していることが示された。

崩壊が発生した場合に，上流に広大な水域がある河川をブロックする場合があることも

判明し，地震直後に河道閉塞のおそれがある地域も存在することが示された。  

（ⅳ）1686 年の貞亨安芸伊予地震等がきっかけとなり崩壊が繰返し発生してきた高

知県大豊町のトウジ山周辺を地質踏査した。トウジ山が位置する北東―南西方向に伸び

る尾根沿いには硬質な珪質片岩，塩基性片岩が分布し南東へゆるく傾斜している。尾根

を挟んで北西側と南東側は主に泥質片岩からなり，徐動性地すべりが多数分布し，徐々

に斜面下部に移動するため尾根が常に先鋭化する作用が働いている。このような地形は

地震動が増幅されやすく崩壊発生の素因の一つになっていると推測される。 

（ⅴ）安政東海・南海地震（1854）により発生した善徳地すべりと有間大崩壊につ

いての現地調査を実施した。善徳地すべりは，吉野川右支川祖谷川の中流域，徳島県三

好市西祖谷山村善徳の両岸に位置している。またこの地すべりは，日本の地すべり分類

のなかで破砕帯地すべりの最大級のものとして知られている。この地すべりの滑動は，

記録が乏しいものの，安政地震（1854 年）を端に発していると言われ，現在も継続し

ている。昭和 57 年（1982 年）より建設省（現国土交通省）の地すべり対策直轄事業が

展開されている。有間の大崩壊は，吉野川支流の平石川上流部，土佐町有間に位置する。

この崩壊も，安政地震（1854 年）時に推定土量 570 万立米の土砂移動が発生した。そ

の後，有間地区は明治 26 年（1893 年）の豪雨，昭和 21 年（1946 年）の昭和南海地震，
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昭和 51 年（1976 年）の台風 17 号の豪雨により崩壊域が拡大している。このような大

きな土砂の履歴以降，地すべり滑動が拡大し，昭和 53 年度より高知県による地すべ

り・崩壊対策事業が展開された。  

 

（３）地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究 

「ばらつきを考慮したハザード想定結果の「受け取られ方」に関する評価研究」では，

平成３年度の分析結果をもとに改良したシステムにもとづき地表における速度での内閣

府の南海トラフ地震動想定の評価を行った。また，前年度の成果にもとづき改良したシ

ステムを用い自治体職員に対するヒアリングを実施し，災害シナリオの多様性があるこ

との理解を深めるための方策の検討，さらには検討成果を踏まえシステムのさらなる改

良を行う。ただし，自治体職員のヒアリングについては本年度の地震動評価をふまえて

実施するため本報告には反映されていない。  

本研究では地表面における速度を用いて地震動シミュレーション結果のばらつきにつ

いての評価を行っている。しかし，内閣府が公表している地震動推定結果は，地表面で

は震度であり速度については工学的基盤の強震波形のみが公開されている。そのため内

閣府のシミュレーション結果を，地表面での最大速度に変換する作業を昨年度から実施

している。昨年度は，簡易的な手法を用いて変換を行った結果，60 cm/s を超える最大

速度が多く算出された。また 200 cm/s を超えるような地点も多く，最大の地表最大速

度（PGV）は高知県で約 680 cm/s となった。  

一方，過去の代表的な地震の最大速度は 2016 年熊本地震で約 240 cm/s，2011 年東

北地方太平洋沖地震では約 100 cm/s であり，第一段階として観測上の最大値である約 

240 cm/s を地表最大速度（PGV）の上限値として内閣府による地震動シミュレーショ

ン結果の変換を行った（図 17）。さらに検討を進め内閣府 (2012)の前身である内閣府

(2009)による表層地盤モデルを用いて南海トラフ巨大地震に対して地震応答解析を実施

した（図 18，拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC30]）。  

「桜島大規模噴火による大量軽石火山灰降下に対する事前広域避難に向けた実践的研

究」は，大量軽石火山灰降下による被害の恐れがある鹿児島市街地の八幡校区の住民を

対象に桜島の大規模噴火の切迫期における実行可能な危機対応体制を構築し，被災影響

の軽減を図るものである。本研究の特徴は，専門家が住民に対して何が正しいかを教え

るのではなく，住民が主体的に検討し，専門家は住民の検討を支えるメンターとして位

置づける点にある。  

令和３年度までに，２回のワークショップ（以下 WS）を実施しており，大量軽石火

山灰降下が生じた時の状況を想像し，WS 参加者がおのおの生じる問題について考えるこ

とを通じてハザードの理解を深めた。令和４年度は，2023 年１月 13 日現在，２回の WS

（第３，４回）を実施している。  

第３回（2022 年６月 22 日）は，同校区の広域避難先に指定されている南さつま市の

現地視察を行った（図 19 参照）。その結果，参加者は都市部の住民を受け入れるだけの

収容能力が不足していることを明確に認識するに至った。第４回（2022 年 10 月 24 日）

は参加者に事前に避難するか，自宅にとどまるかの意思決定をしてもらい，その判断の

もとで懸念される事項について考える機会とした。興味深いことに，第２回終了時点で
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は，「事前避難」の選択が多数派だったが，現地視察後は，「自宅にとどまる」との選択

が多数派となった。言うまでもなく，これは正しい答えがあるような問題ではない。し

かし，こうした思索を通じて，住民，研究者が状況改善の糸口を見いだすことが可能と

なる。これまでの WS を通じたリスクコミュニケーションのプロセスは図 20 の通りであ

る（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC34]，Onishi et al., 2022，大西, 2022）。 

「リスクコミュニケーションを推進するための地震・火山災害に関する意識調査の標

準的な質問紙設計とその有効性の検証」では，火山災害に関する先行研究をレビューし，

先行研究を踏まえつつ，できるだけ標準的な調査項目として，以下の６項目を設定した。

１．火山現象の特性の理解，２．対象とする火山が噴火した場合に発生する各噴火現象

の理解，３．溶岩流，火砕流，融雪型火山泥流・土石流の移動速度の理解，４．避難等

に係る用語の認知，５．各噴火現象と居住地域への影響の認識，６．避難先や移動方法

など。  

常時観測火山の近くに立地する９道県 15 市町村（北海道：伊達市，壮瞥町，洞爺湖

町，豊浦町，森町，七飯町），福島県（猪苗代町，二本松市），栃木県（那須町），神奈

川県（箱根町），新潟県（糸魚川市），長野県（軽井沢町，御代田町），熊本県（阿蘇市，

高森町，南阿蘇村），大分県（由布市，別府市），鹿児島県（鹿児島市））を対象として，

作成した質問紙票の質問項目をベースに，オンライン調査を実施し，各地域住民の火山

災害に関する意識を明らかにするとともに，設計した調査票の有効性について検討した。  

調査結果の一部として，「火山ガス」，「大きな噴石」，「降灰」を図 21～図 23 に示す。

まず，活火山を周辺地域として 12 地域を設定した。各地域ごとに，噴火現象の理解度

に違いがあることが確認された。この違いがどのような要因については，本調査結から

は確認することができない。しかしながら，こうした意識調査票を作成することにより，

同じもの差しで地域間の火山に対する意識を比較することが可能となった。また，ハザ

ードマップの認知と保管状況について調査した（図 24，図 25）。ハザードマップを見た

ことがあるのは，もっとも高い地域で約９割，低い地域で約４割に留まるなど，地域ご

とにかなりの差が見られた。  

詳細な分析は今後行う必要があるが，設計した調査票は火山に関する標準的な質問紙

として機能すること，本調査票を用いることにより，地域間の火山に関する住民意識の

比較が可能であることが確認された（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC38]）。  

 

これまでの課題と今後の展望  

これまでの地震・火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予測を最大の目標

とし，それにより地震や火山噴火による災害の軽減を目指してきたが，災害の軽減への

貢献が限定的であることから，前計画から地震・火山噴火災害をもたらす誘因の予測研

究を新たに組織的・体系的に進める方針に転換した。このため，地震学や火山学を中核

としつつも，災害や防災に関連する理学，工学，人文・社会科学などの分野の研究者が

参加して，協働して推進することになり，主に全国の工学，人文・社会科学の分野の研

究者が拠点間連携共同研究を推進してきた。  

拠点間連携共同研究の重点推進研究は，「巨大地震のリスク評価の不確実性に関する

パラダイム構築の推進」を主要テーマとして推進し，総括研究において震源から被害予
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測及びそのステークホルダまでの伝達までを一貫して行い，さらにステークホルダとの

協働の成果をフィードバックすることで，研究の方向性を議論している。また，総括研

究において見いだされた課題や新たな展開を特定型において掘り下げて詳細に検討する

とともに新しい技術や考え方について検討し，その成果を総括研究にフィードバックす

る。さらに総括研究で新たに出た課題を特定型で掘り下げる，という循環により研究の

高度化を目指している。  

今後は，重点推進研究の中での循環による研究を進めることと並行して，一般課題型

研究で提案され，実施されてきた研究課題による成果や手法などを取り込む枠組みを構

築することで，災害の軽減に貢献するための研究を高度化しながら継続し，高度化した

成果を供出することを目指す。そのためには，実際に被害を受ける構造物や社会システ

ムに直接携わっている工学，人文・社会科学の分野が理学分野の成果を咀嚼して活用出

来るような体制を整える必要がある。つまり，観測計画において，これまでの理学的な

観測網の維持のみならず，工学，人文・社会科学の研究の発展に必要な観測計画の立案

が必要になると考えられる。  
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図１．液状化の可能性のある地盤上に構築された直接基礎建物を対象に地盤物性の空間

的不均質性を考慮した有効応力解析による過剰間隙水圧比の分布（拠点間連携共同研究

[課題番号：CTOC01]，上田・他, 2022） 

・液状化に伴う直接基礎建物の沈下・傾斜評価において，地盤物性の空間的不均質性の

影響が無視できない。  

・基盤面や地表面に傾斜がなく，地震動が正負対称であったとしても，振動後の過剰間

隙水圧の消散過程が地点により異なるため，建物の不同沈下や傾斜といった被害が誘

発される。 

 

図２．地震と豪雨による斜面崩壊に対する高速道路・新幹線などの社会インフラの危険

度評価（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC01]）  

・東名高速道路日本坂トンネル出入口の直上（赤↓）には北向き斜面にみられる地すべ

り性の土砂移動（青↓）が起こっていない。  

・南側の過去に土石流性の崩壊が多発した斜面（赤〇）の前兆と考えられる侵食谷（紫

↓）が形成されている。  

・過去の土石流の流下経路（赤い太点線→）を遮断してトンネル出入口道路が建設され

ている。  

・JR 在来線のトンネル出入口（黄↓）と東海道新幹線の出口（橙↓）を含めて，いずれ

も地震や豪雨に対して，土石流や斜面崩壊が発生する可能性が高いと考えられる地形

がみられる。  
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図３．Data-driven method を活用した高詳細粘弾性地殻変動解析（拠点間連携共同研

究[課題番号：CTOC01]，Fujita et al.， 2022）  

・過去時間ステップのデータを使うことで粘弾性地殻変動解析の精度を落とすことなく

高速化する手法を開発。通常の方法と比べて最大 84 倍速。  

・富岳の大規模並列環境を高効率で使える方法とすることで，南海領域の高詳細 3 次元

粘弾性地殻変動解析を実施。  

 

 

図４．京都市上京区の木造密集市街地における地震動とそれに伴う火災の複合効果を考

慮したマルチハザードリスク（建物損失額の 50 年超過確率）（拠点間連携共同研究[課

題番号：CTOC32]，Nishino，2023） 

対象とした６つの内陸地震による京都市上京区の木造密集市街地における地震動とそれ

に伴う火災の複合効果を考慮したマルチハザードリスク（建物損失額の 50 年超過確率．

緑色の線）。青線は地震動だけを考慮した時の建物損失額の 50 年超過確率，赤色は地震

火災だけを考慮した時の建物損失額の 50 年超過確率。Total asset は，対象地域全体

での建物構造別の延床面積から算定される建物価値の合計。  
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図５．鳶崩れ周辺の山体重力変形地形・大規模滑落崖の分布と本研究のコア掘削地点

（挿入図，拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC33]）  

国土地理院 1:25000 活断層図（金田ほか，2019）による跡津川断層のトレースも併せ

て示した。等高線（10 m 間隔，挿入図は 1 m 間隔）は国土交通省北陸地方整備局立山

砂防事務所が 2017 年に実施した航空レーザー測量のデータ（1 m グリッド数値標高モ

デル）に基づく。 

 

図６．大鳶池コア（ａ）および大鳶小池コア（ｂ）の柱状図，テフラ分析結果および深

度−年代曲線（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC33]）  

最初に掘削を行った大鳶池では，深度 187 cm までのコアが採取された（図６a）。大鳶

小池では，時間的な制約から深度 102 cm で掘削を中止せざるを得なかったが，採取さ

れたコアは，一部に礫層を挟むものの深度 102 cm まで湖沼成の黒褐色〜暗褐色有機質

シルト層であり，この堆積物はさらに深部まで続いていると考えられる（図６b）。  
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図７．平面波入射により計算される盆地端部における地盤による速度増幅率（拠点間連

携共同研究[課題番号：CTOC35]，松島・他，2022） 

鉛直下方より平面波入射した際のモデル最上面での入射波に対する速度増幅率。全振動

数，中心振動数 0.5 Hz，同 1.0 Hz，同 2.0 Hz の地盤増幅率をそれぞれ青，橙，灰，

黄の●で示す。  

 

 

 

図８．2016 年熊本地震の発生後に行われた KiK-net 益城強震観測点での微動アレイ観

測の結果（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC37]，津野・他，2023） 

KiK-net 益城での微動探査による位相速度（左）と S 波速度構造（右）。  
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図９．図８の地盤構造モデルの S 波の 1 次元増幅特性（拠点間連携共同研究[課題番号：

CTOC37]，津野・他，2023） 

増幅特性は類似しており，各地盤モデルが位相速度で拘束されているために，モデルの

波動的特徴（増幅倍率やピーク周期など）が類似することを示唆している。  

 

 

図 10．ESG6 のブラインドテストの結果（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC37]，津

野・他，2023） 

左は 2016 年熊本地震の本震の加速度波形の予測結果，右は予測値と観測値を用いて得

られる Anderson(2004)の比較指標である。右下：各強震動ブラインド予測結果に対す

る GOF，右中: 各クライテリアに対する GOF，右上: 各手法に対する GOF。  
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図 11．微動と地震動の増幅の比較（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC39]）  

強震動観測点で分離した水平動のサイト増幅特性と微動の水平上下比に地震動と微動の

スペクトル比と地震動の上下動増幅率を補正して得られた推定サイト増幅特性を比較し

たもの。両者は微動のノイズが影響している低振動数域以外はよく一致している。  

 

 

図 12．過去に発生した地震動の揺れの数と周期と Vs30 の対応（拠点間連携共同研究[課

題番号：CTOC40]）  

過去に発生した地震動の卓越周期と繰り返し回数を求め，これらと Vs30（表層 30m の

平均 S 波速度）の対応関係（凡例: Vs30(m/s)）。  
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図 13．本研究で開発した実大１層縮約試験体鳥瞰図（拠点間連携共同研究[課題番号：

CTOC40]，境・他，2022） 

最低限の筋かいの入った建物を想定した「軸組のみ２構面分と筋かい +面材１構面分」

を用いた試験体。  

 

 

 

 

図 14．実大１層縮約試験体を用いた振動実験結果の変形角－ベースシア係数関係（拠点

間連携共同研究[課題番号：CTOC40]）  

KiK-net 厚真の強震記録を開発した実大 1 層縮約試験体に入力した振動実験の結果，最

大変形角は，1/10 近くに達し，内外装材が剥落後，両筋交が座屈して全壊に至った。  
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図 15．微動観測から構築した振動モデルを利用した建物各部の応答予測（拠点間連携共

同研究[課題番号：CTOC23]）  

左図は地震観測点（7 と 19）および微動観測軸である。中央図に示す予測波形の最大振

幅は，最も精度の高いモデルパラメータでは多くの地震で誤差 30%以内に収まった。観

測点は２点に留まるが，振動モデルを利用することで，各部の応答を詳細に予測するこ

とが可能となる。右図では建物の両端部のモード振幅が大きくなるねじれモードや，中

央部分がたわむモード，屋上階塔屋の局所モード，の影響を表現できている。  

 

 

 

 

図 16．地盤の FEM 解析モデルの検討例（直接基礎）（拠点間連携共同研究[課題番号：

CTOC23]）  

地表面－建物間の伝達関数を用いた周波数応答解析とし，解析モデルは①質点系のスウ

ェイ－ロッキングモデル，②3D-FEM 解析モデルの２種類を検討した。  
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図 17．240 cm/s を最大値とした PGV 分布図（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC30]）  

観測上の最大値である約 240 cm/s を PGV の上限値として内閣府（基本ケース）による

地震動シミュレーション結果の変換を行った。  

 

 

 

 

図 18．内閣府(2003)浅部地盤モデルを用いた地震応答解析結果の地表最大速度（拠点

間連携共同研究[課題番号：CTOC30]）  

内閣府(2012)の前身である内閣府(2009)による表層地盤モデルを用いて南海トラフ巨

大地震に対して地震応答解析を実施。  
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図 19．指定広域避難集合場所の視察（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC34]）  

鹿児島市街地の八幡校区の広域避難先に指定されている南さつま市の現地視察の様子。  

 

 

 

 

図 20．リスクコミュニケーションのプロセス（拠点間連携共同研究 [課題番号：

CTOC34]，大西，2022） 

鹿児島市街地の八幡校区の広域避難先に指定されている南さつま市の現地視察の様子。  

 



290 

 

図 21．オンライン調査に基づく噴火現象の理解（火山ガス）（拠点間連携共同研究[課題

番号：CTOC38]）  

常時観測火山の近くに立地する９道県 15 市町村を対象として，作成した質問紙票の質

問項目をベースに，オンライン調査を実施した。  

 

 

 

図 22．オンライン調査に基づく噴火現象の理解（大きな噴石）（拠点間連携共同研究[課

題番号：CTOC38]）  

常時観測火山の近くに立地する９道県 15 市町村を対象として，作成した質問紙票の質

問項目をベースに，オンライン調査を実施した。  
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図 23．オンライン調査に基づく噴火現象の理解（降灰）（拠点間連携共同研究 [課題番

号：CTOC38]）  

常時観測火山の近くに立地する９道県 15 市町村を対象として，作成した質問紙票の質

問項目をベースに，オンライン調査を実施した。  

 

 

 

図 24．ハザードマップの閲覧状況(%)（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC38]）  

常時観測火山の近くに立地する９道県 15 市町村を対象としたハザードマップの認知と

保管状況についての調査結果。ハザードマップを見たことがあるのは，もっとも高い地

域で約９割，低い地域で約４割に留まるなど，地域ごとにかなりの差が見られた。  
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図 25．ハザードマップの保管状況(%)（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC38]）  

常時観測火山の近くに立地する９道県 15 市町村を対象としたハザードマップの認知と

保管状況についての調査結果。  
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